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序論 

 

 本論文は、小ピット政権によるインド政策を中心に、18 世紀後半イギリス1におけるイ

ンド問題を研究する。そのために、小ピット政権のインド政策の検討にあたり、国内とイ

ンド現地で実施されたそれぞれの政策を対象とする。具体的には、国内ではインド担当部

局（Board of Commissioners for the Affairs of India, 略称 Board of Control, 以下 BOC）

とその中心人物ヘンリ・ダンダス(Henry Dundas, later 1st Viscount Melville, 1742-1811)に

よる政策を、インド現地ではインド総督2チャールズ・コーンウォリス（Charles Cornwallis, 

2nd Earl and later 1st Marquis Cornwallis, 1738–1805）による改革に着目してゆく。そして、

これら国内とインド双方におけるそれぞれの改革を、1784 年にピットのインド法(Pitt’s 

India Act, 1784)3を成立させた小ピット政権によるインド政策として総体的に考察してゆ

く。 

 本論文が対象とする 18 世紀後半のイギリスは、国内においても帝国においても困難な

時代であった。18 世紀初頭からの人口増加を基盤にして、経済、工業、産業等の成長とと

もに、海外帝国も拡大した世紀後半は、国家としても帝国としてもイギリスにとって発展

した時期であった。他方で、多くの問題も抱えていた。ジョージ 3 世(George III, 1738-1820, 

位 1760-1820)が即位した 1760 年からイギリス政界は非常に不安定な時期を迎えることに

なった。アメリカ問題やアイルランド問題といったブリテン内外の諸問題は、相次ぐ政権

交代と連動し、容易に安定することはなかった。とくに 1775 年から 83 年のアメリカ独立

戦争は、イギリスの経済・社会に大きな影響を及ぼした。アメリカの独立とフランス革命

およびその後の対仏戦争は、名誉革命からつづくイギリス国制を揺るがす大きな挑戦とな

った。 

 このような状況において 18 世紀末のイギリスは帝国の再編を迫られた。この再編の核

のひとつが「インド問題」(Indian affair/problem)であった。同世紀後半においてインド問

                                                   
1 本論文で Britain およびその派生語をイギリスと表記している。ブリテン（諸島）やイングランドは地

理的な表記として使用した。 
2 正確には「ベンガル総督」（Governor-General of the presidency of Fort William in Bengal）であるが、

本論文では、無用の混乱を避けるため相当職を｢インド総督｣の訳語に統一する。訳語通り「インド総督」

(Governor-General of India)となるのは、ようやく 1833 年のことである。正式名称と具体的な権限の

変遷については、本論文第 6 章第 1 節、および次を参照。浜渦哲雄『大英帝国インド総督列伝』（中央

公論社、1999 年）、36-43 頁；拙稿「インド総督コーンウォリスの地税制度改革―18 世紀イギリスにお

ける『インド問題』の文脈から―」東京女子大学『史論』第 62 集(2009 年)、39 頁、注(1)。 
3 24 Geo. III, c.25. 
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題はそれまでの狭義のインド問題から広義のインド問題へと展開し、19 世紀以降のインド

帝国の基盤を構築していった。18 世紀半ばまでの狭義のインド問題とは、「東インド会社

問題」(East India Company’s affair/problem)であった。第 3 章で後述するように、このよ

うな扱いはイギリス政界における意図的な対応であり、同世紀末には広義のインド問題と

して新たにイギリス政治上で展開してゆくことになった。なお、「狭義」ないし「広義」の

インド問題という表現は、既存研究で定義されてきた用語ではない。本論文では、非常に

曖昧な「インド問題」を扱ううえで、本稿の対象とする 18 世紀後半にイギリス政治上に重

要案件のひとつとして確立されてゆく「インド問題」を広義のインド問題とし、それ以前

のイギリス政界が意図的に政治問題として扱わず「東インド会社問題」として処理してき

たものを狭義のインド問題とする。本論文において、このようにインド問題を狭義・広義

に区別することは、たんに便宜的に行うだけでなく、18 世紀後半イギリスにおけるインド

問題に対する国家的重要性の認識や社会的な問題としての扱い方の変化をも明らかにする

狙いも含まれている。 

 1784 年のピットのインド法は、イギリスがインド問題へ対応するための法的な枠組みを

設定し、この枠組みは 1858 年に直接統治へと大きく政策転換されるまで維持された。18

世紀政治に関するこれまでの研究において、インド問題はこのインド法制定をもってひと

つの到達点とされてきた。シティや金融を専門分野とした歴史家サザランドは、18 世紀政

治における東インド会社の問題についての著書でこのことを明確に打ち出した4。帝国史や

18 世紀英領インドを専門とする P. J. マーシャルもまた、1784 年のピットのインド法が国

家と東インド会社の関係について法的基盤として 1858 年まで維持されたとし、インド法

に基づくインド統治機構を「1784 年体制」 (the 1784 system) と呼んでいる5。経済史家 H. 

V. ボーエンによる 18 世紀半ばのインド問題を扱った著作は、東インド会社を中心にイギ

リス政治を扱った力作だが、主に 1770 年代を対象としたもので、ピットのインド法制定以

後のイギリス政治におけるインド問題には言及していない6。1770 年代から 80 年代の一連

                                                   
4 彼女は、ピットのインド法の青写真となった 1783 年 4 月のダンダスによるインド法案をインド法制史

上のランドマークと評した。このようなダンダスのインド法案への評価は、1781 年のインド問題を調

査する秘密委員会以来のインド問題に関する経験と人脈を十分に活かして作成されたダンダス法案の

主要な特徴が翌年のピットのインド法に引き継がれたことに多分に由っている。L. S. Sutherland, The 

East India Company in Eighteenth-century Politics (Oxford, 1952), p.391.   
5 P. J. Marshall, Problems of Empire: Britain and India 1757-1813 (London, 1968), pp. 43-44. 
6 H. V. Bowen, Revenue and Reform: The Indian Problem in British Politics, 1757-1773 (Cambridge, 

1991). なお、ボーエンは現在の東インド会社研究を牽引する経済史家の一人であり、その後の著書で

より広く「帝国における東インド会社」という問題関心のもと研究を展開している。代表的なものとし

て、H. V. Bowen, The Business of Empire: The East India Company and Imperial Britain, 1756-1833 
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のインド問題の展開において、サザランドやマーシャルは、政治史とくにその法制史上の

重要性を強調しているため BOC を設立した 1784 年のインド法を重視するが、ボーエンは

イギリス経済とりわけ東インド会社に及ぼす影響に関心があるため、BOC の設立による政

治的な国家介入よりもむしろ経済的な国家介入が決定的となった 1773 年の規制法をより

重視している。このような 1784 年のインド法制定をひとつの到達点とするサザランド以

来の見解に異論はないが、インド法制定以後、すなわち 18 世紀最後の十数年間のイギリス

政治史におけるインド問題はほとんど注目されてこなかった。本論文では、1783 年から 84

年までのインド法案論争や 1784 年インド法制定以後のインド問題は、同時期イギリス国

制や社会の抱える諸問題を如実に反映したものであったという点を強調したい。 

既存研究における中心的な検討対象とされてきたイギリス東インド会社と国家との関係

は、18 世紀後半のインド問題における最も重要な論点のひとつであった。会社と国家の関

係は、たんに両者によるインド統治権をめぐる争いであっただけでなく、公（public）と

私（private）をめぐる問題7や、貿易や産業における自由と規制の問題など広く 18 世紀イ

ギリスの重要課題を包含していた。イギリスが同世紀を通じて問題とした腐敗の問題もま

た、インド問題のなかに不可分に結びついていた8。この点について既存研究では、当時腐

敗の象徴ともいわれた東インド会社がその検討対象とされてきたが、インド法制定前後に

おいて同時代人によって、政府や国家もまたその腐敗に関与すると考えられたことが本論

文で明らかにされる。インド法案論争の著名なエピソードとして、1783 年フォックス法案

の上院審議をめぐる国王による介入問題が知られているが、1780 年代のイギリス政界にお

けるもっとも重要な論点のひとつであった国王の影響力もまた、インド問題に接合されて

いた。同エピソードは、1782 年 3 月に首相ノース（Frederick North, 1732-1792）が退陣し

てから政権発足ないし政権維持に国王の意向が無視できないほどの重要性をもっていたこ

とを明らかにしたが、1784 年インド法制定以降の小ピット政権によるインド政策において

                                                   
(Cambridge, 2006). 

7 公と私および公共性・公共圏の問題は、大野誠編『近代イギリスと公共圏』(昭和堂、2009 年)。またこ

のテーマは当初の出発点であったヨーロッパだけでなく、現在ではインド研究においても有効な切り口

として援用されてきている。粟屋利江「南アジアにおける『公共圏』・『市民社会』をめぐる研究動向」

『南アジア研究』第 14 号、145-168 頁（2002 年）。 
8 腐敗と徳、モラルの問題をめぐる研究については、さしあたり次を参照。Istvan Hont & Michael Ignatief 

(eds.), Wealth and Virtue: The Shaping of Political Economy in the Scottish Enlightenment, 

paperback ed. (Cambridge, 1985) 〔水田洋、杉山忠平監訳『富と徳』 (未来社、1990 年)〕；J. G. A. ポ

ーコック（田中秀夫訳）『徳・商業・歴史』（みすず書房、1993 年）；草光俊雄「徳から作法へ―消費社

会の成立と政治文化」斉藤修監修『岩波講座 世界歴史 22 産業と革新―資本主義の発展と変容』（岩波

書店、1998 年）所収。より細部にわたる議論については、本論文各章において適宜触れる。 
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も国王の意向は依然として重要な影響力を有していた。この点もまた、1784 年のインド法

制定までを中心的対象としてきた既存研究では十分に検討されてこなかった。さらに、イ

ンド問題にみられる 18 世紀イギリス史のもっとも重要で、しかし既存研究でもっとも看

過されてきた点は、財政に関する問題である。小ピット政権の主要な成果のひとつに、対

仏戦争が勃発する 1793 年までの財政改革があげられるだろう9。1783 年 12 月に小ピット

政権が発足して以来、そのインド政策の中心となったのは、インド法によって組織された

BOC とその舵取りをしたヘンリ・ダンダスであった。小ピット政権の国内におけるインド

問題を担当したのはダンダスであり、それと連動してインド現地で統治改革を担ったのは

1786 年から 93 年までインド総督を務めたチャールズ・コーンウォリスであった。本論は、

国内とインド現地それぞれにおける彼らの政策を具体的に検討してゆくことになるが、両

者の最も重要な特徴は財政問題への対応であった。そのことは、国内のダンダスによる政

策では、インド軍をめぐる問題や下院におけるインド予算演説などにおいて、またインド

現地では、コーンウォリス改革の主要なひとつとされる地税政策、パーマネント・セツル

メントの導入においてみることができる。 

 本論文では、以上のような 18 世紀末のインド問題をイギリス政治史の観点から再検討

することによって、18 世紀イギリスの抱えた諸問題を考察してゆく。以下、この「序論」

では、研究史を整理したうえで、本論文の目的と方法を明らかにしてゆく。 

〔研究史〕 

 かつて「谷間の時代」「長大な端数」10とされてきた 18 世紀イギリスの国家と社会につ

いて、近年では活発な研究がすすめられてきている。同世紀の国家・社会体制は、17 世紀

イギリス革命の最終的帰結として「名誉革命体制」と呼ばれてきた。この体制は、「議会に

おける国王」（King in Parliament）が統治権を掌握することで伝統的国制の存続を認めつ

つ、事実上国王の統治権執行は「宮廷における議会下院のための大臣」(Minister for the 

House of Commons in the Closet)兼「議会下院における国王の大臣」(Minister for the King 

in the House of Commons)という首相にゆだねられた。さらに、議会選挙制度、地方自治

制度、出版制度などの機能によって「民間公共社会」（シヴィル・ソサイエティ）が政府を

                                                   
9 小ピット政権の諸政策・改革については第 1 章で詳述するが、さしあたり次の小ピットの個人研究にお

ける財政政策の評価を参照。John Ehrman, The Younger Pitt: The Years of Acclaim (London, 1969); 

Michael J. Turner, Pitt the Younger: A Life (London, 2004). 
10 松浦高嶺「18 世紀」青山吉信ほか編『イギリス史研究入門』（山川出版社、1973 年）、177 頁。 
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強力に監視した11。こうした 18 世紀の国家・社会体制は、名誉革命を起点として展開し、

さらに同時代人もまた、現体制が名誉革命の帰結によるところであり、現体制にかかわる

政治論争が名誉革命に対する一定の評価に立脚したという理解を共有した。それゆえ、「名

誉革命体制」と呼ばれてきたのである12。 

 18 世紀像をめぐっては、近世の伝統的・保守的側面ないし停滞の時代と、近代へ向かう

進歩と変化の時代という相対立する局面を強調する解釈が併存し、1980 年代・90 年代の中

心的論争であった。その後 2000 年前後から両者の解釈を包括的に検討する試みがあらわ

れるようになった。様々な視点から 18 世紀を検討してきたこれらの動向による最大の成

果は、18 世紀史研究の活発化であろう13。 

近年では、18 世紀史研究において名誉革命体制の成立を出発点とする「長い 18 世紀」

という時代区分が定着してきている。これは、名誉革命から 19 世紀初頭の諸改革のはじま

りまでをひとつの時代としてとらえる視点である14。また、18 世紀イギリス国家を「財政・

軍事国家」と呼ぶことも近年定着してきた。その契機のひとつが、ジョン・ブルーア『権

力の筋骨―戦争・金・イギリス国家 1688-1783』（邦題『財政＝軍事国家の衝撃』）の出版

であり、国家論の重要性の再確認を促した15。この著作で重税と集権化を特徴とする国家

概念を提示したブルーアは、ピーター・ディクソン以来の定説となっていた国家の根幹は

国債制度であるという理解に対して16、国債の利払い能力を支える税収とりわけ間接税収

入を強調した。このようなブルーアの主張の財政史的土台には、パトリック・オブライエ

                                                   
11 名誉革命体制および民間公共社会については、松浦高嶺「一八世紀イギリス」同『イギリス近代史論集』

（山川出版社、2005 年）、とくに 60-64 頁〔初出 1970 年〕。 
12 松浦高嶺「『名誉革命体制』とフランス革命」同『イギリス近代史論集』（山川出版社、2005 年）、184-

185 頁〔初出 1977 年〕。 
13 これらの具体的な動向は、坂下史「長い 18 世紀」近藤和彦編『イギリス史研究入門』（山川出版社、

2010 年）、104-105 頁。 
14 この時代区分の具体的な始まりの年と終わりの年はさまざまな解釈がある。例えば始まりは 1660 年や

1688 年とされ、終わりは 1815 年や 1832 年とされる。J. C. D. Clark, The English Society 1688-1832 

(Cambridge, 1985); Paul Langford (ed.), The Eighteenth Century 1688- 1815 (Oxford, 2002) 〔坂下

史家監訳『オックスフォード ブリテン諸島の歴史 8 18 世紀 1688 年-1815 年（慶應義塾大学出版

会、2013 年）』など。邦語での「長い 18 世紀」の枠組みについては、さしあたり近藤和彦「長い十八世

紀イギリスの政治社会」同編『長い 18 世紀のイギリス―その政治社会』所収；坂下「長い 18 世紀」、

105-107 頁を参照。 
15 John Brewer, The Sinew of Power: War, Money and the English State, 1688-1783 (London, 1989) 

〔大久保桂子訳『財政＝軍事国家の衝撃―戦争・カネ・イギリス国家 1688-1783』（名古屋大学出版会、

2003 年）〕. 
16 Peter Dickson, The Financial Revolution in England (London, 1967). なお、国債についての基本的

情報は以下を参照した。E. L. Hargreaves, The National Debt (London, 1966) 〔一ノ瀬篤・斎藤忠雄・

西野宗雄訳『イギリス国債史』（新書館、1987 年）〕; 富田俊基『国債の歴史：金利に凝縮された過去と

未来』（東洋経済新報社、2006 年）。 



6 

 

ンとピーター・マサイアスによるヨーロッパ国家財政に関する体系的研究があげられる17。

財政・軍事国家論は、オブライエン等の牽引する比較財政史とりわけ比較ヨーロッパ財政

史においてイギリス以外の国家についても考察されてきた18。このような動向をふまえ、

あらためてイギリスの国家について検討してみると、ブルーアの著作はアメリカ独立戦争

の終結までを対象とし、オブライエン等は 1793 年以降の対仏戦争を主な対象としてきた。

いいかえれば、これらの動向においてイギリス史では 1783 年から 93 年までの小ピット政

権初期の期間が明確に位置づけられてこなかったといえる。 

日本における小ピット政権期に関する財政史研究の多くは、減債基金や所得税導入とい

った個別の事例に焦点を絞っており、行財政改革全体を扱った研究は少ないが、財政史家

の舟場正富氏の著作は、1760 年代以来の経済改革運動の流れと関連付けて小ピット政権期

の財政改革を検討した19。また、経済学の金子勝氏の諸論文も、1800 年前後が中心となる

が、ひろく同時代の経済動向のなかで小ピット政権期の経済政策を論じ、主にインド中心

に植民地財政との関連にも言及した20。本論文は、彼らの研究成果をふまえ、政権成立初期

（ここでは 1783 年から 93 年）の小ピット政権の行財政改革について、インド問題という

視角から再検討を試みる。 

小ピット政権がすすめた財政改革の根本は、戦時に膨張した国債残高の削減にあった。

そのため、フランス革命戦争へ突入した 1793 年以降、同政権の改革が一時頓挫したことは

否定しえないであろう。イギリスの国債は、「第二次百年戦争」ともいわれる期間を通じて

戦時に国債を増大させ、平時に減少させるということを繰り返した21。イギリスが 18 世紀

に財政・軍事国家として発展する基盤は、国際的にみても非常に高い信用を得ていたイギ

                                                   
17 Peter Mathias and Patrick O’Brien, ‘Taxation in Britain and France, 1715-1810: A Comparison of 

the Social and Economic Incidence of Taxes Collected for the Central Governments’, Journal of 
European Economic History, 5-1 (1976), pp.601-650; Peter Mathias, ‘Taxation and Industrialization 

in Britain, 1700-1870’, in The Transformation of England: Essays in the Economic and Social History 
in the Eighteenth Century (London, 1979); Patrick O’Brien, ‘The Political Economy of British 

Taxation, 1660-1815’, Economic History Review[以下、HER ], 2nd series, 41-1 (1988) 〔秋田茂、玉木

俊明訳「イギリス税制のポリティカル・エコノミー」同訳『帝国主義と工業化 1415-1974』（ミネルヴ

ァ書房、2000 年）第 4 章所収〕; J. V. Beckett and Michael Turner, ‘Taxation and Economic Growth 

in Eighteenth-Century England’, EHR, 2nd ser. vol. 43 (1990). 
18 Christopher Storrs (ed.), The Fiscal-Military State in Eighteenth-century Europe: Essays in Honour 

of P. G. M. Dickson (Farnham, 2009). 
19 舟場正富『イギリス公信用史の研究』（未来社、1971 年）。 
20 金子勝「『安価な政府』と植民地財政―英印財政関係を中心にして」『商学論集』（福島大学）48-3（1980

年）、97-163 頁；同「『自由主義』的行財政改革の形成」（一）（二）『社会科学研究』（東京大学社会科学

研究所紀要）34-2､3（1982 年）、1-58、103-170 頁；同「段階論と『世界市場』像の再検討―イギリス

綿業資本の資本蓄積と植民地インド」『社会科学研究』(東京大学社会科学研究所紀要）34-6（1983 年）、

1-52 頁｡ 
21 Brewer, Sinews of Power, pp. 114-116（訳書、122-124 頁）. 
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リス国債と、その利払いを支えた税制度、そしてそれを維持する政治的安定であった。ブ

ルーアやオブライエン等の主張の核は、18 世紀のイギリスがたんなる重税国家であったこ

とではなく、重税と政治的安定をいかに両立させて効率的な国家を築いたのかということ

にある。 

重税に対する政治的安定のカギは、イギリスの税制が議会承認というプロセスを経るこ

とで帯びる公的正統性によって反抗しがたい政治的環境があったとブルーアは説明する。

ネイミア以来の 18 世紀イギリス議会史研究は、国家に対する議会の絶え間ない監視は機

能しなかったとしてきたが22、これに対しブルーアは、議会は機能的で清廉であったとす

る。ここで、18 世紀イギリスにおいては「徳と腐敗のパラダイム」が貫徹していた点に注

目したい23。そこでは、「徳」に支えられた「モラル」が非常に重要であった。18 世紀政治

史家ジョアンナ・イニスは、1780 年代のモラル・リフォーム運動についての論文のなかで、

モラルの退廃への関心は 18 世紀を通じて常に存在したと述べ、その時々において多様な

社会階層の人々が、様々なテーマと精神に基づきいくつかの異なる方法でこの問題に取り

組んだことを整理している24。こうしたモラル・リフォーム運動に関する研究等は、財政・

軍事国家の成立と運営がけっして安定的なものではなかったことを示唆する。中央国家権

力は、地方による中央への批判にみられるように、しばしば国家財政や軍事にかかわる制

度や人に対する「腐敗」というレトリックに対応しなければならず、反対者に対する説明

義務を十分に果たさなければ財政・軍事国家を支える政治的安定は維持しえなかった。つ

まり 18 世紀を通じて存在した中央に対する批判が、かえって強力で効率的な国家を構築

していったという25。 

                                                   
22 ネイミア自身の研究およびネイミア学派による手堅い議員や議会についての研究は、その後ネオ・ホイ

ッグ等によって修正されてきたが、ネイミアやネイミア学派によって構築された 18 世紀像は現在の 18

世紀研究の源流となっている。坂下「長い 18 世紀」、112-115 頁；Paul Langford, ‘Introduction’, in P. 

Langford (ed.), The Short Oxford History of the British Isles: The Eighteenth Century 1688-1815 

(Oxford, 2002), pp.3-4 〔坂下史監訳『オックスフォード ブリテン諸島の歴史第 8 巻 18 世紀 1688

年-1815 年』（慶應大学出版会、2013 年）、4-5 頁〕; Linda Colley, ‘The Politics of Eighteenth-Century 

British history’, Journal of British Studies, 25-4, Re-Viewing the Eighteenth Century (1986), pp.359-

379. 
23 J. G. A. Pocock, ‘Virtue, Rights, and Manners: A Model of for Historians of Political Thought’ in do., 

Virtue, Commerce, and History (Cambridge, 1985) 〔田中秀夫訳『徳・商業・歴史』（みすず書房、1993

年）〕. 
24 Joanna Innes, ‘Politics and Morals: The Reformation of Manners Movement in Late Eighteenth-

Century England’, in Eckhart Hellmuth (ed.), The Transformation of Political Culture: England and 
Germany in the Late Eighteenth Century (Oxford, 1990). 

25 Brewer, Sinews of Power; Lawrence Stone, ‘Introduction’, in do. (ed.), An Imperial State at War : 
Britain from 1689 to 1783 (London, 1989). 



8 

 

イングランド国家論とも揶揄されるブルーアの財政・軍事国家論に対して26、マサイア

スとオブライエンはやや異なる点を強調している。それは、政治国民である地主エリート

と下層民衆に過重な負担を負わせない租税構造として、社会の中間層に着目している点で

ある27。彼らは、国内周縁と辺境に対する構造的な目こぼし政策にこそ、重税と政治的安定

を両立させた要因をみる。ここで想起されるのは、リンダ・コリのブリテン意識の形成を

論じた著作以降、18 世紀イギリス史において無視しえないほど重要となってきたブリテン

内周縁としてスコットランド、アイルランド、とくにその財政と軍事の両面に関する問題

であろう28。かつてイングランド史を意味したイギリス史は、いまやブリテン史ないしブ

リテン諸島史という概念に転換しつつある29。中間層研究については、1996 年 9 月にマン

チェスタ・メトロポリタン大学で開催されたシンポジウムを基にした二冊のアラン・キッ

ドとデヴィッド・ニコラスの編著が総括する位置をしめている30。これらの著作のなかで

彼らは、軍人や植民地官僚などの専門職の存在を重視し、ブリテン周縁と帝国との不可分

のつながりを指摘している。 

本論文は、これまでの本国史ないし国内史と区別されてきたブリテンや帝国といった論

点を、以上みてきたような近年活況な 18 世紀史に接合する試みであり、その具体的対象を

インド問題とした。近年では、インド史においても「18 世紀論争」として 18 世紀の新た

な解釈が試みられてきている31。イギリスによる植民地化をインド史とりわけインド経済

                                                   
26 この点については、ブリュア訳書「訳者あとがき」、とく 268-269 頁を参照。 
27 中間層とモラル・リフォームへの着目は長谷川貴彦「都市ミドルクラスの形成」『史学雑誌』105 編 10

号（1996 年）；坂下史「国家・中間層・モラル―名誉革命体制成立期のモラル・リフォーム運動から―」

『思想』879 号（1997 年）を参照。 
28 Linda Colley, Britons: Forging the Nation, 1707-1837 (London, 1992)〔川北稔監訳『イギリス国民の

誕生』(名古屋大学出版会、2000 年)〕. コリは、七年戦争期をジャコバイト運動の終焉のはじまりとし、

それとは異なる方法―例えば、ウェールズやスコットランド地方へのツアー旅行の流行など―で 1775 年

から対米戦争までの時期にブリテン国民の統合が進んだとする。Linda Colley, ‘Whose Nation? Class 

and National Consciousness in Britain 1750-1830’, Past and Present [以下、P&P ], 113 (1986), pp.100-

102. 
29 Paul Langford gen. ed., The Short Oxford History of British Isles, 11vols. (Oxford, 2000-2008)〔鶴

島博和日本語版監修『オックスフォード ブリテン諸島の歴史』（慶應義塾大学出版会、2009-2015 年）〕 、

同シリーズの General Editor’s Preface（邦訳では監修者序文）を参照。 
30 Alan Kidd and David Nicholls (eds.), The Making of the British Middle Class? Studies of Regional 

and Cultural Diversity since the Eighteenth Century (Stroud, 1998); Alan Kidd and David Nicholls 

(eds.), Gender, Civic Culture and Consumerism: Middle-Class Identity in Britain, 1800-1940 

(Manchester, 2000). なお、本論とは直接関連しないが、これらの論文集は、中間層形成過程の地域性

と文化的多様性もまた強調している。 
31 以下、インド史の 18 世紀論争については次を参照。P. J. Marshall, “Introduction,” in Marshall (ed.), 

The Eighteenth Century in Indian History: Evolution or Revolution? (Oxford, 2003); 水島司『前近代

南インドの社会構造と社会空間』（東京大学出版会、2008 年）、とくに序論；上田知亮『植民地インドの

ナショナリズムとイギリス帝国観―ガーンディー以前の自治構想―』（ミネルヴァ書房、2014 年）、22-

24、61-64 頁。 
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史における断続と解釈する「ナショナリスト史観」にとって、インド史における経済的窮

乏化のはじまりは、東インド会社による 18 世紀後半の植民地化にこそ求められる。他方、

C. A. ベイリーなどの修正主義史観によって牽引される「再検討派」は、インド史におけ

る連続性を重視し、基本的に 18 世紀後半にインドを植民地化した東インド会社を、インド

内の地方勢力と同様にひとつの地方国家と捉える。これによって再検討派は、長期的なス

パンでインド国家形成を見通し、さらに彼らの中間層への注目は、広範な社会変化を射程

に入れることを可能にしたとされる32。 

18 世紀後半のベンガル経済についても、1757 年のプラッシーの戦いを契機とした「プラ

ッシーの略奪」（Plassey plunder）ないし「プラッシー/ベンガル革命」と呼び、イギリス

支配との関係を中心に従来検討されてきた33。1980 年代からあらわれ始めた、インド内部

からの変化を主張するベイリーや、現地インドの独自の経済システムに着目する R. K. ラ

イといった研究は、より積極的に植民地支配下のベンガル経済を評価してきた34。 

18 世紀論争に限らずインド史は、広く南アジア研究の分野で近年盛んとなっており、歴

史学だけでなく歴史人類学等の近接する専門分野の成果が多く生み出されてきている。と

くに 1980 年代からサバルタン・スタディーズは、ラナジット・グハによるシリーズ刊行が

はじまり、現在に至るまで編者を変えて続きインド近代史を牽引するひとつのグループを

なしている35。 

イギリス史においてインドの問題はこれまで帝国史のなかで専門分化されてきた。いう

までもなく帝国史研究はひとつの分野として確立されているし、イギリス帝国に限らず帝

国論や帝国主義に関する議論は現代社会と切り離して考えることは難しく、現在でも多種

多様な議論が行われている36。そのため帝国史研究は、欧米だけでなく日本においてもそ

                                                   
32 C. A. Bayly, Rulers, Townsmen and Bazaars: North Indian Society in the Age of British Expansion, 

1770-1870 (Cambridge, 1983). 
33 Sushil Chaudhuri, From Prosperity to Decline: Eighteenth Century Bengal (New Delhi, 1995),  

p.123. また、19 世紀以降の「富の流出」論もこうしたイギリスによる支配とインド社会との関係を重

視した論争となっている。インド経済史家 R.D. ロイは、1757 年にイギリスがプラッシーの戦いに勝利

するとすぐに、「プラッシーの略奪」として知られる（富の）流出がはじまったとする。Rama Dev Roy, 

‘Some Aspects of the Economic Drain from India during the British Rule’, Social Scientist, 15-3 

(1987), p.41.「富の流出」論についてはとりあえず、松本睦樹『イギリスのインド統治―イギリス東イン

ド会社と「国富流出」』（阿吽社、1996 年）を参照。また本論文第 5 章第 2 節も参照。 
34 C. A. Bayly, Rulers, Townsmen and Bazaars; R. K. Ray, ‘The Bazar: Indigenous Sector of the Indian 

Economy’, in D. Tripathi (ed.), Business Communities of India: A Historical Perspective (New Delhi, 

1984); 三木さやこ「インド経済史研究と『バザール経済』―C. A. Bayly と Rajat K. Ray を中心に―」

『三田学会雑誌』93 巻 2 号（2000 年）、189-205 頁。 
35 スミット・サルカール（長崎暢子・臼田雅之・中里成章・粟屋利江訳）『新しいインド近代史 I―下から

の歴史の試み』（研文出版、1993 年）。 
36 コリは帝国史研究の現状と課題、意義について論じている。Linda Colley, ‘What is Imperial History 
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の成果が蓄積されてきた37。こうしたなかでイギリス帝国史研究が活況を呈したのは、と

りわけ 1970 年代・80 年代以降であろう。その集大成ともいえる成果が、オックスフォー

ド・ブリテン帝国の歴史シリーズの刊行であった38。 

イギリス帝国史研究はこれまで国内史との分離が問題視されてきており、この分離を克

服することこそ帝国史研究が長らく抱える課題のひとつである。帝国史の大家 A. G. ホプ

キンズは、帝国史研究に関する論考で、小さな島国と大きな帝国という両者は個別に理解

し得るものではないと述べている39。イギリス国内史と帝国史の分離は、シーリーやアー

ミテージなどの帝国史家たちによって問題視されてきたものの、現在に至って十分に改善

されてきたとは言い難い40。もちろん、リンダ・コリが「イギリス本国の歴史を海外の多様

なイギリス人の歴史からこれ以上切り離したままにしてはおけないと主張する人びとと意

見を同じくする」と明言して『虜囚』を著したように、意識的にこの課題に取り組む研究

があるのもまた事実である41。ケインとホプキンスの著名な『ジェントルマン資本主義の

帝国』において強調された「帝国の歴史を中心部の歴史に再結合する必要」が今なお指摘

すべき点であるなら42、この課題はたんに帝国史研究の克服すべき点というだけでなく、

中心部の歴史すなわちイギリス史そのものにとっても課題であると認識されるべきであろ

う。 

                                                   
Now?’ in David Cannadine (ed.), What is History Now? (2002)〔平田雅博・岩井淳・菅原秀二・細川道

久訳『いま歴史とは何か』（ミネルヴァ書房、2005 年）所収〕. 
37 日本での帝国研究の隆盛は、2003 年の雑誌『歴史学研究』の 2 号にわたる特集や、その成果である歴

史学研究会編『帝国への新たな視座―歴史研究の地平から』（青木書店、2005 年）、イギリス帝国史研究

会を中心とした「イギリス帝国と二〇世紀」シリーズ全 5 巻（ミネルヴァ書房、2004-2009 年）の刊行

などがあげられる。 
38 Wm. Roger Louis et al. (eds.), The Oxford History of British Empire [以下、OHBE ], 5vols. (Oxford, 

1998-1999). 本シリーズは刊行直後から所収論文についての視野や質の不統一や黒人や女性といった

問題意識の欠如などが批判され、その後にこれらの批判点を補うために新シリーズ（コンパニオン・シ

リーズ）も刊行している。The Oxford History of British Empire, Companion series (Oxford, 2004-). 

新シリーズについては [http://ukcatalogue.oup.com/category/academic/series/history/ohbecs.do]を参

照。なおこの新シリーズの中には、インドについての次の巻も含まれている。Douglas M. Peers and 

Nandini Gooptu (eds.), India and the British Empire (Oxford, 2012). 
39 A. G. Hopkins, ‘Back to the Future: From National History to Imperial History’, P&P, 164 (1999), 

p.5. 
40 イギリス国内史と帝国史との分離については、デイヴィッド・アーミテージ（平田雅博ほか訳）『帝国

の誕生―ブリテン帝国のイデオロギー的起源』（日本経済評論社、2005 年）、日本語版への序文、v-viii

頁。 
41 Linda Colley, Captives: Britain, Empire and the World 1600-1850 (London, 2002), p.18〔中村裕子・

土平紀子訳『虜囚―1600~1850 年のイギリス、帝国、そして世界』（法政大学出版局、2016 年）、23-24

頁〕. 
42 P. J. Cain and A. G. Hopkins, British Imperialism: Innovation and Expansion 1688-1914 (London 

& New York, 1993), p. 102 〔竹内幸雄・秋田茂訳『ジェントルマン資本主義の帝国 I 創生と膨張 1688-

1914』（名古屋大学出版会、1997 年）、71 頁〕. 
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さらにイギリス帝国史研究に関する問題点として指摘したい点は、これまでのインドに

関する研究が 19 世紀以降に集中してきたということである。このことは、1813 年・33 年

に東インド会社による東インド貿易の独占権が本格的に打破されるといった経済史の問題

や、1858 年に直接統治に転換されるなどの大事件が 19 世紀以降に起こっており、イギリ

ス帝国にとって 19 世紀以降のインドの重要性は誰の目にも明らかであったためでもあろ

う。これに対し 18 世紀までのインドに関する研究は、主に東インド会社史によって牽引さ

れてきた。東インド会社に関する研究そのものは現在でも活発であり、例えば H. V. ボー

エンが監修するシリーズの刊行がある43。同シリーズのなかでは、社会史や宗教といった

多様な視点から東インド会社の関わるあらゆる問題を扱っている。それにもかかわらず、

18 世紀においては 1784 年インド法制定から 1813 年および 1833 年の東インド会社特許状

更新までの期間はやや等閑視されてきた感が否めない。この要因のひとつとして、先述し

たような 1784 年インド法制定を 18 世紀インド問題の到達点として評価してきたことが考

えられる。また、1780 年代後半から 90 年代におけるイギリス国内において「インド問題」

とされる問題意識そのものが非常に曖昧であり、研究対象として定義しがたいという点も

ひとつの要因であろう。K. ウィルソンは、植民地国家(colonial state)や近代性(western 

imperial modernity)に関する研究は盛んだが、18 世紀のイギリス植民地国家(British 

colonial state)への関心は非常に低いと指摘している44。 

一般にイギリス帝国は、18 世紀末を境に「第一次帝国」(first British Empire, or old 

Empire)から「第二次帝国」(second British Empire, or new Empire)へと移行したとされる。

この第一次帝国から第二次帝国への移行期をめぐって、その詳細について議論は残されて

いるものの、おおむね 18 世紀末に移行したという点で同意が得られている45。この点につ

いて帝国史家 P.J.マーシャルは、アメリカの喪失とイギリス工業の興隆が大きな影響を与

えたとしている46。この移行に関連して、1780 年前後に帝国の重心が西から東へとうつっ

                                                   
43 H. V. Bowen, series editor, Worlds of the East India Company (Woodbridge, 2007-). 同シリーズにつ

いては次のウェブサイトを参照。 [https://boydellandbrewer.com/series/worlds-of-the-east-india-

company.html]. 
44  Kathleen Wilson, ‘Rethinking the Colonial State: Family, Gender, and Governmentality in 

Eighteenth-Century British Frontier’, American Historical Review, 116-5 (2011), p.1294. 
45 帝国史研究において長らく用いられてきたこのような区分については、イギリス帝国を「第一次」「第

二次」と区分すること自体に疑義を呈する研究者もいる。例えば、キャスリーン・ウィルソンは、いわ

ゆる第二次帝国とされた時期においても、第一次帝国と区分し得ない継続性を指摘している。Wilson, 

‘Rethinking the Colonial State’, pp.1296-1297. 
46 P. J. Marshall, ‘Britain without America’, in P. J. Marshall (ed.), OHBE, vol. II: The Eighteenth 

Century (Oxford, 1998), p. 577. 
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た―いわゆる「東方へのスウィング（転換）」(swing to the East)―とされるのも47、またア

メリカの喪失によるところが大きい。この点についてマーシャルは、18 世紀末に帝国が変

化したことは間違いないとしながらも、帝国の移行が 18 世紀末に完全になされたのでは

なく、19 世紀においても新旧帝国が併存していたと指摘している。西インド諸島はアメリ

カ独立以後の 19 世紀においても依然としてイギリス経済の中心的位置を占め、本国での

反奴隷制運動の展開によってイギリス人の多大な関心をあつめていた。マーシャルは、18

世紀末の西方から東方への重心移動を認める一方で、それは大西洋からの完全な撤退

(swing out)ではなかったと主張しているのである48。マーシャルの指摘を真摯に受け止め

るならば、アメリカ独立後の 1780 年代から 90 年代のイギリス帝国をめぐる議論は、より

慎重に検討されるべきであろう49。 

1780 年代後半から 90 年代の期間は、19 世紀初頭を対象とするイギリス史研究、なかで

も政治・社会史における改革ないし改良に着目した研究においては、19 世紀初頭に展開す

るいくつかの流れの前史として扱われてきた。19 世紀の人々は、1820 年代にはすでに、前

世紀である 18 世紀を特徴あるひとつの時代としてみた。彼らは、18 世紀を多くの場合で

否定的な言葉で表現した。その否定的表現のうち、よく知られたひとつが「旧き腐敗」(Old 

Corruption)であろう50。18 世紀末から急進主義者ウィリアム・コベット(William Cobbett, 

1763-1835)等によって叫ばれるようになった「旧き腐敗」は、主に国家体制に残存する「腐

敗」要素を標的とした。批判の対象は、具体的に閑職や法外な報酬、年金問題、腐敗選挙

区、政治的な官職等の分配など、多岐にわたった。こうした体制批判は、19 世紀の改革派

の人々が主要な発信者となり、後には 3 次にわたる議会改革へとつながったこともあり、

「旧き腐敗」をめぐる考察は主に 19 世紀史においてなされてきた。本論文では、18 世紀

末に展開した改革の動きを、広く 18 世紀半ばから 19 世紀半ばに至る「改革の時代」のな

かで検討し51、18 世紀末の国家体制が「旧き腐敗」の標的となった点を重視する。「旧き腐

                                                   
47 Vincent T. Harlow, The Founding of the Second British Empire 1763-1793, 2vols (London, 1952-

1964). 
48 Marshall, ‘Britain without America’, p. 581. 
49 この「東方へのスウィング」について、リンダ・コリは「当時、このインドへの移行は、（中略）後に

なって安心して振り返って見るよりもはるかに際どく、危なげなものだった」と言及している。Colley, 

Captives, pp. 244-245（訳書、324 頁）. 
50 Philip Harling, ‘Rethinking “Old Corruption”’, P&P, 147 (1995), pp.127-158; Philip Harling, The 

Waning of ‘Old Corruption’: The Politics of Economical Reform in Britain, 1779-1846 (Oxford, 1996); 

W. D. Rubinstein, ‘The End of “Old Corruption” in Britain, 1780-1860’, P&P, 101 (1983), pp.55-86; 

金澤周作「旧き腐敗の風刺と暴露：一九世紀初頭における英国国制の想像／創造」近藤和彦編『歴史的

ヨーロッパの政治社会』（山川出版社、2008 年）所収。 
51  Arthur Burns and Joanna Innes (eds.), Rethinking the Age of Reform: Britain 1780-1850 



13 

 

敗」の温床となった国家体制について多くの同時代人が、コベット等の批判に同意した。

それまで改善をもとめる声はあったにせよ、最終的には放置され、システムとして機能し

続けていたものが声高に批判されるようになったということは、それまで許され、受け継

がれてきた行為が許容できなくなってきたことを意味した。改革の時代はこのような体制

の揺らぎの中にあって進行した。「旧き腐敗」という国家体制批判にみられる要素は、後の

議会改革へと結びついてゆく52。体制側は、広範囲にわたる深刻な批判をどのように切り

抜けて改革を成し遂げたのか。この点は、財政・軍事国家論がひとつの糸口となるだろう。 

先にふれたように、18 世紀の財政・軍事国家は、常に存在する政治的反対に対して政府

が十分な説明義務を果たすことで効果的に運営されてきた。また、18 世紀イギリスは、こ

のような過程を通して、逆説的に、強力で能率的な国家を作り上げた。「旧き腐敗」が標的

とした体制の問題点は、1780 年代のエドマンド・バーク(Edmund Burke, 1729-97)の経済改

革にすでに見出されるが、1780 年代にはじまる行財政機構の改革の特徴は、「安価な国家」

(cheap government)よりもむしろ公費において支出される戦費の割合の高さである53。「安

価な国家」とともに、経済改革の過程と関連して「旧き腐敗」の批判を弱体化させる働き

をしたのは、「善き統治」(good government)であった54。18 世紀末から 19 世紀半ばまでの

一連の改革のなかに、経費節約（economy）、公平さ、（公共）善といったキーワードを見

出すことができる。本論文の対象となる 1780 年代から 90 年代について、19 世紀の改革者

たちによる評価を額面通り受け取って考察することは妥当ではない。というのは、ブルー

アが評価したように、18 世紀イギリスは、比較的健全な国家であった。19 世紀の改革者た

ちが公衆のもとに露わにした腐敗への批判は、実際の機能の点に着目した場合は公平さを

欠くものであった55。また、腐敗を批判する人々の中にも、パトロネジなど利用していた証

拠の散見されることは、売官やパトロネジ、影響力の行使など、その使い方によって、黙

認されるか不正とされるか違いが生じたことを示唆する。18 世紀の政治家は、この私的な

コネと公的な責任の両立をうまく一致させることで批判をやりすごし、19 世紀まで支配層

として生き延びることができた56。 

                                                   
(Cambridge, 2003). 

52 Philip Harling, ‘Parliament, the State, and “Old Corruption”: Conceptualizing Reform, c.1790-1832’, 

in Burns and Innes (eds.), Rethinking the Age of Reform, pp. 98-99.  
53 金子勝「『安価な政府』と植民地財政」、97-163 頁。 
54 Harling, The Waning of ‘Old Corruption’, pp.9-11. 
55 Paul Langford, ‘Introduction’, pp.1-3（訳書、2-4 頁）. 
56 Brewer, The Sinews of Power, pp.69-79（訳書、81-90 頁）；Harling, The Waning of ‘Old Corruption’, 

pp.20-24. 
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18 世紀末のインド統治改革のなかにも同様のキーワードを見出すことができる。それま

で本国では、インドへ渡ったイギリス人たちは不正にはしり、怠惰な生活をおくっている

と考えられ、インドは腐敗した地としてイメージされてきた57。しかしインド統治にイギ

リス政府が介入するにあたり、政府は国内統治と同様に、植民地統治においても公正さを

アピールする必要に迫られた。植民地化の理論が精緻化されてゆく過程は、「正当化の理論」

として知られる「白人の責務」や官僚制の整備など 19 世紀史において検討されるが、こう

した理論の原点はすでに 18 世紀末のインド統治改革に見られる。既存研究では、18 世紀

末のインド統治改革を本国史の文脈で十分に検討してこなかったため、このような本国の

改革理論とのつながりを詳細に検討する研究はほとんどない。本論文では、とくに第 2 章

および第 6 章で言及してゆく。とくに第 6 章では、具体的にインド統治のなかで、この点

がいかに重要であったかを考察してゆくことになる。 

 18 世紀イギリス政治の文脈でインド問題を論じた研究は少ないが、先にも触れたサザラ

ンドの著作『18 世紀イギリス政治上の東インド会社』は、18 世紀イギリス政治と複雑に絡

み合う東インド会社をめぐる問題を詳細におうことで、インド問題の重要性と意義を明ら

かにした58。経済史家 H.V.ボーエンは、東インド会社株などを含む経済上の問題を丹念に

検討することから政治的側面を含む 1770 年代までのインド問題の新たな展開を描いてい

る59。繰り返しになるが、このようなサザランドをはじめとした 18 世紀インド問題を扱っ

た研究の特徴は、1784 年インド法制定をひとつの到達点としたことにあり、そのために

1780 年代後半のインド問題は看過されてきた。そのなかで帝国史家 P. J.マーシャルは、著

作『帝国の諸問題―ブリテンとインド、1757 年から 1813 年』において、18 世紀後半のイ

ギリスとインドの問題が、帝国という枠のなかでいかに展開していったのか明快に説明し

ている60。残念ながら、この著作は史料解説を含めた教科書的要素が強く、帝国史の広い文

脈でイギリスとインドの問題の展開を描くものであるため、サザランドやボーエンの著作

のようにイギリス政治の文脈はやや後景に退いている。1990年代から 2000年代以降には、

修正主義やポストモダンなどの歴史研究全般への新たな挑戦の影響の下、新帝国史といっ

                                                   
57 インドやアジア、東方に限らず、18 世紀までのイギリス人による世界の捉え方については、P. J. 

Marshall & Glyndwr Williams, The Great Map of Mankind: British Perceptions of the World in the 
Age of Enlightenment (London, 1982) 〔大久保桂子訳『野蛮の博物誌―18 世紀イギリスがみた世界』

（平凡社、1989 年）〕を参照。 
58 Sutherland, The East India Company in Eighteenth-Century Politics. また次の翻訳書に所収の 2 論

考も参照。サザランド（岩間正光訳）『18 世紀政治史上のロンドン』（未来社、1969 年）。 
59 Bowen, Revenue and Reform. 
60 Marshall, Problems of Empire. 
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た潮流も現れた61。新帝国史は、旧来の帝国史研究が政治・経済史を中心とする点に対し、

文化・社会史的側面を強調する。このなかで、19 世紀初頭の改革運動とその思想のなかで

英領インドについて検討した S.センの研究は注目に値する62。 

本論文は、マーシャルやセンの英領インドを広く帝国的視点から検討する問題意識は共

有するものの、これらの視野から再検討されてきたインド問題を、あらためて本国で展開

した問題に焦点をしぼってゆくことを最も重視する。それは、18 世紀後半のイギリスにお

いてインド問題がいかに議論され、本国の政治、社会、文化、経済にかかわったのかを考

察することで、18 世紀イギリス政治ないし国家におけるインド問題の意義を検討すること

に本論文の目的がおかれているためである。 

〔本論文の目的と構成〕 

 以上のように、本論文は、帝国史と接合した新たなイギリス 18 世紀史の構築を目的と

し、そのために 18 世紀後半に新たに展開したインド問題に着目する。イギリス 18 世紀史

に関する近年の研究のなかでもインド問題は、本国政治や国制とかかわる問題意識として

検討されてこなかったが、1780 年代後半から 90 年代のインド問題の展開は、まさに当時

の国内問題を反映していた。そこで本論文は、18 世紀末に帝国再編のカギとなったインド

問題を63、こうした国内問題の文脈で再検討することによって、イギリス 18 世紀史と分断

されてきた帝国史との接合を試みる。そのため本論文の以下の構成はつぎのようになる。 

 第 1 章では 18 世紀後半のイギリス政治と社会が直面した危機とその対応を整理し、第 2

章および第 3 章では 18 世紀半ばからの「インド問題」の展開について具体的様相の変化

を明らかにしてゆく。第 2 章では、インド問題の中心的アクターである東インド会社を中

心に、第 3 章ではインド問題の政治的側面を中心に整理してゆく。小ピット政権は、1784

年のピットのインド法によってインド担当部局 BOC の設立による法的・制度的基盤の上

に、国内においてはヘンリ・ダンダスによって、インド現地においてはインド総督チャー

ルズ・コーンウォリスによってインド政策を実施した。以下、第 4 章で BOC を中心とし

た小ピット政権のインド政策遂行の構図を整理し、第 5 章では国内的側面としてヘンリ・

                                                   
61 Kathleen Wilson (ed.), A New Imperial History: Culture, Identity, and Modernity in Britain and the 

Empire, 1660-1840 (Cambridge, 2004). 
62  Sudipta Sen, ‘Liberal Empire and Illiberal Trade: The Political Economy of “Responsible 

Government” in Early British India’, in K. Wilson (ed.), A New Imperial History, pp.136-154. 
63 注 45 でも言及したようにイギリス帝国を「第一次」「第二次」と区分することについて疑義を呈する

研究者もいるが、区分すること自体の善し悪しはさておき、18 世紀末においてアメリカ植民地の独立と

インド植民地の重要性の増大によって、イギリス帝国が再編されたということは否めないであろう。 
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ダンダスのインド政策について、第 6 章ではインドでのコーンウォリスのインド統治改革

について、それぞれ具体的に検討してゆく。 

 第 1 章から第 3 章は、より実証的に考察をすすめる第 4 章から第 6 章までの背景的整理

の側面を多分にもつが、それぞれ次の点において本論文の独自性が見出される。第 1 章は、

小ピット政権の政策について、18 世紀イギリスの改革的性格に着目して整理している。第

2 章および第 3 章は、実のところ既存の研究においてはきちんと整理されてこなかった 18

世紀後半とりわけ 1780 年代後半から 90 年代における「インド問題」について、イギリス

政治史におけるインド問題の意義を考察することで、当該期に新たに展開したインド問題

（広義のインド問題）を明らかにしてゆく。また、本論文は、ブリテンの内と外を対象と

するが、それはたんなる地理的な点においてだけでなく、インド問題の扱い方にもあらわ

れたような同時代人の認識・意識の問題でもあり、この点が第 2 章から第 3 章の整理で示

唆される。これらの点を整理するため、二次文献のほかにも史料として、議会史料をはじ

めとする多くの同時代刊行物を史料を用いた。 

 第 4 章は、小ピット政権期のインド政策についてその制度的基盤を、出来る限り実証的

に整理する。というのは、小ピット政権成立期から、インド政策に関するヘンリ・ダンダ

スの影響力について自明のこととするあまり、1783 年から 93 年までの小ピット政権初期

におけるインド政策はほとんど実証的に検討されてこなかったからである。そこで、まず

小ピット政権のインド政策の法的・制度的基盤となった BOC の運営実態について確認す

る。また、当該期インド政策にたいする同時代認識を、議会内外の史料をもとに明らかに

してゆく。そのうえで、実際に BOC がどのように運営され、インド政策がどのように実施

されていたのか BOC の議事録を中心的史料として検討する。さらに同時代的にも歴史学

的にもインド政策の中心人物とされたヘンリ・ダンダスについて、どのようにインド政策

に関与していたのか BOC の運営とあわせて検証してゆく。本章では、当時のインド政策

や BOC、ダンダス等についての同時代人の認識を明らかにするために、議会史料や同時代

刊行物を史料として用いた。さらに BOC の運営実態については、大英図書館（British 

Library）のインド関連文書（India Office Records: IOR）に所収されている BOC の議事録

等を史料として用いた。 

 第 5 章は、インド政策の国内的側面をヘンリ・ダンダスの政策事例をもとに検討してゆ

く。第 1 節では、イギリス正規軍のインド派遣問題に端を発した論争に着目し、東インド

会社と政府の対立が議会に持ち込まれた事例を取り上げた。ここでは、1784 年インド法制
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定以降も、インド政策において会社と政府の関係調整がいかに重要であったのか明らかに

なる。この事例とともに、東インド会社軍をイギリス正規軍のインド派遣部隊に統合し、

ひとつの「インド軍」に再編成しようとするダンダスの計画についてもあわせて検討する

ことになるが、結論からいえば「インド軍」統合は失敗する。だが、インド派遣軍の論争

を発端とした議会での会社と政府の対決は、1788 年宣言法の制定によって終結する。ダン

ダスは、この宣言法制定によって会社のインド統治への監督強化を促進することに成功し

た。ダンダスは、宣言法制定以後、インド財政問題に注力してゆくため、第 2 節ではこの

点を議会でのインド予算演説およびインド負債の転換策を中心に検討してゆく。第 5 章を

通じて、ダンダスのインド政策が一貫して、同時期に推進された小ピット政権の行財政改

革にのっとった帝国政策であったことが明らかになる。本章でも、第 4 章と同様に史料と

して議会史料や IOR 所収の BOC 関連資料ないし東インド会社関連文書を用いた。インド

派遣部隊についてはイギリス公文書館（The National Archives：TNA）所蔵史料も参照し

た。 

 第 6 章は、インドでの統治改革を考察する。第 1 節では、インド総督コーンウォリスに

よる改革の諸側面を具体的にみてゆく。コーンウォリス改革ともいわれる彼の改革は多岐

にわたって実施されたが、本論文では、同改革が、第 4 章・第 5 章でみてきたインド政策

の国内的側面と表裏をなすものであった点を強調する。コーンウォリスの改革は、行財政

改革とモラルの点がとりわけ重視された点に着目し、インドにおける改革もまた、同時期

小ピット政権の改革路線のなかですすめられたことが明らかになる。これらの点をふまえ、

第 2 節では、コーンウォリスの改革が同時代的にどのように評価されたのか多様な史料か

ら考察してゆく。そこから、小ピット政権初期のインド政策にたいする評価の考察へとす

すめてゆく。 
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第 1 章 18 世紀後半イギリスの国家と帝国 

 

17 世紀末から 18 世紀を通じてイギリスが断続的な戦争を経験するなかで、国家財政の

場に、経済の定性・定量分析に着手した「政治算術」(political arithmetic)が登場した。政

治算術は、数量・重量・尺度によって可能な限り数量化して国家の在り方ないしは主権国

家の国力を計ろうとする学問であった1。断続的戦争状態にあった 18 世紀イギリスは、戦

時に蓄積された債務を平時に処理するというサイクルを繰り返しており、それによって租

税と国債に関するデータが収集・蓄積され、租税国家の出現と財政機構の整備の進展に寄

与した。また、近代国家機構の整備についてブルーアが指摘するように、17 世紀末以降の

統計データとくに議会で公開された財政統計が、納税者である国民の合意を獲得するうえ

で極めて有効に機能した2。 

こうした国家の統治体制に由来する 18 世紀イギリス人の自由への認識は、世界でもっ

とも自由な国であるという自負心を広く共有させた。イギリスは徐々にその富を増大させ、

それらの恩恵は中産階級にまで広がり、イギリス人は共に自国が世界の一流国であるとい

う自負を抱くようになっていった3。18 世紀前半の諸戦争を通じて海外領土拡張に成功し

たことでイギリスはその覇権を強化し、イギリス国民に帝国民としての自尊心が芽生え始

めた。帝国史家シーリーは、諸戦争の遂行にみる最大の特徴は国家の膨張にあるとし、そ

れを決定した要因として大陸ヨーロッパと植民地に対する政策の在り方に注目した4。1763

年 2 月に調印されたパリ講和条約は、七年戦争を終結させ、イギリスに北アメリカと西イ

ンド諸島を中心とする植民地帝国の確立をもたらし、イギリスの勝利を内外に明示した。

このパリ講和条約の締結された頃には、多くのイギリス人は、抱き始めていた自負心を確

信に変えたかもしれない。しかし、はやくも 1770 年代後半には、アメリカ植民地からの強

い反発と、その後のアメリカ独立戦争の敗北によって、彼らの自負は揺らぐことになった。

とくにアメリカ独立戦争開始後のイギリスの経済・社会的不安定は、国内における改革志

                                                   
1 川北稔「『政治算術』の世界」『パブリック・ヒストリー』創刊号（2000 年）、1-18 頁；藤田哲雄「重商

主義期の戦争とイギリスの財政統計―近代イギリスにおける租税・財政政策と『政治算術』―」『経済科

学研究』広島修道大学、10-2、（2007 年）、134-184 頁。 
2 John Brewer, The Sinews of Power: War, Money and the English State, 1688-1783 (London, 1989), 

especially ch.8〔大久保桂子訳『財政＝軍事国家論の衝撃―戦争・カネ・イギリス国家 1688～1783』

（名古屋大学出版会、2000 年）〕. 
3 Bernard Bailyn, The Origins of American Politics (New York, 1968), pp.14-20〔田中わか子訳『アメ

リカ政治の起源』（東京大学出版会、1975 年）、18-25 頁〕. 
4 J. R. Seeley, The Expansion of England: Two Courses of Lectures (London, 1914) 〔加藤政司郎訳『英

国膨張論』（興亡史論刊行会、1981 年）〕. 
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向を強めた。こうしたなかイギリス政治は不安定な政権が続き、国内外の挑戦への対応も

困難を極めた。1783 年 12 月に成立した小ピット政権もまた、成立当初は長く持たないと

考えられていたが、1784 年春の総選挙で政権強化に成功した。以降、同政権は、国内外で

深刻化する諸々の問題に改革的手法をもって取り組んでいった。 

本章は、イギリスが、断続的戦争と海外膨張を経験する 18 世紀に、国家体制としてどの

ような行財政制度を整備したのか、そして世紀後半に至ってどのような国内外の挑戦をう

けるようになったのかを確認してゆく。第 1 節では、名誉革命後に相次ぐ戦争を経験する

なかで整備されてゆく行財政制度を概観する。つづく第 2 節では、1760 年代にあらわれた

政府や制度に対する批判を、第 3 節では 1770 年代以降に展開した改革運動を検討してゆ

く。最後に第 4 節で、1780 年代初頭の国制上の危機を経て小ピット政権が成立するまでの

過程と小ピット政権初期の改革について考察してゆく。 

 

第 1 節 行財政制度の近代化 

〔18 世紀イギリスの財政制度〕 

1688 年の名誉革命後、イギリスは第二次百年戦争といわれる戦争の時代を迎えた5。こ

の時代にイギリスの抱えた莫大な軍事費負担を支えたのは、大規模な国債、重税、そして

国家財政と軍事を統括する行政の整備であった。国家ないし政府に対する議会による絶え

ざる監視は、行政府の公共性と説明責任を強化し、効率的な財政・軍事国家を作り上げて

いった。 

 18 世紀イギリスの財政制度は、1688 年の名誉革命によって国王と議会の間に新しいバ

ラスがもたらされたことによる財政制度の変化にはじまる。1689 年の権利章典では、課税

には議会承認が絶対不可欠のものとされ、この財政制度の変革は、税にとどまらず歳入や

借入に関しても議会の統制を導入した。議会は、国王の財政的自立に強い制約を加えよう

としており、それ以前までのように国王による国家経営のための歳出が王領地からの収入

では賄いきれなくなっていたので、同 1689 年にシヴィル・リストは軍事費を歳出から区分

した。国王は、借金するためには議会の承認が必要となるので、必然的に議会を召集する

必要が生じた。それは、借金の利子と元本支払いの財源が、議会によって担保されること

                                                   
5 1680 年から 1780 年の 100 年間でイギリスが経験した大きな戦争は、九年戦争（1689 年から 97 年）、

スペイン継承戦争（1702 年から 13 年）、オーストリア継承戦争（1740 年から 48 年）、七年戦争（1756

年から 63 年）、アメリカ独立戦争（1775 年から 83 年）の 5 つで、これらに加え短期的な武力衝突もい

くつか経験した。 
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を意味した。ただし、長期に利払いを行うために将来にわたって多額の税収が必要となる

ことから、当初の議会は長期借入に慎重であった6。1689 年にはじまった九年戦争は、戦費

の大部分が税収と短期借入金で賄われた。しかし、戦争の長期化は戦費の拡大をもたらし、

1692 年に土地税は 1 ポンドあたり 4 シリングに引き上げられた。同年 12 月には、国債に

関する最初の法律が成立した7。1694 年には、九年戦争の財源調達法(トン税法)が成立し、

この第 19 条によってイングランド銀行(Bank of England)が創設された8。イングランド銀

行は、120 万ポンドの資本金を公募して、同額を政府に長期融資した。政府は、同行に対

し年 8％の金利と 4,000 ポンドの管理手数料を支払い、同行に資本金と同額まで署名手形

（捺印手形：Sealed Bill）を発行する特権を 12 年間付与した。同法律では、1705 年以降は

1 年の予告で政府が借入金の元本を返済すれば、これらの特権は消滅すると定めたので、

イングランド銀行は特権を保持するために、政府による低利借り換えに応じていった。 

 上記の 1692 年法と 1694 年のイングランド銀行創設をもって、一般にイギリス国債の起

源とされている9。以降 18 世紀を通じて、国債と税制の整備によってイギリスの財政制度

が築かれてゆく。基本的には、戦時には戦費調達のため国債発行が行われ、平時には戦費

で蓄積された国債を返済してゆくというサイクルを繰り返した。このような 18 世紀イギ

リスの財政制度において重要な役割を果たしたのが、イングランド銀行、東インド会社、

そして南海会社(South Sea Company)のいわゆる三大特権会社であった。 

1694 年に創設されたイングランド銀行は、1697 年に 100 万ポンドの増資が認可され、同

                                                   
6 Brewer, Sinews of Power, pp.152-153 (訳書、159 頁). 
7 ビール、エール、その他酒類の物品税に恒久的な追加課税を行い、これらを担保に 100 万ポンドの国債

いわゆるトンティン国債を発行した。これ以降も、1692 年から 93 年の一代終身年金や 1694 年のミリ

オン宝籤などの富籤国債が発行された。 
8 財源調達法は、150 万ポンドを政府に融資する者に、一定額の利子と手数料の支払いをトン税（港湾利

用税）と新規の物品税によって保証した。なお、以下のイングランド銀行に関する基本的事項は、主に

次を参照した。John Harold Clapham, The Bank of England, 2 vols. (Cambridge, 1944) 〔英国金融

史研究会訳『イングランド銀行：その歴史』（ダイヤモンド社、1970 年）〕; A. Andréadés, History of the 

Bank of England, 1640 to 1903, translated by Christabel Meredith, 4th ed. (London, 1966) 〔『イン

グランド銀行史』町田義一郎、吉田啓一訳（日本評論社、1971 年）〕; A. アンドレァーデス（町田義一

郎訳）『英蘭銀行史論』（日本評論社、1932 年）；Richard Robert and David Kynaston (eds.), The Bank 

of England: Money, Power and Influence 1694-1994 (Oxford, 1995). 
9 公債の制度的発展についての古典的成果としてハーグリーヴスの著作と、その系譜に属するディクソン

の著作がある。通史的なハーグリーヴスの著作に対しディクソンの著作は、黎明期の 17 世紀末から 18

世紀初頭を中心にイングランド公信用制度史を描いた金字塔研究である。近年では、名誉革命以前にイ

ングランド財政金融革命の淵源を探ろうとする研究や、システムが従来言われていたようなオランダ起

源でなくイングランド独自の発展を主張するような研究も現れてきている。E. L. Hargreves, The 

National Debt (London, 1930) 〔一ノ瀬篤、斎藤忠雄、西野宗雄訳『イギリス国債史』（新評論、1987

年）〕; P. G. M. Dickson, The Financial Revolution in England: A Study in the Development of Public 

Credit, 1688-1756 (London 1967); 坂本優一郎『投資社会の勃興―財政金融革命の波及とイギリス』（名

古屋大学出版会、2015 年）、4-9 頁。 
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行は増資相当額を政府に年 8％で長期融資した10。1698 年には、新東インド会社が設立さ

れ、貿易上の特権の見返りとして政府に年利 8％で 200 万ポンドを融資した。同社は、1702

年には旧東インド会社と合併し、1708 年に政府への貸し出しを 120 万ポンド増加すること

で、特許状の期限を 1728 年まで延長した11。さらに 1711 年には南海会社が設立され、同

社は資本金 917 万ポンド余りの全額を政府へ貸し出し、それらは海軍証券等の政府短期債

務で払い込まれた。これらの海軍証券や食料証券の保有者は、南海会社の株主となり、長

期債務へ転換された。政府は、ワインやビネガー等への追加関税を担保として年利 6％と

手数料 8,000 ポンドを南海会社へ支払った。同社は、政府への長期貸し出しの見返りに、

スペイン領カリブ海等ラテンアメリカとの排他的貿易権を獲得した。これら三大特権会社

によって、短期債から長期債への借り換えが進められ、政府は債務負担を大幅に軽減する

ことが出来た。1714 年 9 月の時点で償還可能な長期債 2,782 万ポンドのうち、1,575 万ポ

ンドがこの三大特権会社によって保有されていた12。 

イギリスは、その後数十年かけて国債の信認を確立してゆき、低金利を実現してゆく13。

さらに、ウォルポールは、それぞれの利払い基金である集合基金(Aggregate Fund)、南海

基金(South Sea Fund)、一般基金(General Fund)に発生する利払いの剰余金すなわち低利借

り換えによって担保となってきた税収に余剰が生じたので、この剰余金で債務償還のため

の減債基金(Sinking Fund)を設立した14。その後、国債整理の障害となった非償還債は、満

期まで高い金利を支払い続けることになるので、南海会社が低利借り換えの可能な償還債

へ転換する計画を打ち出し、国債整理は大きく進展した。しかし、1720 年の南海バブルに

よってイギリス経済は混乱し、以降は特権会社による国債保有に制限が設けられ、ロンド

ン商工業者による国債投資への乗り出しもあって、特権会社は徐々にその地位を低下させ

ていった15。 

オーストリア継承戦争で大量発行した 4％国債の低利借換えを計画したペラム政権は、

                                                   
10 イングランド銀行の資本金は、1707 年にはもとの 120 万ポンドに戻された。 
11 東インド会社については、本論文第 2 章を参照。 
12 その内訳は、イングランド銀行 337 万ポンド、東インド会社 320 万ポンド、南海会社 918 万ポンドで

あった。Dickinson, Financial Revolution, p.80. また、同年の短期債は 835 万ポンドであった。

Hargreves, National Debts, p.20. 
13 1717 年に借り換え三法が成立し、1711 年から 12 年の富籤公債の年利は 6％から 5％へ借り換えがす

すめられ、イングランド銀行および南海会社への支払い利子も 6％から 5％へ借り換えが行われた。 
14 大倉正雄『イギリス財政思想史―重商主義期の戦争・国家・経済』（日本経済評論社、2009 年）、256-

257 頁。ウォルポールの減債基金には、債務償還という本来の目的以外への流用もあった。同基金の具

体的な運用は、仙田左千夫『イギリス減債基金制度の研究』（法律文化社、1998 年）。 
15 それでも 1727 年に特権会社からの長期借入金利は 5％から 4％へ借り換えが進められた。 
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1749 年末に 4％国債から 3％国債への低利借換えの法律を成立させた16。ペラム政権は、戦

後も土地税を戦時と同じ 4 シリングに据え置いた。また、国債発行を抑制し、外国国債の

発行も抑制した。同法成立に先立って、1749 年 4 月には海軍証券、軍需証券などの短期債

307 万ポンドを 4％国債に借り換えた。当時の短期金融市場で最大の借り手は、東インド会

社であった。同社は 1749 年 8 月から社債利子の引き下げを検討し、1750 年 3 月には 4％

から 3％へ引き下げた。この頃には、ロンドン商工業者が力をつけてきていたので、政府

は国債発行から引受会社を排除して、国債の低利借換えに対しロンドン商工業者の賛同を

取り付ける準備を整えていた。また、地主層は、低利借換えで利払い費が削減することで

土地税引き下げを期待した。ペラム政権は、さらに、1751 年には多様な国債を一種類に整

理統合した。いわゆるコンソル(Consolidated Three)である17。 

〔18 世紀イギリスの行政組織と徴税機構〕 

序論でも触れたように、P. G. M. ディクソンのイングランド公信用に関する研究によっ

て、イギリス国家の存続と発展にとって国家借入金の果たした決定的な役割が、一般的理

解として定着した。しかし、ブルーアが指摘するように、ディクソンは弱体な課税システ

ムによって国債が発展したとし、財政革命における税金の役割を過小評価した18。現在で

は、ブルーアやマサイアス、オブライエンの研究によって、18 世紀イギリス国家における

税金の果たした役割もまた、定説となってきている19。18 世紀イギリスは、効率的な徴税

能力を発揮した重税国家であり、税を担保に安定した国債が戦時国家を支えた。 

18 世紀の徴税システムの制度的基礎は 1688 年には確立されていた20。このことは、18 世

紀を通じて国債と課税の制度を整備してゆくために、イギリスがその必要条件を備えてい

たことを意味する。国債は議会承認に基づく税を担保にしていたので、国債の発展と増税

とは表裏一体であった。1688 年から 1815 年のイギリスの税収は、急速に上昇した。九年

戦争期（1688‐1697）の税収は平均して年 364 万ポンドで、名誉革命前の国家税収のおよ

                                                   
16 同法によって 1750 年 5 月には 5,075 万ポンドを低利借り換えし、ペラム政権は毎年 55 万ポンドから

60 万ポンドの国債費(国債の利払いに充てる費用)を節約できた。Hargreves, National Debts, p.54. 
17 銘柄統合によって国債の売買は容易となった。また、利払い日の統一とイングランド銀行へ流通管理の

一元化を行ったので、コンソルの市場流動性は高まり、3％コンソルが国債の主流となった。 
18 Dickson, Financial Revolution, p.10; Brewer, Sinews of Power, pp.88-89 (訳書、99-100 頁). 
19 主に以下を参照。P. Mathias & P. K. O’Brien, ‘Taxation in England and France 1715-1810’, Journal 

of European Economic History, 5-1 (1976), pp.601-650; P. Mathias & P. K. O’Brien, ‘The Incidence of 

Taxes and the Burden of Proof ’, Journal of European Economic History, 7-3 (1978), pp.211-213. ま

た次の訳書にはオブライエンの複数の論文が収められている。パトリック・オブライエン（秋田茂、玉

木俊明訳）『帝国主義と工業化―イギリスとヨーロッパからの視点―』（ミネルヴァ書房、2000 年）。本

論文序論も参照。 
20 Brewer, Sinews of Power, pp.88-95 (訳書、99-106 頁). 
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そ 2 倍となった。その後の税収は、オーストリア継承戦争期（1740-1748）に年 640 万ポン

ドを超え、アメリカ独立戦争期（1775-1783）には年 1,200 万ポンドに達した。この 1688 年

から 1815 年の期間において、イギリスの国民総生産が約 3 倍増だったのに対し、税収は

実質的に 18 倍になった21。 

これらの税において、間接税、とりわけ内国消費税が重要であった。17 世紀後半と異な

って、18 世紀になると消費に対する税は、社会の多くの層にも課せられるようになってい

た。間接税は、閣僚たちが奢侈品あるいは不必要な品であると考えた商品にかけられたの

で、彼らには内国消費税を支払うことは自発的行為と思われた。しかし、中流層は不当に

税負担を課せられていると感じ、彼らの支出するものに対する税金が上がり、その対象と

なる範囲が増えることに不満を抱いた22。マサイアスとオブライエンによれば、このよう

なイギリスの納税者が、反乱や政治的危機を引き起こすことなく、高額の税負担を受け入

れたのは、国際的な貿易に参加し、帝国を形成することから経済的利益を得られる可能性

があったからだと説明する。また、プロテスタントの王位継承を擁護し、オランダやフラ

ンスの帝国形成の動きを封じ、フランス革命を打ち破るためには、ハノーヴァー王家のた

めに大きな犠牲は仕方がないと彼ら納税者が信じていたからだとも説明する。これらの説

明は、18 世紀イギリスの経済成長よりも説得力のある要因として強調されるが、最も重視

するのはイギリス行政の柔軟性である。脱税に対する便宜的寛容さと、膨れ上がる課税を

担う商品と社会集団を慎重に選択したことが、この柔軟性を補強した23。 

17 世紀末から 18 世紀初頭にかけて、徴税のために行政府が拡大し、それに伴って専門

的行政官が登場しはじめた24。内国消費税は、最も専門的で効率的な官僚制度のひとつに

よって管理された25。大蔵省においてパトロネジは、他の省庁に比べて入省や昇進に大き

な影響を及ぼさなかった。内国消費税部門は、ウォルポール、ペラム、小ピットが様々な

                                                   
21 イギリス国民の税負担は、オランダを除くヨーロッパ諸国の人々のそれを上回っていた。Patrick K. 

O’Brien, ‘Inseparable Connections: Trade, Economy, Fiscal State and the Expansion of Empire 1688-

1815’, in P. J. Marshall (ed.), The Oxford History of British Empire [以下、OHBE ], vol. II, The 

Eighteenth Century (Oxford, 1998), pp.67-68（訳書『帝国主義と工業化』第 3 章に所収、152 頁）; 

Patrick K. O’Brien, ‘The Political Economy of British Taxation 1660-1815’, Economic History Review 
[以下、HER ], 2nd series, XLI, no.1 (1988), pp.1, 4-5（訳書『帝国主義と工業化』第 4 章に所収、166、

170 頁）；Brewer, Sinews of Power, pp.89-91 (訳書、100-101 頁). 
22 O’Brien, ‘Inseparable Connections’, p.69-70 (訳書、153-155 頁); O’Brien, ‘The Political Economy of 

British Taxation’, pp.12-13 (訳書、181 頁). 
23 O’Brien, ‘The Political Economy of British Taxation’, pp.7-8 (訳書、174 頁). 
24 公職は、ジェントルマンとしての社会的ステイタスと現金での定期的な給与支払いによる安定した財

産という魅力があった。Brewer, Sinews of Power, pp.79-80 (訳書、90-91 頁). 
25 J. E. D. Binney, British Public Finance and Administration, 1774-92 (Oxford, 1958). 
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方法を用いて、国王の歳入のために効果的な税を査定し、徴収を行った専門的な行政官に

よって担われた26。大蔵省の役割は、イギリスの行財政制度のひとつの柱であった。大蔵省

は国家の収入と支出を監視する役を担うようになったが27、第一の役割は支出の抑制にお

かれた。支出部局の支出には大蔵省の認可が求められ、その認可は各部署の出納係が発行

した支払命令書に、大蔵省が副署することで成立するとされた。これによって、大蔵省の

認可権限が強制力を持つようになった。大蔵省は支出への統括を強化するとともに、国家

財政全体の知識を独占するようになっていった28。 

 

第 2 節 財政・軍事国家の動揺（１）急進主義の萌芽―1760 年代 

 1762 年 5 月成立のビュート政権にとって、1763 年パリ講和条約は十分な成果をもたら

したものの、国民に人気の政治家大ピット(William Pitt the Elder, later 1st Earl of Chatham, 

1708-1778)を排除したことで、国内ではビュート政権は国民の不信をかっていた。さらに、

スコットランド人ビュート(John Stuart Bute, 3rd Earl of Bute, 1713-1792)の率いる同政権は、

国王の全幅の信頼を得ていたにもかかわらず、野党系議員ジョン・ウィルクス(John Wilkes, 

1727-1797)によって 1762 年 6 月に創刊された週刊誌『ノース・ブリトン』(North Briton)を

はじめとする新聞や雑誌の激しい攻撃をうけた。1763 年 3 月のリンゴ酒に対する消費税導

入の提案は、政権の不人気に国民の消費税（エクサイズ：内国消費税）への強い反発も加

わって29、最終的にビュート辞任につながった。 

 1763 年 4 月 23 日発刊の『ノース・ブリトン』45 号に、講和条約を称賛した国王勅語を

非難する記事が掲載されると、政府はウィルクスを逮捕し30、同年 11 月には同号が煽動的

誹毀罪にあたるという下院決議を成立させた。不利な状況に陥ったウィルクスは、12 月に

                                                   
26 O’Brien, ‘The Political Economy of British Taxation’, p.28 (訳書、203-204 頁). 
27 大蔵省が国家の収入と支出の監視役となった時期については研究者の意見はわかれているが、大蔵省

の権限内容については概ね一致している。Binney, British Public Finance and Administration, pp.168-

170; Brewer, Sinews of Power, p.92 (訳書、102-103 頁). 
28 Brewer, Sinews of Power, pp.92-93 (訳書、103 頁). 
29 当時のイギリスでは、リンゴ酒（サイダー）と梨酒（ペリー）は “National Drinks”であったうえに、

自家用にまで課税することやその徴税官へ付与される調査権もまた不満を増大させたという。舟場正富

『イギリス公信用史の研究』（未来社、1971 年）、272-273 頁。 
30 政府は、『ノース・ブリトン』45 号の執筆・印刷・発行にかかわった全員を対象とする「一般逮捕状」

に基づいてウィルクスを逮捕したが、この一般逮捕状はのちに違法とされた。また、ウィルクスは当時

下院議員であったので、議員特権により逮捕後まもなく釈放された。以下、ウィルクス事件およびウィ

ルクス運動に関する基本的事項は、主に次を参照。George Rude, Wilkes and Liberty: A Social Study 

of 1763 to 1774 (Oxford, 1962); I. R. Christie, Wilkes, Wyvill and Reform: The Parliamentary Reform 
Movement in British Politics, 1760-1785 (London, 1962); Edward Royle and James Walvin, English 
Radicals and Reformers, 1760-1848 (Lexington, Ky., 1982), especially ch.1. 
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フランスへ逃れ、翌年 1 月には下院から除名された。前政権以来、野党系出版物の攻撃に

悩まされていたグレンヴィル政権のこうした一連の強硬な措置は、自由に対する侵害とい

う危機感を芽生えさせることになった。本章冒頭で触れたように、18 世紀イギリス人の自

負する国制や自由を脅かしかねない政府の政策は、国家体制への改革要求を芽生えさせて

ゆくことになる31。 

 ウィルクスに象徴されるような 1760 年代に登場した急進主義は、新たな政治批判を孕

んでいた。それは、国民の政治的指導者たる政治家たちの性的不品行や放蕩といった私的

生活に対する批判で、それまでの政治批判にはなかった様相を呈した。18 世紀史家ブルー

アが 18 世紀政治と公共圏についての論考でいみじくも述べているように、政治的悪徳と

性的不品行は 1760 年代にはじめて結びつけられたというわけではなかったが、この時期

に関連付けられた批判が、政府閣僚たちの公共圏における活動をめぐって展開された点で

重要であった32。18 世紀イギリスの政治や社会を検討するうえで、いまや公共圏や公・私

をめぐる議論は重要な位置を占めてきている33。 

 七年戦争によって増大した国債は、1 億 3000 万ポンドにのぼった。この対応を求められ

たグレンヴィル政権は、アメリカ植民地に対しても本国の政策への協力をもとめた。見方

を換えれば、グレンヴィル政権はアメリカ植民地への支配強化に乗り出した。皮肉にもア

メリカの植民地人は、1763 年以降フランスの脅威から解放されたこともあって、戦後の本

国による強硬な態度への反発を示した。グレンヴィル政権は、植民地政策の実施にかかる

費用を植民地にも負担させるために、1764 年砂糖法(Sugar Act)を成立させた。同法は、1733

年の糖蜜法(Molasses Act)を改訂したもので、植民地に輸入される外国産砂糖への関税を

軽減し、密輸を取り締まることで歳入を確保しようとしたものであった34。なお、砂糖法と

呼ばれるが、砂糖の他にも外国産のワイン、コーヒー、絹、藍、キャラコなどの輸入税率

も定めた。つづいて 1765 年 3 月に、証書や新聞等の出版物に印紙を貼付することを規定

した印紙法(Stamp Act)が制定された。本国議会が植民地に対する課税権をもつという見解

                                                   
31 改革運動や急進主義の研究において、ウィルクス運動の展開は、急進主義による寡頭的政治支配への強

い批判を生み、最終的に 19 世紀の議会改革へつながったとされる。改革運動、急進主義の研究につい

ては、主に次を参照。Christie, Wilkes, Wyvill and Reform; John Cannon, The Fox-North Coalition: 

Crisis of the Constitution, 1782-4 (London, 1969); Royle & Walvin, English Radicals and Reformers. 
32 ブルーア「スキャンダルと政治―18 世紀イギリスの公共圏」（近藤和彦編著）『スキャンダルと公共圏』

（山川出版社、2006 年）所収、139-142 頁。 
33 ユルゲン・ハーバマスの議論にはじまる公共圏概念の影響力は、イギリス史ないし歴史学に限ったこと

ではないが、とりわけ「公共圏」という概念は 18 世紀イギリス史の検討に有効に思われる。大野誠編

『近代イギリスと公共圏』（昭和堂、2009 年）、とくに第 1 章。 
34 1733 年糖蜜法以来、1 ガロンあたり 6 ペンスの関税率を 3 ペンスに引き下げた。 
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を多くの本国政治家たちは共有していたので、本国議会において印紙法への反対はほとん

どなかった。しかし、この印紙法は、通商規制のための関税法ではなくて、植民地内で歳

入をあげることを目的としたので、植民地人の強い抵抗を招いた。砂糖法および印紙法は、

植民地人の激しい反対運動を引き起こした。印紙法反対運動は、植民地人のイギリス製品

不買運動によってイギリス国内にも飛び火した。イギリス国内での印紙法反対運動は、七

年戦争後の不況の影響を受けていたイギリス商人が中心であり、ロンドンやブリストルな

どの多数の都市が下院に反対請願を提出した。1765 年 7 月に倒れたグレンヴィル政権の後

継となったロッキンガム政権によって、1766 年 3 月には印紙法は撤回され、糖蜜などの関

税率は引き下げられた35。しかし、印紙法の撤廃に先立ち、植民地への立法権に関して本国

議会が宣言法（Declaratory Act, 1766）を定めていたことで36、植民地人の不満はなおも解

消されなかった。 

 ロッキンガム政権の成立からの 1 年数か月間の政党政治の動きは、その後のロッキンガ

ム派ホイッグの政治理論の新しい理論化において重視されている。彼らは、ロッキンガム

政権の崩壊の経過から、国王の背後でビュートが依然として政治に絶大な影響力を有して

いるという「二重内閣」制の神話を信じるようになったといわれる。この神話は、ロッキ

ンガム派ホイッグの党派理論として理論化されていった。この理論は、国王ジョージ 3 世

が「国王の友」(King’s Friends)といわれる議員を通じて議会に影響力を行使しているとい

う、いわゆる「国王の影響力」に関わる議論へ展開してゆくことになる37。このようなロッ

キンガム派ホイッグの党派理論は、エドマンド・バーク(Edmund Burke, 1729-1797)を中心

に理論化されていったことはよく知られている。彼は、『現代の不満の原因に関する考察』

（1770 年）において、国王が「国王の友」である党派の支持のもとで秘密の内閣を通じて

統治を行っていると主張した。そして、政党政治の意義を、腐敗した行政府の脅威に対す

る「生まれながらの自由の擁護者」であると説き、議会の王権からの独立や情報公開を主

張した38。 

                                                   
35 ロッキンガム派は、派内に商人と密接に関わりのある議員を含んでいたため、国内の印紙法反対運動の

高まりをみて、印紙法撤廃に動いたとされる。 
36 印紙法撤廃法とともに制定された 1766 年宣言法は、印紙法撤廃の代わりに、本国議会がいかなる場合

にも植民地に対して立法する権限を有することを確認したもので、当時のイギリス政治における植民地

への立場を明らかにしている。 
37 Linda Colley, ‘The Apotheosis of George III: Loyalty, Royalty and the British Nation 1760-1820,’ 

Past ＆ Present [以下、P&P ], 102 (1984), pp.94-129. 
38 エドマンド・バーク「現代の不満の原因を論ず」（1770 年）中野好之編訳『バーク政治経済論集―保守

主義の精神』（法政大学出版局、2000 年）所収。 
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 1766 年 7 月に誕生した大ピットの政権は、大ピットが党派嫌いであったこともあり、党

派を解消することを目指して組織された。そのため同政権は、優秀だがさまざまな立場の

政治家の混成となり、その政策は統一性を十分に追求することはできなかった。そのうえ

政権成立の直後に「偉大な平民」大ピットがチャタム伯に叙されて下院を離れたことが、

大ピットの人気を低下させたので、結果的に大ピット（チャタム）政権は不安定となった。

各派を味方に出来ず弱体政権であったため、土地税について政府案は戦時並みの 4 シリン

グの維持を提案していたが、下院で 3 シリングに修正された。これによって、1767 年 2 月

末、土地税は 1 ポンドにつき 3 シリングとされ、政府は 50 万ポンドの財源を失った。 

 アメリカ植民地は、印紙法撤廃によって一旦は平静を取り戻していたが、前述のように

植民地人の不満は解消されていなかった。そこで、1767 年 6 月から 7 月にかけて一連のタ

ウンゼント諸法が制定されると、アメリカ植民地は、ふたたび強い反対闘争を展開するよ

うになった。諸法を制定した大蔵大臣タウンゼント(Charles Townshend, 1725-1767)は、同

年 9 月に没し、ノースがその後任となった。この頃には、チャタムは健康状態を悪化させ

て政治活動も衰え、かつての彼の指導力は失われていた。 

 ところで、チャタム政権はアイルランド問題の改善にも乗り出していた。七年戦争以後、

アイルランドは、イギリス帝国にとって軍事的にも経済的にもその重要性を増していた39。

1767 年 8 月にアイルランド総督(Irish Viceroy)に任命されたのは、大蔵大臣タウンゼント

の兄タウンゼント子爵(George Townshend, fourth Viscount and first Marquess, 1724-1807)

であった。タウンゼント子爵は 1772 年までアイルランド議会の改革に取り組んだが、当時

のアイルランド議会を牛耳っていた議会操作請負人（Undertaker）等対抗勢力の抵抗で改

革は困難を極めた。それまで君主の交替まで無期限に続いたアイルランド議会の任期を八

年以内に限定した八年議会法の成立は、アイルランド統治改革のひとつの成果としてあげ

られるものの、全体としては不十分なものに終わった40。 

 1768 年 10 月、チャタムとシェルバーンが辞職するも、第一大蔵卿のグラフトン

(Augustus Henry Fitzroy, third Duke of Grafton, 1735-1811)はその職にとどまり、グラフ

                                                   
39 R. B. McDowell, Ireland in the Age of Imperialism and Revolution, 1760-1801 (Oxford, 1979); 

Thomas Bartlett, ‘“This Famous Island Set in a Virginian Sea”: Ireland in the British Empire, 1690-

1801’, in OHBE, vol. II, pp.253-275.  なおインドとの関連については次を参照。C. A. Bayly, ‘Ireland, 

India and the Empire: 1780-1914’, Transactions of Royal Historical Society, 10 (2000), pp. 377-397. 
40 名誉革命体制は「議会における国王」を軸に確立されていたが、植民者エリートによって支配されたア

イルランドにおいてダブリン議会に同様の機能が効果的に作用するはずもなかった。勝田俊輔「名誉革

命体制とアイルランド」近藤和彦編『長い 18 世紀のイギリス―その政治社会―』（山川出版社、2002

年）所収、155-159 頁。 
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トン単独政権が成立した。同時期国内では、1768 年 2 月に帰国していたウィルクスを支援

する運動が活発化していった。ウィルクス運動と呼ばれるこの運動は、中流から下層の民

衆までの幅広い人々が政治に積極的に参加する動きであると同時に、民衆の経済的な不満

の表明でもあった41。言い換えれば、グラフトン政権にとっては、ウィルクス運動は、政治

問題だけでなく経済問題への対応をも要求する国内問題であった42。 

1768 年 3 月の総選挙に立候補したウィルクスは、ミドルセクス州では当選した。このと

きの選挙運動の旗印「ウィルクスと自由」はあまりにも有名である。セント・ジョージ・

フィールズの虐殺を経て43、衰えを知らない世論の支持を背景にウィルクスは反政府活動

を展開し続けた。その後ウィルクスは下院からの除名と再選を繰り返し、ウィルクス運動

は、1769 年夏から秋の大規模な反政府運動の組織へと展開していった。1769 年のミドルセ

クス州の選挙におけるウィルクスの当選をめぐる問題は、ミドルセクスの選挙民にとって

は自らの意見を軽視されたことを意味した。ウィルクス支持者によって「権利章典擁護協

会」（Society for the Supporters of the Bill of Rights）が組織され、自らの権利を軽視され

た選挙民の憤慨を議会改革運動へつなごうとしたが、協会の活動自体はあまり功を奏さな

かった44。ウィルクスを支持する運動は、最終的に彼の議席を認められる 1774 年まで続い

た。 

先述のようにウィルクス運動に端を発した政治運動の一部は、議会改革運動へと展開し

ていった。民意を反映しない下院の選挙制度に対する改革要求は、同世紀前半からみられ

                                                   
41 18 世紀における民衆と政治の接近は注目に値する。18 世紀に頻繁に起きた暴動は、同世紀においては

労働争議よりも食糧暴動がより頻繁におこったが、その規模が大きくなると、しばしば政治理念の侵入

をうける傾向にあった。大規模な暴動の例として、七年戦争中の大ピット支持の民衆暴動や、ウィルク

ス運動やゴードン暴動があげられる。リューデは、暴動の大規模化が外部の有力グループに引き継がれ

たことで政治理念の侵入をうけやすかったこと、とくに都市暴動には「外からの」指導者がいたことを

指摘している。ジョージ・リューデ（古賀秀男ほか訳）『イデオロギーと民衆抗議―近代民衆運動の歩み』

（法律文化社、1984 年）、169-179 頁。 
42 民衆運動を研究したリューデは、(1)ロンドンの下層階級、(2)シティの中流商人層、(3)ミドルセクスの

フリーホールダーというウィルクスの 3 つの支持基盤をあげているが、1768 年から 69 年の暴動では、

スピタルフィールドの絹織職人やロンドン東部の石炭荷役人夫などが積極的に関与したともいわれて

いる。George Rude, ‘London “Mob” of the Eighteenth Century’, Historical Journal, 2-1 (1959), pp.1-

18. 財政史家の舟場氏は、「彼らは、明らかに1730年代以後の反イクサイズの伝統を担う集団であった」

という。舟場『イギリス公信用史』、273 頁。 
43 国外逃亡によって裁判に出頭しなかったことで法益剥奪処分を受けていたウィルクスは、当選後の

1768 年 4 月下旬に裁判所に出頭し、王座裁判所の監獄に収監された。「セント・ジョージズ・フィール

ズの虐殺」は、監獄に押し掛けた彼を支持する民衆が軍隊と衝突して数人の死者をだした事件であり、

ウィルクスにとっては政府攻撃の新たな材料となった。 
44 協会の活動があまり前進しなかった理由としては、指導者たちの不和や協会に賛同するよう訴えた

人々が、政治的に急進主義的ではなかったことなどが言われている。W.A.スペック（月森左知、水戸尚

子訳）『ケンブリッジ版世界各国史 イギリスの歴史』（創土社、2004 年）、58 頁。 
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るものであった。1770 年前後の時期には、マンチェスターに代表されるような新興の産業

都市が多数勃興してきたが、これらの都市は、人口減少によってその重要性をすっかり失

った中世以来の都市選挙区がいわゆる「腐敗選挙区」（rotten borough）として維持される

一方で、独立した選挙区として認められていなかった。このような都市化や産業化のよう

な社会の現実と、選挙制度が齟齬をきたした状況を背景に、1760 年代末にはじまった反政

府運動は、地主貴族の寡頭政治を根本的に改革しようという急進主義へと展開してゆく。 

 

第 3 節 財政・軍事国家の動揺（２）改革運動の展開―1770 年代から 80 年代初頭 

1767 年からタウンゼントの後継として大蔵大臣の任にあったノースが、1770 年に首相

に任命されると、それまで混迷していた政局は一応の安定をみせることになった。1771 年

春、議会討論の出版規制に反対するウィルクス支持者らに対し、ノースは柔軟な姿勢をと

り、以後、議事報道は実質的に自由化された。1773 年には、第 3 章でより詳しく述べるよ

うに、深刻化した東インド会社問題に取り組み、規制法を成立させた。この規制法によっ

てノース政権は、1770 年のベンガルでの飢饉や貿易不振から深刻な経営危機に直面した東

インド会社に 140 万ポンドの貸し付けとアメリカへ茶の販売権を付与し、会社の経営問題

に切り込んだ。後述するように、この規制法は、インド問題の展開において非常に重要で

はあるが、根本的な問題解決ではなく、問題の先送りであった。そのうえ、抱き合わせで

制定された茶法は、同年 12 月のボストン茶会事件を引き起こし、アメリカ問題を深刻化さ

せた。さらに、政府任命のカナダ立法議会へのカトリック参加等を認めた 1774 年のケベッ

ク法(Quebec Act)は、プロテスタントの北アメリカ植民地をさらに刺激した。翌 1775 年に

は、アメリカ独立戦争がはじまった。 

 1780 年代初め、アメリカ植民地との戦争による巨額の戦費が必要となったことで蓄積さ

れた負担が、議会と国民に重くのしかかった。ノース政権は、戦費のための公債の財源に

様々な奢侈品課税を当てたが、これらは少額であった。実際には、利払い財源は既存の内

国消費税や関税への付加課税が役立てられた。つまり、莫大な戦費は奢侈品税ではとうて

い賄えず、その負担の多くは国民、とくに大衆にふりかかる消費財課税によっていた。そ

のため、戦費負担は、公債に有利に投資できた富裕階級ではなく、国民に重くのしかかっ

た45。 

                                                   
45 舟場『イギリス公信用史』、276-277 頁。 
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戦争末期になると、国内では戦争の長期化で国民が重税に苦しむ一方で、国王や官職保

有者、議員たちは公金を浪費しているといった批判の声が高まった。後者の公金浪費は、

閑職や不適格な年金という形で行われているというのである。また、アメリカ植民地との

戦争に関する下院討論では、「大臣たちは、戦争を長引かせ、すべての和平への動きを避け

ることが必要であると考えている。なぜなら彼らは、アメリカとの戦争が彼らの権力と地

位を延命させると知っているからである46」といった批判もみられ、戦争の長期化への不

満が公金浪費などの政治的腐敗に結び付けられた。さらに、アメリカ独立戦争に伴う戦費

のために発行された公債について、「先ごろ発行された公債は、腐敗と金儲けと恥辱の最た

るものである」といった非難の声があがり、戦費のために発行されたはずの公債は、国民

や国家のための負債ではなく、むしろ国家を略奪するための政治家たちによる腐敗のひと

つとされた47。このような下院における批判は、もちろん多分に政治的意図を孕んでいた

が、広く議会外においても知られるところであった。 

 クリストファー・ワイヴィル(Christopher Wyvill, 1738-1822)が指導したヨークシャ運動

(Yorkshire Movement)は、1779 年末に始まり、次第に全国的に展開されていった48。同年

12 月 30 日に行われたワイヴィル主導の集会で採択された請願は、翌 1780 年 2 月に下院に

提出された49。そこには、「国家の各部局に厳しい節約が今日必要不可欠であると確信して、

請願者は、国家が破局に瀕しているにもかかわらず、多くの公金が不用意にもばらまかれ、

多くの私人が冗官を享受し、必要な地位には途方もない給与でつき、公共の役に立たない

年金を取り込んでいることを遺憾に思う」と述べられている。さらに、「議会が公金支出に

おける大きな誤りを調査しなおし、またすべての法外な俸給を削減し、冗官や役に立たな

い年金を廃止し、議会が適当とする国家の必要経費に見合った租税を議定するための有効

な措置をとる」ことを要求した50。 

財政改革を求める州集会にはじまったヨークシャ運動は、このような財政の合理化を要

                                                   
46 ‘Debate on Mr. Fox’s Motion for a Committee respecting the State of American War’, in William 

Cobbett, W., Parliamentary History of England from the earliest period to 1803 [以下、Parl. His.], 

XXII, p.345; 舟場『イギリス公信用史』、275 頁。 
47 Parl. His., XXII, p.469; 舟場『イギリス公信用史』、275 頁。 
48 ヨークシャ運動については、Herbert Butterfield, ‘The Yorkshire Association and the Crisis of 1779-

80’, Transactions of the Royal Historical Society, vol. 29 (1947), pp.69-91; I. R. Christie, Wilks, Wyvill 
and Reform: The Parliamentary Reform Movement in British Politics 1760-1785 (London, 1962); 青

木康「ホイッグ党とヨークシャー運動」『史学雑誌』87-2（1978 年）、1-35 頁；青木康「議会外勢力の

成長―18 世紀末のイギリス政治―」『歴史学研究』659（1994 年）、31-40、73 頁。 
49 ‘Petition from the Country of York, for an Economical Reform in the Public Expenditure’, in Parl. 

His., XX, pp.1371-1374. 
50 Parl. His., XX, pp.1371-1374; 舟場『イギリス公信用史』、278 頁。 
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求する「経済改革」のほかに、運動の発展過程で「議会改革」の流れを生み出していった

51。「ヨークシャ連合」を組織したワイヴィルは、小さな都市選挙区から選出された議員が

多数を占める下院は選挙民を代表していないとして、選挙制度の改革運動を志向していた。

当初、ロッキンガム・グループは、運動の全国的な展開に対し協力的に活動した。すでに、

『現代の不満の原因に関する考察』（1770 年）において腐敗した国王の影響力を批判して

いたエドマンド・バークは、1780 年 2 月に行政改革法案を提出した52。起草した改革の七

原則のなかで、彼は、正義や行政上の利益をこえて経費を要するもの、抑圧的で、腐敗し

た影響をもたらすすべての司法機関を廃止すべきこと、また、業務の複雑化した部局の統

廃合をあげた53。具体的には、植民地担当大臣(Secretary of State for the Colonies, or Third 

Secretary of State)や通商委員会(Board of Trade)などの廃止を提案し、シヴィル・リストの

支出の監査や規制もあげている。前述のようにバークは、当時の政治問題のなかでも国王

の権力やその影響力の伸長をとりわけ問題視していたので、シヴィル・リストの削減を強

く主張した54。 

 シヴィル・リストの支出の監査や規制は、たんなる経費上の問題ではなく、国王の影響

力の財源であるからこそ激しい批判の対象となった。いいかえれば、ヨークシャ運動やバ

ークの行財政改革案で主張されたシヴィル・リストや官職の削減や部局の統廃合は、国王

の政治的影響力の削減につながっていた。とりわけバークは明確に国王の権力を非難した。

下院演説において彼は、国王の権力が諸悪の根源であり、その拡大を阻止することで伝統

的憲法体制を維持できると訴えた55。 

ローマ・カトリック救済法（1778：ウィリアム 3 世期のローマ・カトリックの布教に関

する制限条項を緩和する法）に反対して、1780 年に議員ジョージ・ゴードン(George Gordon, 

1751-1793)を指導者とするプロテスタント連合(Protestant Association)が組織された。彼ら

                                                   
51 議会改革案は 1779 年 12 月のヨークシャ集会では明示されなかったが、翌 1780 年 1 月以降に議会外

改革派によって議会改革が明確に主張されるようになった。青木「ホイッグ党とヨークシャー運動」、

10-11 頁。 
52 ‘A Bill for the better Regulation of his Majesty’s Civil Establishments, and of certain Public Offices: 

for the Limitation of Pensions, and the Suppression of sundry useless, expensive and inconvenient 

Places, and for applying the Monies saved thereby to the Public Service’, in Parl. His., XX, pp. 111f. 

なお同経済改革案についてのバークの演説は次の邦語訳も参照可能。「経済改革演説」（1780 年）中野編

訳『バーク政治経済論集』所収。 
53 Parl. His., XX, pp.17-19; 舟場『イギリス公信用史』、294-296 頁；岸本広司『バーク政治思想の展開』

（御茶の水書房、2000 年）、369-370 頁。 
54 舟場『イギリス公信用史』、269-301 頁；岸本『バーク政治思想の展開』、357-363 頁；松園伸『産業社

会の発展と議会政治』、71-76 頁。 
55 岸本『バーク政治思想の展開』、367-368 頁。 
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が署名を集め議会請願を試みた際、これを支持するロンドン民衆は暴徒化した。この 1780

年 6 月のゴードン暴動(Gordon Riots)は、議会外運動の危険性を強調することになり、議

会改革運動を後退させることになった。 

閑職や年金問題、腐敗選挙区などをはじめとする政治的な不正行為等を最大限に批判し

た「旧き腐敗」(Old Corruption)論56は、王権による政治への影響力をも攻撃した57。18 世

紀末に「旧き腐敗」を叫ぶようになったのは、ウィリアム・コベット(William Cobbett, 1763-

1835)を中心とした急進主義者たちであり、彼らの標的は国家体制であった。重要な点は、

コベットたちが国家体制を「旧き腐敗」の温床とみなしたことに、多くの同時代人が同意

したことであろう58。 

 ヨークシャ運動を契機に反政府的な改革運動が全国的に展開してゆくなか、議会でも議

論が展開された。先に触れたように、議会における反政府的改革運動の中心的担い手は、

ロッキンガム派ホイッグであった。彼らは、急進主義的な議会改革には反対したが、ヨー

クシャ運動の展開と並行して議会において経済改革と国王の影響力の削減を目指した。そ

の旗手エドマンド・バークは、1780 年 2 月 11 日の下院演説において、次の 4 項目―（１）

シヴィル・リストを議決の対象とし、歳出の合理化を図ること。（２）行政機構の削減・廃

止。（３）部局の会計を廃止し、すべての部局のあらゆる支出を大蔵省の統制下におくこと。

（４）剰余金の支出を議会が決定すること―を提案した。 

17 世紀末にイギリスは、歳入と歳出を含めた全部局が大蔵省に対して説明責任を負うと

いう集権的な財政システムを成立させたが、18 世紀半ばには、特定の支出には特定の財源

があてられ、支出項目ごとに現金勘定がおかれた。そのため、国庫全体よりも各省の部局

を優先する基金制度が、予算に対する議会の統制を弱めていた。このような各省・部局ご

との独立性によって、大蔵大臣は国庫全体を統括できず、巨額の財政赤字、重税、官僚腐

敗を生じさせているとの認識に基づいて、1780 年にバークが提案した改革は、歳入と歳出

の全体について、部局から制約されることのない管理、監督権限を大蔵省に保証すること

が経済計画の要であると指摘するものであった。 

                                                   
56 邦語では「古き腐敗」とも表記される。原語においては、よりシンプルに ‘Corruption’とか ‘the System,’ 

‘the Thing’ と も 呼 ば れ た 。 Philip Harling, ‘Parliament, the State, and “Old Corruption”: 

Conceptualizing Reform, c. 1790-1832’, in ed. by Arthur Burns and Joanna Innes, Rethinking the 
Age of Reform: Britain 1780-1850 (Cambridge & New York, 2003), p. 98. 

57 W. D. Rubinstein, ‘The End of “Old Corruption” in Britain, 1780-1860’, P＆P, 101 (1983), pp.55-86. 
58 Philip Harling, The Waning of ‘Old Corruption’: the Politics of Economical Reform in Britain, 1779-

1846 (Oxford, 1996). 
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バークの経済改革案が踏み込んだもっとも大きな問題のひとつが、シヴィル・リストで

あった59。ジョージ 3 世は、即位した 1760 年に議会から 80 万ポンドの年金を与えられた。

それまでのシヴィル・リストには、世襲消費税やトン税などの議会が定めた税種が与えら

れ、旧来の王領地収入などが含まれていたが、ジョージ 2 世の晩年になると、実額は議定

額の 1 割増しになっていた。これをうけて議会は、ジョージ 3 世のシヴィル・リストには

税源を与えずに一定金額の繰り入れを議定した。この処置によって、それまで君主に与え

られていた税の自然増収が、以後は議会に入ることになった。もともとシヴィル・リスト

は、18 世紀を通じて議会における重要問題であった。ジョージ 3 世期においては、「国王

の友」による議会操縦が問題視されたことは先に触れたとおりだが、1777 年には、ノース

はシヴィル・リストを 80 万ポンドから 90 万ポンドへ増額することを議会へ提案し、大き

な論争となっていた。バークの経済改革案が議会に持ち込まれた時もノースは、シヴィル・

リストは「すべて国王の収入であり、国王がそれを自由にする権利を有する」という見解

を示しており、こうした見解が当時の議会では多数派であったため、バークの経済改革の

シヴィル・リストに関する部分は敗北におわった60。 

1780 年の改革案の敗北の要因のひとつは、その対象が広範囲に及んでいたことにあった

かもしれない。その後、バークの改革案は 1782 年の経済改革へ続き、そこでは節約額から

みれば後退した改革案ではあったが、実質 5 万ポンドほどの節約に成功し、一応の目的は

達成された61。より広い視野においては、このときの改革は、あくまで経済改革におわった

という点でかなり限定的であったといえる。前項からみてきたとおり、全面的な改革は議

会改革を要求するものであったが、当時のバークの属したロッキンガム派の基本的立場は、

経済改革こそ支持するものの、議会改革を抑える立場にあった。バークに代表されるホイ

ッグの立場は、現国制に欠陥があるかもしれないことは認め、それは修正されなければな

らないとしながらも、イギリスの国制は誇るべきものであり、国制の根本を変更すること

には賛成できないというものであった62。そのため国制の根幹である議会に対する改革要

求を支持することはなかった。 

 

                                                   
59 シヴィル・リストについては、Binney, British Public Finance and Administration, pp.116-121; John 

Norris, Shelburne and Reform (London, 1963), ch.X.  
60 舟場『イギリス公信用史』、296-298 頁。 
61 Civil List and Secret Service Money Act, 1782: 22 Geo. III, c.82. 当初計画された節約額の 3 分の 1

まで後退したとされる。舟場『イギリス公信用史』、299 頁。 
62 青木「ホイッグ党とヨークシャー運動」、19 頁。 
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第 4 節 ノース政権崩壊後の改革政治 

〔国制上の危機、1782 年 3 月から 84 年 3 月〕 

1781 年のヨークタウンでの降伏を契機に、アメリカ独立戦争に対する国民の支持が得ら

れなくなると、12 年にわたり政権を維持してきたノース政権は 1782 年春にとうとう倒れ

た。「国制上の危機」（Constitutional crisis）は、この 1782 年 3 月のノース辞任にはじまっ

た。1760 年のジョージ 3 世即位から 1780 年代初頭までの同治世初期のイギリス政治は、

明らかに混迷していた。前節でみてきたように国王の影響力をめぐる議論は議会内外で展

開してきたが、実際の政権運営においても深刻な問題であった。それは、ジョージ 3 世が

自身の家庭教師ビュートを首相に抜擢したことに始まり、政権の交替時には毎度影響を及

ぼしていた。1782 年 3 月のノース辞職後、ロッキンガムが組閣したが、7 月に彼が急死す

ると再び政権をめぐる駆け引きがおこった。後継首相の候補はシェルバーンとチャールズ・

ジェイムズ・フォックス(Charles James Fox, 1749-1806)であったが、後者は個人的にジョ

ージ 3 世に嫌われていた。シェルバーン政権は、フォックスが政敵ノースと連合を組んだ

ことによって、半年余りで辞任することになった。その後ポートランド(William Henry 

Cavendish Bentinck, third Duke of Portland, 1738-1809)を首相としたフォックス・ノース

連合政権が成立するが、ジョージ 3 世は常にこの連合政権を更迭する機会をうかがうよう

な状態であった。 

1783 年 11 月にフォックスは、議会にインドを統治するための評議会を設置する法案を

提出した。このフォックスのインド法案の内容は、評議員（コミッショナー）の任命権を

国王ではなく下院へ付与しようとするものであった63。このインド法案に対して国王は、

国王大権を侵害する内容であるとして、下院を通過した同法案が上院で否決されるよう圧

力をかけた。これを機に、連立内閣は更迭され、国王は小ピットを後継首相に任命した。 

〔1784 年総選挙と小ピット政権〕 

1784 年春の総選挙は、国王の影響力について検討する際に、非常に重要な事例である。

世論が選挙や議事に与える影響力は 18 世紀を通じて拡大していったが、その反面で世論

                                                   
63 政治史家ケリーは、フォックスのインド法案を、国制上の危機において検討しているが、インド問題に

ついて考察しているというよりも、当時の国制を脅かす一つの法案として考察している。そのため彼の

考察は、イギリス政治史においては有用だが、インド政策にまで十分な検討は及んでいない。Paul Kelly, 

‘British Politics, 1783-4: The Emergence and Triumph of the Younger Pitt’s Administration’, Bulletin 
of the Institute of Historical Research, 54-129 (1981), pp.62-78. また、フォックスのインド法案をめ

ぐる政治状況については、John Cannon, The Fox-North Coalition: Crisis of the Constitution, 1782-4 

(Cambridge, 1963), chs.6-7。インド法制定過程においての法案については、本論文第 3 章を参照。 
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の影響力の限界は先の 1780 年総選挙をみても明らかであった。同様に、国王が選挙結果に

及ぼす影響力が大きいことは違いないが、小ピットを首相指名したにも関わらず、相当数

の下院議員たちがポートランド支持を続けたことには、国王の影響力の限界も示されてい

た64。ロッキンガム死後、ロッキンガム派を核にホイッグをまとめたフォックスは、ノース

との連立によってホイッグを強化することに成功していた。しかし、1784 年春の総選挙で

有権者が支持したのは、下院の擁護者フォックスよりも国王の擁護者ピットであった65。

先に触れたヨークシャ運動の指導者ワイヴィルは、1784 年春の総選挙では、小ピットへの

賛同を表明した。総選挙で多数を獲得した小ピットは、1785 年に腐敗選挙区の 72 議席を

州へ与える法案を提出して、結果的に否決となったものの、これに報いた。 

小ピットは、1780 年 12 月にアプルビー(Appleby, Westmorland)で当選し、翌 81 年 1 月

に下院議員になるとその政治家としてのキャリアをスタートさせた。小ピットは、議員と

なる以前からチャタムの次男として議会内外でよく知られていた。彼は、翌年 7 月にはシ

ェルバーン政権で大蔵大臣(Chancellor of the Exchequer)の任を任され、1783 年 2 月のシ

ェルバーン辞任まで務めた。国王ジョージ 3 世がフォックス・ノース連立政権を打倒し、

1783 年 12 月に小ピットが組閣するまでに、彼はすでにいくつかの議会改革案を提出して

いた。組閣後の総選挙を経た 1785 年に提出した本格的な改革法案も、否決された。議会史

家の中村英勝氏が「今日から見ればすこぶる奇妙な案」と評した小ピットによるこの法案

は、私有財産化していたポケット・バラを国が買い上げて、それらの議席を新興都市へ分

配しようというものであった66。小ピットは、国王の擁護者であると同時に、政治改革者で

もあった。 

 小ピット政権は、徴税機構改革において、1780 年代には関税役人に強い権限を付与し、

同 1780 年代に小ピットは、内国消費税部門と徴税部門の結合に成功した。1785 年に直接

税局を設置し、徴税業務の効率化をはかった67。これによって、間接税に遅れていたノウハ

ウを蓄積した直接税業務にかかわる役人の育成にも寄与した68。とはいえ、小ピット政権

初期においては、既存の税種の一括管理に限定した役割であって、直接税改革は限定的で

あったといえる。これに対して、間接税改革はより徹底しており、はやくも 1784 年には消

                                                   
64 Cannon, The Fox-North Coalition, pp.145-150. 
65 スペック『イギリスの歴史』、64-66 頁。 
66 中村英勝『新版 イギリス議会史』（有斐閣、1977 年）、100 頁。 
67 Stephen Dowell, A History of Taxation and Taxes in England: From the Earliest Times to the 

Present Day, (London, 1884), pp.189-192. 
68 Binney, British Public Finance and Administration, pp. 67-73. 
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費税増徴案の議会通過に成功し、その対象は営業免許などの認可申請や、金・銀器などの

奢侈品から、帽子やろうそくなどの日常必需品にまで及んだ包括的な消費課税であった69。 

また、小ピット政権はその初期から関税改革にも乗り出していた。小ピット政権に先立つ

ウォルポール、ペラム、ノース等の首相らもまた、関税は密輸を促進すると気づいており、

諸政権による関税政策は密輸対策と密接に関係していた70。小ピットによる関税改革は、

1787 年に茶関税を 112.5％から 25％へ大幅に引き下げたことでよく知られているが、一般

的に高税率であった嗜好品にたいする税率を引き下げた。さらに、小ピット政権はイーデ

ン条約締結にみられるように71、ヨーロッパ諸国との関税交渉を展開した。小ピット政権

による関税改革が 19 世紀の自由貿易政策の端緒とされるのは、このような経済的優位を

背景とした貿易振興策によっている。 

小ピット政権は、1786 年には半世紀以上つづいたウォルポール型の減債基金制度を抜本

的に改正した。小ピット政権による減債基金制度の特徴は、ウォルポール型減債基金では

採用されなかった複利方式を導入した点にある。また、年度の収支状況に関係なく一定額

を繰り入れることで償還能力の向上をはかった。結果からすると、1793 年の対仏戦争の開

戦によって、この財政改革に基づく小ピット政権による財政政策は中断されることになっ

たのだが、税制機構の整備や減債基金の改正などによる財政改革によって本格的な元本償

還に向けた環境が整ったので、平時における大幅な元本償還が期待された。なお、低利借

り換えの進展は、小ピット政権期においては非常に困難であった。というのは、すでに 1750

年代のコンソル以来、3％台の国債を安定的に発行してきており72、それ以上の進展すなわ

ち 2％台への低利借り換えは難しかった。この点については、さらなる低利借り換えの進

展がなかった点を強調するよりも、半世紀近くにわたって 3％台の水準を維持したイギリ

ス財政の安定性に着目すべきであろう。 

小ピットは、国制危機をめぐる政局においては、フォックス等と敵対する立場に立った

が、18 世紀後半の帝国を含むイギリスの国家運営、とくにその根幹となる財政においては、

改革が必要であると認識している点で、小ピットもフォックスも同じ改革陣営に立つ政治

家であったといえる。

                                                   
69 Dowell, A History of Taxation, pp.184-188; O’Brien, ‘Political Economy of British Taxation’, pp.11 

(Table 5), 26-27 (訳書、180（表 4-5）、200-203 頁). 
70 O’Brien, ‘The Political Economy of British Taxation 1660-1815’, p.24-25 (訳書、198-199 頁). 
71 イーデン条約に関する邦語論文は次を参照。青木康「ホイッグ党のイーデン条約反対論―イギリス産業

革命初期の工業利害と政党」『西洋史学』104（1976 年）、254-270 頁。 
72 戦時には 3％債による資金調達の不足する年度には、4％ないし 5％債も発行された。 
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第 2 章 インド問題の展開 

 

本論文が直接的に検討しようとしているのは、18 世紀イギリスにおけるインドそれ自体

ではなく、当該期イギリス人の認識したインド、すなわち「インド問題」(East India affair, 

India question, Indian problem)である。インド問題の複雑さはその性質の多様性にあり、

とくに 18 世紀においては経済発展と植民地化における統治行政や軍事的側面などが絡み

合い、その理解を困難にしている。そのため、「インド問題」を定義することは容易ではな

いが、18 世紀後半にイギリス本国で展開したインド問題を本章で考察することで、18 世紀

後半のイギリスにとってのインド問題とは何であったのか明らかにしたい。具体的に、本

章では経済的および社会・文化的側面を中心にインド問題にかかわる諸側面を検討し、次

章で政治的側面について検討してゆく。 

本章では、経済的側面を中心に、経済的および社会・文化的側面を整理し、経済成長期

といえる 18 世紀後半イギリスにとってインド問題のもつ意味を検討する。第 1 節では経

済発展についてその概観を確認し、そのうえで工業化や帝国との関連まで考察する。第 2

節では、こうした海外貿易、とくに東方貿易の担い手となった東インド会社について基本

事項を確認しておきたい。というのは、東インド会社は本論文の対象とする 18 世紀末当時

においてすでに 200 年近くの歴史を有しており、その機構やインドにおける活動について

整理しておく必要があるからである。そして第 3 節では、海外貿易の発展過程において重

要となってくる東方貿易とりわけ東インド貿易の背景にあった当時のイギリス人による東

洋観、アジア・イメージないしはインド・イメージを整理する。このような東洋へのイメ

ージに関する点は直接的に経済に関する事項ではないが、イギリス貿易が、アジアとくに

インドへ展開していくうえで、第 3 節で確認してゆく従来からあったイギリス人の固定観

念が与えた影響は少なくなかったし、その後のインド植民地化が進展してゆく過程におい

ても重要な点である。 

  

第 1 節 18 世紀イギリスの経済発展、工業化、帝国 

 イギリスは 18 世紀後半に国際商業が量的・地域的に拡大し、工業・金融業などの発達も

また目覚ましく、経済成長期をむかえていた。最初に 18 世紀後半に至るまでのイギリスの
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外国貿易の貿易構造の変化を確認しておこう1。中世以来、イギリスの外国貿易の中心は、

王室財政と結びついた特権商人であった2。14 世紀半ばのイギリスの全輸出額の 90％が羊

毛・羊毛皮の輸出であったが、16 世紀半ばには毛織物関係の輸出が総額の 80％を超すまで

に変化した。さらに、17 世紀末から 18 世紀初頭にかけてイギリスの貿易構造に著しい変

化が起こった。ロンドンからの輸出総額の 80％から 90％を占めた毛織物の輸出は、17 世

紀末には 45％まで減少した。それに対して、17 世紀半ば頃には 3％から 4％程度に過ぎな

かった非ヨーロッパ製品・生産物の再輸出品が 30％もの比率を占めるまでになっていた。

これらの再輸出品の品目は、リンネル製品、キャラコや絹製品等、タバコ、砂糖、胡椒な

どの食料品、染料、絹などの原料品といったアメリカ大陸やアジアの物産であった。経済

史家ラルフ・デイヴィスは「交易のアメリカ化」を指摘している3。18 世紀初頭イギリスの

貿易活動は、それまでの英仏海峡に結ばれる狭隘な特権ルートを離れ、超ヨーロッパ的世

界貿易圏で展開し始めていた。一連の航海法(Navigation Acts)を中心としたイギリス船舶

中心主義をとって、植民地貿易による本国産業・貿易の発展をはかる体制を確立し、イギ

リスの海外貿易は広く東西世界にまで展開し、世界貿易のシステムを打ち立てていった4。

英蘭戦争は、タバコ、砂糖、奴隷、タラの貿易に関するオランダの勢力を打ち破り、オラ

ンダの中継貿易からイギリスの自立を勝ち取っただけでなく、インドにおけるイギリスの

領土支配確立のための基礎をつくった。第一次英蘭戦争（1652-1654 年）はインドと極東の

貿易を、そして第二次英蘭戦争（1665-1667 年）は西アフリカの奴隷貿易をイギリス商人に

開放した。1698 年の王立アフリカ会社の独占廃止は、イギリスの奴隷貿易の急速な発展を

もたらした。それらが、18 世紀のリヴァプールやブリストルの繁栄の一端を担ったことは

周知のとおりで、両港湾都市は 18 世紀の奴隷貿易の中心として発展した5。 

 これらの貿易・産業および名誉革命前後の政治的構造の大きな変化は、18 世紀末に至っ

                                                   
1 18世紀のイギリス外国貿易の概要については次を参照。Phyllis Dean and W. A. Cole, British Economic 

Growth 1688-1959: Trends and Structure (Cambridge, 1962), especially pp.40-50. 
2 保坂栄一「外国貿易の展開―イギリスにおける特権貿易カンパニーの盛衰を中心として―」『西洋経済

史講座 II  資本主義の発達』（岩波書店、1960 年）所収；Percival Griffiths, A Licence to Trade：A 

History of the English Chartered Company (London & Tonbridge, 1974). 
3 18 世紀におけるイギリスの経済成長の特徴は、まさにアメリカ植民地との貿易増にあり、そのため同

世紀イギリスの経済成長は大西洋貿易との関係で論じられることが多い。Ralph Davis, A Commercial 

Revolution: English Overseas Trade in the Seventeenth and Eighteenth Centuries (London, 1967).

ただし、大西洋貿易の拡大そのものは、イギリスに限ったものではない。玉木俊明『近代ヨーロッパの

形成―商人と国家の近代世界システム』（創元社、2012 年）、157-158 頁。 
4 1651 年以来、複数回にわたって制定された航海法は、主にオランダ船排除がその目的であった。最終

的に廃止されるのは 1849 年である。 
5 A. N. Porter (ed.), Atlas of British Overseas Expansion (London, 1991), pp.36, 47, 50〔横井勝彦、山

本正訳『大英帝国歴史地図』（東洋書林、1996 年）、37-38、49-50、52 頁〕. 
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て帝国体制の再編を迫った。こうした変化はまた、社会的変化をも伴った。イギリスの外

国貿易商人が、自己の職業への誇りを確立しそれに見合ったステイタスを望むようになっ

たのは、17 世紀後半とされる。一般に「商人」と訳される「マーチャント」(merchant)は、

歴史的には卸売商を指し、より限定的な意味で外国貿易に携わる者を示した。次第に「ト

レイドマン」(trademan)が、国内流通にかかわる小売から卸売商までをさすようになり、

マーチャントとは区別されるようになっていった6。このように国内卸売商と区別し、高貴

な職業として外国貿易商人をジェントルマンに比すべき職業と主張する傾向があらわれた

7。他方で、西インド植民者や東インドで蓄財した商人などの成金が、イギリス本国へ帰国

しイギリス上流社会へのし上がり、その品位を汚したともいわれる。とりわけ「ネイボッ

ブ（インド成金）」と呼ばれた東インド帰りのお大尽たちについては、日本においてもいく

つかの研究によって紹介され、比較的よく知られている8。 

 以上のような 18 世紀イギリスの海外貿易の飛躍的成長と大きな構造転換を経済史家ラ

ルフ・デイヴィスは「イギリス商業革命」と呼んだ9。とくに大西洋貿易は工業化の要因と

して注目され、エリック・ウィリアムズをはじめ多くの研究成果が蓄積されてきた10。18

世紀イギリス貿易は、アジア・アフリカなどの超ヨーロッパ世界に広がったことは確かで

あるが、こうした海外貿易の広がりを支えたのが、植民地物産の再輸出先となったヨーロ

ッパ市場であった11。すなわち、17 世紀以来の植民地貿易と再輸出貿易の発展によって、

18 世紀の商業革命が生じた12。当時のアジア貿易は単独では赤字であり、ヨーロッパ内貿

                                                   
6 川分圭子「ロンドン商人とイギリス海外貿易」深沢克己編著『国際商業』（ミネルヴァ書房、2002 年）

所収。 
7 川北稔『工業化の歴史的前提』（岩波書店、1983 年）。 
8 ネイボッブについては、さしあたり次を参照。Percival Spear, Nabobs: A Study of the Life of the 

English in Eighteenth-Century India (Oxford, 1932) ; 川北『工業化の歴史的前提』；浅田實『イギリ

ス東インド会社とインド成り金』（ミネルヴァ書房、2001 年）。 
9 Davis, Commercial Revolution. 
10 ウィリアムズはとくに奴隷貿易および奴隷制の研究において日本では着目されるが、その研究の基本

的枠組みは大西洋貿易の資本主義への影響であることを忘れてはいけない。エリック・ウィリムズ（中

山毅訳）『資本主義と奴隷制―ニグロ史とイギリス経済』（理論社、1987 年）；同（川北稔訳）『コロンブ

スからカストロまで―カリブ海域史、1492-1969』全 2 巻（岩波書店、1978 年）。主にアメリカ史家によ

ってけん引される大西洋史は、現在では、いわゆるアトランティック・ヒストリーとしてひとつの研究

潮流となっている。バーナード・ベイリン（和田光弘、森丈夫訳）『アトランティック・ヒストリー』（名

古屋大学出版会、2007 年）；マーティン・W・サンドラー（日暮雅通訳）『図説・大西洋の歴史―世界史

を動かした海の物語』（悠書館、2014 年）。また近年では「海」に着目した研究も盛んで、今後の研究の

展開が期待される。邦語では次の二点があげられる。金澤周作編『海のイギリス史―闘争と共生の世界

史』（昭和堂、2013 年）；玉木俊明『海洋帝国興隆史―ヨーロッパ・海・近代世界システム』（講談社、

2014 年）。 
11 一柳峻夫「ブリストル商人の経済構造―貿易の多角的システム」深沢克己編著『国際商業』（ミネルヴ

ァ書房、2002 年）所収。 
12 フランス近世貿易史の権威ポール・ビュテルは、近世世界経済について記述するなかで、クロムウェル
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易の再輸出を計上してはじめて黒字となった13。金融面においては、オランダ資金が、財

政・軍事国家イギリスにとって、さらにはイギリス帝国にとって、その財政面を支えるう

えで果たした役割は過小評価すべきではない14。オランダ資金がイギリスに流入する過程

として、パブリック・オブライエンは、その著書において、「王政復古後のイングランド国

家は、オランダ方式に沿って財政・金融制度を再編した。1688 年には、自由と通商に支え

られた一連の外交・帝国・課税政策を保証するために、イングランド議会は、オランダ人

プロテスタントを招聘して王位に就けた。それ以降、オランダ資金が、イングランドの国

債購入のために流入した15」と述べ、イギリスが世界経済のなかでヘゲモニーを獲得して

ゆくうえでオランダの貿易商と資金の果たした一定の役割を評価した16。 

17 世紀末から 18 世紀は、工業化の初期段階としても重要な時期であった。同時期、イ

ギリスで生産された工業製品全体の増加分のかなりの割合が海外に輸出された17。これら

の工業製品の輸出先は、主にアメリカ大陸・アジア・アフリカであった。近世ヨーロッパ

では遠隔地貿易や都市化の影響をうけて、中流階級の消費意欲と購買力が高まり、労働投

入によって消費水準を向上させようとする傾向がみられた18。綿織物や磁器などの輸入品

は、長い試行錯誤の後に 18 世紀には安価なヨーロッパ産模造品で代替されるようになっ

たが、その技術革新の試みがやがて工業化に結びついたことは特筆すべきであろう19。 

                                                   
護国卿体制とステュアート朝王政復古における強力な重商主義的海運政策（1651 年および 1661 年の

航海法）や英蘭戦争の勝利をあげて、ロンドンとイギリスの新世界経済の支配が 17 世紀後半から準備

されたことを、より強調すべきだとする。ポール・ビュテル（深沢克己・藤井真理訳）『近代世界商業

とフランス経済―カリブ海からバルト海まで』（同文舘、1997 年）、10-11、33-34 頁。 
13 松井透『世界市場の形成』（岩波書店、1991 年）。近年では、銀に関する論争で、ヨーロッパとアジア

の貿易はヨーロッパの赤字であったことが議論の前提となっている。例えばデニス・フリン（秋田茂、

西村雄志編訳）『グローバル化と銀』（山川出版社、2010 年）。銀流通については次を参照。H. V. Bowen, 

‘Bullion for Trade, War, and Debt-Relief: British Movements of Silver to, around, and from Asia, 

1760-1833’, Modern Asian Studies, 44-3 (2010), pp.445-475; 浜下武志「銀の流通から見た世界経済の

ネットワーク―16-19 世紀―」川北稔・柴田三千雄編著『シリーズ世界史への問い 9 世界の構造化』

（岩波書店、1991 年）所収、21-53 頁; K. N. Chaudhuri, The Trading World of Asia and the English 

East India Company, 1660-1760 (Cambridge, 1978). また、近年の研究では、18 世紀イギリスの経済

発展や帝国の形成に対するバルト海貿易、白海貿易の重要性が主張されてきている。玉木俊明『近代ヨ

ーロッパの誕生―オランダからイギリスへ』（講談社、2009 年)、45-48、111-115 頁；同『海洋帝国興

隆史』、67-70、117-120 頁。 
14 オランダ資金については、とくに以下を参照した。坂本優一郎「オランダ資金と大西洋貿易―18 世紀

後半イギリスの国際収支をめぐって」『洛北史学』（洛北史学会）4、44-66 頁（2000 年）。 
15 パトリック・オブライエン（秋田茂、玉木俊明訳）『帝国主義と工業化 1415-1974―イギリスとヨー

ロッパからの視点―』（ミネルヴァ書房、2000 年）、89 頁。 
16 オブライエン『帝国主義と工業化』、97 頁。 
17 オブライエンは 30％から 40％と推定している。オブライエン『帝国主義と工業化』、98 頁。 
18 Maxine Berg, Luxury and Pleasure in Eighteenth-Century Britain (Oxford, 2005). 
19 藤田加代子「経済史からみた近世後期の海域アジア」桃木至朗編『海域アジア史研究入門』（岩波書店、

2008 年）所収、114 頁。 
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これまでみてきた 18 世紀に至るまでのイギリスの貿易発展とそれに関連する工業の発

展がイギリスの帝国政策と密接にかかわっていたことは、その統計的な立証が困難である

にもかかわらず、否定できないであろう。帝国の利益は、単一の経路によってではなく、

ヨーロッパとアジアに張り巡らされた代理店・代理人と通信網に結ばれる広大なビジネス

網によってイギリスにもたらされた20。 

以上のような、貿易構造の再編と帝国形成との過程で、18 世紀半ばまでに、イギリスに

とっての東インド貿易は21、国民経済上の大きな問題として世論の俎上にのぼるようにな

った。東インド貿易で取引された綿製品や茶、香辛料などの具体的な商品についてみてお

こう。 

 18 世紀のインドの綿や綿織物は、紡績や織布の機械化が十分に進展するまでは、ヨーロ

ッパで生産されるものよりずっと質が良く、東方貿易の独占権を保有していた東インド会

社の基本的な輸入品目に加わっていた22。すでに 17世紀後半には、低価格で利用しやすく、

着心地の良いインド綿製品は、イギリスに限らずヨーロッパで広く流行し、その消費量を

増大させていた。イギリス東インド会社は、1670 年頃からアジア産繊維製品の購入量を急

速に増加させ、会社の発展を確固たるものとしていった23。しかし、イギリスで販売する目

的で輸入されたキャラコやモスリンは国内製造業への脅威とされ、その輸入が禁止された。

キャラコ論争として知られているように、絹・毛織物業界を中心とした議会内外の大規模

な反対キャンペーンが展開され24、1700 年のキャラコ輸入禁止法(11&12 Wm.II, c.10) およ

び 1720 年のキャラコ使用禁止法 (7 Geo.I, c.7) で、その使用や着用が制限された25。よく

                                                   
20 P. J. Marshall, Problems of Empire: Britain and India, 1757-1813 (London, 1968), p.103；Anthony 

Webster, ‘Strategies and Limits of Gentlemanly Capitalism: The London East India Agency Houses, 

Provincial Commercial Interests, and the Evolution of British Economic Policy in South East Asia 

1800-50’, The Economic History Review [以下、EHR ], New Series, 59-4 (2006), pp.743-764. 
21 本論文では、東インドとは、喜望峰からマゼラン海峡までを指す 15 世紀末から 18 世紀半ばまでのイ

ギリス人の理解に基づいて用いることとし、これは当時のヨーロッパ人のアジア観とも関連する。西村

孝夫『イギリス東インド会社史論―イギリス東インド貿易及び貿易思想史研究への序論』（大阪府立大

学経済学部、1960 年）、82-83 頁；羽田正「東インド会社という海賊とアジアの人々」東洋文庫編『東

インド会社とアジアの海賊』（勉誠出版、2015 年）所収、4-5 頁。 
22 Marshall, Problems of Empire, p.80. 
23 ビュテル『近代世界商業とフランス経済』、37-38 頁。 
24 キャラコ熱といわれたブームは 1670 年頃にはじまったとされ、反対運動の高まりによってキャラコ論

争が展開されたのは 1680 年頃から 1720 年頃とされる。西村『イギリス東インド会社史論』、153-163

頁；浅田實『東インド会社―巨大商業資本の盛衰』（講談社、1989 年）、58-61 頁；川北稔『洒落者たち

のイギリス史―騎士の国から紳士の国へ』（平凡社、1986 年）、220-225 頁。なお、ジョン・スタイルズ

は、キャラコ熱を政治的現象と捉えるべきと主張する。ジョン・スタイルズ「アジアの織物とヨーロッ

パ」草光俊雄、真嶋史叙監修『欲望と消費の系譜』（NTT 出版、2014 年）所収、40-41 頁。 
25 これらの法律については、次を参照。浅田『東インド会社』、62-66 頁；川北『洒落者』、225-232、233-

257 頁。 
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知られるこの 2 つの法以外に、18 世紀後半においても東インド産の綿織物に対する差別措

置が、輸入関税を課すことで展開されていた。1783 年には例外的に関税引き下げ措置がと

られたが、東インド産綿織物に対する輸入関税は 1787 年以降に急速に引き上げられてい

く。18 世紀後半の関税引き上げは、世紀前半のような羊毛工業への重商主義的保護政策の

単なる延長ではなく、産業革命で生産力を高めつつあったイギリス綿工業を対象とする保

護政策であった26。そのうえイギリス綿業は、たとえば 1783 年にイギリス産捺染布に対す

る輸出補助金制度が設けられるなど、輸出産業として保護育成する政策がとられた27。 

 東インド会社は、イギリスでの販売ができなかった絹布と、中国やベンガルで生産され

た生糸をも輸入していた。会社の輸入する生糸は品質の点では劣っていたが、主にイタリ

アからの供給に依存していた国内絹産業をこうした依存から解放する重要な輸入品目であ

った。硝石と胡椒は、会社が 17 世紀からインドで買い付けてきた商品で、硝石はガラスや

火薬をつくるために使われた28。胡椒は、1760 年まで飛躍的に発展したが、その後は飽和

状態となった29。1700 年頃にイギリスで喫茶の風習が広まり始めると、1720 年代から 30 年

代に急速に中国からの茶の輸入が増加した。東インド会社が 17 世紀半ばに輸入し始めた

当初は贅沢品であった茶は30、イギリス国内で急速に広まり、世紀半ばには中流階級の間

で流行し、1770 年代までには貧民でさえ日常的に茶を飲むまでに普及した31。こうした茶

の購入代金は、アメリカ産銀で決済されていたが、イギリスは、1730 年代から銀の輸出削

減のために、綿布や阿片といったインド商品を中国で販売することで対処していった32。

以上みてきたような、18 世紀半ばまでの香辛料や繊維製品、1740 年代以降の茶やコーヒー

といった交易品目は、当時のヨーロッパ市場での消費傾向の変化に対応していた33。また、

                                                   
26 金子勝「段階論と『世界市場』像の再検討―イギリス綿業資本の資本蓄積と植民地インド―」『社会科

学研究』（東京大学社会科学研究所紀要）34-6（1983 年）、5-7 頁。 
27 金子「段階論と『世界市場』像の再検討」、14-16 頁。 
28 Marshall, Problems of Empire, p.80. 
29 このような胡椒の 1760 年代以降の飽和化は、貿易規模の拡大による価格下落によって輸入量が減少し

たためであった。他方で、セイロン島のシナモン、モルッカ諸島の丁子（クローヴ）やナツメグといっ

た高級香辛料は、依然としてオランダが掌握した。ビュテル、39-40 頁。 
30 当時、オランダやイギリスの他にも、フランスやスウェーデンの各国東インド会社がこぞって茶貿易に

参入したことからも、茶が非常な重要商品であったことがうかがえる。羽田「東インド会社という海賊

とアジアの人々」、16 頁。 
31 角山栄『茶の世界史―緑茶の文化と紅茶の社会』（中央公論社、1980 年）；角山栄、川北稔編『路地裏

の大英帝国―イギリス都市生活史』（平凡社、1982）、76-78 頁。 
32 ビュテル、42-43 頁。 
33 消費社会研究においては、それ以前まで 19 世紀の産業革命との関連から論じられていた消費社会につ

いての研究に対して、その消費社会の誕生を 2 世紀遡ったのがサースクであった。これに対し、18 世紀

の消費革命をもって消費社会の成立とみるマケンドリックやプラム、ブルーアらの研究が登場し、近年

では消費社会、さらに消費文化に関する研究は盛んとなっている。これらの研究は、18 世紀研究にとっ
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ヨーロッパにおいては、こうした需要と輸入品目に対して、綿布や更紗の国内製造の急成

長がみられ、国内産業にも少なからず影響した。 

以上のような品目を扱った東方貿易は、その貿易を独占していた東インド会社の東イン

ド貿易船（East Indiamen）によってなされた。インド航路をいく東インド貿易船は、他航

路をいく船舶に比べてかなり大型で、主に樫材からつくられ頑丈だった。会社の船舶制度

（shipping system）の歴史を概観すれば、購入方式、自家建造方式、傭船方式へと移り変

わる34。18 世紀に採用された傭船方式は、会社が造船業者・船主と傭船契約を実質独占的

に結ぶもので35、次第に運賃上昇を招き、会社と船主との間で紛議がおこるほどに問題化

した。大西洋航路は、18 世紀に技術進歩や海上の安全向上によって乗員の削減が可能とな

り、運賃低下が起きたが、アジア航路は例外で、18 世紀の後半はその前半よりも運賃の上

昇がみられた36。これは、アジア航路が東インド会社によって独占されていたことに由来

する問題であった。こうした東インド会社貿易船に関わる利害グループは、東インド会社

の株主総会や役員会、さらには議会下院においても一定の勢力を形成し、船舶利害（海運

族：Shipping Interest）と呼ばれる。彼らは 18 世紀後半には、会社の利益集団のなかで最

も強力な利害集団となっており、とりわけ会社の役員選挙における影響力は絶大であった。

そのため、18 世紀末において貿易の自由化が現実的な課題としてイギリス政治上にもみら

れるようになってきても、自由化を支持する人々にとっての最大の障害となった37。 

 

第 2 節 東インド会社の組織と運営 

第 1 節でみてきたイギリスの東インド貿易を独占していたのが、既にふれてきた東イン

ド会社である。まずは、イギリス東インド会社について、本論文が対象とする 18 世紀末に

至るまでの歴史をここでいったん概観しておこう38。 

                                                   
て重要な諸論点と交叉している。ジョオン・サースク（三好洋子訳）『消費社会の誕生―近世イギリスの

新企業』（東京大学出版会、1984 年); Neil McKendrik and John Brewer, J. H. Plumb, The Birth of a 

Consumer Society: The Commercialisation of Eighteenth-Century England (London, 1982). 消費文

化史研究に関する整理は次を参照。草光俊雄「消費社会の成立と政治文化」草光、真嶋監修『欲望と消

費の系譜』所収。 
34 羽田正『東インド会社とアジアの海』（講談社、2007 年）、153-166 頁；浜渦哲雄『イギリス東インド

会社―軍隊・官僚・総督』（中央公論新社、2009 年）、87-89 頁。 
35 西村孝夫『近代イギリス東洋貿易史の研究』（風間書房、1972）、第 10 章。 
36 浜渦『イギリス東インド会社―軍隊・官僚・総督』、88 頁。 
37 浜渦『イギリス東インド会社―軍隊・官僚・総督』、88-89 頁。 
38 以下、東インド会社史概観については、主に次を参照。西村『イギリス東インド会社史論』；浅田『東

インド会社』; 浜渦哲雄『世界最強の商社―イギリス東インド会社のコーポレートガバナンス』（日本経

済評論社、2001 年）；Philip Lawson, The East India Company: A History (London & New York, 1991). 
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同社は、1600 年に設立され、女王より特許状を取得した特権会社であった。東インド会

社は東洋貿易にのりだすにあたって、海賊行為にはしりがちな私的貿易人および業者と競

争せねばならなかったが、1650 年には「東洋貿易は株式会社方式で 1 社が行い、その会社

は議会が適当と考える法律に基づいて管理する」との下院議決により、議会の保護を受け

ることができた。1657 年のいわゆる「クロムウェル特許状」は、議会による最初の特許状

であり、会社を永久資本の株式会社とし、アジアの土着勢力に対して宣戦布告することや

和平締結等の権利を授与した。このような政府による保護を受けた東インド会社のインド

貿易独占には、絶えず批判があった。1661 年のチャールズ 2 世の特許状は、会社に私貿易

人の逮捕・送還権、民事・刑事裁判権、貿易保護を目的とする武力調達権、宣戦布告権、

講和権を認め、先のクロムウェル特許状より更なる会社の権利強化を図ったものであった。

この権限強化は、会社のインド貿易独占に対する批判への対応であったが、かえって批判

を強めることになった39。ともあれ法制度の面で言えば、1657年のクロムウェル改組や 1665

年の有限責任制の導入は、東インド会社を近代的株式会社に成長させていった。しかし

1660 年代・70 年代の株式売買などは、いまだ未成熟であり、近代的どころかむしろ原始的

ともいえる状態であった40。この点では非常にギャンブル性の高い株取引ではあったが、

高配当のつづく東インド会社株は 17 世紀末にはもっとも人々の注目を集めたもののひと

つとなった41。この頃東インド会社の大株主であり、東インド会社会長（総裁）にもなった

のがジョサイア・チャイルド(Sir Josiah Child[e], 1630-99)である42。彼とその支持者は、会

社の運営を専制的に支配したので、会社内外に批判者を作った。彼は多額の献金により国

王と密接な関係を築いていたので43、これらの批判者を抑え込んでいたが、1688 年の名誉

革命によって情勢は変わった。反対派は 1698 年に新東インド会社（the English Company 

                                                   
とくに 18 世紀半ばまでは、K. N. Chaudhuri, The Trading World of Asia and the English East India 

Company: 1660-1760 (Cambridge & New York, 1978). また 18 世紀以降については、Holden Furber, 

John Company at Work: A Study of European Expansion in India in the late Eighteenth Century 

(Cambridge, 1948). 
39 1661 年チャールズ 2 世の特許状は、議会の批准を受けることは出来ず、むしろ論議を引き起こすこと

になった。 
40 浅田『東インド会社』、80 頁。 
41 東インド会社株については、次のボーエンの諸文献に詳しい。H.V. Bowen, ‘Investment and Empire 

in the later Eighteenth Century: East India Stockholding,’ EHR, 42-2 (1989), pp.186-206; H. V. 

Bowen, ‘Sinews of Trade and Empire: The Supply of Commodity Exports to the East India Company 

during the late Eighteenth Century,’ EHR, 55-3 (2002), pp.466-486; H. V. Bowen, The Business of 
Empire: The East India Company and Imperial Britain, 1756-1833 (Cambridge, 2005). 

42 チャイルドの東インド会社との関連と活動については、次の邦語論文を参照。西村孝夫「サー・ジョサ

イア・チャイルド論」『大阪府立大学経済研究』31（1964 年）、79-101 頁。 
43 チャイルドは、チャールズ 2 世に続き、ジェームズ 2 世（位 1685-88 年）治世下の宮廷とも緊密な関

係を維持することに成功していた。西村「チャイルド論」。 
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trading to the East Indies）の設立に成功し、旧来の東インド会社(以降、「旧東インド会社」

とする：the Governor and Company of Merchants of London trading into the East Indies)

は以前の勢いを急速に失っていった。旧東インド会社は、新東インド会社の設立にあたり、

国王ウィリアム 3 世より 3 年後の特許の取消しを通告されていたが、経営状況の回復によ

って、しばらく新旧 2 社が並立することになった。1702 年 7 月には、新旧東インド会社と

国王との間で協定が結ばれ、両会社は平等に東インド貿易に参加することになった。とは

いえ両会社の並立は、対立や抗争が絶えず、結果的に 1709 年 3 月に合同東インド会社（the 

United Company of Merchants of England trading into the East Indies）が設立された。こ

の 1709 年の新旧東インド会社の合同は、会社の資金調達能力を向上させた。また、貿易の

好調のおかげもあり、会社から政府への融資を容易とした。結果、特許更新も容易であり、

こうして 18 世紀前半において会社と政府の関係は安定したものとなった。 

 東インド会社は、1780 年代から 90 年代頃は 2700 人程度の株主がいたとされ、その約半

数が会社の株主総会（General Court of Proprietors）において投票権を有していた44。株主

総会は年 4 回の定期総会45と臨時総会からなり、会社の業務全般を審議した。株主総会の

業務において特に重要となるのが、役員（取締役、理事：director）の選任である46。 

24 人の役員が役員会（取締役会、理事会：Court of Directors）を構成し、会長（総裁：

chairman）と副会長（副総裁：deputy-chairman）が毎年選出される。通常、副会長は翌年

の会長に選出された。役員会は基本的に週 1 回のペースで開かれた。各役員は、それぞれ

会社の業務を監督する委員会に所属し、各委員会には業務を補佐する専門職員がついた。

委員会は、航海の編成や船の運航、商品の販売、海外商館を担当する幹部職員の任命など、

会社の運営全般にわたって設けられ、会長・副会長はすべての委員会に所属した47。役員

は、主に海運やシティ金融・商業、貿易業者、退役インド軍人、文官などの諸利害を代表

し、とりわけ海運やシティの金融・商業利害に関係するものは、強い発言権を有した48。東

                                                   
44 株主および投票権についてはインド法案に関する次章を参照。 
45 定期総会は、3 月、6 月、9 月、12 月の 4 回開かれた。 
46 役員選挙は、毎年 4 月の第 2 木曜日に行われた。1709 年以降、役員に対して給与として年 150 ポンド

が支払われた。この額は、当時の中流階級以上の年収に相当する。浅田『東インド会社』、94 頁。 
47 委員会は、通信文書委員会(Committee of Correspondence)、会計委員会(Committee of Accounts)、購

入委員会(Committee of Buying)、私貿易委員会(Committee of Private Trade)、船舶委員会(Committee 

of Shipping)、財政委員会(Committee of Treasury)、倉庫委員会(Committee of Warehouses)、法務委

員会(Committee of Law-suits)などがあり、このうち通信文書委員会がもっとも重要と考えられ、長老

格の役員が参加した。各委員会の役割については、西村『イギリス東インド会社史論』149 頁；浅田『東

インド会社』95-98 頁。 
48 1784 年から 1833 年については、フィリップスによって役員リストが作成されており、それぞれがど

の利害を代表するかも付されている(彼の数えた 110 名のうち 7 名の利害不明を除き、City, Shipping, 
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インド会社の役員は、イギリス社会において相対的に高い地位を保持していた。役員には

社員任命権が付与されていたので、様々な利害が交錯した会長や役員らの選出は、会社の

内部だけでなく、広くイギリス社会で注目された。 

インドにおける東インド会社の体制は、次章で詳述するように 1773年規制法および 1784

年ピットのインド法で改変されるので、ここでは 18 世紀半ば頃までのインド現地におけ

る概略だけを簡潔に記しておく49。インド現地で貿易拠点となるのが商館（factory）で、当

初東インド会社は、ムガル皇帝から商館を設置する許可を直接獲得することはできず、地

方支配者から商館設置の権利を獲得した。17 世紀末にスーラト（Surat）、ボンベイ

（Bombay）、マドラス（Madras）、カルカッタ（Calcutta）と順次、商館を設置した。これ

らの商館は、現地で頻発するムガル帝国や諸勢力の戦争によって自衛のための要塞化を余

儀なくされた。こうした商館を各地域の中心として管区（Presidency）が形成される 。商

館の要塞化は、自衛目的であったが、現地太守との関係悪化にもつながり、貿易活動にも

影響した。 

 太守らとの関係悪化の要因は、経済活動にも求められる。太守などの現地支配者は、自

身の支配領域を通過する商品に対して関税権を有した。東インド会社は、はやくからムガ

ル皇帝に対し、商人にとって不利となるこの関税を免除される特権を求めており、1651 年

に年額 3000 ルピーを一括払いする条件で関税免除権であるダスタック（dastak）を取得し

た。この東インド会社とムガル皇帝との取り決めは、1717 年にも同額で更新された。この

ダスタックという特権について、東インド会社社員による乱用が問題となった50。在イン

ド社員は、この特権を組織的に彼ら自身の私貿易に利用し、太守らの怒りをかった。太守

は、当初設定されたダスタックの認可額が貿易発展にともなって妥当でなくなっているに

もかかわらず東インド会社が増額に応じないこと、会社に認められた特権を社員が個人的

に流用していること、さらに現地人商人に転売するなどの行為に憤慨した51。このダスタ

ック乱用をめぐる太守と東インド会社の根深い問題は、後述するように、バクサールの戦

いの火種となった。 

                                                   
Private Trade, Indian Interest に分類)。C. H. Philips, The East India Company 1784-1834, reprint 

1968 (Manchester, 1940), Appendix. II, pp.335-337. 
49 インドに関する東インド会社の概略は、主に次を参照。Om Prakash, ‘The East India Company and 

India’, in H. V. Bowen, Mararete Lincoln and Nigel Righby (eds.), The Worlds of the East India 
Company (Woodbridge, 2004), pp.1-7. 

50 R. C. Dutt, The Economic History of India, under early British Rule (London, 1902), pp.18-25; 松

井透「近世英印関係小論」『史学雑誌』62-7（1953 年）、10 頁注 3。 
51 松井透「インドの植民地化」『岩波講座 世界歴史 16 近代 3』（岩波書店、1970 年）、392-394 頁。 
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 ここでいう「私貿易」（private trade）についても確認しておこう。東インド会社は 17 世

紀以来その貿易独占を強化していったが、アジア域内貿易（カントリー・トレード）につ

いては、会社自体の資金不足や本社の監視が届かないことなどから、在印イギリス人ない

しヨーロッパ人にかなり自由を認めていた52。こうした会社の正規の業務外でアジア内貿

易に従事する者は東インド会社社員でない場合もあった。すでに 1667 年には、東インド会

社は、キャラコと胡椒を除くあらゆる商品について公式に私貿易を認可していた53。1670

年代には次々と規定を設け、東インド会社の正規商業としては本国－アジア間貿易に集中

し、手の回らないアジア域内貿易は従業員および私貿易商人に解放していた。18 世紀半ば

においても、会社は様々な制約において社員のアジア内貿易への従事、いわゆる私貿易へ

の従事を認めざるを得えなかった54。 

 ところで東インド会社は、ヨーロッパ各国で設立されたが、イギリスはアジアでの貿易

においてポルトガル、オランダの後塵を拝した。ヨーロッパの商人がアジアに求めた主要

な商品は 17 世紀までは香料であったので、彼らは主に東南アジアへの進出を目指した。し

かし、1623 年のアンボイナ（アンボン）事件でも知られるように、イギリスはオランダ勢

力によって貿易拠点をインドへ転換せざるを得なくなった。イギリスは、1617 年のインド

東岸のスーラトをはじめ、1646 年に南部のマドラス、1661 年にボンベイ55、1690 年にベン

ガルのカルカッタと徐々にインドにおける貿易拠点を築いていった。1612 年に、当時ムガ

ル帝国最大の港があったスーラトに商館が築かれた。マラータ王国の侵略などによってス

ーラトが衰退し始めると、イギリスは拠点をボンベイに移し 1687 年にボンベイ管区が設

置された。東海岸では、1653 年にマドラスを中心にマドラス管区が設置されていた。その

後、このマドラス管区を土台に北東のベンガル地方へも進出し、カルカッタを中心とした

ベンガル管区を 1700 年に設置した。イギリス東インド会社は、こうして三管区を整備し

た。 

                                                   
52 英仏の東インド会社は、アジア域内貿易での私貿易人の活動を認めた（というか認めざるを得なかっ

た）が、オランダ東インド会社はアジア域内貿易をも独占した。このことは、18 世紀末までにオランダ

によって日本にもたらされた品のほとんどは、ヨーロッパ産品よりもアジア産品であったことからも示

唆されるだろう。羽田「東インド会社という海賊とアジアの人々」、14、16-17 頁。 
53 浅田『インド成金』、43-47 頁。 
54 18 世紀半ばまでの私貿易への従事や私貿易商人の活動については、フィリップ・メイソンの著作や個々

「ネイボッブ」について詳細に記したホルツマンの著作で叙述されている。Philip Mason, The Men 

Who Ruled India (New York & London, 1985); J. M. Holzman, The Nabobs in England 1760-1815: A 
Study of the Returned Anglo-Indian (New York, 1926)；浅田『インド成金』。 

55 ポルトガルとの婚姻条約によって、ボンベイが婚資としてチャールズ 2 世へ譲渡されたことは周知の

とおりである。 
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前節でふれたように、18 世紀にはいると、中国の茶はヨーロッパ人が求める主要品目の

ひとつであり、インドは対中国貿易にとっても重要な拠点となった56。インドにおいてイ

ギリス東インド会社のもっとも強力な競争相手は、フランス東インド会社であった。両国

の東インド会社は、インド亜大陸の南東部コロマンデル海岸で現地諸勢力を巻き込んで競

合した。1750 年代のベンガル太守との諍いは、イギリスにとって大きな転機となった。1756

年に親仏的なベンガル太守シラージュ・ウッダウラ(Siraj ud-Daula, 1728-1757)は、東イン

ド会社に対して、太守の許可なく要塞化したベンガルの商館を取り壊すこと、ダスタック

を悪用し脱税した現地人を引き渡すことを要求した。このベンガル太守の要求を拒否した

イギリスにむけて太守が軍隊を派遣し、カルカッタの商館は砲撃を受け占拠された57。翌

1757 年 1 月にロバート・クライヴ率いる東インド会社マドラス軍が救援にかけつけ58、カ

ルカッタを奪回し、3 月にはフランス東インド会社のベンガルにおける拠点であったシャ

ンディルナゴルを占領した。1757 年 6 月には、フランス東インド会社軍の支援をうけたベ

ンガル太守軍と、イギリス東インド会社軍がプラッシーの地で戦った。いわゆるプラッシ

ーの戦いに勝利したイギリスは、事前に密約していた前太守の義兄ミール・ジャアファル

(Mir Ja’afar, 1691-1765)を新太守に擁立した。このとき東インド会社は、カルカッタの南カ

ルピーまでのザミーンダーリーを授与された。また、カルカッタの一部を含む 24 パルガナ

（群）のザミーンダーリーも授与された。ザミーンダーリーとは、ザミーンダール（在地

支配者階層：zamindar, zemindar）59としての「職」とそれに付随する「取り分」、さらに

その「職域」（支配範囲）のことである。インド史においていみじくも説明されるように、

このザミーンダーリー獲得は、当時のインドにおいて、領域支配を可能にする唯一の方法

であった60。このザミーンダーリーの獲得こそ、イギリスによるインド植民地化のはじま

りであった。 

                                                   
56 茶貿易については、次を参照。Chaudhuri, Trading World, pp.385-406.  
57 ベンガル太守のカルカッタの商館（フォート・ウィリアム）包囲の際に起きたとされるのが、ブラック

ホール事件である。ベンガル太守軍の捕虜となったイギリス人が狭い牢獄に収容され一夜にして 123 人

が死亡したとされる。ブラックホール事件については、当時から本国でも衝撃的なニュースとしてよく

知られていた。18 世紀の社会改良家ジョン・ハワードは、監獄改革を提案する報告書のなかで、監獄の

空気の問題について説明する過程で次のように事件に触れている。「1756 年、ベンガルのカルカッタで、

170 人の人間が一つの洞穴に一晩閉じ込められたことがあったが、そのうちじつに 154 人までもが死

体となって運び出された。わずかな生存者の語るところによれば、彼らの仲間が死んだのは新鮮な空気

が欠乏したためであり、その様相はさながら地獄の縮図であったという。」ジョン・ハワード（川北稔、

森本真美訳）『十八世紀ヨーロッパ監獄事情』（岩波書店、1994 年）、25-26 頁。 
58 東インド会社の軍隊については、第 5 章で詳述。 
59 ザミーンダールについては第 6 章で詳述。 
60 小谷汪之編『世界歴史大系 南アジア史 2―中世・近世』（山川出版社、2007 年）、268-271 頁。 
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クライヴは、本国の東インド会社役員たちにその功績を認められ、翌 1758 年ベンガル知

事（Governor of Bengal）に任命された。だが、クライヴは、健康を害して 2 年ほどで帰国

してしまった61。クライヴ帰国後、東インド会社の専横に反発したミール・ジャアファル

は、1760 年に太守の座をおわれ、新太守にミール・カーシム（Mir Qasim, ?-1777）が据え

られた。東インド会社社員によるダスタック乱用によって、現地商人が不利な状況におか

れていることやベンガルの関税収入が減少するなどの理由から、新太守ミール・カーシム

が会社のダスタックへ干渉しようとしたことで、太守と会社との間で紛争が生じた。結果

的にベンガル太守ミール・カーシムはビハールの西北・アワド地方へ逃亡した。これによ

って、ベンガル太守を援助するアワド州長官シュジャー・ウッダウラ(Shuja ud-Daula, 1732-

1775)とムガル皇帝シャー・アーラム 2 世(Shah Alam II, 1728-1806)による三者連合軍とイ

ギリス東インド会社軍がビハール州バクサールの地で戦うことになった。1764 年 10 月 22

日、太守連合軍はイギリス軍に降伏し、翌年 10 月に東インド会社とムガル皇帝の間で結ば

れたアラハバード条約によって講和した。この敗戦によってムガル皇帝は、ベンガル、ビ

ハール、オリッサ三州のディーワーニー(diwani)を東インド会社に授与する勅令を発した

62。ディーワーニーは、ムガル帝国のディーワーン（州財務長官: diwan, dewan）の職務・

権限で、要するに収租権であった63。 

 

第 3 節 東洋へのイメージと東インド会社批判 

〔アジア・イメージ〕 

 歴史的にみると、ヨーロッパ人は、中世以来アジアの文明を畏敬や憧憬の対象としてき

た。そのため、ヨーロッパ人にとってアジアを支配することは、不遜であり忌避すべきこ

とと考えられてきた64。18 世紀初頭ヨーロッパでは、ムガル皇帝は強大で贅沢と権力の化

                                                   
61 このときクライヴが本国へ持ち帰った資産は、31 万ポンド余りとされている。この多額の資産によっ

て彼は、代表的なネイボッブとされるのであるが、これに加えて帰国後に故郷シュルーズベリーから下

院に出ており、これもまたネイボッブとあだ名された所以である。多額の資産とそれを利用して議員と

なることは、まさにネイボッブの典型であった。Lawson, East India Company, p.93. 
62 東インド会社は、この見返りにムガル皇帝へ年 260 万ルピーの支払いを約束した。この年金支払いは

1857 年の大反乱まで続くことになる。 
63 ディーワーンは、ナワブ（nawab）、ナジム（nazim）と共にムガル帝国の地方高官の称号で、その権

限をディーワーニーと称した。ディーワーニーは、地税・塩税や各種関税・通行税、そして多種にわた

る他の収入（bazi, jama）を徴税する権限である。W. K. Firminger, (ed.), The Fifth Report from the 

Select Committee of the House of Commons on the Affairs of the East India Company, dated 28th 
July, 1812 (Calcutta,1917-1918),；松井「近世英印関係小論」、9 頁注 1。 

64 P. J. Marshall & Glyndwr Williams, The Great Map of Mankind: British Perceptions of the World 
in the Age of Enlightenment (London, 1982), p.129-133, 156-157〔大久保桂子訳『野蛮の博物誌―18

世紀イギリスが見た世界』（平凡社、1989）、194-200、232-234 頁〕. 
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身と考えられていた。実際にはムガル帝国はインドで衰退し始めていたが、同世紀半ばに

おいても、アジアに対する帝国形成は、イギリスにとってマイナスでしかないと反対され

た65。 

 他方で、アジアは気候・地理的条件および道徳的要因により停滞・貧困状態にある、と

いう強い固定観念もまた 18 世紀ヨーロッパ人を支配していた66。このようなアジア観は、

西洋と東洋との比較、自己認識と他者認識という対比がその根底にあり、この頃までに集

積された学者や旅行者などの証言や観察をもとにしていた。18 世紀ヨーロッパの思想家た

ちにとって、遠く離れたアジアに関する情報を入手する機会は非常に少なく、限られた情

報源が長く流布することになった。例えば、著名なフランス人旅行家フランソワ・ベルニ

エ（Francois Bernier, 1620-1688）の旅行記は 1699 年に出版され、インドやアジア全般に関

する権威ある情報源として多くのヨーロッパ知識人のアジア観に長い間寄与した67。当時

のインドについて貴重な史料を提供してくれるとはいえ、今日からみればベルニエ等によ

る情報のすべてが正確であったとはいえない。ここで着目すべきは、これらの情報の正確

さではなく、誤った情報や誤解といったものが、いかに当時のヨーロッパ人に根強く信じ

られ、流布されたのかということ、それによって形成されたアジア観に基づいてどのよう

なことが起きたのか、ということである。ベルニエ等の情報によって形成されたアジア観

は、ヨーロッパとアジアを極端に対置する二分法によっている68。この点は、文化史家・思

想家エドワード・サイードが「オリエンタリズム」（Orientalism）と呼んだヨーロッパの思

想的傾向に顕著に表れている69。土地所有の在り方ひとつをとってみても、ヨーロッパと

アジアを二分化して対置する考え方が早くからヨーロッパ知識人に流布しており、例えば、

モンテスキュー『法の精神』（1748 年）、スミス『国富論』（1776 年）などにその影響がみ

られる70。また統治についてみれば、「アジアの専制君主」に虐げられたアジアの人民とい

                                                   
65 浅田『インド成金』、207-208 頁。 
66 Eric Stokes, The English Utilitarians and India (Oxford, 1959), p.xi. 
67 ベルニエ（関美奈子訳）『ムガル帝国誌』全 2 巻、岩波文庫（岩波書店、2001 年）。19 世紀半ばにおい

ても、かのマルクスは、エンゲルス宛書簡のなかでベルニエのアジアの都市に関する叙述を称賛してい

る。1853 年 6 月 2 日付エンゲルス宛書簡『マルクス・エンゲルス全集』第 28 巻（大月書店、1971 年）

所収。 
68 ベルニエ『ムガル帝国誌（一）』341 頁、訳注（2）。 
69 Edward W. Said, Orientalism (New York, 1978) 〔今沢紀子訳『オリエンタリズム』上下巻、平凡社

ライブラリー11、12（平凡社、1993 年）〕. サイードは、とくに文学作品にみられるインドやアジアに

対する西洋のまなざしについて『文化と帝国主義』でも多くの例証をあげて分析している。Edward W. 

Said, Culture and Imperialism (Knops, 1993) 〔大橋洋一訳『文化と帝国主義』（みすず書房、1998

年）〕. 
70 ベルニエ『ムガル帝国誌（一）』342-344 頁、訳注（11）；モンテスキュー（野田良之ほか訳）『法の精

神』岩波文庫、上中下巻（岩波書店、1989 年）；Adam Smith, An Inquiry into the Nature and Cause 
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うイメージは、文明化されたヨーロッパ人が統治することで、アジアの人民の財産や安全

を保障できるという植民地支配の正当化につながる観念を形成した71。個人の利益追求は

結果的に社会の利益につながるものであるが、インドにおいては個人の企業活動は専制的

な君主ないしは政府の弾圧によってだめになってしまっている。同時に、アジアの人々は

長い間「アジアの専制君主」によって虐げられ、自身の目の前の利益しか目に入らなくな

ってしまった、と当時のイギリス人は考えた。そして、イギリス人が獲得した領土は、非

常に肥沃で、ヨーロッパ人が統治することで、インドの人々の財産や安全を保障できると

信じた72。 

 このようにアジアに対する畏怖・憧憬の念を抱き続ける一方で、停滞するアジアという

見方も知識人・思想家を中心に支配的であった。18 世紀末に啓蒙主義の知的雰囲気がヨー

ロッパを覆うと、アジアに対するエキゾチックなイメージは文学の世界に後退していき、

科学的・分析的アジア観が形成されるようになった。とくに政治的側面で科学的分析によ

ってアジアをとらえるようになっていった。人道主義や反奴隷制運動は、博物学者らによ

る「人間の博物学」の影響が大きく作用した。『国富論』のアダム・スミスや『人口論』（1798

年）のマルサス等が、インドの停滞した社会や貧困に注目したのは、このようなヨーロッ

パにおけるアジア観の変遷を背景としていた73。 

〔インド研究の発展〕 

 18 世紀後半にインドを統治することになったイギリス東インド会社は、インドに関する

正確で専門的な知識を必要とした。そのため、同世紀末までには、高い水準にまでインド

研究が発展した74。統治に関して求められた知識は、インド文化・ヒンドゥー文化や、言

語、測量技術など多岐にわたっていた。インド総督ヘースティングズ(Warren Hastings, 

1732-1818)は、統治の安定化のためにインド理解が必要不可欠であると考えてサンスクリ

ット文献の翻訳や研究を推進させ、インド研究がはじまった。このインド研究が総じてイ

ンド学と呼ばれるようになった75。 

                                                   
of the Wealth of Nations, eds. by R. H. Campbell and A. S. Skinner, 2vols. (Oxford, 1976)〔水田洋監

訳、杉山忠平訳『国富論』全 4 巻、岩波文庫（岩波書店、2000-2001）〕. 
71 「アジア的専制」(oriental despotism)については、次の史料集およびその解説を参照。Mia Carter, and 

Barbara Harlow (eds.), Archives of Empire: volume I, from the East India Company to the Suez 
Canal (Durham and London, 2003), pp.89-128. 

72 Marshall & Williams, Great Map, pp.157-164 (訳書、234-245 頁). 
73 マルサス（永井義雄訳）『人口論』中公文庫（中央公論社、1973 年）、87 頁。 
74 Marshall & Williams, Great Map, pp.75-77, 157-158 (訳書、115-118、234-235 頁). 
75 インド学についての邦語文献は次を参照。長田俊樹『新インド学』（角川書店、2002 年）。 
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ベンガル勤務の軍医 J.Z.ホルウェル(John Zephaniah Holwell, 1711-1798)やベンガル軍勤

務を経験しヒンドゥー学を学んだアレクサンダー・ダウ(Alexander Dow, 1735/6-1779)と

いった人々の出版物は76、政治家であり思想家でもあったエドマンド・バークをはじめ、ヨ

ーロッパ知識人の間で評価され、ヒンドゥー教やインド文化理解を促した。古典・法律な

どに精通したウィリアム・ジョーンズ(William Jones, 1746-1794)による研究もまた、古典

語であるサンスクリット文献を中心とするインド学の発展に大きな影響力をもった77。 

 イギリスの植民地統治の必要から発展したインド研究や、それに伴うインド文化やヒン

ドゥーの理解は、イギリスのインド統治政策にも多大な影響を及ぼした。インドやアジア

の文化に一定の価値を認めるオリエンタリストと、植民地の西洋化をはかろうとするアン

グリシストとの間に生じた宗教や言語、司法に関する対立は、その点をよく示している。

オリエンタリストは、インドの伝統文化を尊重し、在地社会への不干渉を、安定した植民

地統治のカギとみなした。対するアングリシストは、行政・教育を英語に置換することを

主張するもので、この立場を支持する勢力には、キリスト教福音主義者や自由貿易論者、

功利主義者などのさまざまな利害が混在していた。後者アングリシストの勝利は、1813 年

と 1833 年の東インド会社の特許更新の際に、キリスト教普及活動の規制緩和とアジア交

易の自由化に見ることができる。他方、1800 年にカルカッタで創設されオリエンタリスト

の牙城といわれたフォート・ウィリアム・カレッジ(Fort William College/College of Fort 

William)は、1803 年の改組をへて 1854 年には廃校に追い込まれた78。親インド的なインド

観は、ナポレオン戦争が終結し、イギリスが自国への自負心を高めるころには、顧みられ

なくなっていた。以上のように、インド人や中国人は堕落し、悪徳・虚偽に満ちていると

いったような、アジアを見下した 19 世紀に広く浸透してゆくアジア観は、すでに 18 世紀

末にはその原型が形づくられていた。 

〔「インドの富」とイギリスの使命〕 

                                                   
76 John Zephaniah Holwell, Interesting Historical Events, relative to the Provinces of Bengal, and the 

Empire of Indostan, parts I and II (London, 1765-1767); Alexander Dow, The History of Hindostan, 

3vols. (London, 1768-1772). ダウの著作は国王ジョージ 3 世に献呈された。 
77 ジョーンズに関する言及は、邦語でも多数ある。例えば、安川隆司「インド文明の発見―ウィリアム・

ジョーンズ―」浜林正夫・神武庸四郎編『社会的異端者の系譜―イギリス史上の人々―』（三省堂、1989

年）所収；長田『新インド学』第 1 章。インド研究の発展は、ウィリアム・ジョーンズのよびかけで 1784

年に結成された「ベンガル・アジア協会」(Asiatick Society of Bengal)とその機関誌『アジア研究』

(Asiatick Reserches: 1789 年創刊)によるところも大きい。 
78 フォート・ウィリアム・カレッジについての邦語の記述は、主に次を参照。藤井毅『歴史のなかのカー

スト―近代インドの＜自画像＞』（岩波書店、2003 年）、25 頁；浜渦『イギリス東インド会社―軍隊・

官僚・総督』、139-142 頁。 
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18 世紀の一般的なイギリス人は、インドについてさして知識をもちあわせていなかった

が、ほとんど伝説化した「インドの富」は広く信じられていた。そのため、東インド会社

の統治に関する知識・技術の進展は、いかにこの富をイギリスへ持ち帰るかという観点か

らすすめられる側面を多分に伴っていた。プラッシーで勝利したクライヴは、インドで獲

得される富について楽観的な期待を抱き、1759 年 1 月のウィリアム・ピット宛て書簡で、

それを本国に報告した79。さらに 1765 年 8 月のディーワーニー獲得後、クライヴは本国の

役員会宛て書簡で、会社が獲得したベンガルの地税収入は年 1,650,900 ポンドと見積もっ

ていた80。こうしたクライヴの報告は、東インド会社株の株主たちに過度の期待を抱かせ、

株主らによる配当金増額要求につながった。『英領インド経済史』（1908 年）のなかでイン

ド経済史家ダットは、本国への報告にみられる記述からクライヴがベンガルを東インド会

社の利益の源泉としての一つの所領と捉えていたこと指摘し、クライヴによって試みられ

た諸改革は、インドの人々の為ではなくイギリス統治利害のためであったと述べた81。こ

うしたダットによるクライヴ報告への理解は、クライヴの報告を受け取った本国の人々に

よるインド認識を反映したものであったろう。 

 18 世紀後半のイギリスは経済的激動期にあり、西インド利害のプランターや貿易商人な

ど様々な新興成金があらわれた。そのなかで、とくに批判されたのが、既述のインド帰り

のネイボッブであった。とりわけ彼らが攻撃対象とされたのは、インドでしばしば悪いこ

とをして得た富をつかい、イギリス本国で政治的権力を買ったというように、ネイボッブ

の利得の不道徳さが強調されたためである。ネイボッブといわれた人びとは、インドで不

正に得た巨額の富を用いて、土地を購入し、議員にまで上りつめ、いわゆる「ジェントリ」

の仲間入りをしたが、慈善行為や倹約行為が欠如し、教育・教養・作法を知らない固有の

東洋的尊大さが目立った82。こうした批判で、とくに重要なのは、当時のイギリス人が何を

「不正」「不道徳」と捉えたのかという点である。 

 階級社会の本国にあって社会的・経済的上昇の機会に恵まれない人々は、インドでなら

短期間に財産を築くことができるという期待を抱いた。このような人々の野心は東インド

                                                   
79 Letter from Robert Clive to William Pitt, 7 January 1759, in Correspondence of William Pitt, Earl 

of Chatham, ed. by W. S. Taylor and J. H. Pringle, vol. I (London, 1838), pp.387-392.  
80 Letter from Robert Clive to the Court of Directors from Culcutta, 30 September 1765 [House of 
Commons Committee’s Third Report (1773), Appendix, pp.391-398], cited in R. Dutt, The Economic 
History of India under early British Rule , from the Rise of the British Power in 1757 to the Accession 
of Queen Victoria in 1837 (London,1908), p.37. 

81 Dutt, Economic History of India, p.39. 
82 浅田『インド成金』、256 頁。ネイボッブについての文献は、本章注 8 を参照。 
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会社に卑しい混乱をもたらしたが83、インドの富への期待は、東インド会社の株主たちだ

けでなく国政に携わる幾人かにとっても魅力的であったようだ。このようなインドの富へ

の関心とは対照的に、インドに関する知識は不十分で、当時のイギリス社会では、インド

問題（Indian Issues）についてよく知る者は稀であった。他方、議会での答弁や出版物で

の論争、私的な書簡の類は、インドでの出来事がイギリスにとって重要であることや、イ

ギリスの責任の大きさといったものをイギリス社会に気づかせるようになっていた。イン

ド統治に携わった、またはそれに関心をもったイギリス人は、堕落、野蛮のうちにいるイ

ンド人を、権力を握るイギリス人が改革する義務を担うと考え、それは、より優れたイギ

リス的なものへの「同化」の原理によって実現されると信じた。「同化」という点について

は、18 世紀末以来イギリスのインド統治期にずっとついてまわる問題であり、その解釈や

具体的施策は一様ではなかった。だが、イギリス化によってインド人を堕落から救済する

ことで、インド人に文明、富、繁栄をもたらし、それがイギリス自身やその帝国にとって

利益になるという観念がイギリスのインド支配の基本原理とされたことは間違いないであ

ろう84。1817 年刊行のジェームズ・ミル『英領インド史』は、イギリス人のアジア観・イ

ンド観の方向付けに最も影響を与えた書物であり、インド問題に関するスタンダード・ワ

ークとされた85。ミルの著作は当時、大人気となったが、その内容は多分に恣意的な部分を

はらんでおり、エルフィンストン(Mountstuart Elphinstone, 1779-1859)や H.H.ウィルソン

(Horace Hayman Wilson, 1786-1860)といった東洋学者らの不満や不安をあおった。ミルの

記述への評価はともかく、ミルのインドの伝統的制度や文化への酷評が、19 世紀以降のイ

ンド統治の基本的動向や根本的改革に重大な影響を与えた86。 

 18 世紀のイギリス人は、ベンガルの財政を、本来、大きな黒字を生み出す性質のものと

考えた。この点からすると、先述のクライヴによるベンガル財政の見積もりは決して過大

ではなかった。当時の人々がとりわけ問題視したのは、その見積もり通りの巨額な年収を

イギリスが得られていないということであった。このようなベンガル財政への問題関心の

                                                   
83 このように本国で批判された在インド社員らの腐敗は、インドからの数多の報告によって裏付けるこ

とのできる実際にインドで横行していた不正行為であり、短期間での莫大な財産を築くためという動機

もまた、インド在勤者の状況報告のなかでたびたび記述されており単なる推測以上のものと思われる。

例えば、Letter from Clive to the Court of Directors, 30 Sep. 1765, cited in Dutt, Economic History of 

India, pp.35-36. 
84 これらの理論は、後の「白人の責務」や「文明化の使命」といった論理につながるものである。 
85 James Mill, The History of British India, 3vols. (London, 1817). 
86 安川隆司「リベラリズムとオリエンタリズム―ウィリアム・ジョーンズの政治思想とインド論―」『一

橋大学社会科学古典資料センター年報』24（1991 年）。 
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あり方は、18 世紀イギリスにおけるインド問題を、たんなる東インド会社の貿易・商業独

占だけでなく、インド統治行政にまで踏み込ませていった。第 6 章において詳細に検討し

てゆくことになるが、ベンガル財政の主要部分は地税収入であり、それは領土支配にかか

わる問題であったからである。そのため、本節はつづけて、東インド会社への批判を、長

く攻撃された独占の問題から、統治問題まで多角的にみてゆくことにしたい。 

〔東インド会社批判〕 

イギリス東インド会社は、その設立以来、国内外で熾烈な競争を経験し、その貿易独占

や商業について国内でも様々な攻撃をうけてきた。18 世紀半ばにインドで領土的支配をは

じめると、東インド会社は、たんに貿易独占や銀の流出という点からだけ批判されるので

はなく、1780 年代から 90 年代には会社のインドにおける領土支配の側面も攻撃対象とさ

れた。70 年代後半から 80 年代半ばには、インド法が制定されるなど、イギリス政界の大

きな争点としてインド問題が注目されたにもかかわらず、18 世紀をとおして（1813 年ま

で）会社は貿易独占を維持した。このことは、インド問題が国民的重要性を高めていただ

けに検討に値する。本項では、東インド会社の貿易独占への批判と、同社によるインド統

治のあり方への非難とを検討する。会社批判の論点が、18 世紀を通じて、その商業的側面

から領土支配の側面へ、さらには会社だけでなく政府も関与したインド統治へと移行する

ことを確認し、18 世紀のインド問題を捉えたい。 

東インド会社に対する批判はつねに存在したが、主な攻撃の対象とされたのが東洋貿易

の独占であった。そのため、主な批判者は、東インド会社の独占によって排除されたその

他の一般の貿易商人であった。1600 年に特許状を得たイギリス東インド会社は、約半世紀

の間、オランダ東インド会社の後塵を拝し、国内産業発展の妨げとなる商品や奢侈品の輸

入を行い、銀の流出を招いていると、国内から激しく攻撃されていた87。17 世紀末は、と

りわけ多くの交易論が出版され、新旧東インド会社の争いと相まって東インド会社の批判

者と擁護者との間で激しい争いがおこった。例えば、1690 年代にはアフリカ、アジア、ア

メリカを結ぶ通商網の追求がはかられ、スコットランドを中心に「アフリカ・両インド貿

易スコットランド会社」設立計画が立ち上がり、1695 年にはいったん国王とスコットラン

ド議会の認可を得たが、東インド会社の圧力によって計画は大幅に縮小・変更され、最終

的には 1700 年に失敗した88。18 世紀初頭までには、東インド貿易がイギリスにとって最も

                                                   
87 Bowen, ‘Bullion for Trade, War, and Debt-Relief ’. 
88 変更後はダリエン計画という植民計画となった。岩井淳「二つのブリテン帝国と連合王国―近世のスコ
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有利な交易のひとつであるということは一致していた。論点は、この商売を独占的に行う

べきか、自由放任がいいのかということであった89。 

市場において、東インド会社の輸入する商品と競合していた国内の製造業者もまた、東

インド会社の恒常的な批判者であった。17 世紀後半から 18 世紀初期のキャラコをめぐる

国内の絹・綿織物業者の大々的な反対キャンペーンや、キャラコ論争、キャラコの輸入・

使用禁止の法制定はよく知られている90。また、1730 年の特許状更新にあたって、ブリス

トルやリヴァプールなどの港湾都市から反対請願がだされたこともよく知られたエピソー

ドのひとつである。ただ、前述のように 17 世紀末から 18 世紀初頭にかけて旧東インド会

社と新東インド会社による 2 社競合の混乱を経て、1709 年に合同東インド会社として再出

発をした東インド会社は、18 世紀前半は政治的にも経営的にも安定期をむかえ、政府と安

定した相互互助関係を保ち、政府の保護下にあった。そのため、1730 年の地方都市の請願

は、同会社にとって大きな脅威とはならなかった。 

以上述べてきたような批判者たちは、必ずしも会社とは別の彼ら自身の経済的利害の保

護のために東インド会社を攻撃したわけではない。時には、会社内部やイギリス政界の派

閥抗争の手段として東インド会社批判が行われた。東インド会社に対する批判は、その大

半が交易・商業的理由によっていたが、その背景・周辺にある様々な要素にも留意しなけ

ればならない。とりわけ、会社の存続そのものにかかわる危機的状況をむかえた 18 世紀後

半の東インド会社批判については、その背景にある多様な論点を総合的に検討しなければ、

その真意を理解しえないだろう。 

〔腐敗の温床・在インド社員の不正〕 

18 世紀末に東インド会社と最も敵対した政治家のひとりであるエドマンド・バークは、

インドを悪徳の国、汚染された土地と評した91。バークが議会でその弁舌をふるう頃には、

東インド会社に対する批判は、そのインド内部における問題にまで及んでいたのである。 

 オランダ出身のウィリアム・ボルツ(William Bolts, 1739-1808)は、アジアやインド内部に

おいて商業の自由が妨げられていると訴えた。ボルツは、かつてイギリス東インド会社社

                                                   
ットランドとイングランド」松本彰、立石博高編『国民国家と帝国―ヨーロッパ諸国民の創造』（山川出

版社、2005 年）所収、60-61 頁。 
89 この保護主義と自由貿易主義の論争については次を参照。西村孝夫『イギリス東インド会社史論―イギ

リス東インド貿易及び貿易思想史研究への序論』（大阪府立大学経済学部、1960 年）、110-117 頁。 
90 本論文 41-42 頁参照。 
91 Ninth Report from the Select Committee, Appointed to take into Consideration the State of the 

Administration of Justice in the Provinces of Bengal, Behar and Orissa, June 25, 1783, in Peter 

Marshall (ed), The Writings and Speeches of Edmund Burke, vol. 5 (Oxford, 1981). 
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員であったが、ベンガル管区のカウンシラーにまで出世したジョン・ジョンストーン(John 

Johnstone, 1734-1795)やウィリアム・ヘイ(William Hay)らと商会をつくり、織物類・阿片・

塩などの取引を私貿易商人として行い、関税などをめぐってしばしば会社と競争・対立し

ていた92。ボルツは、1772 年から 75 年にロンドンで出版された著書の中で、執拗かつ詳細

な記述をもって商業や司法・統治の多面的な東インド会社批判をおこなっている93。ボル

ツは、著書のなかで東インド会社の圧政によってインド原住民が苦しめられていると訴え

たが、彼の主眼は会社の独占貿易批判であった。これらの記述は、その論拠となる多数の

公私文書を付録として収録し、当時の会社を検討するうえで貴重な史料となるが、敵対す

る会社攻撃のために誇張された点も否めない94。ボルツがインドにおいて商業活動を展開

していた時の現地の最高責任者ともいえるベンガル知事ヴァレルスト (Harry Verelst, 

1734-1785, 任 1767-69)は、ボルツの著書刊行開始と同じ 1772 年にただちに反論のための

著書を出版し、ボルツへの個人的攻撃を展開した95。1775 年にボルツが出版した第二部・

第三部は、それに対する再反論となっており、いわゆるパンフレット合戦の様相を呈した。

彼らの論争は、後述の 1773 年のノース規制法制定にかかわるインド問題論争の一端とし

て捉えることが出来る。 

 このような前提があって、在インド社員の腐敗・不正行為は、会社が本来得るはずの莫

大な財政的収益の確保を妨げているという点から批判された。そのため、これらの批判者

の提示する統治行政の改善策は、悪弊・腐敗を取り除くことに集約された96。 

 1781 年 12 月には、リチャード・スミス(Richard Smith, bap.1734-1803)を議長とし97、エ

                                                   
92 ジョンストンとヘイは、ともにベンガルのカウンシラーであった。Patrick Tuck, “Introduction,” in 

Patrick Tuck (ed.), The East India Company, vol. III (London & New York, 1998), pp. x-xiv； ジョ

ンストンおよびヘイに関しては次を参照。Mason, The Men who Ruled India, pp.37-41; 浅田『インド

成り金』63-77 頁。 
93 William Bolts, Consideration on Indian Affairs: Particularly respecting the Present State of Bengal 

and its Dependencies (London, 1772). なお、1998 年にパトリック・タック編集のもと彼の解説付き

で同書が刊行されている。Patrick Tuck (ed.), The East India Company, vol. III (London & New York, 

1998). 
94 Patrick Tuck, “Introduction,” pp.xv-xvii；ボルツの著作に関しては以下に一部翻訳・紹介されている。

松井透「初期のベンガル統治とウィリアム=ボルツ」『東洋文化』50/51（1971 年）。 
95 Harry Verelst, A View of the Rise, Progress, and present State of the English Government in Bengal: 

including a Reply to the Misrepresentations of Mr. Bolts and other Writers (London, 1772). 
96 松井「ベンガル統治とウィリアム=ボルツ」、137 頁。 
97 リチャード・スミスは、サミュエル・フットの喜劇『ネイボッブ』（1772 年初演）に登場する Sir Matthew 

Mite のモデルとされる（他説あり）。同時代の「ネイボッブ」と呼ばれた人々のなかでも破格の蓄財を

した。インドで軍歴、ロンドンで東インド会社役員。下院議員(1774-1774 for Hindon, 1780-1784 for 

Wendover, 1790-1796 for Wareham)、1784 年フォックスの殉教者（総選挙での議席を失った者）の一

人。社内でも議会でも政治的立場は一貫していない。なお、サミュエル・フットの『ネイボッブ』につ

いては、浅田『イギリス東インド会社とインド成り金』第 6 章。 
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ドマンド・バークが中心となった東インド問題検討の特別委員会が下院に設置され、約 2

年間活動を行った。この委員会は 11 点の報告書を発表しているが、この内容の大半は、イ

ンド総督ヘースティングズへの非難であった98。 

 ヘースティングズは、ヘースティングズの帰国後の弾劾裁判でもよく知られている99。

エドマンド・バークは、彼の人生のうち 1780 年代のほとんどを東インド会社批判に費やし

た。彼は、とりわけヘースティングズ非難に傾注し、弾劾裁判において、インドでの汚職

や地方支配者からの過酷な取り立て、ロヒラ戦争（Rohilla War, 1774）100などを取り上げ

て、彼らの現地住民に対する圧制を非難した。弾劾裁判で告発された罪状の根拠は、カル

カッタでベンガル管区のカウンシラーの一人として総督ヘースティングズとの政争に敗れ

たフィリップ・フランシス(Sir Philip Francis, 1740-1818)によるものであった101。インドか

ら帰国して以後のフランシスは、本国においてフォックスに近い下院議員として活動して

いた。つまり、この弾劾裁判は、ネイボッブのようなインド成金に厳しい世論に便乗して、

イギリス政界内部のピット派とフォックス派の政争にインド問題を利用したという側面を

有していた。弾劾裁判のはじまった当初は、フォックス派の目論見通り、上流社会の注目

を集めたが、最終的に 7 年に及んだ裁判の判決はヘースティングズの無罪であった。 

 東インド会社の批判者たちの主張するインド問題の争点は、会社それ自体、ひいては国

家の繁栄の妨げとなっている会社の腐敗にあった。バークのような人物にとっては、イギ

リスのインド支配における害悪は、東インド会社の腐敗であり、これを攻撃し改善するこ

とが問題の解決、つまりイギリスのインド統治を正当化することになった102。しかし、後

述のインド法制定過程におけるインド問題の論点は、もはや特定の個人や会社だけの問題

                                                   
98 同委員会報告書については、次に所収。Reports from the Committees of the House of Commons 1715-

1801, vols.V & VI (London, 1806). 
99 ヘースティングズの弾劾裁判については、次のバークの史料集で詳細に追うことが出来る。The 

Writings & Speeches of Edmund Burke, vols.1, 8-11 (New York, 2008). また英文学者スレーリは「ウ

ォレン・ヘイスティングズ裁判を読む」で、同裁判を切り口としたコロニアリズム分析をしている。サ

ーラ・スレーリ（川端靖男､吉村玲子訳）『修辞の政治学―植民地インドの表象をめぐって』(平凡社､2000

年)所収。 
100 同戦争では、1774 年に東インド会社軍とアワド王国軍との連合軍が、北インドのロヒルカンド

(Rohillkand)へ侵攻し、アワド王国(Oudh)へ併合した。 
101 フィリップ・フランシスは、インドではヘースティングズ総督期にベンガル・カウンシルのカウンシ

ラーの一人であった。フランシスのインド期については、主に次の諸論考を参照。T. H. Bowyer, ‘The 

Appointment of Philip Francis to the Bengal Supreme Council’, Historical Journal, 38-1 (1995), 

pp.145-149; T. H. Bowyer, ‘Philip Francis and the Government of Bengal: Parliament and Personality 

in the Frustration of an Ambition’, Parliamentary History, 18-1 (1999), pp.1-21; Linda Colley, 

‘Genderring the Globe: The Political and Imperial Thought of Philip Francis’, Past & Present, 209 

(2010), pp.117-148. 
102 松井透「イギリスのインド支配の論理―ヨーロッパの自意識とアジア観―」『思想』489 号(1965 年)、

102 頁。 
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でなく、イギリスがインドを統治することそのものであり、そのインド統治を担う東イン

ド会社とイギリス政府との癒着、会社を監督・管理すべき政府の不備まで及ぶのである。 
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第 3 章 イギリス政界におけるインド問題の展開 

 

本章では、第 2 章でみてきたような経済・社会・文化的背景のもと、イギリス政治がど

のようにインド問題に取り組んだのかを検討し、インド問題の政治的側面をみてゆく。イ

ギリスにおけるインド問題に関する従来の研究は、1784 年のピットのインド法をひとつの

到達点としてきた。本章では、インド問題の政治的側面をみてゆくにあたり、主に下院に

おける議論を中心に検討してゆくことになるが、18 世紀後半の下院でインド問題がもっと

も集中したのは、1773 年制定のノース規制法にかわる本格的なインド法制定を目指すイン

ド法案論争であった。そのため従来の研究が、1782 年から 84 年のインド法案論争の帰結

であったピットのインド法を、18 世紀後半のインド問題のひとつの到達点とすることに異

論はない。しかし、インド法制定はあくまで法制史上の帰結であり、18 世紀後半のイギリ

ス政治が抱えたインド問題の主要論点を十全に解決したものではなかった。本章では、こ

の点に留意して、18 世紀後半のインド問題の政治的側面を整理してゆきたい。 

1784 年のピットのインド法は、前章および本章でみるような経済・社会・文化・政治的

諸側面のどのひとつが欠けても、その本質を理解することは出来ない。第 1 節では、1760

年代後半にイギリス下院において恒常化していったインド問題について検討し、1773 年の

ノース規制法までの展開を時系列に確認してゆく。第 2 節では、新たなインド法制定を目

指す 2 つの法案―ダンダス法案とフォックス法案―を中心に、ノース規制法の制定以後に

イギリス政界にとってインド問題がどのような課題であったのかを確認してゆく。第 3 節

では、ピットのインド法とそれによって成立する「1784 年体制」を整理する。 

 

第 1 節 1760-70 年代におけるインド問題調査 

 1760 年からの相次ぐ政権交代と、1763 年から 1772 年の信用危機という政治的・経済的

不安定によって、1763 年に終結した七年戦争の戦後経済復興は困難を極めた。急進主義の

急速な台頭や、食糧不足といった社会危機、国債の急増1など国内に多くの問題を抱えた

1760 年代のイギリスは、国内統治のみならず、より広いコンテクストにおいてアイルラン

ド、インド、北アメリカにおける活動でもそれぞれ難しい局面を迎えた。このような背景

のもと、東インド会社に関わる問題が、重要かつ恒久的な問題（issue）として政治の舞台

                                                   
1 1757 年の 77,817,182 ポンドから 1763 年の 132,120,664 ポンドへ急増した。E. L. Heagreaves, The 

National Debt (London, 1930), p.291. 
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にあらわれるようになった。18 世紀前半までは、会社に関わる問題（problems related to 

the Company）が折に触れて政治家の注意をひいてきたが、1760 年代にはインド問題

（Indian issues）がイギリス政治において恒常的な重要問題（permanent feature）となっ

てきていた。前述のように合同東インド会社として再出発した 1709 年から政治的にも経

営的にも安定していた東インド会社は、イギリス政府とも良好な関係を保っていたが、1763

年に終結した七年戦争の影響をうけ状況は一変した。戦後の経済・社会的不安は、東イン

ド会社にも影響し、1766 年から 1773 年に、同会社は、国家との関係、インドでの活動、

社員のふるまいなど多くの側面において、政治家と公衆の監督下におかれるようになった

2。七年戦争を指導し、1766 年から 68 年まで首相の任にあったウィリアム・ピット(1768 年

8 月よりチャタム伯)は、東インド会社によってイギリスにもたらされる「インドの富」（the 

wealth of India）を「国家の救済」（the redemption of a nation）と捉えていた3。インドで

獲得される領土やその収入は、東インド会社ではなく国王の権利に属するとした、インド

の富の国家への位置づけは、初期の議会調査の在り方に決定的な影響を与えた。以下に、

1767 年の最初のインド問題への議会調査から 1770 年代初頭の調査委員会までの初期の議

会の委員会調査を中心に、政府のインド問題への関与を検討してゆく。 

イギリス政府は、1766 年に会社の経営問題へ介入する最初の試みを行った。この試みは

決定的な成果を生みはしなかったが、議会と会社の関係だけでなく 18 世紀における特許

で保護された所有権にたいする議員の態度をも明らかにした4。1766 年 4 月頃から東イン

ド会社問題を議会で議論すべきとする動議提出の意向が一部の政治家の間でみられるよう

になり5、8 月にはインド問題を議会に持ち込むべきとの会社への警告が政府から発された

6。1766 年 11 月 27 日、議会に「東インド会社の状態を調査するための（to inquire into the 

state and condition of the East India Company）委員会」の設置を求める動議が提出され、

翌 1767 年に、イギリス議会にインド問題の調査委員会がはじめて設置された。また、同年

                                                   
2 H. V. Bowen, Revenue and Reform: The Indian Problem in British Politics, 1757-1773 (Cambridge, 

1991), p.2. 
3 Philip Lawson, ‘Parliament and the First East India Inquiry, 1767’, Parliamentary History, 1 (1982), 

p.100; P. J. Marshall, Problems of Empire: Britain and India 1757-1813 (London, 1968), p.30. 
4 Lawson, ‘Parliament and the First East India Inquiry’, p.99. 
5 1765 年から 66 年の会社内部の―とくに役員会をめぐる―対立を端緒に、東インド会社内部からも、役

員選挙などに関する問題を議会に持ち込もうとする動きがみられるようになっていた。L. S. Sutherland, 

The East India Company in Eighteenth-century Politics (Oxford, 1952), p.140. 
6 Court Book 75, p.125, 29 August 1766, cited in Sutherland, East India Company in Eighteenth-

century Politics, p.148. 
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には、会社の権限および権利を制限する 3 つの議会法が制定された7。 

1767 年以前にも東方貿易をめぐる問題関心に基づいた独占貿易調査委員会などが設置

されていたが、1767 年の調査委員会は、後の 1773 年の規制法と 1784 年のインド法同様

に、イギリスのインド統治にたいする問題関心から設置された点で重要であった8。18 世

紀前半に南アジア関連の問題（issue）がイギリス政治において目立ってあらわれることは

なかったので、議会にいる多くの政治家にとって、1760 年代にあらわれた、よく知らない

インドにおけるイギリスの活動に関わる問題（problems）に十分に取り組むことはできな

かった。議会においてインドについて、または東方における帝国の問題について精通する

ものはほとんどいなかったが、東インド会社と政治的または財政的に緊密なつながりをも

つ議員は多かった。このつながりは、東インド会社株の保有によって明らかにされるが、

株主の多くは毎年の 6%から 12.5％の配当金が目当てであった。それ以外のものにとって

最も重要であったのは、株保有によりもたらされる東インド会社の株主総会における投票

権という政治的な側面であった9。 

1767 年の調査委員会は、その後の 1773 年規制法および 1784 年インド法制定へ向かうひ

とつの流れにおいて、イギリス政府ないし議会によるインド問題干渉の最初の動きであっ

たといえるだろう10。とりわけ、1767 年から 1770 年前後までの一連の動きにおいて、依然

として東インド会社のインド領土支配にともなう潜在的な富への欲望が、もっとも強力な

動機となっていたことは強調すべきであろう。少なくとも 1767 年の議会調査委員会設置

は、会社のインドでの領土収入を政府がともに享受するための調査を目的としていた11。

こうしたインドの富への欲望と同時に、ネイボッブへの妬みと嫌悪、在インド社員への統

制不備への不安などが、無視できないほどにイギリス社会で顕在化してきたことにも注意

しなければならない12。1760 年代後半の政治家たちは、東インド会社のインドでの行為は

議会調査に値することや、会社は現地勢力との不正な戦争（unjust wars with the natives）

                                                   
7 Public Companies Act [7 Geo. III, c48], East India Company Act [7 Geo. III, c.49], East India 

Company Act [7 Geo. III, c.57]. 
8 調査そのものは、さしたる成果をあげておらず、インド利害に関して決定的な打撃を与えていないこと

などから、調査委員会の不成功は否めない。G. K. McGilvary, East India Patronage and the British 

State: The Scottish Elite and Politics in the Eighteenth Century (London & New York, 2008), p.26. 
9 Bowen, Revenue and Reform, pp. 30-31.  
10 英領インド史の大家マーシャルは、1766 年から 67 年の議会による会社問題への干渉について、1813

年の特許状法まで英領インドにたいする国王の主権が公式に宣言されなかった点をふまえて、1767 年か

ら 1813 年までをひとつの時期区分として捉えている。Marshall, Problems of Empire, p.31. 
11 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, pp.139, 147, 149. 
12 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, p.147. 
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によってインドで 200 万ポンドの歳入を獲得したことなどを書き残している13。1760 年代

から 70 年代のイギリス社会では、東インド会社の社員による不正蓄財への注目が非常な

高まりを見せた。モラルやマナーの改善・向上は、18 世紀を通じた国家的関心事であった

14。国庫の新たな源泉として期待されるインドから「不正に」蓄財する東インド会社の社員

は、イギリス国民にとって激しい批判の対象となった15。そのうえ、インドでの蓄財をもと

に本国へ帰国後、土地を購入したり、東インド会社の役員や下院議員となったりして社会

的上昇を遂げネイボッブと呼ばれる存在は、腐敗の象徴でもあった。社員の蓄財の方法は、

詳細は第 6 章で後述するが、基本的に乏しい給料を補う私貿易が主で、これは時期によっ

て会社から規制された。また、インドでの蓄財を本国へ送金するためには、一部の限られ

た上級職員以外は、違法ともいえるような手段をとるほかなかった。これらの点からいえ

ば、たしかに不正蓄財とされる要素は多分にあったが、これらをひとまとめに「不正」と

断ずるのは厳密性を欠くかもしれない。だが、当時の社会にあって不正蓄財と強く信じら

れたことは間違いないであろう。本論文の文脈では、実際の不正を明らかにすることより

も、これらの蓄財やその手段などが、モラルやマナーに反する行為であると同時代のイギ

リス人によって判断されたことが重要となる。 

1767 年の議会調査の際には、東インド会社のインドでの収入がイギリスの国庫の救済に

つながると信じられていたが、1772 年の会社の深刻な経営危機は、会社の経営とインド行

政にイギリス議会が本格的に介入する結果を生むことになった。1772 年の信用危機は、東

インド会社のインドにおける活動に対するさらなる不安を惹起した16。1772 年から 73 年

の新たな調査委員会は、会社の財政問題だけでなく、腐敗(corruption)や不正(abuse)に関す

る調査にまで踏み込むものとなった。 

インドにおける腐敗と不正を明らかにするために、1772年4月に調査委員会（Burgoyne’s 

Select Committee）が設置された17。この調査委員会は、とくにプラッシーの戦いの功績か

                                                   
13 例えば、Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, p.148. 
14 Joanna Innes, ‘Politics and Morals: The Reformation of Manners Movement in Late Eighteenth-

Century England’, in Eckhart Hellmuth (ed.), The Transformation of Political Culture: England and 
Germany in the Late Eighteenth Century (Oxford, 1990). 

15 社員の給料および蓄財については次を参照。P. J. Marshall, East India Fortunes: The British in 

Bengal in the Eighteenth Century (Oxford, 1976). 
16 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, pp.223-234. 
17 1772 年 4 月 15 日に 31 人の委員が選出された。会社の主要人物では、Clive, George Johnston, Henry 

Strachey, Robert Gregory が名を連ね、ほかに東インド会社の株保有者 11 名（例えば Attorney-General 

Edward Thurlow, Solicitor-General Alexander Wedderburn）、政府支持者（Welbore Ellis, Charles 

James Fox）、野党議員（Sir William Meredith, Rose Fuller, Barlow Trecothisk）が含まれた。Commons 

Journal, XXXIII, pp.699, 703-704. 委員会の報告書は次に所収されている。Reports from Committee 
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ら東インド会社社内で影響力を増していたロバート・クライヴ(Robert Clive, Baron Clive 

of Plassey, 1725-74)の関与する不正を主な標的としていた18。また、同委員会の設置は、会

社の貿易独占に反対するシェルバーンの率いる野党グループなどによる要求に応じて実現

したことでもあった。彼らは、インド問題に対処する機関を設立するには、いかなる場合

にも東インド会社の腐敗を、議会が調査しておかなければならないと主張した19。次に設

置された 1773 年の秘密委員会（Secret Committee）では、1765 年のディーワーニー獲得に

よる東インド会社の利益について検討している20。この秘密委員会について、当時のメデ

ィアは次のように報じた。 

まず、第一にインドである。新たな委員会が東インド会社の問題を調査するために任

命される。この委員会の報告によって、クリスマス後の法案が決まるだろう21。 

この秘密委員会の委員は 11 月 28 日の投票によって選出され、2 日後に投票結果が発表

された22。13 名の委員のうち 6 名（Fitzpatrick, Jackson, Rigby, Ryder, Stanley, Walpole）

は会社株を保有していたが、誰一人として会社政治に積極的利害を有さず、インドへ行っ

たことがある者もいなかった。1772 年の調査委員会は幅広い構成員を特徴としたが、この

秘密委員会は、政府の影響力が強かった。また、1772 年調査委員会よりもシステマティッ

クで、ずっと情報豊かな報告書を作成した23。 

 1767 年以来、いくつかの調査委員会によって調査された内容は、先述のように主に東イ

ンド会社のインド収入と社員による不正であった。1760 年代半ば以降のイギリスの政治家

や株主は、会社に領土収入をもたらすことになったインドにおける戦争は、不当に引き起

こされたものであるという認識に基づき、東インド会社およびその社員の腐敗を非難した。

とくに株主は、腐敗した社員が新たな会社収入の恩恵に「不正に」浴する一方で、正当な

権利を有するはずの株主保有者は正しく配当金を得られていないと主張した。次の手紙は、

まさにこの点を主張している。 

  インドにおける 2 億〔単位なし〕もの収入は、神の知るように、インド現地での

                                                   
of the House of Commons 1715-1801 [以下 RCHC], 15vols. (London, 1803-1806), vol. III. 

18 Commons Journal, XXXIII, pp.699, 703-704. 
19 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, p.231 
20 RCHC, IV, pp.95-96. 
21 London Evening Post, 24 Nov. 1772, cited in Bowen, Revenue and Reform, p.143.  
22 委員は次の 13 名で構成される。Officeholders: Charles Jenkinson, Hans Stanley, Richard Rigby. 

Strong degree of hostility towards the Company: Willam Burrell, Richard Fitzpatrick, Richard 

Jackson, Thomas Harley, Thomas Gilbert, Lord Frederick Campbell, Lord Viscount Palmerston, 

Nathaniel Ryder, Thomas Walpole, John Eames. Commons Journal, XXXIV, pp.9, 11. 
23 Marshall, Problems of Empire, p.55. 
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不当な戦争（unjust war）によって獲得された。本国へ莫大な財産をもって帰国

する〔東インド会社の〕社員は、強奪（rapine）と圧制（oppression）によって〔そ

の財産を〕獲得したが、株保有者が獲得する配当金は増大しない。これらの収入

がどのように消費されるのか…知る必要がある24。 

以上のような過程を経て、制定法によるインド行政問題にたいする最初の真剣な試みと

なる規制法を成立させたのは、ノース政権(1770 年 1 月から 82 年 3 月)であった。首相ノー

スは、インドの収入を本国へ持ち込む唯一の実践的方法は貿易であると一貫して主張して

おり、東インド会社のインドでの収入は、ロンドンで売るために、より多くをインドでの

買い付け（インヴェストメント）にあてるべきだと考えた。だが実際には、インドでの収

入急増の契機となったディーワーニー獲得は、行政費と防衛費の増加をも意味していた。

1770 年代におけるイギリス公衆の中心的関心は、東インド会社のインドでの腐敗（abuse）

や悪政（misrule） にあったが、ノース政権は東インド会社の財政的弱点をつくことでイ

ンド問題へ介入した。東インド会社による 1772 年夏の政府への財政的支援要請にみられ

るように、会社の財政破たん危機が介入の直接的契機となっていたことも一因となった。

ノース自身は、会社のインドでの領土の正当な権利は王権が有していると考えていたので、

政府による会社への財政的支援は、会社の経営構造とインドでの統治の双方にたいする改

革を会社が受け入れることを前提とした。そのため、ノース政権による 1773 年規制法とと

もに、融資法(Loan Act, 1773)25と茶法(Tea Act, 1773)26が制定された。これらの法によって、

政府は会社に 140 万ポンドの融資を行い、債務返済まで配当は 6％27、社債利子は 7%に固

定した28。 

 1773 年にノース政権が成立させた規制法は、1773 年 6 月 15 日に下院を通過、10 月 1 日

より施行された。その内容は、（1）東インド会社の経営構造の強化、（2）インド統治改革

に大別できる。まず、東インド会社の経営構造強化の側面をみてゆこう。ノース政権がイ

ンド問題へ介入するにあたり財政的側面から切り込んだことは先にふれたが、そのため会

                                                   
24 L. Scrafton to Clive, 12 April 1766. Powis Mss., cited in Sutherland, East India Company in 

Eighteenth-century Politics, pp.148, 303-304.〔 〕は筆者補足。 
25 13 Geo. III, c.64. 
26 13 Geo. III, c.44. 
27 ディーワーニー獲得以来のインド収入に対する過度の期待によって 1771 年 3 月には 12.5％に引き上

げられた会社の配当は、翌年の会社経営破たんにより、イギリス議会は 1772 年 12 月 29 日、配当を 6%

に引き下げる法案を通過させた。 
28 Bowen, Revenue and Reform, p.184. こうした対応は、すでに同年の調査委員会の決議に見られる。

Commons Journal, XXXIV, p.786. 
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社の経営改革において大きな成果をあげた。また、規制法は、1760 年代初頭から 1770 年

代に会社を混乱させた役員会の分裂問題を軽減することにも成功した。同法は、毎年 4 月

の株主総会で選挙によって選出される役員について、その任期を 1 年から 4 年へ変更し、

24 人の役員のうち 6 人が毎年改選されるものとした。会社役員は社員任命権を有してお

り、それが役員の収入源ともなり得たので、金目当てで役員になることを希望する者も多

かった。また、従来は役員の回転をよくするために任期も短かったが、役員の業務管理と

運営能力の強化のために任期延長が行われた。さらに役員選挙における株主の投票権を

500 ポンドから最低 1,000 ポンドへ引きあげた。株主の投票権は、1698 年以降、500 ポンド

の株主保有のみが条件であった。大株主は、株式の分割によって投票権の増加をはかり役

員選挙を有利に運ぶ手段としていた。この投票権を引き上げることによって、役員選挙の

票数獲得のための株式分割を防止した。投票権は、1,000 ポンドで 1 票、3,000 ポンドで 2

票、6,000 ポンドで 3 票、1 万ポンド以上で 4 票と改められた。株主総会で投票権を有する

株主の人数が、それまでに比べてかなり制限されることで、大株主の影響力を抑えること

にもつながった。株主総会で行われる役員選挙の際に、毎年のように騒乱が起こり、会社

によるインド行政がしばしば妨げられていた。同法による会社経営の改革は、このような

会社の構造的な欠陥を是正することにあった29。 

つぎに規制法のインド統治問題の側面をインド政庁の整備からみてゆこう。ノース政権

は、規制法によってベンガル知事をベンガル総督（Governor-General of the Presidency of 

Fort William in Bengal）に格上げした。ベンガル総督の任期は 5 年で、年俸 2 万 5 千ポン

ドとされた。ベンガル総督は、4 人のカウンシラー（参事、評議員）によってベンガル・カ

ウンシル（参事会、評議会 council）を構成した。このベンガル・カウンシルに英領インド

の全管区を統治させることとした。それまで各管区は個別に統治されてきたが、これ以降

はベンガル管区に他の 2 管区を監督させることで、ベンガル・カウンシルに全インドを総

攬させる体制を築いた。カウンシルにおける総督と 4 人のカウンシラーの有する権限は同

等で、インド行政は実質的にこの 5 人に等しく任されることになった。すなわち、このベ

ンガル・カウンシルが「インド政庁」となった。各管区は、ベンガル・カウンシルに対し

て管区内の行政・歳入に関する報告を行い、ベンガル・カウンシルは全インドについて本

国の会社役員会へ報告することになった。さらに会社役員会は、ベンガルからの報告を受

                                                   
29 Percival Spear, The Oxford History of Modern India 1740-1947: The Oxford History of India, III 

(Oxford, 1965), p.76. 
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けて 40 日以内に政府に報告をするよう義務付けられた。具体的に、歳入に関しては政府財

務担当者へ、行政および軍事に関しては国務担当者へ報告された。ベンガル総督とカウン

シラーの任命権は、会社役員会に残されたが、実際には政府主導で決められた。総督は、

建前上は会社の社員であったが、実質的には本国政府の公務員と同じ立場にあった30。同

法は、さらにイギリス人判事による高等裁判所（supreme court）を設置し、インドでの行

政と司法の基盤をつくった。高等裁判所の設置によるイギリス式裁判の導入は、在インド

の社員やイギリス人の不満を受け入れるためであったが、その司法権の所在は明確にはさ

れなかった。 

ノース政権は、1773 年の規制法の制定をもってインド問題への介入を終わらせたわけで

はない。ノース政権は東インド会社を監督するにあたって、後にインド問題（Indian 

question）を全面的に見直すことも見据え長期にわたってインド問題に取り組んだ。だが、

アメリカとの戦争とそれによるイギリスの政治的混乱によって、ノース政権のインド問題

への対応は停滞を余儀なくされた。規制法とともに制定された茶法は、アメリカ植民地で

の茶の販売を東インド会社に独占させることで、国民が安価な茶を購入できるようにして、

密輸の対応策としたものであった。しかし、1773 年 12 月のボストン茶会事件に象徴され

るように、茶法はアメリカ植民地の反発の対象となった。アメリカ植民地問題への対応に

おわれたノース政権は、インド規制法の欠点を自覚しながらも有効な処方を施すことはで

きなかった31。 

1773 年規制法は、ノース自身が規制法の導入に際し「5 年後には更新か修正が必要にな

る実験」と呼んだが32、その欠陥を是正することなく、1779 年、80 年と修正なしで更新さ

れた。規制法は財政問題に狙いをしぼっており、より全般的なインド問題の対策としては、

インド現地に対するロンドンからの効果的統治体制の欠如、ベンガル総督の権威の強化と

英領インド全土に対する総督の権力の拡大の必要など重要な課題を多く残していた。1781

年法(21 Geo. III, c.70)では、政府に、インドからの通信の閲覧権とインドへ発信する通信の

うち藩王国にかかわる訓令の修正権が与えられ、若干の修正が加えられた。しかし、規制

法に残された課題は、このような更新・修正ではなく、1784 年のピットのインド法によっ

て本格的に対処されることになった。 

                                                   
30 浜渦『インド総督列伝』、38 頁。 
31 Bowen, Revenue and Reform, p.164. 
32 Marshall, Problems of Empire, p.35. 
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このようなノース政権の一連の動きについて、東インド会社のサリヴァンは、ノースを

臆病者（the timidity of Lord North）と批判した33。しかし、規制法を含むインド問題に対

するノース政権の一連の動きは、インドでの善き統治（good government）を確立するた

めの、政府による真剣なインド統治の試みであった。東インド会社やそのインド統治をめ

ぐる議論は、1760 年代から広く公衆の関心をあつめ、議会でも重要問題として浮上し始め

ており、ノース政権は、これまでの政権が長期にわたって積み重ねてきたインド問題を新

たな段階へ進めねばならなかった。東インド会社によって混乱したインドでの領土支配を、

東インド会社という一貿易会社の私的問題から、イギリスの国内問題（domestic affair）と

して引き受けることで、英領インドをイギリス国王の権利のもとにおいた。これらのイン

ド問題の変遷を背景に、18 世紀後半に、イギリス帝国はその転換期を迎えることになった。

しかし、前述のように、ノース政権によるインド統治の試みはアメリカとの戦争によって

挫折した。この試みは、次にみてゆくように、アメリカとの戦争を経た 1784 年に、ピット

政権下のインド法によって現実化されることになる。 

 

第 2 節 新しいインド法の模索－ダンダス法案とフォックス法案－ 

東インド会社研究のフィリップスは、1784 年から 1834 年を対象とした著書のなかで、

イングランドからインドを統治することはほとんど不可能であったが、イギリス政府のイ

ンド政策についての影響力が非常に重大であったとも述べている34。1784 年にピットのイ

ンド法によって政府にインド担当部局である BOC が新設されて以降、ベンガルのインド

政庁を監督する本国政府の機能は、数度のマイナーチェンジを経て 1858 年まで二重統治

体制を維持した35。 

前節でみてきたように、1773 年規制法はインド問題に多くの課題をのこしており、イン

ドに関わるイギリス政治の課題も徐々に広く認識されるようになっていたが、その後の改

善は難航し、むしろインド現地での戦争や行政の混乱など状況は悪化する一方であった。

この間イギリスは、アメリカとの戦争やヨーロッパ主要国との植民地をめぐる争いなど厳

しい国際情勢にあって、アメリカ独立戦争の局面で 1781 年にはヨークタウンにおいてコ

                                                   
33 BL, Add. MS 29149, fol. 243, cited in Peter D. G. Thomas, ‘North, Frederick, second earl of 

Guildford [known as Lord North]’, Oxford Dictionary of National Biography, 08 January 2015 

<https://doi.org/10.1093/ref:odnb/20301>. 
34 C. H. Philips, The East India Company 1784-1834, (Manchester, 1940), p.300. 
35 Philips, East India Company, pp.303-304. 
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ーンウォリス指揮下のイギリス軍がフランス軍とアメリカ植民地軍に降伏し、アメリカ 13

植民地の保持が困難であることが明白化した。国内政治情勢も、1782 年 3 月のロッキンガ

ム政権以降、シェルバーン政権（1782 年 7 月成立）、ノース・フォックス連立政権（83 年

4 月成立）、小ピット政権（83 年 12 月成立）まで政権交代が相次ぎ、非常に不安定であっ

た。このような時期に、イギリス国内におけるインド問題への対処もようやく本格化して

ゆくことになった。 

1781 年 4 月に、南インドの状況を調査することを求めた当代きっての論客エドマンド・

バークによる動議を契機に36、首相ノースによってインドのカーナティック戦争に関する

インド問題調査委員会が、議会の秘密委員会（Secret Committee）として設置された。こ

の秘密委員会の議長はヘンリ・ダンダスが務めた。この委員会設置に当たりノースは、イ

ンドに関するいかなる調査も議会統制下に置くべしとして秘密委員会とした37。これに対

し、バークは、インドに関する調査は議会統制下の秘密委員会ではなく、より開かれた調

査委員会によるべきと主張し、バークを主要構成員とした特別委員会（Select Committee）

も設置された38。両委員会は、競うように調査を遂行し、それぞれ膨大な報告書を刊行した

39。この間 1782 年 3 月には、対アメリカ戦争の結果をうけて 1770 年以来つづいてきたノ

ース政権が崩壊すると、次世代を担う小ピット(William Pitt, the Younger, 1759-1806)とフ

ォックス(Charles James Fox, 1749-1806)を中心とするグループが、ともにインド法制定に

意欲を示した。各委員会の中心であったダンダスとバークは、それぞれ小ピットとフォッ

クスの片腕であり、委員会での経験を活かしインド法案の作成に尽力した。1782 年 12 月

には、議会の開会にあたって国王は、議会がインドのために基盤的な法の枠組みを組み立

てることへの期待を表明していた40。 

 後に首相小ピットの腹心となるヘンリ・ダンダスは、1781 年の秘密委員会の議長を務め

て以降、インド問題に精通した人物として知られるようになっていった。ダンダスは、1783

年 4 月に、自ら起草したインド法案「インドにおけるイギリス領のより良き規制と統治の

ための、および同地での安全と維持のための法案」（A Bill for the better Regulation and 

                                                   
36 Commons Journal, XXXVIII, p.412. 
37 W. Cobbett, Parliamentary History of the England from the earliest period to 1803 [以下、Parl. His.], 

36vols. (London, 1806-1820), XXII, pp.114-119; The Writing & Speeches of Edmund Burke, vol.V 

(New York, 2008), pp.135-139. 
38 W&S of Edmund Burke, V, p.135. 
39 各委員会報告書は次に所収。RCHC, vols.5-8. 
40 King’s speech at the beginning of the session in Dec. 1782, in Parl. His., XXIII, p.210. 
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Government of the British Possessions in India, and for the Security and Preservation 

thereof）を下院に提出した41。この法案の特徴は、規制強化の焦点をインドに絞った点に

ある。先の規制法によってインドの全管区を統括するベンガル・カウンシル（インド政庁）

は、その構成員である総督とカウンシラーの間でしばしば対立が生じ、うまく機能してい

なかった。このように露呈していた不備について、総督と軍事司令官を兼ねる個人に権限

を集中することでこの欠陥を是正しようとした。当時のベンガル-ロンドン間の意思伝達に

要する時間を考慮すると、総督に広範で絶対的な権限を付与することは現実的な措置と思

われた。具体的には、ベンガル総督の全インド領土における権限強化をはかるとともに、

インド政庁内における総督のカウンシラーに対する権限強化をはかった。この点は、ベン

ガルだけでなく、マドラス知事とボンベイ知事のそれぞれのカウンシル内部での権限強化

もはかっている。法案の第 5 段落において、次のようにインド総督の設置を述べている。 

   ベンガル管区の民事と軍事および全領土とその歳入についての指令、管理、

統治を行い、また同社領土の他の全管区の知事、長官、カウンシルおよびインド

において会社に雇用されるすべての者に対し、外政と同じく内政においても監

督および管理を行う 1 人の知事を、インドにおける全イギリス領土の総督の称

号と名のもとに任命する。 

1773 年規制法で設置されたシュプリーム・カウンシルとしてのインド政庁は、ベンガル知

事と 4 名のカウンシラーから構成されていたが、ベンガル知事を総督と軍司令官を兼ねる

ベンガル総督へ格上げし総督 1 人の手に権限を集中させ、カウンシラーを 4 名から 3 名に

変更した（第 6 段）。また、カウンシル内部で意見が相違した場合には、一部および全部の

カウンシラーの意見に対し、総督（マドラスおよびボンベイでは知事）が拒否権を行使で

きるとした。さらに総督は、会社に従属する他の地域に対して、常時、厳格な支配権を有

するとも明記した。総督の任命については、会社は新総督の任命は出来るが国王の承認を

必要とし、総督を罷免することができるのは会社ではなく国王とされた。総督やカウンシ

ルに関する、その任命や罷免、欠員補充や権限規定などの記述が法案のかなりの部分をし

めており、ダンダスが法案作成にあたって細心の注意をはらってその規定を定めたことが

うかがえる。 

 ダンダスのインド法案は、東インド会社役員会の権限や権利、義務について、また会社

                                                   
41 Parliamentary Papers [以下 PP] (1731-1800), XIII, no.441. 
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の貿易・商業に関する権利も詳細に規定した。これらの点をダンダスが注意深く法案に盛

り込んだ背景には、インドにおける商業について、塩など重要商品の独占権や、同社社員

の私貿易（会社勘定とは別に個人的に扱う取引）の禁止など、当時東インド会社がいくつ

か重大な問題点を抱えていたことがあげられる。さらにダンダスは法案のなかで、インド

統治に関する決定に会社の株主総会はいかなる権利も有することが出来ないとして、本国

東インド会社の構造変革にも切り込んだ。そのほかダンダス法案は、法案後半部において、

1780 年頃から国内のインド問題に関する議論でも主要トピックのひとつとなっていたタ

ンジョール藩王やアルコット太守の問題に触れている。以上のように法案の記述をみてゆ

くと、法案提出当時のイギリス国内におけるインド問題関連の論点をさらってゆくことに

なる。 

このダンダスの法案は、国王による人事をふやす政府介入を好ましくないとするノース・

フォックス連合政権の反対にあい否決されたが42、後に小ピットが提出し両院を通過する

法案は、このダンダス法案の趣旨を継承したものであった。死産となった法案であるにも

かかわらず、「インド法制史上のランドマーク」と評される所以である43。 

 ダンダスのインド法案中、各項目において「1773 年法〔ノース規制法〕で不十分であっ

た点の変更」(Act of the Thirteenth Year of His Majesty’s Reign have not answered all the 

good Purposes…should be altered and amended…)という類の文言が頻繁にみられる。こ

のような記述は、ノース規制法がいかに不十分で、その見直しおよび強化が必要と考えら

れていたかを読み手に強く印象付ける。ただし、これは、ダンダス法案がノース規制法の

不十分な点を適切に補強するという意味で記述されていることに注意しなければならず、

先の規制法を完全に否定しているわけではない。規制法からインド法成立までの小ピット

とフォックス両陣営のインド問題に対する改革の試みは、1774 年の規制法が打ち出した会

社のインドでの商業的活動とインドの莫大な人口と広大な領域にたいする領土支配的側面

とを一本化しようとする点はそのまま継承し、規制法では介入し得なかった会社の構造的

問題やより厳密な規定作りに取り組んだといえる。1783 年 11 月に提出されたフォックス

による 2 つのインド法案とダンダス法案との相違は、インド統治構築の方法にあった。こ

                                                   
42 ダンダスは、シェルバーン政権下（1782 年 7 月から 83 年 2 月）で法案を準備したが、法案の提出は

1783 年 4 月 14 日の新政権下となった。ダンダスは、ヘースティングズ召還動議を提出する 1782 年 5

月 28 日までは議会においてバークやフォックスおよび閣僚の支持を有していたが、彼がインド法案を

提出した際の新政権下では支持基盤をほとんど持たなかった。L. Namier & John Brooke (eds.), The 

House of Commons 1754-1790, 3vols. (London, 1964), II, pp.354-357. 
43 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, p.391. 
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こで「構築の方法」というのは原理的な構築法ではなく、あくまで政治的手法の意味にお

いてであった。この点に留意しつつ、一度は廃案となったダンダス法案がどのように小ピ

ットのインド法として再生するのか、フォックス法案との相違を確認しながらみていこう。 

同年 11 月にフォックスは、2 つのインド法案「株主と公衆の利益のため、コミッショナ

ーに東インド会社問題を委ねるための法案」(A Bill for Vesting the Affairs of the East India 

Company in the hands of certain Commissioners, for the benefit of the Proprietors and the 

Public)と「インドの領土のより良き統治のための法案」(A Bill for the better Government 

of the Territorial Possessions and Dependencies in India)を提出している44。フォックス法

案の特徴は、先のダンダス法案がベンガルでの権限強化を特徴としたのに対し、議会を通

じて本国ロンドンで会社への監督強化を図った点にある。フォックス法案は、7 名のコミ

ッショナーが会社の活動と人事権を監督することで、ロンドンからインドを統治しようと

するものだった。このコミッショナーは、ダンダス法案への反対理由となった国王人事の

増加を回避する工夫がなされており、コミッショナーの任命と罷免は国王でなく議会によ

るものとされた。また、ダンダス法案に反対する理由として国王人事の増大を批判しても

いたからである。実際に、ダンダスによるインド法案の国制への影響について、国王の影

響力を懸念するパンフレットもすぐに論争を呼んでいた45。コミッショナーの任期は、東

インド会社の役員の定期的人事異動や相次ぐ政権交代によるインド問題監督の継続性欠如

を克服するために 4 年としていた。このコミッショナー制は、会社の人事権を政府が奪い、

政府が独占するものと解釈された。この法案は、海外にいる社員に自由裁量権を与えず、

会社に関する重要な決定を政府に委ねる、つまり会社のインド統治に関する発言権を政府

が奪うものであった。フォックス・ノース連立政権に反対する反政府派は、これらの点に

ついて法案に含まれる露骨な党利党略として批判した。また、イギリスに設置予定の最高

評議会の委員の候補はフォックスの友人・仲間ばかりであった。この法案における委員の

任期が満了する 4 年後というのは、1786 年か 87 年に行われるであろう選挙の後になり、

ノースが再選後の委員据え置きを狙っていると非難された。 

反政府派は、フォックス法案は、会社の特許権と王権を侵害するものとして厳しく批判

                                                   
44 PP. (1731-1800), xiii, no.432, 433 (with the amendments), 465. 
45 代表的なものとしてパルトニー等の論争があげられる。論争はたとえば次のようなパンフレットなど

において展開された。William Pulteney, The Effects to be expected from the East India Bill upon the 

Constitution of Great Britain, if passed into a Law (London, 1783); Late member of Parliament, 

Some Observations on the second edition of the the pamphlet of Wm. Pulteney, Esq. entitled, The 
effects to be expected from the East India Bill on ... (London, 1784). 
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した。フォックス法案の提出された翌 12 月に、東インド会社の株主総会はサリヴァンを中

心とする委員会(Committee of Nine Proprietors)を組織し、フォックス法案の同社の権利へ

の挑戦に立ち向かった。この委員会を通じて会社と議会双方の法案反対派は協同した46。

前述のように東インド会社がインドでの活動に関して同時代人の厳しい批判をうけていた

こともあり、東インド会社内部とくに株主総会からの強い反発をうけながらも、フォック

ス法案は、208 対 108 の圧倒的多数で 12 月 8 日に下院を通過した。しかし、フォックス法

案が王権を侵害するものであることに激しく怒った国王ジョージ３世の介入をうけて、フ

ォックス法案は 12 月 17 日に上院で否決された。フォックス法案否決の翌日にポートラン

ドをはじめとする閣僚らは更迭され、12 月 19 日には小ピットが新首相に任ぜられた。こ

れは、国王によるノース・フォックス連合政権打倒のエピソードとしてよく知られている。

フォックスのインド法案は、このように当時の政治的派閥抗争の問題をあからさまにする

ことになったことから風刺詩・風刺画を多く生み出した47。フォックス法案は、インド行政

改革の真剣な取り組みであったかもしれないが、法案起草者はインド行政の実状を知らず、

法案内容は貧弱であったとサザランドは評価する。反対派はこうした法案の不備をつくよ

りも、会社の特許権侵害を強調し攻撃した48。 

ダンダス法案とフォックス法案のそれぞれの特徴を、あらためてまとめると以下のよう

になる。ダンダス法案は、ベンガルの総督に権力を集中し、その任命権は会社に残した。

ただし、会社の総督任命には国王承認を必要とし、罷免権は国王に付与した。他方、フォ

ックス法案は、ロンドンのコミッショナーに統治の権限を委ね、彼らの任免・罷免の権限

は議会に付与した。大きな相違は、統治の実質的な最高権限をベンガルの総督に与えるの

か、ロンドンのコミッショナーに与えるのかという点であり、任免・罷免権を国王にする

か議会にするかは、当時の政治上の極めて重大な「国王の影響力」に関わる対立の一側面

であった。この点については、実際には、インド統治の問題というよりも、元来の国内の

政治上および国制上の問題であり、いずれにせよ、最高権限者の人事権を会社ではなく、

議会であれ国王であれ国が握るとした点では、両法案は共通していた。 

1780 年代までの東インド会社改革の試みは、総じて、インドとロンドンの双方で強力な

                                                   
46 同委員会および会社内部からの動きについては、George K. McGilvary, Guardian of the East India 

Company: The Life of Laurence Sulivan (London & New York, 2006), pp.253-254. 
47 Vincent Carretta, George III and the Satirists from Hogarth to Byron (Athens, Ga. & London, 1990), 

pp.256-261. 
48 Sutherland, East India Company in Eighteenth-century Politics, p.401. 
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権力を打ち立てるものとなったが、ダンダス法案は主にインドでの権限強化をはかり、フ

ォックス法案はロンドンを最重要としたところに大きな相違が生じた。フォックスは、ダ

ンダス法案を「独裁的で専制的な権力」をインドにおくものとして批判した49。フォックス

法案は、在インド社員の手に出来る限り決定権を置かないことによって、バークや特別委

員会が執拗に調査したインドにおける腐敗をロンドンから統括しようとした。しかし、本

国とインドとの地理的距離と当時の時間的距離の点を考慮すると、在インドの総督および

インド政庁に広範で強力な権利を付与することで、インドに規制強化の焦点を絞ったダン

ダス法案が、ロンドンからインドを統括しようとするフォックス法案よりも、ずっと現実

的な提案をしたと帝国史家マーシャルは評価する50。このような指摘に見られるような現

実的な問題点が同時代人にどれほど認識されていたのかという点は、より実証的な検討が

必要であろうが、政府の干渉以前から遠いインドにいる社員の腐敗問題を統括しきれなか

ったロンドンの役員会が、彼ら現地社員の綱紀粛正に注力するよう現地のクライヴやヘー

スティングズに再三の指令を発していたことなどから、当時のロンドンとインドと地理的・

時間的距離の問題は、同時代人にとって非常な障壁として認識されていたということは出

来るだろう。 

 

第 3 節 ピットのインド法による 1784 年体制 

 先のフォックス法案が下院を通過したことは、東インド会社にインド行政を会社の思う

まま遂行できないことを認めさせ、新たなインド法制定に抵抗することの難しさを知らし

めた。これによって小ピット政権は、誕生してすぐに新たなインド法案を準備するにあた

って、政府に対して以前よりも融和的な会社と、法案作成前にインド行政の監督について

協議することができた。この結果、1784 年 1 月 10 日の東インド会社の株主総会（General 

Court of Proprietors）では、インドの統治と歳入について国王の御意に従うことが決議さ

れた51。とはいえ、前年 12 月に成立したばかりの小ピット政権が下院で過半数を占めるに

至っていなかったため、1 月に提出された小ピットのインド法案は、1 月 24 日の第二読会

                                                   
49 Parl. His., XXIII, p.1276. 
50 マーシャルは、1780 年前後の本国からインドを監督・支配する障害の大部分は、距離と無知だと指摘

する。P. J. Marshall, The Making and Unmaking of Empires: Britain, India, and America c.1750-

1783 (Oxford & New York, 2005), paperback 2007, p.227. なお、当時の本国-インド間は片道 6 か月を

有した。Marshall, Problems of Empire, p.41. 
51 Marshall, Problems of Empire, p.42. 
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において 222 対 214 の僅差で否決された52。だが、小ピットは同年 3 月の解散の後、総選

挙では会社関係者の協力もあり多数を獲得することに成功した。この総選挙の勝利を経て、

小ピット政権は、先に否決されたインド法案を修正のうえ再提出し、同年 8 月には、一般

に「ピットのインド法」として知られる「東インド会社の諸問題とイギリスのインド領の

諸問題とをよりよく規制し調整するための法」 (Act for the better regulation and 

management of the affairs of the East India Company, and of the British possessions in 

India)を成立させる。 

 小ピットのインド法において、もっとも重要な点は、BOC の新設である。インド法は、

「枢密院の 6 名以内の者がインドの問題を処理するための委員(commissioner)として任命

され指名され、そのうち 2 名は国務大臣(Secretary of State)と大蔵大臣(Chancellor of the 

Exchequer)とする」という第 1 条からはじまっている53。つづく第 2 条・第 3 条では、こ

の委員が「インド問題担当委員会」（BOC）を構成し、この BOC に東インドにおけるイギ

リスの領土および、そこで貿易している商人たちの合同会社（東インド会社）に対する監

督、管理を執り行う権利が付与されると規定する。さらに第 6 条において、BOC に「東イ

ンドにおけるイギリスの領土の行政・軍事収入にかかわるすべての法、活動、事柄を監督、

指揮、管理する権限」（to superintend, direct, and controul, all acts, operations, and concerns, 

which in any wise relate to the civil or military government or revenues of the British 

territorial possessions in the East Indies）を付与する54。BOC は、会社の商業関係に介入す

ることは出来なかったが、インド政務に関してインドから受信する文書・書簡・通達と、

インドへ役員会が返信する通信文を閲覧し、インドへの通信に関しては修正する権限を与

えられた。東インド会社やインド帝国に詳しい経済史家ボーエンは、BOC の設立を、東イ

ンド会社に対する国家の影響を徐々に拡大しようとする大臣らの長期にわたる努力の結果

と評価している55。このようにインド法は、インド問題担当部局としての BOC 設置をその

もっとも重要な特徴のひとつとした。 

 第 5 条は、BOC の任命権を国王に委ねている。先にみてきたように、ダンダスのインド

法案とフォックスのインド法案の決定的な相違は、各法案の定める主要機関の任命権を誰

                                                   
52 Philips, East India Company, pp.26-27. 
53 設立時、第 1 条に規定される 2 名の役職該当者は、それぞれシドニー(Secretary of State for Home 

Affair)と小ピットである。BOC の初期メンバーについては第 4 章で詳述する。 
54 この条項は、1793年特許法で、BOCに‘full power and authority’を与えると修正されている（33 Geo.III, 

c.52, ix）。 
55 Bowen, The Business of Empire, p.73. 
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に委ねるかという点にあった。フォックス法案が国王の介入にあって否決され、その後小

ピットが首相に指名されたことを考えれば、小ピットがインド法において国王の BOC 任

命権を規定したことは当然のことであろう。既存研究はインド法案やインド法への言及で

この点をほとんど強調してこなかったが、インド法制定後の小ピット政権のインド政策の

遂行にあたって、国王の意向や国王の権限への配慮は小さからぬ意味を有していたことに

は、もっと注目すべきかもしれない。というのは、インド問題の展開のなかにみられる国

王の影響力や、モラルといった国政上の諸問題は、インド法制定後の 1780 年代後半から

90 年代においても依然としてインド政策の重要な核であり、当該期のインド問題をイギリ

ス政治史の文脈で理解するためには、重要な側面のひとつであるからだ。この点は、次章

以下で必要に応じて触れてゆくことになるだろう。 

インド法を成立させるための東インド会社との協議は、同社の貿易とインドの人事権に

関する政府・国王の不介入がカギであった。BOC は、インド法第 11 条に基づいて、会社

のインドとのあらゆる通信文書を閲覧および訂正することができた。しかし、BOC は直接

インドへ指令を発することは認められておらず、緊急を要する現地勢力との係争や同盟、

条約、交渉などに関わる場合は、BOC は東インド会社の秘密委員会(Secret Committee of 

the Court of Directors)に指令書を送達することが合法とされた。この秘密委員会は、第 15

条・第 16 条に規定されており、東インド会社役員会の 3 名以内の役員から構成され、元来

から会社の役員会内部に設置されていた同名の委員会を再構成したものであった。従来の

秘密委員会は、政策決定に関わる最重要機関として、会社運営の中心となった役員会の内

部に設置されていた。だが、それまでのように実質的な運営権がこの秘密委員会に集まる

ことのないよう再編成され、秘密委員会の有していた社内の影響力は減退した。また、第

17 条には、社員任命権について明記され、BOC が同社社員を任命する権限を持たず、社員

任命権に関知できないようにした。これは、東インド会社が既得権として会社のパトロネ

ジを保持できるようにするためであった。 

ピットのインド法において会社の経営組織についての重要な点は、株主総会と役員会の

関係に関することである。会社の株主総会は、これ以前にしばしば役員会の決定を覆して

きたが、ピットのインド法によって、株主総会は役員会の決定を否決することはできなく

なった。このことによって、単純に株主総会の政治的役割を軽視することはできないが、

株主のインド統治にたいする発言力が弱体化したのは間違いない。 

ノース規制法の下でのベンガルのインド政庁は、総督と 4 人のカウンシラーにより構成



77 

 

されていたが、ピットのインド法はカウンシラーの定員を 3 人に削減した。このことは、

総督の権限強化を図るものであった。以前は、総督とカウンシラーがしばしば対立するこ

とによりインド政庁は混乱をきたしたが、総督の権限を強化し、カウンシルを総督の補佐

機関とすることで、ロンドンからは監督しきれなかったインド統治を、絶対的な権限によ

りインドを統治する総督に委ねることになった56。この点に関してサザランドは、「本国政

府と会社の関係の新時代」のはじまりとしてピットのインド法を高く評価している57。 

ダンダス法案とフォックス法案の廃案に続いて提出された 1784 年のピット法案は、小

ピット自身による 1784 年 7 月 6 日の下院演説によれば、ダンダス法案が 1773 年規制法や

既存の会社構造を完全に否定するものではなかったように、「完全に新しい」制度を導入す

ることによるのではなく(not by introducing an ‘absolutely new’ system)、「会社の古い構

造」を改造することによって(by remodeling the old constitution of the Company)インド改

革を試みるものだという58。しかし、そのシステムを通じて小ピット政権が進めたインド

改革は、極めて重大な内容を持つものであった。それについては、次章以下で検討してゆ

く。 

                                                   
56 1786 年修正法（26 Geo.III, c.16）で、総督はカウンシルの決定を覆す権利を付与される。 
57 Sutherland, East India Company, p.414. 
58 Parl. His., XXIV, pp.1085-1100. 
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第 4 章 インド政策のはじまり―インド法制定後の課題 

 

 1784 年にピットのインド法(24 Geo.III, c.25, 以下インド法とする)が成立したことによっ

て、はじめてイギリス政治史上に「インド政策」といえるものが登場した。というのは、そ

れまでのインド問題に関する政府の決定は、あくまで東インド会社問題への対処にすぎず、

直接的なインド問題への干渉を意図的に避けてきたからである。1784 年インド法によって

インド問題担当部局 BOC（Board of Commissioners for the Affairs of India, 略称 Board of 

Control, 以下 BOC がはじめて設置されたことによって、インド問題への政府の対応が「イ

ンド政策」といえるものとしてはじまった。1770 年代のイギリス政治上に展開したインド

問題への取り組みのひとつの成果として 1784 年インド法があり、同法は東インド会社史で

あれイギリス帝国史であれ、18 世紀後半におけるインド問題の到達点とされてきた。しか

し、小ピット政権初期（ここでは政権成立から 1793 年まで）のインド問題に関する政策を

具体的に検討してゆくと、インド法はあくまで法的枠組みという土台を築いたにすぎない

ことがみえてくる。 

本章では、インド法の実質的起草者であり、小ピット政権におけるインド政策決定の最重

要人物であったヘンリ・ダンダスについて、BOC の運営実態とインド問題に関する活動を

考察してゆくことで、小ピット政権におけるインド政策の実態を明らかにしてゆく。最初に

第 1 節で、インド政策の政策主体となる BOC の中心人物であったダンダスについての基本

事項を確認する。さらに、下院での発言や新聞報道などをもとに、ダンダスおよびインド政

策に対する同時代認識を検討してゆく。これらをふまえて第 2 節では、BOC の委員会議事

録を主な史料として、BOC 運営を実証的に明らかにしてゆく。また、こうした実態的な運

営と同時にダンダスが具体的にどのような活動をしていたのか検討してゆく。 

 

第 1 節 ダンダスのインド政策への関与 

（１）ダンダス略歴 

ヘンリ・ダンダスは、1742 年にスコットランドのエディンバラシャー（ミドロージアン）

でロバート・ダンダス（Robert Dundas, Lord Arniston, 1685-1753）の第 4 子として生まれ

た1。莫大な資産こそないものの、アーニストンのダンダス一族は、スコットランドではよ

                                                   
1 以下、ダンダスの経歴は主に次を参照。James Imray, Memoirs of the Right Honorable Henry Dundas, 

Lord Viscount Melville, … (London, 1805); Cyril Matheson, The Life of Henry Dundas, first Viscount 
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く知られた法曹一族であり、ダンダスの父や異母兄はスコットランド内で有力な役職(Lord 

president of the court of session)についている。ダンダスもまた、エディンバラ大学で学び、

1763 年に法廷弁護士となって法律家としてキャリアをスタートし、1766 年にスコットラン

ド法務次長(solicitor-general for Scotland)、1775 年に検事総長(Lord advocate, -1783)に就任

し、法曹界でその頭角をあらわしていった。 

ダンダスは 1774 年から下院議員としても活動を始めている。ダンダス家は、エディンバ

ラシャーに強力なパトロネジを有しており、1761 年に兄ロバート・ダンダス(Robert Dundas, 

1713–1787)が公職に就いた時にサー・アレクサンダー・ギルモアに議席を譲り、以後ギルモ

アを支援していた。ダンダスはこのギルモアと競って 1774 年に同選挙区から出馬し勝利す

ると、その後 1802 年までこの選挙区を他に譲ることはなかった2。ダンダスの議会処女演説

は、1775 年 2 月 20 日で、アメリカ植民地に関する議論においてであった3。彼はすぐに、巧

みな論客として知られるようになり、これ以降もアメリカ問題や経済改革をめぐる議論で

活発に発言し、1780 年頃までには一流の議会演説者（parliamentary speaker）として周囲

に認められていた。 

スコットランド出身のダンダスは、1784 年春の小ピット政権における最初の総選挙にお

いて、スコットランド議席への対応を一任され、公私において小ピットと親しく、インド問

題に絶対的な影響力を有しただけでなく、事実上のスコットランド担当大臣 (virtually 

minister for Scotland)であった4。ただし、18 世紀前半にアーガイル公（The 2nd Duke of Argyll, 

John Campbell, 1678-1743）5のような人物が独立してその権威をスコットランド勢力におい

て有したのに対し、ダンダスの権威は、首相小ピットとの私的および政治的なつながりなく

しては存続し得なかった。1746 年以来、スコットランド担当大臣（secretary of state for 

Scotland）は廃止され検事総長が地方長官としてスコットランドの統治と司法を任されてい

た。また、1763 年のビュート退陣以降は、ロンドン政界でスコットランド問題を一手に担

                                                   
Melville, 1742-1811 (London, 1923); Michael Fry, The Dundas Despotism (Edinburgh, 1992). 

2 Lewis Namier and John Brooke, The House of Commons 1754-1790 [以下 HoC ], 3vols (1964), vol.2, 

pp. 354-357; HoC, vol.1, pp. 478-479. 
3 Debate in the Commons on Lord North’s Propositions for Conciliating the Differences with America, 

in W. Cobbett, Parliamentary History of England from earliest period to 1803 [以下、Parl. His.], XVIII, 

p.332. 
4 ダンダスは次のようにあだ名された。“King Harry the Ninth,” “Grand Manager of Scotland,” “Great 

Tyrant” and “The Uncrowned King of Scotland”. 
5 なお、第 2 代アーガイル公とともに、弟で後の第 3 代アーガイル公となるアイレイ伯アーチボルド・キ

ャンブル(Earl of Ilay, later The 3rd Duke of Argyll, Archibald Campbell, 1682-1761)がスコットランド

勢力を支えた。 
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うような強力なスコットランド人はいなかった。周知のように 1707 年の合同後、スコット

ランドは議会下院に 45 議席を有するが、これらのスコットランド選出議員は、与党に協力

的に投票している6。シェルバーン政権時の例外的な事例もあるが、議員の投票行動にみる

限りでは、イングランドとスコットランドは帝国としての一体性を確認することができる。

1707 年の合同は、その直後はスコットランド担当大臣をおいて政治的な合同の安定を維持

してきたが、18 世紀後半、おそらく 1760 年代以降には、正式なスコットランド担当大臣を

おくことなく政治的合同を実現させられる程度に両者の政治的関係は安定してきていた。

ダンダスは、北部はアソル公爵家（Dukes of Atholl）、ゴードン公爵家(Dukes of Gordon)、

南部はバックル公爵家(Dukes of Buccleuch)、ハミルトン公爵家(Dukes of Hamilton)といっ

たスコットランド大貴族と協調し、スコットランド議席を彼の管理下に置くことに成功し

た。これだけでなく、彼は、とくに法律については父のように慕った兄ロバートと協力し、

スコットランド独自の法律・伝統にかかわる政策をうちだすことで、スコットランド政治を

掌握していった7。 

ここで、18 世紀におけるスコットランドの問題について概括しておきたい。この問題は、

ダンダスのインド政策を検討するためには無視できない要素であり、スコットランドと帝

国との関係を考察するうえでも重要となってくる。1707 年の合同以後も依然として、イン

グランドに比較してスコットランド経済が遅れていたことは8、18 世紀半ばまで非常に深刻

な問題であった。このようなスコットランドの経済的な位置を大きく転換させていくのが、

帝国だった。イギリス帝国（British Empire）の 19 世紀以降の発展にスコットランドが果た

した役割は大きく、とりわけグラスゴウ等の経済的発展はよく知られている。当時の多くの

スコットランド人がそうしたように、ダンダスの家系も、息子をインドへ送りネイボッブと

して経済的に成功することを試みていた9。インドのような植民地へ渡ったスコットランド

人が、陸海軍人および文官として果たした役割は、帝国というより広い視野からあらためて

検討する余地があるだろう。というのは、このことは単に植民地で生計を立てるために職を

                                                   
6 HoC, Vol. 1, pp. 166-175. 
7 例えば、1781 年のタータン着用禁止令(Disarming Act, 1745: 19 Geo. II, c.39)撤廃などに尽力した。 
8 スコットランドは、1707 年の合同によって航海法でしめ出されていたイングランド商業圏に参入できる

ようになったが、1700 年のダリエン計画失敗以来、18 世紀前半において経済的窮乏化を経験した。岩井

淳「二つのブリテン帝国と連合王国―近世のスコットランドとイングランド」松本彰・立石博高編『国民

国家と帝国―ヨーロッパ諸国民の創造』（山川出版社、2005 年）所収、161 頁。 
9  ODNB (Michael Fry, ‘Dundas, Henry, first Viscount Melville (1742–1811)’, Oxford Dictionary of 

National Biography, Sept 2004; online edn, May 2009 [http://www.oxforddnb.com/view/article/8250, 

accessed 27 July 2009])によれば、ダンダスの兄弟では 3 名がインドへ行き、そのうち 2 名が現地で死亡

した。 
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得たという以上の意味を有していたように思われるからである。このようにスコットラン

ド人が経済的にも社会的にも成功することは、イギリス帝国のなかでのスコットランドの

地位を確かなものにしていった。そして、こうした帝国内の地位向上には、これらのスコッ

トランド人が専門職における優れた能力を武器にしていたことも留意しなければならない。

これらの点は、欧米のみならず日本でも研究蓄積のあるスコットランド啓蒙や文学・芸術と

いったような分野における側面での展開との関連も今後求められてくるであろう10。またス

コットランドの経済的な遅れは、合同後もイングランド人に根強く残った反スコットラン

ド感情（anti-Scottish feeling）の要因のひとつであったろう11。スコットランドの経済的発

展は、この反スコットランド感情を緩和することにつながったかもしれないが、イングラン

ドとスコットランドが帝国としての一体性を強化することになった最大の理由は、18 世紀

後半に直面した対仏戦争による協調の必要であろう。小ピット政権期に、政治・経済・軍事

的な面で両者の帝国としての一体性が促進されたことは強調していいだろう。 

前述のようにダンダス自身は非常に裕福な生まれというわけではなかったし、嫡男でも

なかったが、幸運なことに結婚による財政的恩恵を受けた。1765 年に彼が結婚したエリザ

ベス(Elizabeth, 1751–1843)は父デイヴィッド・ラニー（David Rannie of Melville, 1712–1764）

の相続人であった。ラニーは「イースト・インディアメンの親方」(master of East Indiamen)

といわれるほどインド貿易に関与していた人物で、ラニーの地所を管理することによって

ダンダスは、インド貿易にかかわっていたジョン・マッケンジー(John Mackenzie of Delvine)

とジョン・デイヴィッドソン(John Davidson)とも知り合った12。 

 中央政界に入ったダンダスは、ノース政権末期の 1781 年 4 月にインドのカーナティック

戦争に関する調査委員会で委員長を務め、自身の政治家としてのキャリアを積んだ。フォッ

クス・ノース連立政権期には、彼は反政府派の重要な人物となっており、連立政権が注力し

たフォックスのインド法案にかかわる議会討論でもいくつか重要なスピーチを残している。

とりわけ、1783 年 12 月 1 日のスピーチを、後にダンダス自身が、彼の議会演説のうち最上

                                                   
10 ホント＆イグナティエフ『徳と富―スコットランド啓蒙における経済学の形成』（未来社、1990 年）；田

中秀夫『スコットランド啓蒙思想史研究―文明社会と国制』（名古屋大学出版会、1991 年）；北政巳『スコ

ットランド・ルネサンスと大英帝国の繁栄』（藤原書店、2003 年）。 
11 リンダ・コリは、18 世紀に繰り返し描かれたスコットランドの貧困とともに根強い反スコットランド感

情を指摘している。Linda Colley, Britons: Forging the Nation 1707-1837 (New Heaven, 1992), pp.114, 

118 〔川北稔監訳『イギリス国民の誕生』（名古屋大学出版会、2000 年）、121 頁〕. 
12 G. K. McGilvary, East India Patronage and the British State: the Scottish Elite and Politics in the 

Eighteenth Century (London & New York, 2008), p.166.  
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のものと自負したことは13、ダンダスのキャリアにおいてインド問題への関与が重要であっ

たことを示唆するものといえるだろう。いまや、議会において最も重要な論客のひとりにま

で上ってきたダンダスの言動は、当時隆盛し始めていた新聞や雑誌の記事、パンフレットの

なかで頻繁にとりあげられ、議会内外の衆人に注目されていた14。 

ダンダスは、ノース政権が倒れた後の第二次ロッキンガム政権およびシェルバーン政権

でも、先述の 1775 年に就任した検事総長の職を保持しつづけたが、1783 年４月のフォック

ス・ノース連立政権でこれを失った。その後、1783 年 12 月に成立した小ピット政権におい

て、ダンダスは、海軍主計長官（treasurer of the navy）に就任した。前章でみたダンダスの

インド法案を土台としたピットのインド法が 1784 年に成立すると、同法によって新設され

た BOC の委員の一人となり、小ピット政権のインド政策を牽引した。1791 年 6 月には内務

大臣（home secretary）、1794 年 7 月には新設の陸軍大臣（Secretary for War）に就任し 1801

年まで小ピット政権を支えた。小ピットが 1804 年再度政権につくと、海軍大臣（first lord 

of the Admiralty）としてダンダスも復帰したが、翌 1805 年に公金費消の廉で弾劾にかけら

れた。結果的に弾劾裁判では無罪となったものの、それ以後彼が官職につくことはなかった。

ダンダスは、1805 年にはスコットランドへ戻りロンドン政界から引退したが、スコットラ

ンドおよびインド関連事案について依然として無視できない影響力を保持し続けたとされ

る。 

 

（２）ダンダス批判にみるインド政策への同時代認識 

1784 年にピットのインド法で新設されたインド担当部局である BOC は、設立者といえる

小ピットとダンダスのほかに、シドニー(Thomas Townshend, first Viscount Sydney, 1733-

                                                   
13 HoC, vol.2, pp. 356-357. 
14 例えば、1780 年代の主要なインド政策に関連した人物として小ピット、フォックス、バーク、ダンダス

についての記事や風刺画の点数を検索すると次のようになる。Eighteenth Century Collections Online 

(タイトルのみ、1770-1800 で検索)の場合、小ピット 149 点、フォックス 321 点、バーク 415 点、ダン

ダス 112 点である。Making of the Modern World（タイトルのみ、1770-1800 で検索）の場合では、小

ピット 52 点、フォックス 41 点、バーク 66 点、ダンダス 17 点である。National Portrait Gallery の所

蔵検索では、小ピット 167 点、フォックス 299 点、バーク 103 点、ダンダス 80 点である。これらの検

索結果にはかなりの留保が必要だが、当時のダンダスへの注目度をしる大雑把な目安にはなろう（2014

年 5 月検索）。 
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1800)15、ウォルシンガム(Thomas de Grey, second Baron Walsingham, 1748-1818)16、グレン

ヴィル (William Wyndham Grenville, Baron Grenville, 1759-1834) 17 、マルグレイヴ

(Constantine John Phipps, second Baron Mulgrave in the peerage of Ireland and Baron 

Mulgrave in the peerage of Great Britain, 1744-1792)18の 4 名を加えた計 6 名で構成された。

設立当初の長官職（President）は、キャスティング・ボートを有していたが他の委員に優越

する特別な権限はなく、他の委員同様に無給で、インド法第 3 条の定めによって設立時最初

の長官はシドニーが務めた19。 

正式に BOC の長官職が設定されるのは 1793 年であるので混乱をきたしやすいが、就任

時の宣誓と署名が記録されている BOC の委員会議事録によれば、1784 年 9 月から 1790 年

3 月までシドニーが、その後 1793 年 6 月までグレンヴィルが長官を務め、グレンヴィルの

後 1801 年 4 月までは、正式に役職化されてからの初代長官をダンダスが務めている20。こ

のため 1784年設立時よりダンダスが長官であるかのような記述も既存研究に散見される21。

このような記述には、たんなる役職上の問題というよりも、当時のダンダスがインド政策に

実際どのような影響力を有していたのかという点にかかわっているように思われる。そこ

                                                   
15 シドニーは強力な縁故を有するタウンゼント一族の一員であり、第二次ロッキンガム内閣で陸軍卿

(Secretary at war)、続くシェルバーン内閣で内務大臣（Home secretary）を務めた。ノース・フォック

ス連立政権での空白を挟んで、1784 年 12 月から再び小ピット内閣で内務大臣に任命され、1789 年 6 月

まで務めた。シドニーについての基本情報は以下による。HoC, vol.3, pp. 554-556; Ian K. R. Archer, 

‘Townshend, Thomas, first Viscount Sydney (1733-1800),’ODNB, May 2009 

[http://www.oxforddnb.com/view/article/27636, accessed 13 May 2014]. なお、これらの典拠は言うま

でもなく、議員やイギリス史上の人物について基本情報を確認する際に最初に見るべきものであるが、ど

ちらも長官どころか BOC についての経歴さえ触れていない。 
16 ウォルシンガムは、フォックスのインド法案に反対し、1783 年 12 月以降から小ピット政権を支持した

政治家。アイルランド問題や外交問題に長け、BOC 設立から 1791 年まで委員を務めてインド政策に貢献

した。 
17 小ピットの従兄弟であったグレンヴィルは、後にホイッグ野党に転じて小ピットの後継首相（1806-7）

として活躍した。BOC 設立当初から委員を務め、長官にもなっているがインド政策への関与はあまり知

られていない。陸軍主計長官(Paymaster of Forces, 1784-9)、内相(Home Secretary,1789-91)、外相

(Foreign Secretary, 1791-1801)などの役職を務めて、各役職の立場から小ピット政権のインド政策にも

貢献している。彼の経歴については次も参照。Peter Jupp, Lord Grenville 1759-1834 (Oxford & New 

York, 1985). 
18 1766 年にアイルランド貴族として父親が創設したマルグレイヴ男爵を 1775 年に引き継ぎ、1790 年に

はブリテン貴族として授爵した。海軍士官および議員として活躍し、BOC の初期委員を務めたが 1791 年

に健康上の理由から辞職し、翌年には死去した。 
19 インド法第 3 条は、国務大臣が長官ないし委員長を務め、国務大臣が不在の時には大蔵大臣が、さらに

大蔵大臣も不在時には残りの委員のうち最も古参の者(the senior of the said other commissioners, 

according to his rank in seniority of appointment)が代役となることを定めている。第 4 条では、委員会

の意見が同数で割れた場合、長官が決定権を持つことを規定した。 
20 Minutes of the Board of Control, IOR, F/1/1-2. 
21 現在でもなお最も著名な東インド会社研究のひとつであるフィリップスの著書の付録に BOC 長官リス

トが収録されており、そこでは 1784 年 9 月 5 日から 1801 年 4 月 25 日までダンダスが長官となってい

る。C. H. Philips, The East India Company 1784-1834 (Manchester, 1940), appendix III, p.338. 
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で、本節ではまず、ダンダスに関する同時代認識について考察しておこう。 

ダンダスが実際に長官に就任する 1793 年 6 月以前から、当時インド問題に熱心に取り組

んでいたエドマンド・バークは、1787 年には、ダンダスが BOC 内つまり政府のインド問題

において絶対的影響力を有しているということは周知の事実であると主張していた22。当時

フォックス派に属していたバークが、野党としてダンダス批判を行うのは十分考えられる

ことで、その批判内容を字句通り受け止めてよいのだろうか。以下では、下院においてダン

ダスがどのように認識されていたのか確認してゆこう。1784 年から 85 年頃の下院発言をみ

てゆくと、インド政策についての政府側の主要な発言者は小ピットであった。これには、

1783 年 12 月に小ピット政権が発足して以来、野党は、国王のフォックス法案への介入やそ

れに続く新政権の正当性に疑義を呈しており、84 年 3 月の解散に至るまでしばしば不信任

の意を表していた。こうした野党の攻撃に対応するなかで、小ピット自身がインド問題に関

して直接発言することは自然に思われる。また総選挙における勝利の後も、インド法案の検

討中とインド法制定直後においては、小ピットが発言している。しかし、1785 年から 86 年

頃になると、徐々に小ピットにかわって、インド法案の土台をつくりインド問題に精通した

人物としてすでに知られるようになっていたダンダスが、下院におけるインド問題の代表

的発言者としてあらわれてくる。 

このような小ピットからダンダスへのインド問題の代表的発言者としての移行は、当時

の報道からも読み取ることが出来る。ロンドンで発行された 1784年 10月 19日付の新聞は、

インド問題についての議会議事の中で「強奪者」(Usurper)と「職務怠慢」(Delinquent)とい

う語がヘースティングズにあてられたという記事を掲載し23、その記事の中で、とりわけダ

ンダスが職務怠慢を強調していたとして彼の発言を引用した。同記事は下院でのインド問

題議事におけるダンダスの存在感を感じさせる24。同じくロンドンで発行された 1787 年 4

月 24 日付の新聞は、下院でのインド予算(India budget)とよばれるインド問題の財政的側面

の議題について、BOC 委員としてダンダスが積極的に発言する様を描写する一方で、小ピ

ットが討論の最中ほとんど発言しなかったことを報じている25。新聞のようなメディアが当

                                                   
22 なおダンダスは、「自分は委員の一人にすぎない」と述べてバークの主張を否定している。The Writing 

& Speeches of Edmund Burke, vol.VI (New York, 2008), p.471.  
23 ヘースティングズの弾劾裁判については、本論文 58 頁注 99 参照。 
24 Whitehall Evening Post, Tuesday, October 19, 1784. 
25 同記事が小ピットの消極的な発言にあえて触れているのは、議論の中心がインド問題に移ったとき当初、

反対派シェリダンが回答者に小ピットを指名しており、議論の展開のなかで次第に中心的回答者がダンダ

スになっていったさまを描写しているからである。World and Fashionable Advertiser, Tuesday, April 

24, 1787. 
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時急速に発達しつつあったことを考慮すると、こうした新聞報道などを通じて議会でイン

ド問題の精通者として BOC の代表的発言者となったダンダスの様子が、議会外の人々にも

広く認知されるようになっていたことは想像に難くない26。1771 年春以来、それまで禁止さ

れていた議会報道が実質的に自由化されると、70 年代から徐々に議会においてその重要性

を増していたインド問題は、格好の報道対象になっていた。また元来、18 世紀において数

千人規模の株主を有した東インド会社に関する情報は、人々のもっとも必要とする情報の

ひとつでもあった。新聞報道にみられるインド問題としては、上述の議会議事だけでなく、

東インド会社本社で行われる株主総会(Court of proprietors)やインドとの通信文書や船舶

情報、株価情報、さらにはインドにおける出来事など多様な情報が開示されていた。 

議会発言の主要な担い手となったダンダスは、BOC すなわち政府のインド政策にたいす

る批判の矢面に立つこととなった。政府批判を行うにあたり反政府派は、インド政策そのも

のを批判するのではなくダンダス個人を攻撃する方法をとった。このことは、当時の政治内

部で対立する小ピット派とフォックス派がともにインド問題の対策においては、当初から

同一路線に乗っていたことに起因する。前述のようにノース政権期の議会調査委員会にお

いて 1781 年の秘密委員会ではダンダスが委員長として調査にあたったが、これに対抗して

翌年バークを中心とする特別委員会が新たに設けられた。これらの 2 つの委員会はあきら

かに競合していたが、対外的には協調路線を強調していた27。イギリス政治内部におけるイ

ンド問題は、その方法や細部は異なっても目指す方向性が同一であったので、フォックス派

は対立党派である小ピット政権が打ち出すインド政策について根本的な批判を行えば、そ

れは自己批判につながりかねなかった。そのため政府のインド政策への批判は、基本的にそ

の代表的発言者であるダンダスへの個人攻撃にならざるを得なかったと考えられる。 

ダンダス批判の主な内容は、彼一人にインド政策の権限が集中しているということであ

った。ダンダス一人がインド政策の権限を握るのではないかという懸念は、東インド会社関

係者やインド法案危機に絡む政治家の間では、すでにピットのインド法制定前後から浮上

していた28。下院において幾人かの発言者は、ダンダスが BOC 長官に就任する 1793 年以前

から、彼を指して「委員会の長」(head of the Board)とか「委員会の議長（委員長）」(chairman 

                                                   
26 フィリップスは、1787 年までにはダンダスの支配(ascendancy)は広く認知されるようになっていたと

している（この点について個別の典拠は明示されていない）。Philips, East India Company, p.35. 
27 W & S of Edmund Burke, V, p.190. 
28 L. S. Surtherland, The East India Company in Eighteenth-Century Politics (Oxford, 1952), p.408. 
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of the Board)とか形容していた29。時には、BOC とは「ダンダス氏の遠回しな呼び方に過ぎ

ない」とあたかもダンダス一人が BOC の運営を牛耳っているかのような批判もあった30。 

インド政策に対する批判がダンダスに集中すると、次第に反政府派がダンダスを批判し、小

ピットやグレンヴィルなどの BOC の同僚委員がダンダスを擁護するという流れが、下院で

のインド政策をめぐる議論のひとつの構図として成立してくる。例えば、1787 年から 88 年

にインドへの正規軍増派問題とインド軍統合問題〔この事例は第 5 章で詳述〕をめぐって下

院で激しい論争があった際の、1788 年 3 月の議論の構図をみてゆこう。このとき、反政府

派の主要な論客エドマンド・バークは、「委員会のアトラス」（the Atlas of the Board）と比

喩を用いてダンダスを激しく攻撃した。これらの批判に対しダンダス本人は「私は委員会

〔BOC〕において一人の委員である以上に権限を有したことはない」と権限集中を完全に否

定している31。また後日続けられた同議論では、BOC 委員マルグレイヴが、インド法とフォ

ックスのインド法案との相違点についてこれまで下院で述べられたことに関して簡潔に発

言すると、反政府派のシェリダンがすかさず、「〔マルグレイヴ卿は〕BOC 委員であるけれ

ど、この問題について何か発言されるなんて」と大げさに驚きを示し、BOC 委員であって

もダンダス以外は発言などしないかのように揶揄することでダンダスへの権限集中を暗に

批判した。これを受け、マルグレイヴは「ダンダス氏と自分自身との間に意見の相違はない」

と発言し、つづけてダンダスによる他の同僚委員への助言の公平さや BOC 内部の公平さを

詳細に述べた。さらに同じく委員であるグレンヴィルは、「ダンダス氏以上に委員会で高尚

な立場の者はなく、委員会の活動全てに等しく責任を負っている」と述べ、また小ピットも

「〔ダンダス氏は〕委員会の他の委員と等しく権利を有している」と付け加え、こぞってダ

ンダスの擁護に当たった32。このようにして 1780 年代後半には、反政府派がインド政策を

批判するにあたって、政府の代表的発言者であるダンダスをやり玉にあげ、政府側はダンダ

ス以外の BOC委員が発言することによって批判内容を否定したり釈明したりしてダンダス

擁護にあたるという構図が出来上がっていた。これは、1793 年にダンダスが BOC 長官に就

任する以前にほぼ確立されており、その背景としてすでに 1780 年代後半にダンダスが下院

で BOC つまり政府のインド政策についての代表的発言者となっていたことが考えられる。 

                                                   
29 これらはあくまで議会発言にみられる表現であり、公式には長官および委員長は一貫して President で

ある。 
30 Debate in the Commons on the East India Declaratory Bill, in Parl. His., XXVII, p.206. 
31 March 7, 1788, Parl. His., XXVII, pp.132-135. 
32 March 12, 1788, Parl. His., XXVII, pp.187-190. 
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反政府派のダンダス批判の主な論点は、1784 年インド法の規定によれば長官を含め平等で

あるはずだが、BOC 委員の権限を逸脱してダンダス一人に権限が集中しているということ

であった。これを踏まえて反政府派は、ダンダスひいては BOC がインド法で BOC に付与

された権限を逸脱した政策を行おうとしている、と主張したのであった33。このような反政

府派の批判内容は、ダンダスへの BOC 権限集中を前提に組み立てられている。本項序盤で

みたように、ダンダスが BOC の中心的な人物であるということは、当時の議会内外で共通

の認識であったと考えられるが、BOC の権限がダンダスによって独裁的に掌握されていた

という反政府派の批判は事実であったのだろうか。上述の構図におけるダンダス擁護では

このような批判は否定されている。以下第 2 節では、実際の BOC 運営を BOC 議事録など

の史料を用いて実証的に検討してゆく。 

 

第 2 節 BOC におけるダンダス 

（１）BOC 運営と委員の活動 

前節では、下院議論においても、当時発展し始めた議会報道を通じて議会外でも、小ピッ

ト政権のインド政策がダンダスを中心に行われているという認識が共有されていたことを

確認した。本節では BOC 運営の実態を確認することで、当時批判されたようにダンダスが

独裁的にインド政策を決定していたのかを検討してゆく。そのために、まず BOC の委員会

の会議録を確認する34。BOC は前述のようにインド法によって設立され、委員は 1784 年 8

月 31 日に任命、初回すなわち就任会議は同年 9 月 3 日に、公式の長官であるシドニーを委

員長として開催された35。 

18 世紀末以降の東インド会社史を著したフィリップスは、同会議録をもとに最初の 2 年

間、シドニーと小ピットはほとんど欠席したので、当初から委員会はダンダスが統括したと

している。毎回の出席者と委員長を記録した会議録によれば、初期において出席率からみた

BOC 会議の主要メンバーは、ダンダス、グレンヴィル、マルグレイヴ、ウォルシンガムの

4 名であった（図表 4-1 参照）。フィリップスの指摘するように、基本的に、委員長すなわち

会議の司会役はダンダスが務めていた。会議の司会役としての委員長は、インド法第 3 条に

規定されたとおり、国務大臣であるシドニーが不在時は大蔵大臣として小ピットが務め、両

                                                   
33 BOC の権限に関する規定については、1784 年インド法第６条に規定されている（24 Geo.III, c.25, vi）。 
34 IOR/F/1/1-2. なお本稿では便宜的に表記を次のようにする。組織としての委員会を指す場合に「BOC」

とし、会合としての委員会を指す場合は「BOC 会議」とする。 
35 IOR/F/1/1, ff.1-3. 



88 

 

者が不在時にはダンダスが務めていた。実際の 1784 年および 85 年の会議の出席状況は次

の通りである。1784 年に会議は 22 回開かれており、そのうちシドニーが出席して委員長を

務めたのは 9 回、小ピットは就任の宣誓の初回 1 回のみ、ダンダスは 17 回でこのうち委員

長として 13 回、ウォルシンガムおよびグレンヴィルは 22 回でともに欠席なし、マルグレ

イヴは 17 回であった。1785 年に開かれた 58 回については、シドニーの出席は 8 回、小ピ

ットは出席 8 回のうち委員長を 2 回ほど務めた。ダンダスは 51 回出席しており、シドニー

ないし小ピットが委員長を務めたのは合わせて 10 回で、それ以外の 48 回はダンダスが委

員長を務めた36。 

以上のような会議の出席に関するデータからは、一見して、小ピットがインド法制定以降

はインド問題処理にほとんど関与していないかのように思える。小ピット研究で知られる

アーマンは、1784 年から 86 年の期間に小ピットが BOC 会議 116 回のうちわずか 17 回しか

出席していないことを指摘している37。このことは小ピットが、前節でみたような議会での

インド問題をダンダスに委任したことを実質的なBOC運営面でもそうであったと裏付けて

いるかのように思われる。また、長官であるシドニーも形式的な委員であるかのようにも思

える。前節では、下院において BOC 委員がダンダス批判に対して、委員内部の公平性を主

張したことを実際の発言等をふまえて触れたが、フィリップスの研究ではシドニーが当初

より長官である彼自身よりもダンダスがBOCを統括していることに不満をもっていたとし

ている。また、シドニーのインド問題(India business)対応への準備不足を理由に、小ピット

が彼のそうした不満を無視し基本的にはダンダスに同調したという38。 

これらの点について、以下で実態的側面から検討してみよう。アーマンが検討対象とした

1786 年までの時期において、BOC 会議でもっとも重要な議事内容は、インドにおける戦後

処理の問題であった。1760 年代から 70 年代に起因するインドにおける戦争に関する諸問題

は、1780 年代半ばにおいても依然として東インド会社に重くのしかかっており、BOC はこ

の対応に追われていた。1780 年代半ばには、アルコット太守(Nabob of Arcot)の負債問題が

                                                   
36 IOR/F/1/1. なお、フィリップスは 85 年の会議数を 59 回、ダンダスが委員長を務めた回数を 49 回と

しているが、議事録では、第 33 回の会議録がなく、3 月 4 日の第 32 回と 3 月 18 日の第 34 回の間に実

際に会議が開かれたか定かではなく、開かれた場合の出席者および委員長は不明である。会議録の史料の

フォリオ・ナンバーは第 32 回と第 34 回の記録は通しとなっており、史料における記録上の単純な誤り

である可能性もある。これについて現時点では、他の史料等によって事実の確認はできていない。Philips, 

East India Company, p.34n. 
37 会議録では、84 年から 86 年の会議はあわせて 120 回開かれており、小ピットの出席は 120 回のうち

17 回確認できる。IOR/F/1/1；John Ehrman, The Yonger Pitt: the Years of Acclaim (London, 1969), 

p.195 and 195n.  
38 Philips, East India Company, p.35. 
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新たに東インド会社と BOC を悩ませた39。これは、カーナティック地方政権とデカンのニ

ーザム王国の勢力争いとなった第二次カーナティック戦争でアルコット太守が受けた軍事

的援助の結果、東インド会社およびヨーロッパ人・インド人の商人から多額の負債を負うこ

とになったことから生じた一連の負債・財政問題のことである。アルコット太守の負債をめ

ぐって BOC と東インド会社役員会との間で論争が生じたが、このことはすぐに公となり、

エドマンド・バーク等によって下院で BOC 批判も行われた。バーク等はさらなる調査報告

を下院で明らかにするよう求めたがこれは拒否され、1784 年 7 月頃には一時混乱するも40、

1785 年秋から翌年春にかけて BOC は 1784 年以来の同問題に対する政策を変更し、一連の

問題を役員会から切り離して役員会の秘密委員会へゆだねることとした41。これらインドに

おける戦後処理の問題は、インド法成立過程の諸法案でも主要トピックを形成しており、当

該問題への小ピットの見解はすでにインド法制定過程において示されてきた42。 

1784 年から 86 年頃までの BOC 会議の議事録をみてゆくと、アルコット太守の代理人か

らの書簡や関連するカーナティック地方の歳入問題の検討が頻繁にあらわれてくる。先に

触れた小ピットの見解でも同様であるのだが、ここで問題となっているのは、インドにおけ

る戦争と個人の問題の境界線であった43。BOC 議事録は、詳細な会議の議事を伝えるもので

はなく、基本的には会議の議案とその結果を記録している。そのため、特別に修正などの指

令を発していない場合は、その検討過程は同議事録からはほとんどわからない。当該問題の

案件が頻繁に関係者の書簡や東インド会社の文書として会議で取り上げられていることは

確認できるが、多くの場合、この件について BOC が特別な指示や見解を関係者に伝えた記

録はない44。こうした記録からは、BOC が当該問題の詳細かつ最新の情報を入手し、問題の

把握には努めているが、BOC としての独自の見解を示すことはまずなく、関係者間の問題

はあくまで個人の負債問題であるとして、介入しない姿勢を貫いたと言える45。 

                                                   
39 カルナータカ（カーナティック）太守のことで、首都アルコットからイギリス側の資料では「アルコッ

ト太守」の表記が一般的である。一連の問題については次を参照。J. D. Gueney, ‘Fresh Light on the 

Character of Nawab of Arcot,’ in Anne Whiteman, J.S. Bromely, P.G.M.Dickson (eds.), Statemen, 
Scholars and Merchants: Essays in Eighteenth-Century History presented to Dame Lucy Sutherland 

(Oxford, 1973). 
40 バークを中心とした一連の関与は次を参照。W & S of Edmund Buke, vol.III. 
41  Fort William-India House Correspondence and Contemporary Papers relating thereto [以下、

FWIHC ], XV, p.vi. 
42 例えば、Parl. His., XXIV, pp.1096, 1107 など。また、インド法において、同問題に対する速やかな調査

を指示している。FWIHC, XV, p.v. 
43 Parl. His., XXIV, p.1107. 
44 例えば、IOR/F/1/1, pp.18, 19, 20-21 など。 
45 なおこの負債問題についてはいまだに曖昧なまま残されている。P. J. Marshall, Problems of Empire: 

Britain and India 1757-1813 (London, 1968), p.38. 
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こうした戦後処理の問題とかかわって、1785 年頃よりインドにおける軍隊整備が徐々に

固められていった。インドにおける軍隊の問題は、次章にて詳細にとりあげるが、ここでは、

BOC がインドにおける軍隊の整備についてどのように対応したのかという点を確認してお

こう。インドにおけるイギリスの軍隊は主に東インド会社軍が占め、それはマドラス軍、ボ

ンベイ軍、ベンガル軍によって構成された。こうしたインドの軍隊についてはキャンブル

(Sir Archibald Campbell, 1739-1791)が協議にあたった。彼は、マドラス知事(Governor of Fort 

St. George)に任命されると46、渡印に先立ち数度にわたり委員会に招聘されて委員とともに

検討を重ね、1785 年 6 月にはインド軍整備案を委員会に提出している47。BOC はたんにイ

ンド軍整備そのものだけではなく、基本的にインド軍に関する他からの嘆願書等に対して

も、キャンブルと相談のうえ対応している48。 

ここで触れたキャンブルのマドラス知事任命についても確認しておこう。マドラス知事

のような上級職の任命問題は、政府と会社の対立をより明白にした。1784 年インド法では、

インド総督・マドラス知事・ボンベイ知事の任命には国王の認可を必要とするが、その任命

権は会社役員会が有するとしていた。1785 年にインド総督の後継問題が浮上してくると、

東インド会社の実力者サリヴァンは、総督にはヘースティングズを続投し、マドラス知事マ

カートニーの後継にはジョン・ホロンド(John Hollond)をという人事案を希望していた。こ

れに対し、BOC のヘンリ・ダンダスは、マドラス知事マカートニーはインド総督に、新マ

ドラス知事にはキャンブルをという人事案を構想した。つまり、インドにおける上級職の人

事について、会社と政府は異なる見解を示したことになる。インド総督については、第 6 章

でコーンウォリス任命を詳細に追うが49、マドラス知事については、サリヴァンがホロンド

を推し続けると、ダンダスはインド法に定められた国王の知事解任権をとりあげて牽制し、

自身の推すキャンブルをマドラス知事に就任させた。このようなマドラス知事任命におい

て明らかとなった東インド会社と政府の対立は、インド上級職の任命権の優越が実質的に

は政府にあることを確認して決着した50。 

商業問題を会社に残し、それ以外を政府が担うというインド法による体制は、一見すると

両者の区別を明瞭にしたかのようだが、実際にはこれらの区分は非常にあいまいであった。

                                                   
46 任期は,1786 年 4 月 6 日から 1789 年 2 月 7 日。 
47 IOR/F/1/1, pp.89-90. 
48 例えば IOR/F/1/1, p.87. 
49 なお、この時から小ピットはインド総督にコーンウォリスを検討していた。 
50 FWIHC, XV, pp.vi-vii. 
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それというのは、インドにおける会社の純粋な商業以外の活動も、商業目的のために付随し

て行われていたのであり、インドにおける会社の活動を厳密に商業活動とそれ以外に区別

することは困難であったからである。そのうえインド法は、東インド会社の全てのインドと

の通信文書を閲覧及び訂正する権限を BOC へ付与していた。これによって BOC は商務問

題にまで実質的に関与し得た。事実、こうした BOC の権限増大に関する問題が議会等で表

面化する以前から、BOC による会社の商務問題への介入の兆しが表れ始めていた。例えば、

すでに 1785 年 3 月、BOC は、東インド会社のインドにおける生糸独占貿易に関する指令書

について、会社による十分な説明と、インドへの指令書の訂正を求めた51。 

1785 年 4 月になると、機密事項を扱う秘密委員会(Secret Committee of the Board of 

Control)が内部委員会として活動しはじめた52。この秘密委員会は、機密事項をあつかった

ことから基本的に東インド会社役員会内の秘密委員会とのやりとりに関する点が主要部分

をしめることになった。こちらの秘密委員会の主要な参加者は小ピット、ダンダス、グレン

ヴィルであった（図表 4-2 参照）。内部委員会ということもあり特に規定があるわけではな

いようだが、通常の委員会記録と秘密委員会記録は厳密に区別されて管理されたことから

も、その境界はそれほど曖昧でもなかったようである。とはいえ、議事案件による明確な通

常委員会と秘密委員会との区別はできず、同一議事が機密性を高めた場合に秘密委員会で

の議論となったと考えられる。 

BOC 秘密委員会が開かれたのは、1785 年には 8 回、86 年に 8 回、87 年に 10 回、88 年に

4 回、89 年に 4 回、90 年に 8 回、91 年に 6 回、92 年には 1 回、93 年は 9 回となっている。

BOC 秘密委員会の活動の活発さの度合いは、東インド会社とりわけ役員会および役員会秘

密委員会との関係の安定の度合いと反比例している53。BOC 秘密委員会はその開始期であ

る 1785 年 4 月から 88 年頃が最も活発であり、会社との関係が非常に不安定な時期と重な

る。1787 年に次章で取り上げる東インド会社との対立が下院で表面化することになるが、

88 年に宣言法が制定されたことによって、ふたたび政府と会社の対立は水面下に行われる

ようになった。秘密委員会がふたたび活発となった 1793 年は東インド会社の特許状更改の

年であった。その後、1798 年頃から BOC 秘密委員会は不活発となり、最後の記録は 1805

年である。BOC と会社との関係の変化をみてゆくと、インド法制定直後の 1784 年から 85

                                                   
51 Minutes of the Board of Control, March 24th 1785, IOR/F/1/1, p.64. 
52 Secret Minutes of the Board of Control, IOR/L/PS/2. 
53 IOR/L/PS/2/1. 
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年頃は、法制度上 BOCが東インド会社をほぼ全般にわたって監督することになっているが、

実際には会社の影響力は依然として大きかった。つまり、BOC は法制度上、会社に対して

上位組織であるが、東インド会社は自身の権限の縮小を食い止めるべく実質的には政府の

監督強化に抵抗していたのである。しかし、BOC と会社はともにこのような対立を表面化

させることなく、内部協議を原則とした。また、BOC との連絡は会社の役員会および役員

会秘密委員会が行うが、会社には株主総会(General Court of Proprietors)が事実上かなりの

影響力を残していた。以下にみるようなダンダスによって会社との関係調整が計られた結

果、1790 年代後半にもなると BOC と会社との関係が安定しはじめたので、BOC は通常委

員会以外にあえて秘密委員会を設定する必要がなくなっていったと考えられる。 

 

（２）個人的コネクションの強化 

 前項末尾でみたように、BOC 設立当初は東インド会社との関係は不安定であったので、

BOC は通常委員会のほかに秘密委員会まで設けて会社との関係強化に取り組む必要があっ

た。東インド会社では、役員会のほかに株主総会がその運営に対して影響力を有していたが、

1784 年のインド法によって BOC との連絡は役員会に一元化された。そのため、直接的に

BOC が株主総会の決定や会社内部の紛争に悩まされることはなかった。そこでインド法制

定後、ダンダスは、会社内部の個人的コネクションとりわけ役員会内の役員個人とのコネク

ションの強化に注力した。ダンダスにとって幸いだったのは、会社側は内部抗争によって、

かつてのロバート・クライヴやローレンス・サリヴァンのような大物を擁立することは出来

なかったので54、従来からの会社役員関係者でダンダスと対等にわたりあうだけの個人を欠

いていた。さらに、従来会社の運営に絶大な影響力を有していた役員会の秘密委員会は、イ

ンド法によって再編されたため弱体化していた。 

 東インド会社内の二大利害勢力はシティ利害（City interest）と船舶利害（海運族、Shipping 

interest）であった。これら利害のイギリス政界での勢力を、フィリップスの著作巻末に付

されているデータを参照して、概観しよう。1784 年から 1833 年の東インド会社の役員は

110 名で、そのうちシティ利害は 29 名、船舶利害は 20 名、私貿易利害は 10 名、インド利

害 44 名、不明 7 名である55。1780 年から 1834 年までの下院におけるインド利害（インドと

                                                   
54 クライヴは 1774 年に、サリヴァンは 1786 年に没している。少なくとも 1785 年までは先のマドラス知

事任命問題でも触れたように、サリヴァンを中心に会社は政府の実質的権限強化に対抗していた。 
55 Philips, East India Company, Appendix II. なお、これは人数のカウントであり、同一人物が複数回

経験していても 1 名としている。図表 2-2 参照。 
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の関係が株式保有だけの場合は除外）を有する人物について彼が数えたのは 399 名である

56。その 399 名のうち、会社の役員経験者は 57 名である。フィリップスは、さらに 14 区分

に期間を区別し、それぞれの議員の選出区や与党支持か野党支持か等も付した詳細なリス

トを作成している57（以下、図 4-4 参照）。 

このリストによると、第一区分となる 1780 年 10 月から 1784 年 3 月において下院のイン

ド利害関係者は 71 名であった。その 71 名のうち、国王軍（King’s service）ないし会社軍

関係者（Company’s service）をインド利害として 33 名、シティ利害ないし船舶利害関係者

を 31 名、その他７名としている。また、この第一区分の期間について、フォックス支持

（supported Fox）か小ピット支持（supported Pitt）かを付しており、これによれば、1783

年 11 月でフォックス支持 31 名（インド利害 15 名、シティ・船舶利害 16 名）、小ピット支

持 11 名（インド利害 7 名、シティ・船舶利害 6 名）、フォックス支持から小ピット支持へ動

いたのは 12 名（インド利害 6 名、シティ・船舶利害 6 名）となっている。1784 年 1 月では

フォックス支持 26 名（インド利害 12 名、シティ・船舶利害 14 名）、小ピット支持 25 名（イ

ンド利害 14 名、シティ・船舶利害 11 名）を数えている。なお、1783 年 11 月にフォックス

支持から小ピット支持へ動いた 12 名は、84 年 1 月には全員小ピット支持のままであった。

このリストからは、1783 年 11 月から 1784 年 1 月までの数か月の間に、インド利害関係者

のあいだで不利であった小ピット派が、その支持者数を増やし、フォックス支持者と小ピッ

ト支持者はほぼ均衡するようになっていたことが見て取れる。 

フィリップスは、第二区分として小ピット政権期の 1784 年 5 月から 1790 年 6 月を設定

し、インド利害関係者 82 名を数えている。その 82 名のうち、インド利害 41 名、シティ・

船舶利害 34 名、その他 7 名を数え、シティ・船舶利害関係者はほぼ同数だが、インド利害

関係者がその数を増やしていることがわかる。この第二区分以降では、政府支持か野党支持

かを付しており、政府支持 38 名（インド利害 19 名、シティ・船舶利害 19 名）、野党支持 15

名（インド利害 8 名、シティ・船舶利害 7 名）となっており、圧倒的に政府支持者がその割

合を増やしている。 

第三区分では、同じく小ピット政権期にあたる 1790 年 8 月から 1796 年 5 月を対象に、

インド利害関係者 88 名をあげ、その 88 名のうちインド利害 52 名、シティ・船舶利害 34

名、その他 2 名を数えている。第三区分の期間では、政府支持か野党支持かについて、1790

                                                   
56 Philips, East India Company, Appendix IV. 
57 Philips, East India Company, Appendix I. 



94 

 

年 8 月と 1796 年 5 月の時点それぞれで数えており、1790 年 8 月では政府支持 36 名（イン

ド利害 19 名、シティ・船舶利害 17 名）、野党支持 25 名（インド利害 16 名、シティ・船舶

利害 9 名）、1796 年 5 月では政府支持 33 名（インド利害 17 名、シティ・船舶利害 16 名）、

野党支持 26 名（インド利害 17 名、シティ・船舶利害 9 名）となっており、政府支持が有利

であることは依然変わらないものの、野党支持者の比率が若干あがっている58。 

 ダンダスは、インド現地で活躍した社員が帰国すると、個人的な交流を深めて彼らのイン

ド在勤時代のコネクションや専門知識を大いに活用させてダンダス自身や小ピットへの情

報提供や助言を求めた。帰国したばかりで、ロンドンではまだ強力なコネクションを確保し

ていない人物にとって、小ピットやダンダスのような本国政界の大物政治家によるバック

アップは帰国後の社内外における自身の出世に役立った。以下では、ダンダスの支援をもと

に会社の頂点である総裁（chairman）59にまでなった 2 人の人物、デイヴィッド・スコット

(David Scott, 1746-1805)とチャールズ・グラント(Charles Grant, 1746-1823)について具体的

事例を確認してゆこう。 

デイヴィッド・スコットは、スコットランド北東部フォーファーシャーの地主ロバート・

スコット(Robert Scott, 1705-1780)の第 10 子として生まれ、13 歳でセント・アンドリュース

大学の入学資格を取得した秀才であった60。優秀だが財のない、そして嫡男でない他の多く

のスコットランド人同様、スコットは 17 歳で財を成すためにインドへ渡ることを決意した。

しかし、彼は東インド会社の社員としての推薦を受けることはできず、私貿易商人（private 

trader）としてインドへ渡り、現地でパールシー教徒の事業家や東インド会社社員と共同し

て商業を行った。このように私貿易商人としてインドで商業に携わった者が、現地で東イン

ド会社社員と共同して仕事に携わることは、決してまれなことではなかった。彼は、ボンベ

イでエージェンシー・ハウスを設立した61。スコットを含む私貿易商人や東インド会社によ

                                                   
58 本論文では 1793 年までを主な対象としているため、以後の期間を対象としたフィリップスのリストの

分析は省略するが、第四区分以降は、対象期間がより細分化しており次のように区分されている。1796

年 7 月から 1802 年 6 月、1802 年 8 月から 1806 年 10 月、1806 年 12 月から 1807 年 4 月、1807 年 6

月から 1812 年 9 月、1812 年 11 月から 1818 年 6 月、1818 年 8 月から 1820 年 2 月、1820 年 4 月から

1826 年 6 月、1826 年 7 月から 1830 年 7 月、1830 年 9 月から 1831 年 4 月、1831 年 6 月から 1832 年

12 月、1833 年 1 月から 1834 年（月表記なし）となっている。Philips, East India Company, Appendix 

I. 
59 東インド会社の総裁は、毎年 4 月に選挙によって決められ、通常は前年の副総裁(deputy chairman)が

就任した。1783 年から 1834 年までの総裁・副総裁のリストは Philips, East India Company, Appendix 

III. 
60 スコットについての基本情報は ODNB のほか、C. H. Philips(ed.), The Correspondence of David Scott: 

Director and Chairman of the East India Company relating to Indian Affairs 1787-1805 (London: 

Office of the Royal Historical Society, 1951), Introduction. 
61 エージェンシー・ハウスについては、確立した定義はないようであるが、18-19 世紀のインド各地で活
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って、西部インドにおけるイギリスの貿易コネクションはこの時期にゆっくりと作り上げ

られていった。しかし、ボンベイを中心とした西部インドでの貿易の拡大は、いつもマイソ

ールやマラータといった現地勢力の軍事的脅威にさらされていたし、地方権力者の圧力に

も脅かされていた。スコットは、こうした経験から、ボンベイでの貿易の生命線は、現地の

港湾と領域の支配にかかっていると確信するようになり、1770 年代にボンベイ軍に資金援

助を行っている。1786 年にロンドンに帰国してからも、スコットはイギリスが貿易から利

益を得るためにはその盾として領土支配が必要であると訴えている。その後、小ピット、ダ

ンダスと親しくなったスコットは、ダンダスの支援をうけて 1788 年に東インド会社の役員

に選出され、さらに 1790 年には地元フォーファーシャー選出の下院議員となっている。 

東インド会社の役員となったスコットは、社内の一大勢力である船舶利害と対立した。彼

らは、会社の船舶を独占的に監督し、貿易独占を脅かす私貿易商人を敵視していた。1795 年

に副総裁となったスコットは、会社の船舶制度の改革に乗り出し、1798 年にはインド建造

船による経費削減をはかろうとしたが、彼は公に私貿易商人を支援していたことで同僚役

員から孤立していたためにこの改革は失敗に終わった。こうした会社内部の敵対関係は、イ

ンドで総督ウェルズリー(Richard Wellesley [formerly Wesley], Marquess Wellesley, 1760–

1842)によって実行されたスコットとダンダスの攻撃的な政策、すなわち会社の領土拡張の

促進によってさらに激化した。スコットとダンダスの拡張政策は、会社の負債を増大させ、

会社の財政を脅かすものであったから、会社の既成利害の反発は強かった。 

チャールズ・グラントは、1746 年、スコットランド北西部のインバネスシャーに生まれ

た62。軍人の父アレクサンダー・グラント(Alexander Grant, ?-1762)の第 3 子であった彼は、

1758 年に母を亡くし、1762 年には父が戦死すると、16 歳で孤児となった。スコットランド

北東部エルギンにいた父の弟ジョンの援助でエルギンの学校へ通った。早くに亡くした母

は敬虔な福音主義者で、彼を援助した叔父ジョンもまた敬虔なクリスチャンの生活を彼に

教えた。グラントは、1758 年にクロマティの船主で商人であったウィリアム・フォーサイ

                                                   
動した欧米系総合商社のようなものと理解される。原語として 18 世紀末頃は Agency Houses よりも

Houses of Agency という表記が使用されていたようである。邦語では「代理商館」や「代理商社」の訳

語が充てられたこともあるが、どれも訳語としては固定していない。松本睦樹「ベンガルにおける Agency 

Houses の形成 ―イギリス系私的資本の形成過程と東インド会社,1757-1800 年」同志社大学経済学会『経

済学論叢』32（1983 年）、156-218 頁；Anthony Webster, ‘The Strategies and Limits of Gentlemanly 

Capitalism: The London East India Agency Houses, Provincial Commercial Interests, and the 

Evolution of British Economic Policy in South East Asia 1800-50’, The Economic History Review, New 

Series, 59-4 (2006), pp.743-764. 
62 グラントに関する基本情報は ODNB のほか、A. T. Embree, Charles Grant and British Rule in India 

(London, 1962). 
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ス(William Forsyth)の徒弟となっていたが、このフォーサイスもまた敬虔な人であった。グ

ラントは、のちにクラパム派の一員となり熱心な宣教活動でも知られているが、若いころは

この奉公先のフォーサイスのあまりの厳格さには耐えられず、1763 年には叔父ジョンの従

兄弟アレクサンダー・グラント(Captain Alexander Grant)を頼ってロンドンで働くことにな

った。ロンドンでグラントは、ベンガル知事の近しい友人であったリチャード・ビーチャー

(Richard Becher)や、東インド会社の役員であったルーク・スクラフトン(Luke Scrafton)と

積極的に親交を深め、東インド会社のベンガル軍の士官(cadet)として推薦されることに成

功した。彼は 1767 年末にインドへ向け出発し、翌年 6 月カルカッタに到着しているが、健

康を害してしまったので 2 年半ほどでイングランドへ戻ることになった。帰国後グラント

は、ビジネスを始めようとするもうまくいかず借金を作ってしまった。その返済のため再び

彼はインドへ行くことを望み、1772 年末にはベンガルのライター(writer)のポストを獲得し

た。1773 年にはインドへ出発し、ベンガルで彼は商務部(Board of Trade)のセクレタリー

(secretary)となった。イングランドを出発する直前に結婚していた彼は、1776 年に天然痘で

2 人の娘を亡くしたことを契機に熱心な福音主義者として目覚めたとされる。1780 年には

担当していたマルダ（Malda）の地で布教活動を行っており、1787 年にはカルカッタの 2 つ

の教会の活動支援を行っている。この頃には会社の司祭(chaplain)の職についても提案して

いる。会社の役職を活かして私貿易に従事した彼は、個人的蓄財に成功し、1784 年には渡

印の理由ともなった債務を完済している。しかし、彼はこうした個人的利益獲得については

非常に罪悪感を覚えていたようである。1787 年には新任の総督コーンウォリスから会社の

商業制度の改革を任されている。この頃までにグラントは、会社や社員の利益とインド人民

の幸福は相反するものではなく、会社支配の存続だけが人々の幸福を確実にするものと信

じた。1790 年には家族の健康のために帰国することになった彼は、その際コーンウォリス

からダンダスへの推挙を得ている。小ピット、コーンウォリス、ダンダスの支援を受けた彼

は、1794 年に東インド会社の役員に選出された63。 

 グラント自身は、会社の貿易独占の擁護者として知られているが、1793 年に会社の特許

状更改にあたり毎年会社船の 3,000 トンを私貿易商人に対し与えることになった。また、貿

易独占を擁護しながらも会社内部では船舶利害と対立し、1796 年にはデイヴィッド・スコ

ットと共に会社の船舶制度の改革にあたっている。コーンウォリスの後任総督としてジョ

                                                   
63 Charles Ross (ed.), Correspondence of Charles, First Marquis Cornwallis (London, 1959), II, p.213. 
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ン・ショア(John Shore, first Baron Teignmouth, 1751–1834)を小ピットとダンダスへ推挙し

たグラントは64、ショアが総督となった後には、ショアと役員会や BOC との中継ぎ役を果

たした。1804 年に副総裁、1805 年に総裁となっていた彼は、69 歳となっていた 1815 年に

も総裁を任され、このときすでにかなり弱体化していた役員会を支えた。 

 以上スコットとグラントという 2 人の略歴をみてきたが、両者とも出自は高くなく、若く

してインドへ渡りそれぞれボンベイとベンガルで活躍した。東インド会社の社員ではなく

私貿易商人であったスコットの在インド期についてはさほど詳細までわかっていないのだ

が、「ボンベイの真の支配者のひとり」(one of ‘the real rulers’ of Bombay)と呼ばれるほど成

功していたようである。略歴中にも述べたように、ボンベイ軍や当局への資金援助も行って

おり、疑いなく彼は、私貿易商人として渡印した若者の成功例の一人であろう。グラントは

2 回とも会社のポストを獲得して渡印しているが、彼の幼少期は決して恵まれたものではな

かった。奉公先フォーサイスが認めたように、彼は非常に優秀で将来の嘱望される有能な若

者であっただけでなく、時には煙たがられるほど厳格に仕事を遂行し、周囲の信頼を得てお

り、そのことが彼の成功の一因であったろう。コーンウォリス総督期に文官として活躍して

いた彼は、コーンウォリスにその業績を認められ信頼を勝ち得て、帰国後もコーンウォリス

からはもちろん、小ピット、ダンダスからの支援をうけることになったのである。 

インドから帰国後、その資産をもとに下院議員となったような例は、ネイボッブの例から

も彼らに限ったことではないので、両者が下院議員となったことに関して、小ピットやダン

ダスの支援がどれほど影響したのかは別の検証が必要であろう。しかし、両者が東インド会

社にいて役員となったこと、さらに役員会内部で影響力を増し総裁にまでなったことに関

しては、小ピットやダンダスとの関係が少なからず影響を及ぼしたことは、さらなる実証を

要するものの、ほとんど疑いないであろう。とくにグラントに関しては、インド総督就任前

から会社側の信頼を有していたコーンウォリスの評価が高かったことも、かなり有利に働

いたはずである。スコットやグラントのように有能でインド現地の経験があり、帰国後もイ

ンド現地との情報網を保持していた人物からの情報提供は、BOC にとって非常に重要であ

った。東インド会社役員会と対立する面を持たざるを得なかった小ピットやダンダスにと

って、彼らのような人物を介して会社内部とつながること、さらには彼らが役員となること

を通じて役員会内部ともつながることは、BOC が会社との関係調整ないしは会社への監督

                                                   
64 Correspondence of Cornwallis, II, pp.213-214. 
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強化をはかっていくために不可欠な手段であった。小ピットやダンダスは、社内の強大な勢

力であった船舶利害と対立する立場にあるスコットやグラントを支援した。なお、ここで注

目に値するのは、スコットとグラントは会社の貿易独占と私貿易に関する点で、必ずしも同

様の政策的立場をとっていないことである。スコットは本人も私貿易商人として成功した

経歴を持ち、帰国後に役員として出世した後も、明白な私貿易ひいては自由貿易の推進派で

あった。それに対しグラントは、在印勤務中に私貿易に従事した経験を持ちながらも、帰国

後は会社の貿易独占を擁護する立場をとった。彼は、自身の見解に反して 1793 年の特許状

更改では、部分的とはいえ事実上の会社貿易独占打破を許したが、その後も船舶利害と対立

しながらも一貫して会社貿易の擁護という観点から貿易独占維持派であった。小ピットや

ダンダスは、こうした会社の貿易独占や私貿易の点において異なる見解をもった人物をと

もに支援したことになる。 

 

以上、本節でみてきたように、インド法制定以後も会社と政府は実質的に対立することも

しばしばあった。1784 年から 85 年頃において会社は、サリヴァンを中心に小ピットとヘン

リ・ダンダスに対抗していたが、BOC は現行のインド法の規定の曖昧さを用いて概ね政府

の意向を押し通してゆくことになった。この間、1786 年に中心人物であったサリヴァンが

亡くなると、会社は、政府に対抗するほど傑出した人物を擁することができなかった。前項

で、BOC と会社との関係について、BOC 秘密委員会の活発さの度合いから両者の関係性が

うかがえると述べたが、BOC による会社への統制拡大を示唆するもうひとつの定規がイン

ド政庁との関係である。先述のように、同法において BOC は緊急時を除きインド現地への

指令伝達は認められておらず、緊急時でも会社役員会の秘密委員会を通す必要があった。つ

まり、インド法に従えば BOC がインド現地への直接に指令伝達を行うことは不可能であっ

た。しかし、ダンダスは私的書簡を用いて現地社員と個別に連絡を取り合った。とりわけイ

ンド総督との個人的なつながりの深さは既存研究でも知られており、ジョン・ショアおよび

ウェルズリー両総督期のダンダスとの連絡書簡は刊行されている65。このようなインド総督

との私的書簡を用いた相互連絡を通じてダンダスが確立したインド政庁との関係は、コー

ンウォリス総督期に作り上げられたものであり、この点はコーンウォリス総督期のインド

                                                   
65 Holden Furber (ed.), The Private Record of an Indian Governor-Generalship: The Correspondence of 

Sir John Shore, Governor-General, with Henry Dundas, President of the Board of Control 1793-1798 

(Cambridge, Mass., 1933); Edward Imgram (ed.), Two Views of British India: The Private 
Correspondence of Mr. Dundas and Lord Wellesley 1798-1801 (Bath, 1970). 
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における諸改革を考察する第 6 章のなかで実証的に考察してゆくことになる。 

1784 年インド法が成立した後の数年間、政府は、会社の抵抗にあいながらも徐々に会社

への監督権を実質的に強化していった。多くの場合、政府はインド法にのっとって対応した

が、会社の抵抗は続き、1793 年会社の特許状改正時に、政府は、BOC の権限をさらに明確

に規定することとし、1793 年法66第 9 条は BOC に‘full power and authority’を付与した

のである。 

                                                   
66 East India Company Act, 1793: 33 Geo.III, c.52. 
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第 5 章 ダンダスのインド政策 

 

本章では、ピットのインド法が 1784 年に制定されて以後の小ピット政権によるインド政

策について、主にヘンリ・ダンダスを中心に考察してゆく。ダンダスは小ピット政権におい

てインド政策を担った人物であるが、前章でみてきたように、必ずしも当時から批判されて

いたように独裁的にインド政策に関与していたとは言い切れない。小ピット政権によるイ

ンド統治改革は、第 6 章でみてゆくように、インドにおいては新総督チャールズ・コーンウ

ォリスによって推進される。では、イギリス本国ではどのような施策が講じられていたので

あろうか。第 1 節では、1787 年から 88 年のインドへの正規軍派遣論争を中心に、インド軍

再編の問題を考察する。ここでは、直接的には軍事的問題をも考察することになるのだが、

この問題をめぐる論争には、本国でインド関連問題についての決定権をめぐる政府と東イ

ンド会社との熾烈な対立が包含されていたことが明らかになるだろう。つづく第 2 節では、

第 1 節での東インド会社との対立を経て、ヘンリ・ダンダスが徐々にインド問題における政

府の決定権を強化してゆく点を「インド財政」の考察から探ってゆく。第 1 節および第 2 節

で検討する問題は、ともに第 6 章以下で検討されるインドにおける統治改革と密接に関連

していた。ダンダスは、コーンウォリスからもたらされるインド現地の情報を本国下院で展

開する自身の主張の論拠にしていた。このことは、イギリス政界におけるコーンウォリスへ

の信頼の高さを背景にしているが、同時にダンダスが自身の情報源をコーンウォリスであ

ると謳ったとき、BOC とインド政庁との間の密な連携をアピールしてもいた。他方でコー

ンウォリスが、BOC の監査を受けた東インド会社役員会からの指令とは別に、BOC ないし

政府によるインド政庁への直接連絡はインド法上で認められていなかったにも関わらず、

ダンダスとの私的通信文を用いて政府の意向を確認していたことが第 6 章で確認される。

このように本章と次章とをあわせて、1780 年代後半から 90 年代前半にインド統治改革がイ

ギリス本国と現地インドの両方で密接な関連をもって進められたことが示されるであろう。

以下、本章では主に本国での施策を中心に考察をすすめてゆく。 

 

第 1 節 インド軍再編の試み 

 本節では、1787 年から 88 年にかけてイギリス正規軍をインドへ派遣するにあたって主に

小ピット政権と東インド会社の間で起こったひとつの論争を中心に、ダンダスのインド政

策を検討してゆく。ここで着目する正規軍インド派遣論争という事例の背景には、1780 年
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代前半に本格化する「インド軍」統合の問題がある。18 世紀後半のインドでは、現地勢力

との抗争の裏にフランスの脅威がイギリスに重くのしかかっていた。アメリカ独立後の新

たな帝国の核となるインドを防衛するうえで、1780 年代後半に発展した「インドにおける

イギリスの軍隊」(armies in India)いわゆる「インド軍」(Indian Army)の重要性は急速に高

まった。そして、その重要性の認識は、インドだけでなく、ロンドンでも広く共有されるよ

うになっていった。 

 最初に「インド軍」という語について整理しておきたい。18 世紀後半のインドには、東

インド会社軍とイギリス正規軍とが併存しており、それぞれ「会社軍」、「国王軍」(his 

Majesty’s Troops, King’s troops/forces)と呼ばれた。「インド軍」という表現は、小ピット政

権期の 1786 年から 93 年までインド総督を務めたコーンウォリスの任期頃から使用される

ようになっていた。このことは、後述するように、インドにおいてコーンウォリス総督期に

会社軍と国王軍を「インド軍」として統合する構想が、より現実のものとして現場でも意識

されはじめたことを意味する。一般に、インド軍についての歴史学的研究は 1857 年以降を

中心としており、それ以前はあくまで「東インド会社軍」として扱われ、併存する国王軍に

ついてはほぼ等閑視されている。しかし、コーンウォリス総督期より「インド軍」という記

述や概念はたしかに存在しており、さらに国王軍のインド派遣に関する論点は、当時のイギ

リスの軍隊にとっても帝国政策にとっても重要な意味を有していた。 

 本節では、第 1 項でまずインドにおける軍隊についてその概略を整理したうえで、第 2 項

においてインド軍統合の問題と正規軍インド派遣論争とを詳細におってゆく。そして第 3 項

において、これらの展開のなかでダンダスがとった施策がいかなる構想に基づき、何を志向

していたのか考察する。 

 

（１）インドにおけるイギリス兵力の展開 

〔会社軍の発展〕  

 18 世紀末の「インドにおけるイギリスの軍隊（兵力）」については、既存研究でほぼ未整

理の状態にあると言わざるを得ない。まず、東インド会社軍について当該期までの発展の経

過と当時の基本構成などを確認してゆく1。 

                                                   
1 以下、インド軍についての基本的情報は主に次による。Captain Raffter, Our Indian Army: A History of 

the British Empire in the East (London, 1855?); J. W. Fortescue, Military History: Lectures delivered 
at Trinity College, Cambridge (Cambridge, 1923), pp.150-200; R. Callahan, The East India Company 
and Army Reform, 1783-1798 (Cambridge, Mass., 1972). 
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 東インド会社の商館を警備していた商館警備隊(factory guards)は、いわゆる「インド軍」

の起源といわれている。この商館警備隊は、17 世紀頃よりイギリスの管区(presidency)であ

るマドラス、ボンベイ、ベンガルの各管区で独自に軍隊として発展していった。管区ごとの

警備隊が、1668 年からボンベイ、1746 年からマドラス、1756 年からベンガルという順に東

インド会社軍としてそれぞれ発展し、整備されていった。三管区司令官制といわれるように、

管区ごとに軍司令官がおかれ、最後に発展したベンガルの司令官が 1756 年以降には東イン

ド会社軍の最高司令官とされた。 

 18 世紀半ば頃に、それぞれの軍隊はインドでの不断の戦争によって急速に拡大していっ

た。とくにベンガル軍は、その財政的・政治的重要性からも大いに発展した。議会への報告

書によれば、1763 年でボンベイ軍 2,550 名、マドラス軍 9,000 名、ベンガル軍 6,680 名、総

数 18,230 名が、およそ 20 年後の 1782 年では、ボンベイ軍 15,000 名、マドラス軍 48,000 名、

ベンガル軍 52,400 名、総数 115,400 名にまで急増した。さらに 1805 年には、ボンベイ軍

26,500 名、マドラス軍 64,000 名、ベンガル軍 64,000 名、総数 154,500 名と、その後も拡大

し続けた2（図表 5-1 参照）。 

このような会社軍の発展は、財政上の理由から准大尉(subaltern)と大尉(captain)の増大に

よる下級士官を中心になされたので、会社軍は「サバルタン・アーミー」（army of subalterns）

と呼ばれた3。軍全体の構成は、圧倒的に歩兵(infantry)とくにセポイによっていた。つまり、

会社軍の多くがインド人であった。なかんずく初期の 18 世紀においては、ヒンドゥーが多

かった。また、ヒンドゥーの軍の 3 分の 2 ないし軍のかなりの部分をバラモン

(Brahman/Brahmin)が占めたように高位カーストに属する者も多かったため4、海外・外部

派遣に対する反発は当初から強く、大勢の脱走兵を生み、問題化した5。こうした問題から

                                                   
2 Reports from Committees of the House of Commons, 1715-1801 [以下 RCHC ], 15vols. (1803-1806).  
3 1784 年 12 月の士官数は、大佐(colonel)7 名、中佐(lt.colonel)19 名、少佐(majaor)64 名、大尉 189 名、

准大尉 790名であった。 Fort William-India House Correspondence and Contemporary Papers relating 

thereto [以下 FWIHC ], XV, pp.390-391. 図表 5-2 参照。 
4 FWIHC, XIX, p.10. 
5 脱走兵の問題については、白人兵士の問題としても重大事項であった。インドに限らず帝国の「虜囚」

に着目した独創的なリンダ・コリの著作は、インドを扱った第三部のうち多くの紙幅をインドへ渡った

白人兵士にあて、彼らが実際に現地勢力や他のヨーロッパ勢力に捕われた以外に、「帝国の虜囚」「イギ

リス国家の奴隷（自国の虜囚）」として詳細に検討している点は大変興味深い。また、彼ら白人兵士の

多くがイギリスの労働者階級出身の兵士で、本国人の彼らに対する態度などからも「白い顔をしたサバ

ルタンたち」とも表現している。Linda Colley, Captives: Britain, Empire and the World 1600-1850 

(London, 2002), pp.314-320〔（中村裕子、土平紀子訳）『虜囚―1600~1850 年のイギリス、帝国、そし

て世界―』（法政大学出版局、2016 年）、418-425 頁〕.  1785 年のカルカッタでは、毎月 30 人の白人

兵士が脱走したとされ、情報や技術の流出の点からインド諸勢力へのイギリス人の脱走が問題視され

た。FWIHC, XV, p.507; Colley, Captives, p.319（訳書、424 頁）. さらに 19 世紀初めには、脱走はむ
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ムスリムのリクルートが検討されていた6。インド人はコストが安く、現地の言語・習俗・

宗教も熟知し、概して勇敢であったため、時にはヨーロッパ人以上に軍へ貢献した7。 

白人については、17 世紀から 18 世紀において、クリンプス(crimps)といわれるあっせん

業者によってイギリス本国で誘拐まがいのリクルートが行われていた8。このようにしてリ

クルートされた兵士の大半は、インドに到着する前に死亡したといわれ、兵員確保は非常に

困難だった9。インドまでの長く危険な航海だけでなく、インド現地での熱病などによる病

死によって、高い死亡率が記録されている10。そこでインド現地でも徴募され、ヨーロッパ

人部隊は、ポルトガル人やフランス人をはじめとする様々な人種の混在する構成となった。

例えば、1760 年に南インドで活躍したアイル・クート（Sir Eyre Coote, 1726-1783）率いる

イギリス軍は、セポイのほか、スイス人、ドイツ人、アメリカ人、フランス人、カリブ海域

の黒人、イギリス人、アイルランド人から成っていた11。当時のイギリス陸軍もコスモポリ

タニズムを特徴としたことを思い浮かべれば、このようなインドの東インド会社軍の白人

部隊の人種的多様性は、さほど驚くに値しないであろう。彼らヨーロッパ人は、基本的に砲

兵と歩兵に配属された。 

会社軍は連隊に二個大隊、さらに大隊に八個中隊で編成された。連隊長は大佐で、中隊長

は大尉から中尉であった。一個大隊には将校が 22 名から 23 名であり、会社軍の特徴は、上

                                                   
しろインドにおける白人部隊の特徴となった。Colley, Captives, p.319（訳書、425 頁）. 

6 とくに海兵部隊(marine corps)は、海を越えて従軍できるようイスラム教徒のインド人水兵(lascar)から

主に徴募する方針がうちだされるようになっていた。FWIHC, XIX, p.10. 
7 著作『虜囚』のなかでリンダ・コリは、先住民を大量に動員することでインドにおける自国兵士の少なさ

を補ったことを述べる際、「さらに、そしてマイソール戦争が実証したように、そのような形で補充され

た兵士は概して勇敢に戦い、必要があれば、東インド会社やイギリスの支配のために命を投げ出した」と

加えている。Colley, Captives, p.307（訳書、407 頁）. 
8 Arthur N. Gilbert, ‘Recruitment and Reform in the East India Company Army, 1760-1800’, Journal of 

British Studies, 15-1 (1975), pp.91-93. ギルバートが指摘するように、残念ながら東インド会社クリン

プスの活動についてほとんどわかっていない。東インド会社軍に限らず兵員補給のためのあっせん業者

クリンプスは 18 世紀においては比較的一般的な存在となっていた。海軍の例については、以下を参照。

角山栄、川北稔編『路地裏の大英帝国―イギリス都市生活史』（平凡社、1982 年）。 
9 軍務以外に従事する東インド会社の社員でさえ、1707 年から 1775 年の間に従事した 645 人のうち約

60％がインドで亡くなり、任用されてから数年のうちに死亡した。同世紀の終わりでさえ、インド駐在の

兵士の 4 人に 1 人が毎年死亡した。P. J. Marshall, East India Fortunes: The British in Bengal in the 

Eighteenth Century (Oxford, 1976), pp. 217-218; Colley, Captives, pp.251-252（訳書、332-334 頁）. 

また、コリは、自国兵士の徴兵の困難、死亡率の高さと関連して、インドにおけるイギリス軍のなかで少

年兵が稀でなかったことを指摘している。このことは、適任の大人の新兵が供給できないためであり、

1779 年の東インド会社新兵のほとんど 3 人に 1 人が 16 歳以下だったという。Colley, Captives, pp.321-

322（訳書、428-429 頁）. 
10 例えば、1760 年には一隻の 53 名のうち 33 名が航海中に死亡し、同年の他の一隻では 61 名のうち 43

名がインドまでの航海を生き残れなかった。Gilbert, ‘Recruitment and Reform’, p.92. 
11 Colley, Captives, p.318（訳書、423-424 頁）. 
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級将校がきわめて少ないことであった12。 

ここまで簡略ながら 18 世紀後半までのインドにおける会社軍についてみてきた。重要な

点は、東インド会社軍の軍隊が、独自にインドで発展していったことである。この東インド

会社軍が、当時のインドにおけるイギリス兵力の大部分を占めていた。このことは、従来の

研究が 1857 年以前の「インド軍」すなわち「インドにおけるイギリス兵力」を一様に「東

インド会社軍」として扱ってきたことの一因であろう。しかし、その会社軍の発展もまた、

ボンベイ軍、マドラス軍、ベンガル軍といったように、それぞれ個別になされ、実際にはひ

とつのまとまった「東インド会社軍」でさえなかった。さらに、18 世紀後半に急速に拡大

した「インドにおける兵力」は、それ以前から発展してきた会社軍だけでなく、1754 年よ

り本国から派遣されるようになっていった正規軍をも含んでいた。引き続き、東インド会社

軍とイギリス正規軍の両軍が、インドにおいて併存していたことを確認し、それがイギリス

のインド政策にどのような影響を与えたのかという点を検討してゆく。 

〔正規軍のインド派遣と併存の問題〕 

 これまで東インド会社軍の 18 世紀末までの発展を確認してきたが、東インド会社の軍事

力保有の根拠は議会法ではなく、特許状にあった。特許状は、そもそも東インドへの貿易許

可を求めた貿易商人への許可において、防衛のための軍隊保有を許可するものであった。東

インド会社の軍隊は、18 世紀後半までのインド亜大陸における現地情勢に対応しながら独

自に発展していったのに対し、正規軍は 18 世紀後半のインドにおける急速な情勢変化に対

応するべく、既存の会社軍と協力してインド防衛にあたるためにインドへ派遣された。正規

軍がインドへはじめて派遣されたのは、1754 年のことであった13。 

 インドにおける兵力に関する規定は、イギリス議会法では明確になされておらず、正規軍

がはじめてインドへ派遣された同年の抗命法(Mutiny Act, 27 Geo.II, c.9)のなかで言及され

た14。そこには、インドへ派遣された正規軍について、会社軍に優越することが規定されて

                                                   
12 連隊の佐官は、大佐の他に、中佐 1 名、少佐 1 名で、尉官については、大尉 4 名、中尉 11 名、少尉 5 名

となっていた。1784 年の会社軍全体の佐官数は、大佐 10 名、中佐 30 名であり、彼ら 40 名で総数 116,100

名を統率していた。第 95 大隊の例では、兵卒 59,280 名、将官 0 名で、兵士と士官の比率は 48 対 1 とな

っていた。RCHC. 
13 このとき派遣されたのは、第 39 歩兵連隊である。軍事史家フォーテスキューは、この派遣によって、イ

ンドにおけるヨーロッパ勢力の争いが貿易会社間の争いではなく、国家間の争いになったと指摘し、これ

をもってインドにおけるイギリス政策の新時代がはじまったとする。Fortescue, Military History, p.157.  
14 抗命法（軍律法）は、もともと 1689 年にはじまる軍規を取り締まり、軍事力を議会の統制下におくた

めの法で、最初の半年間の期限満了以降は、1 年間の時限立法として 1879 年まで毎年更新された。メイ

トランド、593-602 頁；吉岡昭彦「近代イギリス予算制度の特質―19 世紀後半～20 世紀初頭を対象とし

て―」『西洋史研究』新輯第 16 号（1987 年）、4-6 頁。 
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いる。先に触れたように、東インド会社軍の兵力補強は非常に困難であったので、これを補

うために正規軍のインド派遣がたびたび繰り返された15。とくに 1765 年に東インド会社が

ベンガル地方のディワーニーを獲得しインド統治が本格化すると、それ以降インドにおけ

る兵力の拡大もとりわけ急務となった。だが、1754 年抗命法以外にはインドにおけるイギ

リス正規軍にかんする議会法は制定されなかった16。 

1781 年に、正規軍のインド派遣にかかる旅費、滞在費、維持費といった派遣費用は東イ

ンド会社が負担する旨がイギリス議会法において規定され、1783 年にはイギリス正規軍の

恒久的駐屯が始まった17。翌 1784 年に政府がインド統治に介入したピットのインド法は、

政府のインド担当機関 BOC の設置のほか、1781 年法の正規軍のインド派遣費用に関する会

社負担を確認している。 

 正規軍の将校規模は、1786 年末に総数 4,000 名弱で、その構成は図表 5－3 の通りである。 

正規軍将校は、給料等の待遇において会社軍将校に比べてずっと恵まれていた。正規軍将校

は、危険なインド派遣を嫌う傾向にあり、本国勤務者よりも二割増しの給与で補てんされ、

さらに特別昇進も認められていた。上流階級出身者で占められていた正規軍将校に対し、会

社軍将校は、出自において低く、本国家族からの支援は期待できなかったので、出来るだけ

早く蓄財して帰国を目指すような上昇志向が高い傾向にあった。しかし、厳格なシニオリテ

ィと、ポスト不足のために、会社軍将校の出世はきわめて遅かった18。 

 このように出自や待遇などで圧倒的に優越した正規軍将校が、会社軍将校を劣等視する

傾向もあって、異質な両軍は、同じイギリスの軍隊としてインドにありながらも概して不仲

で、しばしば対立することになった。1786 年にコーンウォリスがインド総督に就任し、現

地へ到着してすぐに直面した深刻な問題のひとつに、「しばしば起こる国王軍と会社軍との

間の妬み(jealousies)や不一致(disagreements)」があげられている19。 

                                                   
15 例えば、1760 年 2 月には、第 79 連隊 611 名と第 84 連隊 869 名の計 1,480 名が正規軍として派遣され

ている。WO/1/319, PRO cited in Gilbert, “Recruitment and Reform,” p.91n6. 
16 1771 年には、東インド会社によって 1769 年以来計画されてきたインド兵力補強に関する議会法の制定

が試みられたが、会社内部には、1766-67 年以来の会社の事業や財政に対する議会ないし政府の干渉を嫌

う勢力によって、強硬な反対も起こった。Gilbert, “Recruitment and Reform,” pp.95-98. なお 1771 年

の法案は、僅差で廃案となった。W. Cobbett, Parliamentary History of England from earliest period to 

1803 [以下、Parl. His.], XVII, p.173. 
17 1781 年法(21 Geo III. c. 65) 第 17 条は「東インド会社は、すでにインドに派遣されている 1,000 人か

ら構成される各連隊および今後会社の要請でインドへ派遣される連隊あたり年 2 lacks of current rupees

（2 万ポンド）を陛下へ支払うべきこと」を定めている。 
18 Marshall, East India fortunes.   
19 Charles Ross (ed.), Correspondence of Charles, First Marquis Cornwallis, 3vols. (London, 1959), vol. 

I, p.249. 
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イギリス政府にとって、このような両軍の不仲や対立は、戦略上、非常に問題となった。 

インドにおける 2 つの軍隊併存をめぐる不安要素は、イギリス帝国でますます重要視され

るようになったインド防衛を、東インド会社に任せること、また、会社軍の大部分がインド

人兵によって構成されていたことをイギリス政府や会社役員会に問題視させるようになっ

ていった。 

 

（２）「インド軍」統合をめぐる問題 

前項では、インドにおける 2 つの軍隊についてその概略を確認し、両軍の併存が本国で問

題視されるようになるまでをみた。1780 年代半ば頃までには、イギリス政府は、インド防

衛の兵力増強をヨーロッパ人から構成される正規軍によって行う意向を示すようになって

いった20。また、同じ頃、会社軍と正規軍という 2 つの軍隊を 1 つの「インド軍」に統合し

ようとする試みもはじまっていた。 

本項では、インドで併存する会社軍と正規軍を「インド軍」に統合する試みと、1787 年

に正規軍のインド派遣をめぐってイギリス本国で本格化した論争の事例を検討する。これ

らの事例は、一見すると個別に進行するプランと論争のように思われるが、ともにインド統

治をめぐる本質的な問題として検討すべき事例である。 

〔統合案〕 

 1780 年代半ば頃からイギリス政府は、会社軍を正規軍インド派遣部隊に統合する計画を

打ち出していった。管見のかぎり、最初に確認されるのは、1784 年 11 月に提案された会社

軍を正規軍へ統合する計画である。この計画の骨子は、（１）休職給将校をインドへ移すこ

とで、休職給支出を削減しつつ彼らを現役のまま保持すること、（２）国庫負担なしにイギ

リス軍を拡大し、アジアにおけるイギリス権益の防衛を図ることであった21。ここにみられ

るように、この時期に会社軍を正規軍へ統合する計画が打ち出されていく背景には、インド

防衛の強化だけではなく、アメリカ独立戦争によって多数発生した休職給将校の問題があ

った。小ピット政権は節約的改革の圧力のもとインド政策を推進していたのである。 

 インドにおける 2 つの軍隊の併存という問題への対応は、決して本国の財政的問題から

だけ図られたのではない。インド現地で任務にあたる軍人たちからもインド軍改革に関す

                                                   
20 FWIHC, XIX, pp.11, 13. この時点で、政府の意向は東インド会社役員会へ示されるが、管見の限りで

は、議会発言等の公的な表明はなされていない。 
21 Callahan, East India Company and Army Reform, pp.46, 51-54. 
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る提案がみられた。これらの声をうけて、当時の陸軍卿（Secretary at War）ヤング(Sir George 

Yonge, 1731-1812)は 1786 年 4 月に在インド正規軍について、インド総督コーンウォリスに

次のような提案を行っている。 

インド派遣国王軍：騎兵隊 1 連隊 407 人、歩兵隊 5 連隊 5,000 人強 

会社軍（ヨーロッパ人）：名目上 6,000 人 

全軍（ヨーロッパ人と現地人）：およそ 70,000 人22 

ヤングは 1787 年 7 月にふたたび提案し、その提案内容には、正規軍を 15,000 人まで増大す

ること、2 つの軍隊を統合すること、がはっきり示されている23。 

ヤングがこのような提案をするようになった同じ 1787 年頃のものと思われるダンダスの

覚書に、インドの兵力に関するダンダスの見解が示されている。彼は、まずインドにおいて

2 つの軍隊が併存することの不都合は明白であるとしたうえで、正規軍のもとに 1 つに統合

すべきであると考えていた。さらに、そのためにどのような障害が起こり得るか想定し、そ

れらにどのように対処するべきかを検討している。ここであげられている障害は、国王に付

与されるパトロネジ増大(a great additional patronage)への一般的抗議、東インド会社役員

会のパトロネジ保護の問題、会社軍将校に生じる不公平などである。そして、インドにおけ

る完全なる安全(a feeling of perfect security)を創出するためには、4,000 人から 5,000 人のヨ

ーロッパ人を追加することが適切であろうとしている。それにあたり新将校の任命をおこ

ない、彼らは正規軍の休職給者リスト(half-pay list of the King’s army)より選出するなどの

具体的な計画を練っている。そして、これらの提案が通ればその成果は疑い得ないと書き添

えている24。 

 以上のようなダンダスの見解は、総じてイギリス政府の見解と計画へと発展するため、こ

こで少し整理しておこう。まず、前項でみてきたようにインドにおける 2 つの軍隊の併存は

好ましくないという認識が確認できる。そのため、ヨーロッパ人部隊の増強をはかり、既存

の会社軍を正規軍が統合することでインド防衛を強化しようとする。政府のプランにおい

て重要となってくるのは統合の方法で、それは東インド会社軍を正規軍へ統合するという

方法であり、その逆ではなかったということである。つまり、それまでインドにおける兵力

の中心であった東インド会社軍を主体とする統合ではなく、本国から派遣される正規軍に

                                                   
22 Correspondence of Cornwallis, I, p.229. 
23 Correspondence of Cornwallis, I, pp.299-300. 
24 Memorandum by Mr. Dundas (1787-8?), in Correspondence of Cornwallis, I, pp.330-331. 
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既存の主勢力である会社軍を吸収するような統合を意味した。これは、インド人が大半を占

める東インド会社軍を増強するのではなく、ヨーロッパ人によって構成される正規軍によ

ってインドの軍事強化を図るためであったが、正規軍への統合という方法は、結果として国

王の軍隊の増大を意味した。そのため、この統合問題は、本国政治において常に問題視され

ていた国王の権限にかかわる問題ともなり得た。また、政府のプランとして特徴的であるの

は、新将校の選出を先の戦争によって膨れ上がり国庫を圧迫する休職給リストを東インド

会社負担へ転化することで、節約的改革をインド政策において実現しようとする点である。 

〔正規軍のインド派遣論争〕 

 以上のように、インドに 2 つの異なる軍隊が併存することの不都合に苦慮してきた政府

は、ヨーロッパ人による在インド兵力増強を検討していた。また、かねてより国王ジョージ

3 世は、一貿易会社にますます重要となるインドの軍隊を任せることに異論を唱えていた25。

そこで政府は、1787 年 7 月に正規軍のインド増派を決定した。この増派のための 4 個連隊

派遣にあたって、政府は、中佐 1 名とその他将校 77 名の任命権を役員会に認めることで、

同 87 年 10 月 17 日には東インド会社役員会の承認を得た。しかしその後、この役員会の承

認は、会社の株主総会によって拒絶された。株主総会は、この増派の費用負担を会社が負う

こと、そして正規軍増派によって会社軍将校 1,800 名が過剰になり、反乱と動揺の恐れがあ

ることを問題視した26。本来、株主総会は役員会の決定を覆す権利は有していなかったが、

1781 年法に定められたインドへの軍隊派遣費用は、会社の要請による軍隊派遣と会社の同

意が前提として必要であるが、今回の役員会の政府決定に対する承認はこれにあたらず、株

主総会は今回の増派を拒否する合法的権限を有すると主張した。さらに、株主総会は、役員

会が 1787 年 7 月の政府決定を承認した同年 10 月当時は、インドにおけるイギリス領はフ

ランスの脅威にさらされていたが、承認撤回を求めた 1788 年 2 月現在は状況が変わってい

ると主張した。役員会は株主総会の要求を受け入れ、10 月の承認を撤回した。 

 政府決定に対するこのような会社の拒否に対し、政府は次のように増派決定の権利を説

明していった。まず、会社による増派費用の負担については、1781 年法を根拠にあげた。

またその決定権について、1784 年ピットのインド法がインドに関する決定権を BOC へ付与

                                                   
25 Sep. 23, 1784. To Pitt, A. Aspinall (ed.), Later Correspondence of George III, vol. I (Cambridge, 1962), 

p.95. 
26 Copy of Proceedings of the East India Company since the 20th February last, relating to sending Four 

of His Majesty’s Regiments to India, in Sheila Lambert (ed.), House of Commons Sessional Papers of 
the Eighteenth Century [以下 HCSP], 145vols. (Wilmington, Del., 1975), vol. 63, pp. 277-283. 
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したことを根拠に、その決定の正当性を主張した。さらに、今回の増派は正規軍によるもの

であり、正規軍すなわち国王軍の派遣に関する決定は国王大権に属するものであり不可侵

のものであると強調した。 

 インドへの正規軍増派の政府決定に対する、会社の拒否から生じた政府と会社の対立は

その後数か月にわたり平行線をたどり、政府は 1788 年 2 月に宣言法案を提出した27。この

法案提出は、会社との対立を、自身の得意とした議会という場での議論へ持ち込んで解決を

図ろうとしたヘンリ・ダンダスによってなされた。法案提出以降、主に議会を中心にインド

軍派遣論争が本格化していった。この宣言法案の内容は、政府の論拠を、1781 年法および

84 年インド法を確認する形で法案化したものであった。この法案が提出されてから 1788 年

3 月に宣言法として制定されるまでの間、議会では本格的な論争が繰り広げられた。以下で

は、議会での論争を中心に、それぞれの主張を確認してゆこう。 

 政府の主張にみられるように、今回のインドへの正規軍増派問題は、たんにインドへ軍隊

を派遣するというだけではなく、インド統治に関する費用負担の問題、決定権の問題、ひい

ては国王の影響力に関する問題まで議論されてゆくのである。これらの問題を孕みながら

インドへの正規軍増派問題を主軸に、政府と会社の対立が本格化していくなか、ヘンリ・ダ

ンダスは以前から浮上していたインドの 2 つの軍隊の統合案を派遣論争に巧みに結合して

いった。先に見たダンダスの覚書に記されたように、彼のインド軍統合案は、本国で問題化

していた休職給者リストを、兵力増強を要するインドにおいて実働化することで、国家財政

の負担削減とインドの兵力増強をともに実現しようとするものであった。これに対し、東イ

ンド会社は、会社軍の独立性と将校任命権を会社側が保持するために、強硬に反対した。 

 政府と対立する会社を支持したのは、小ピット派と対立するフォックス派を中心とした

反政府派の人々であった。このような政治家たちの注目した論点は次のようなものであっ

た。第一に、正規軍をさらにインドへ追加することで、東インド会社の権利を侵害しないか。

第二に、正規軍増派によりインド兵力増強を図ることが国王のパトロネジ増大を目的とし

ているのではないか。そして第三に、BOC が権限を適切に行使しているのかどうか、とい

うことであった28。とりわけ彼らが問題視したのは、第三の点であった。BOC 設立以来、

                                                   
27 A Bill for removing any doubt respecting the power of the Commissioners for the Affairs of India, to 

direct that the expence of raising, transporting, and maintaining such troops as may be judged 

necessary for the security of the British territories and possessions in the East Indies, should be 

defrayed out of the revenues arising from the said territories and possessions, in HCSP, vol.61, pp.11-

14. 
28  An India Proprietor, A Letter to the Right Hon. Charles James Fox, on the Debate upon the 



110 

 

BOC の中心人物とみなされたダンダスへの個人攻撃をもって政府のインド政策批判をおこ

なってきたことが、この論争でも踏襲された29。 

 政府法案は、会社の費用負担の論拠として、先の 1781 年法の費用負担に関する条項だけ

でなく、1784 年インド法は、BOC に「会社のインド歳入」に関する統制権を認めているこ

とをあげた。この点は、会社が 1781 年法の費用負担の条項について、会社からの要請では

ないのだから、会社は政府決定の増派にかかる費用負担を負わないとした拒否の論拠を反

駁した。すなわち、政府法案は、1781 年法および 1784 年インド法を論拠に、インドへの軍

隊派遣にかかる費用の財源を BOC が会社のインド歳入に求めることを妥当とした。さらに

政府は、1787 年 10 月に役員会がいったん政府決定を承認したのだから、その承認にしたが

って費用負担を遂行すべきであるとも主張した。 

  

（３） 宣言法の成立 

以上みてきたように、1788 年 2 月の法案の提出以後も論争はつづいたが、政府法案は 1788

年 3 月には宣言法（28 Geo.III c.8）―正式名称「東インドにおけるイギリスの領土保全に必

要とされる軍隊を召集、輸送、維持する費用を同領土からの収入から支払うべきと定め、

BOC の権限に関する疑義をただすための法、また本法において言及される方法に、同収入

の用途を限定するための法」(An Act for removing any doubt respecting the power of the 

commissioners for the affairs of India, to direct that the expence of raising, transporting, and 

maintaining, such troops as many be judged necessary for the security of the British 

territories and possessions in the East Indies, should be defrayed out of the revenues arising 

from the said territories and possessions; and for limiting the application of the said revenues 

in the manner therein mentioned)―として制定された。その後も、東インド会社役員会およ

び取締役会は BOC に対し、国王への撤回嘆願を要請した。また会社軍将校は、インドとロ

ンドンでそれぞれ対策委員会を設置した30。政府は会社軍の独立性保持を尊重し、国王は国

王軍との階級の対等性については検討中であると回答し、その後 1798 年に会社軍将校は対

                                                   
Declaratory Bill in … (London, 1788), pp.19-20. 

29 バークは 1788 年 3 月 7 日の下院演説で、ダンダスは BOC 利害を自由にできるとその独裁的権限を非

難し、さらにダンダスは東インド会社の友であると言っているが敵であると述べてダンダスと会社の対

立を浮き彫りにしようとした。William Cobbett, The Parliamentary History of England from the 

earliest period to 1803 [以下、Parl. His.], 36vols. (1806-1820), XXVII, pp.116-151. 
30 会社軍将校は、インドでは各駐屯地で委員会を設け、ベンガル管区の 13 名で構成される実行委員会が 

政府との交渉役となった。また、ロンドンでは、休暇中の将校が委員会を設置し、インド各地の委員会代

表として首相や BOC 長官と会合し、嘆願書を提出するなどの活動をした。 
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等性確保に成功することになる31。このように宣言法制定以後も東インド会社の役員会およ

び取締役会、なにより会社軍将校らの抵抗がつづいたので、その後も会社軍がインド軍とし

て正規軍に統合されることはなかった32。 

宣言法によって政府は、議会法として次の二点を確認した。第一点は、1781 年法をもと

にした、正規軍のインド派遣費用は東インド会社の負担とすることである。第二は、1784 年

インド法で付与された BOC の決定権を再確認したことである。つまり、1788 年宣言法は、

1784 年インド法で曖昧に規定した BOC のインドに関する権限を、権限強化という方向でい

くらか明確化したのである。しかし、東インド会社は、会社の保持してきた権限をめぐる点

については、政府との対立がいかに深刻化しようとも決して譲歩しなかった。そのため、正

規軍派遣論争に乗じてダンダスが企図した会社軍の正規軍への統合は見送りとなった。

1784 年のインド法制定の際と同じく、会社の一定の権益は保持された。会社の権益につい

て着目すべきは、パトロネジである将校任命権よりも、インドにおける会社軍の独自性が保

持されたという点であろう。この論争では、会社と政府の対立は、最終的に議会法によって

解決がはかられたが、派遣論争に結合されたインド軍統合問題は、現地インドにおける会社

軍将校の強硬な反発によって阻まれたからである。 

 イギリスにおけるインド問題についての従来の 1784 年インド法体制への単純な解釈、す

なわち政府による東インド会社に対する監督権が 1784 年インド法の制定によって確立した

という解釈は、インド法制定以後も政府と会社の間でたびたび生じた対立を説明しきれな

い。あくまでインド法は法的な枠組みを構築しただけにすぎなかったということが、インド

法制定以後にみられる政府干渉に対する会社の反発に如実に表れている。政府は、インド統

治に関する権限強化に少しずつ成功したが、それは既存の研究が看過してきた水面下の対

立と調整をともなうもので、従来考えてきた以上に困難な道筋であった。 

政府と東インド会社の対立を表面化させた 1787 年から 88 年にかけての正規軍派遣論争

は、インド軍統合こそ失敗したものの、インド政策をめぐる政府の権限強化の点、およびイ

ンド防衛にかかる費用負担の点については、ダンダスの思い描いた通りの成果をあげた。

1784 年インド法は、BOC の権限について曖昧にしたことこそ、巧妙に意図された特徴であ

                                                   
31 この間、総督はコーンウォリスからショアへかわっているが、ショアはコーンウォリスと違って軍人で

はなかったし、いわゆる会社内のたたき上げで政界とのつながりが弱く、役員会に忠実すぎるとして会社

軍将校には嫌われがちであったという。なお、対等性確保は会社の負担増につながった。 
32 会社軍がインド軍として組織されるのは、1857 年大反乱を経て、ようやく 1861 年のことであるが、な

おもインド政府軍（Indian Army）として独立性を保持した。 
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ったが、この点をめぐって東インド会社と深刻な対立が生じたことによって、ある程度明確

にせざるを得なくなった。ここでみた 1788 年宣言法においては、軍隊派遣の決定権と会社

のインド歳入に対する決定権について BOC が有する権限が確認された。後者については、

さらに、正規軍であってもインド派遣費用については東インド会社の負担つまりインド財

政が負担することが確認された。さらに派遣の決定もまたBOCに委ねられることになった。

ダンダスは、BOC の決定するインドにかかる軍事費は、国庫に負担をかけることのないイ

ンド財政負担によるという点が制定法によって確認されたことで、インド財政を政府の帝

国政策に効率的に組み込むことに成功したのである33。 

 

第 2 節 インド財政 

 イギリス帝国経済およびイギリス植民地経済については、金融史的研究も含め重厚な研

究が蓄積されてきている34。19 世紀末のイギリス経済にとってのインドの重要性は決定的で

あり、それゆえ 19 世紀以降のイギリス帝国の中でとりわけ経済・金融的重要性においてイ

ンド植民地は、中心的な研究対象となってきた。イギリス帝国下のインドが 19 世紀末から

20 世紀初頭に形成された世界的な多角的貿易決済システムの核となったために、19 世紀末

以降のインド財政に関する研究は、18 世紀の重商主義や 19 世紀半ばの自由貿易主義とは区

別する意味でも金融的側面を強調してきた35。これらの既存研究は、狭義の経済史・金融史

という枠内では意義ある成果を生んでいるが、広くイギリス帝国史という枠組みでは、18 世

紀末に再編されたイギリス帝国の中でその核となったインドについて十分な説明がなされ

ていない。本節では、18 世紀末にまだ未成熟ともいえる「インド財政」がどのように同時

期インド政策のなかで模索され、イギリス帝国の中に位置づけられていったのか検討して

ゆく。 

 本論にはいるまえに、ここで本節で「インド財政」を検討するにあたり、より広くイギリ

ス財政史ないし公信用史を概観しておきたい。本節では、18 世紀末の「インド財政」が同

時期インド政策および帝国戦略のなかにどのように位置づけられたか検討してゆく。その

                                                   
33 金子勝「段階論と『世界市場』像の再検討：イギリス綿業資本の資本蓄積と植民地インド」『社会科学研

究』34-3（1982 年）、103-170 頁；秋田茂「インド軍海外派遣問題とイギリス帝国外交政策―1878 年-83

年」『西洋史学』152（1988 年）、252-269 頁。 
34 近年、個別の着眼点等は異なるものの、邦語だけでも次のようなものがある。井上巽『金融と帝国―イ

ギリス帝国経済史―』（名古屋大学出版会、1995 年）；藤田哲雄『イギリス帝国期の国家財政運営―平時・

戦時における財政政策と統計 1750－1915 年―』広島修道大学学術選書 42（ミネルヴァ書房、2008 年）；

山田秀雄『イギリス帝国経済史研究』（ミネルヴァ書房、2005 年）。 
35 秋田茂『イギリス帝国の歴史―アジアから考える』中公新書 2167（中央公論新社、2012 年）。 
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主体となるのは本国政府であり、本論文の目的は本国の財政改革との関連を検討すること

だからである。 

 名誉革命から 18 世紀までを対象にしたイギリス財政史において、「インド財政」「インド

予算」を中心的に扱った研究はほぼ皆無である。18 世紀までのイギリス財政史では、断続

的に「東インド貿易」や「東インド会社」、「インド産品」の輸入や貿易の問題などが触れら

れてきた。本論文の対象とする 18 世紀後半にインド法が成立し、本節第 2 項で詳細にみて

ゆく「インド予算」が議会にあらわれ始めるようになるが、イギリス 18 世紀史および同時

期を対象とする財政史等においても正面からこれらを扱った研究はない。19 世紀以降につ

いては、のちのインド帝国に絡んだインド財政について、とりわけ国際収支に関連する研究

を中心に比較的まとまった研究はあるものの、これらは 19 世紀および 20 世紀帝国財政史

といった文脈が色濃く、本論文における検討の直接的な先行研究とは言い難い36。しかし、

これらの研究は、イギリス帝国経済・財政におけるインド財政のもつ決定的重要性に関して

は一致している。 

 このような既存研究の状況は、いくつかの要因が考えられる。まず、18 世紀のイギリス

議会において、予算制度そのものが確立されておらず、18 世紀末はまさにその改革期にあ

たっていたことが考えられる。本論文では、この点こそ、小ピット政権の推進した国内の財

政改革とインド政策を結びつけるうえで、検討すべき対象である。19 世紀以降の英領イン

ド史ないしインド経済史で多大な関心を集めてきた本国費（Home Charge）の項目が 18 世

紀末の段階では設定されていないことは、一見すると、帝国財政に関する研究において当該

期を前史的ないし未成熟な段階として扱うことを裏付けるように思えるが、後述のように

当該期において後に本国費として設定される費用についてはすでに政府と会社との間の重

要な争点であった。 

                                                   
36 A. H. Imlar, Economic Elements in the Pax Britanica: Studies in British Foreign Trade in the 

Nineteenth Century (New York, 1958); R. Davis, The Industrial Revolution and British Overseas 
Trade (Leicester, 1979); E. S. Brezis, ‘Foreign Capital Flows in the Century of Britain’s Industrial 

Revolution: New Estimate, controlled Conjectures’, Economic History Review[以下、EHR ], 3rd ser., 

XLVIII (1995), pp.46-67; R. C. Nash, ‘The Balance of Payments and Foreign Capital Flows in 

Eighteenth-Century England: A Comment’, EHR, 3rd ser., L (1997), pp.110-128; E. S. Brezis, ‘Did 

Foreign Capital Flows Finance the Industrial Revolution?: A Reply’, EHR, 3rd ser., L(1997), pp.129-

132; J. C. Esteban, ‘The British Balance of Payment, 1772-1820: India Transfers and War Finance’, 

EHR, LIV (2001), pp.58-86；金子勝「『安価な政府』と植民地財政―英印財政関係を中心にして」『商学

論纂』（福島大学）48-6（1980 年）；金子勝「段階論と『世界市場』像の再検討―イギリス綿業資本の資

本蓄積と植民地インド」『社会科学研究』（東京大学社会科学研究所紀要）34-6（1983 年）；坂本優一郎「オ

ランダ資金と大西洋貿易―18 世紀後半イギリスの国際収支をめぐって」『洛北史学』4（2002 年）、44-66

頁。 
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次に、同時期インド統治の制度が、イギリス政府と東インド会社による二重統治構造をと

ったことも、インド財政研究の立ち遅れの一因と考えられる。当該期インドは周知のとおり、

イギリスの直接植民地ではなく、東インド会社を統治者とする間接統治となっていたので、

インドにおける予算・経費は基本的に東インド会社が担った。この「基本的に」というのは、

どこからどこまでが東インド会社の負担となるかといったことが当時から議論の対象であ

ったからであり、このことが本論文でも重要な論点のひとつとなっている。少なくとも 1858

年に直接統治へ移行するまでは、インド関係の予算・経費に関する問題は、本国の国庫・大

蔵省の直接管理下になかったので、本国の財政史研究で直接的に扱うことが難しかったと

考えられる。すでに前章までにみてきたように、18 世紀後半以来、インドからの富は、イ

ギリス国庫にとって重要であると認識され、イギリス政府がその正当な受益者の一部であ

ると考えられてきたことを想起すれば、18 世紀末におけるインド財政の本国財政における

検討の意義は十分にあるだろう。 

 以上のような既存研究において中心的に扱われていないものの、実際の議会史料や、政治

家・知識人・思想家等の同時代史料のなかには、「インド負債」(India debt)や「インド予算」

(India budget)といった問題関心が頻繁にあらわれてくる。そこには、たんにインド現地に

おける問題として、または東インド会社に関する問題としてだけではなく、国内問題として

扱われている広義の「インド問題」の具体的な様子を知ることができる。以下では、こうし

た実証的側面から検討をすすめてゆこう。 

 

（１）インド予算の出現 

前節でみてきたように、小ピット政権は 1788 年宣言法によって、1784 年インド法では曖

昧としていた BOC のインド歳入に関する決定権を、政府の権限強化という方向で明確にし

た。宣言法の成立した 1788 年以降、BOC は毎年議会に「インド予算」と呼ばれるインドに

おけるイギリス領土の財政に関する報告をすることとなった。このインド予算報告によっ

て、財政的側面だけに限らず、インドに関する議論の場が毎年下院に設けられることになっ

た。この点は、イギリス政治史におけるインド問題が新たな段階に至ったと評価できる。イ

ンド問題は、すでに 1760 年代末からイギリス議会においてひとつのテーマとしてあらわれ

つつあったものの、1770 年代・80 年代においてまだ一部の専門的な知識を有する議員によ

ってのみ扱われていた。1788 年以降に、毎年議会においてインド予算報告がなされるとい

うことは、一部のインドに関与する人々だけに占有されない、国家的事案として定期的に議
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会で議論されるようになってゆくからである。この意味でこの時期のインド財政のイギリ

ス政治における意義は大きい。 

このようにして 18 世紀後半に登場した「インド予算」は、これまでイギリス史ないし帝

国史研究においてほとんど言及されてこなかった。英領インド史に関する史料集『インドに

おけるブリテン』第 5 集の編者による解説が、その主要因を説明してくれる。いわく、「18

世紀第 4 四半世紀には、インドと中国の〔貿易〕問題と収入・商業の問題は混乱していて、

正確な分析を許さなかった。インド予算は、半分は当て推量で、もう半分はすぐに修正され

るような古びた統計に基づいていた37」。このような説明は、当該期のインド予算について

検討しようとするにあたり、同時代史料そのものが非常に不安定なものであるという問題

点を浮き彫りにする。そこで本項では、BOC が下院で行ったインド予算報告を主な史料と

して検討してゆく。BOC の報告で採用した情報やその情報源等が、上述の解説が指摘する

ように不確かで不安定なものだったとしても、BOC が公式に採用し議会に報告した、とい

う点では信頼性のある史料として検討する価値があると本論文は考える。なお、この下院報

告に関わる個別史料や出版物などを補助的に利用する。 

〔下院におけるインド予算演説〕 

下院においてインド予算演説をおこなったのは、BOC の中心人物ヘンリ・ダンダスであ

った。彼のインド予算演説における下院演説はしばしば新聞で報道され、時には小冊子とし

ても刊行され、議会内外でインド問題の議論の場を提供することになった。本項では主に

1788 年から 93 年までの下院でのインド予算演説を対象に、当時の本国政治におけるインド

問題の在り方を確認してゆく38。それによって、18 世紀末におけるインド財政を検討する足

掛かりとし、次項以降でそのインド財政の在り方について具体的に小ピット政権の政策の

中で検討してゆくことになる。 

 そもそも 1784 年インド法は、東インド会社の決算報告について次のように定めている。

まず、全インドにおける歳出入についてベンガルのインド政庁が本国の東インド会社役員

会へ報告し、役員会はその監督者である BOC へ報告する。そして BOC が会社の報告に基

づいて下院において報告をするという報告の流れが決められている39。インドにおける会社

                                                   
37 John Marriott and Bhaskar Mukhopadhyay (eds.), Britain in India, 1765-1905, vol.V (London, 2006), 

p.69. 
38 IOR/L/AG/11/1/1 は、1788-1805 年を対象にヘンリ・ダンダスの東インド会社の金融・会計に関する史

料を扱っており、“East India Budgets”をまとめている。また IOR/H/376 は、1788-1801 年のダンダス

の議会演説を収録している。 
39 1784 年法については、本論文第 2 章第 2 節参照。 
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の歳出入および会社の経営に関する問題は、インド法以前にもイギリス下院において議論

されることはあった。これまで複数回にわたって触れてきたように、18 世紀後半のイギリ

スは、インドからの富に非常に関心を高めており、財政・貿易問題だけでなく社会問題にま

で発展していた40。 

1788 年以降のインド予算報告を検討するに先立ち、1760 年代からの流れを整理しておこ

う。東インド会社は 1600 年の国王による特許状で設立されるが、株式の売買や増資の自由、

政府の支援が受けられるようになるのは、クロムウェル特許状として知られる議会が初め

て与えた 1657 年の特許状以後であった。統一東インド会社として再出発時の 1709 年、資

本金は 320 万ポンド、株主はロンドン商人を中心として約 3,000 名、その主な運転資金は、

政府許可額により定められた社債の発行によっていた。東インド会社の社債は、ウォルポー

ル政権期には国債並みの信用を得たといわれており、そのため女性株主が多かったことも

知られている41。18 世紀前半まで、東インド会社は経済・財政的な面でも政治的な面でも安

定していたが、世紀後半には激動の時代を迎えることになる。 

 特許状の授与権が国王から議会に移行した名誉革命直後、議会では会社によるインド貿

易独占に反対する議員が多かった。議会に独占問題調査委員会が設置されたり、議会外でも

独占打破運動が展開されたり、会社は常に独占貿易と輸入反対などの政治問題を抱えた。東

インド会社史の中で最も安定していた 1709 年の新旧会社統一以後も、新会社に参入できな

かった地方商人による貿易独占への反対運動や、国内の職人や製造業者による輸入反対運

動などは 18 世紀を通じてみられた。こうした会社への反対運動は、とくに会社の特許状更

新時に激化した。たとえば、1730 年の特許状更新時には、ブリストルとリヴァプールから

反対請願が提出され、反対運動が盛り上がりをみせたことは比較的よく知られている。 

 1750 年代以降、会社の役員たちをとりわけ悩ませたのは、インドにおける戦争の問題で

あった。18 世紀後半になって会社役員たちは、インドにおける侵略拡大の問題と政府と議

会とによる会社経営の監督という干渉への対応を迫られた。このような会社の苦難の時期

に会社を支配した役員に、ローレンス・サリヴァンがいた42。彼は、1760 年代後半には、イ

                                                   
40 本論文第 2 章第 1 節参照。 
41 P. G. M.Dickson, The Financial Revolution in England: A Study in the Development of Public Credit 

1688-1756 (London & New York, 1967), p.325. ボーエンによれば、1756 年には全株主の 1/3 が女性株

主だったが、インドからのニュースによって 1760 年代半ば以降には、東インド会社の株式保有の意味が

イギリス社会で変化し、女性株主も急速に減少した。Bowen, H. V., ‘Investment and empire in the later 

eighteenth century: East India stockholding, 1756-1791’, EHR, 2nd ser. XLII, 2 (1989), p.202. 
42 サリヴァンは、後に 1788 年 2 月 27 日付の息子への手紙において、1757 年から 63 年の間に自分が会

社への絶対的権力を有し、会社を支配したと書いている（Bodl. Oxford, Ms Eng. Hist. c 472, fol.4, cited 
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ンドにおける戦争で出世したロバート・クライヴにその権力を脅かされたが、クライヴは、

インドでの戦争・侵略によって、会社ひいては国家の利益を約束していた43。少なくともク

ライヴによれば、インドにおける戦争は、その結果得られる収入、主に地税収入によって会

社ないし国家へ富を約束した。実際には拡大する戦争は、会社の負担するその費用、すなわ

ち戦費の増大によってますます会社を苦しめた。このインドからの収入への期待と、戦費の

増大は、イギリス本国において 1773 年規制法および 1784 年インド法の制定の背景となっ

た。 

つづいて以下では、下院におけるインド予算報告の主な内容を年次毎に確認してゆこう。

公式に、本国政治上「インド予算」といえるのは、BOC 設立以降のものであり、それ以前

は、いかに本国政治ないし財政に影響したとしても、あくまで東インド会社決算以上のもの

ではなかった。しかし、1784 年インド法は、既述のとおり、インド歳入に関する権限を曖

昧としたので、少なくともそれが明確化される 1788 年までは安定的な史料は存在しない。

唯一の安定的史料は、東インド会社役員会によって BOC ないし議会へ提出された報告書で

ある。1784 年から 87 年までは、何らか関連する議題が議会に持ち込まれない限り、必ずし

も下院でインド財政またはインド予算に関する討論は展開されなかった。下院討論におい

て「インド予算」に関する討論として記録されているのは、1787 年が最初である。この時

ダンダスは、「インド問題はパブリックであるべき」(the affairs of India should be public)と

宣言して、下院でインド問題を取り上げている44。そして、下院で行われる毎年のインド予

算報告については、1788 年にはじめてから 6 年後の 1793 年にダンダスが行った下院演説―

この演説は「インド予算演説」としては最もよく知られ、当時出版もされた―は、次のよう

に触れている。 

私〔ダンダス〕が、インド地方の問題の状況について、下院委員会に毎年報告する

慣行を導入して 6 年となる。それは、〔東インド会社の〕会計報告に規則性をもた

らし、見積書の正確さを強化する施策である。また、民事・軍事部門への油断ない

調査を行い、・・・すべて有益な効果をもたらし、会計や歳入の問題について公表

してきた45。 

                                                   
in P. J. Marshall, ‘Sulivan, Laurence (c.1713-1786)’, The Oxford Dictionary of National Biography, 03 

January 2008, [http://doi.org/10.1093/ref:odnb/38032]）。 
43 Letter from Robert Clive to William Pitt, 7 January 1759, W. S. Taylor and J. H. Pringle (eds.), 

Correspondence of William Pitt, Earl of Chatham, vol.I ([S.l.] 1838), pp.387-392. 
44 7 May 1787, Parl. His., XXVI, p.1081. 
45 25 Feb. 1793, Parl. His., XXX, pp.496-497. 
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 ダンダスを中心に毎年報告されたインド予算は、主に会社役員会からの報告およびイン

ド―とくに 1786 年から総督に就任したコーンウォリス―からの報告に基づいてなされた。

その名の通り、報告の大部分は会計や財政に関する点であったが、関連してインドにおける

社員や現地住民の状況・福利などについても議論された。こうして必ずしもいわゆる「決算」

や「予算」といった財政問題に限らないインド問題が議論される場となった。とくに小ピッ

ト政権を攻撃するために、東インド会社の権限やインドの現地住民の幸福のためという名

目で、BOC の権限逸脱や社員への監督不足などを議論することが多かった。我々はすでに

その一例を前節でみてきた―1787 年から 88 年に本格化した正規軍のインド派遣論争は、イ

ンドへ軍を派遣することよりも、軍派遣をめぐる BOC の決定権が下院議論での主な論点と

なった。本論文は、インド予算ないしインド予算演説（報告）を、このようなインド問題の

議論の公的(public)な場として定義し、以下に詳細を検討してゆく。 

 インド予算報告は、通常、ベンガル、マドラス、ボンベイ、その他の地域と管区別に会計

報告され、そして総括（General View）が提示された。会計報告は、歳入および歳出によっ

て示された。歳出項目では、軍事費について、とりわけ会社軍ではなくインドへ派遣される

正規軍についての経費が慎重に扱われた46。 

最初にインド予算と同様の演説が下院でなされたのは、管見の限りでは 1787 年である。

「同様の演説」というのは、議会両院委員会への付託、東インド会社の本国とインドにおけ

る年次収支および負債（debt）についての議会への会社財政報告という形式および演説内容

において同様になされたことを意味する。 

1787 年 5 月 7 日、インドからの収入報告を検討する議会委員会でインド問題の状況を正

確に把握すべく議論が始まった47。議会へ提出された会社の報告書によれば、インドでの負

債は 9,000,000 ポンドであり、ダンダスはこの負債の大部分は会社のインド財源で十分支払

い可能であると述べた。この財源の詳細について彼は、インドからの最新かつ信頼できる情

報としてインド総督コーンウォリスの手紙をもとに、インドでの収入をベンガル、マドラス、

ボンベイの各管区の状況からインド全体の収支について考察している48。本国へ宛てた手紙

のなかでコーンウォリスは、イングランドへ送るインヴェストメントによる「インドでの負

                                                   
46 例えば、Debate on the East India Budget, 23 May 1788, Parl. His., XVII, p.561. 
47 Parl. His., XXVI, pp.1081-1092. 
48 インド総督コーンウォリスについては、拙稿「インド総督コーンウォリスの地税制度改革―18 世紀イギ

リスにおける『インド問題』の文脈からー」『史論』第 62 集（2009 年）を参照。なお、情報源とされた

コーンウォリスの手紙は、議会に資料として提出されておらず、議論のなかでこの点に苦言が呈された。

Parl. His., XXVI, pp.1087, 1088-1089. 
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債」（debts in India）の妥当性に言及し、「イングランドでの負債」（debts at home/in England）

についても調査する必要を訴えた。コーンウォリスは、この論点を採択されるべきもっとも

政治的議案であると考え、これらの点を含めたインド予算決議に先立ち、イングランドでの

負債に関する調査の必要性を指摘した49。この年の報告では、1790 年にはインド負債は

6,000,000 ポンドになるだろうと試算している50。これらの試算の背景には、日に日に増加す

る会社の商業があげられ、インド貿易と中国貿易の項目が詳細に報告されるなか、収入が大

きく増大していることに疑念の余地はないとされた。この点は、議論なかで複数人によって

インド（またはベンガル等の特定の地域）が「繁栄している」（flourishing）という趣旨の

発言がなされたことにも裏付けられる51。 

 翌 1788 年 5 月 23 日、東インド会社役員会から提出された報告書を検討する両院委員会

が開かれ、ダンダスがインド予算を公表した52。本稿冒頭で触れた 1787 年から 88 年の正規

軍インド派遣論争を経て宣言法制定以後となったこの年のインド予算演説は、前年に比べ

ずっと詳細な報告となっている。形式としては、委員会付託にはじまり、インド予算演説を

公表し、議論が展開されるという一連の流れが固まってゆく。また、インド予算演説そのも

のも、ベンガル、マドラス、ボンベイ、バンクーレン及びペナン、最後に総括がなされると

いう基本的な枠組みが設定された。先に述べたように、インド予算演説は、たんなる予算報

告ではなく、インド財政を中心としながらも、インドに関する一連の問題を議論する場とな

った。そのため、この年のインド予算演説の冒頭で、ダンダスは、「委員会の忍耐力を長く

侵害する必要はない」と不必要な論点の展開を退けるべく牽制した53。続いて、彼は、ベン

ガルから順に詳細な収支報告をしたうえで総括を述べ、決議案を提示した。これに対し、ウ

ィリアム・ハッシー（William Hussey）やフィリップ・フランシス（Philip Francis）などか

らダンダスの報告する数字の詳細―例えばその正確性等―について質疑が行われ、加えて

インド総督コーンウォリスをはじめとするインド現地で指揮する人々の権限や資質につい

ても議論された54。これらの議論をふまえ、再度ダンダスによって提示された決議案が同意

された。同月 26 日には、委員会によって報告書が提出され、内容を確認する程度の議論が

                                                   
49 Parl. His., XXVI, pp.1081-1082. 
50 Parl. His., XXVI, p.1083. 
51 Parl. His., XXVI, pp.1083-1086, 1090, 1091. 
52 Parl. His., XXVII, pp.557-573. 本論文では前年 1787 年より検討してきているが、下院議事録において

「インド予算を公表」した（open the East India Budget）と記録されるようになったのはこの年からで

ある。 
53 Parl. His., XXVII, p.557. 
54 Parl. His., XXVII, pp.563-571. 
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行われたのち、決議された55。 

 1789 年 7 月 1 日、前年と同じく委員会付託の動議にはじまり、ダンダスによってインド

予算演説が行われた56。この年のインド予算演説は、昨年同様に、ベンガルをはじめとする

地域別の収支報告と総括がなされ、決議案が提示された。その後、幾人かの質疑にはじまり

議論が展開され、決議同意まで一連の形式通りに展開された。翌 1790 年も同様の形成でイ

ンド予算演説に基づき下院で議論が展開された57。3 月 31 日に議論がはじめられ、決議案が

同意されると 4 月 19 日に委員会報告が受理された。ところが 5 月 3 日、この 4 月のインド

予算報告書に対しインドにおける会社財政の説明が不十分であるとして、反小ピットのホ

イッグ政治家ジョージ・ティアニー（George Tierney）によって委員会再付託の動議が提出

された58。これによって再度いくらかの議論が展開されたが、最終的にこの動議は否決され

た。1791 年には、5 月 24 日にインド予算演説が、例年通りの形式で行われ、長い議論の末、

決議の同意に至った59。1792 年は、6 月 5 日にインド予算演説が行われた60。この年のイン

ド予算演説もほぼ例年通りの形式であったが、一つ異なる点として、総括の次に、これまで

主に総括のなかで述べられてきたインド負債に関する一つのまとまった項目が追加された。

このことは、1787 年以来のインド予算演説において、もっとも中心的な論点がインド負債

であったことが反映されたと考えられる。 

1793 年も、2 月 25 日にインド予算演説が行われた61。この年のインド予算演説は、委員

会付託の手法やベンガルをはじめとするインドにおける各会社領土の収支報告を行うとい

う点では例年どおりの形式であった。しかし、本節序盤で触れたとおり、この年のインド予

算演説においてダンダスは、「毎年、下院においてインドの問題の状況を報告する慣例を導

入して今年で 6 年となった」と述べて、例年通りのベンガル等の各収支をまとめたのち、そ

れ以上に時間をかけてこれまでの 6 年間のインド予算演説の際の議論の論点をまとめた。

いくつかの論点に整理されており、最初に概括されたのは、インド負債額とその利率および

利息額であった。このインド負債額に関する論点が、前年にすでに一つの項目としてまとめ

られていたことからも、インド予算演説における中心的議論であったことは、もはや疑いな

                                                   
55 Parl. His., XXVII, pp.571-573. 
56 Parl. His., XXVIII, pp.184-209. 
57 Parl. His., XXVIII, pp.600-626. 
58 Parl. His., XXVIII, pp.754-764. なお、ティアニーは、同年総選挙で敗れて一時議席を失うが、1796 年

には再度下院議員となり、後には BOC の長官を務めている（1806-1807 年）。 
59 Parl. His., XXIX, pp.603-617. 
60 Parl. His., XXIX, pp.1053-1554. 
61 Parl. His., XXX, pp.496-513. 



121 

 

い。また、例年のごとく質疑されていたインド貿易―当該期においては中国貿易も含む―に

ついても整理された。これらにつづき、会社会計の剰余金の割り当てについて述べられた。

ダンダスは、これら剰余金は第一に会社のインド負債の削減に充てるのが妥当であると提

案しており、このダンダスの考えは 1787 年の最初の時から一貫していた。この時の演説内

容では、インド負債の削減方法について詳細までは述べられていないのだが 1787 年から毎

年述べてきた内容からは、インドないし中国におけるインヴェストメントが主に想定され

ていたと考えられる。また、インドにおいて発生したインド負債の支払い方法として、イン

ドでの支払いと本国での支払いとの二通りあるが、為替の問題から本国での支払いを最良

と考えていた62。ダンダスは、最終的に 18 の決議案を提案し、議事録によれば論争なく本

決議案は同意された。このことは、当該年が東インド会社の特許更新の年にあたり、インド

予算演説とは別に特許更新問題が長く議論されていたので、インド問題関連の主要な議論

展開はここではなされなかったと考えられる。 

例外的に 1793 年は議論が展開されていないが、それ以外の年のインド予算演説の際の議

論でどのような論点があがっていたのか整理しておこう。なお、議論において発言する顔ぶ

れとしては、例年さほど変化はなく、先に触れたフランシス等に加え、インドでの勤務経験

のあったスコット少佐（John Scott, 1725-1775）やインド問題に関心の深いエドマンド・バ

ーク等がいた。 

基本的に、会社の財政問題を中心としていたので、最初に展開された議論は、インド予算

報告の中核となっていた会社のインドにおける収支に関する点であった。報告の基になっ

ているのは会社から提出された資料なので、数字上の誤りを指摘するよりもその報告の正

確性・妥当性について議論された。例えば、報告中に省略されるベナレスやアワド地方に関

する収支や統治の問題、塩や阿片の販売について、また全インドの収入の大半を占めるベン

ガル土地収入に関する点、年々発展しつづける中国貿易などが論点となった。さらに軍事問

題について、その費用だけでなく配備の問題とりわけヨーロッパ人の軍隊の比率の問題が

議論された。しかし、どの点もダンダスによるインド予算報告の根幹を揺るがすような指摘

はなく、概して前インド総督ヘースティングズ期および現総督コーンウォリス期を中心と

した商業や行政の政策などの詳細を確認する程度の議論であった。そのため、1790 年の例

                                                   
62 例えば、1788 年インド予算演説では「（ベンガル収支の）余剰金は、インドでの負債の弁済およびイン

ヴェストメント購入に充てるのが適切である」といった発言があり、翌年以降も同内容の発言を繰り返し

ている。Parl. His., XXVII, p.561. 
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外的な再付託動議の提出をのぞいて、ほぼ平穏に決議案が同意された。 

 

（２）インド負債の転換 

BOC は、設立当初より会計士(accountant-general)に、数学の才に長けたジョージ・アン

ダーソン（George Anderson）を抜擢した。アンダーソンは、1784 年から 96 年に他界する

までインド予算業務に貢献した。当時、広義においてインド予算に関するパンフレットがい

くつか発行されているが、アンダーソンはこれらの議論の基となる会計データのいい加減

さを指摘した63。彼によれば、東インド会社の会計のうち、約 7 割がインド計上で、残り 3

割が本国計上であった64。インド計上の内訳は、ベンガル管区、マドラス管区、ボンベイ管

区に加え、その他地方の会社領土や、会計史料によっては中国までのせることもあった。い

ずれにせよ共通するのは、インド会計のうち、歳入・歳出どちらの点でもその大半はベンガ

ルが占めていたということだ。 

 野党のフィリップ・フランシスは、1785 年 5 月の議会への動議において、会社のインド

問題に関して、インドの困窮(distress)の深刻化や富の減少、負債の増大を指摘している。そ

のうえで、これまで議会に提出されている会社の会計資料が不完全で、矛盾し、あてになら

ないものとして糾弾し、議会がマドラス、ボンベイ、ベンガルのそれぞれの状態を審議すべ

きであると提案した65。こうしたフランシスの下院での発言は、前年にインド法を成立させ

た小ピット政権に対する攻撃という側面も多分にあったが、下院でインドにおける負債の

増大が問題視されるようになっていたことを明らかにしている。会社の負債額は、インドだ

けでなく本国でも生じているのだが、とくに前者が問題視された。これを、ここでは便宜的

に「インド負債」と呼ぶことにする66。 

 インド負債額については、見積する者によっても若干の差はあるが、はやくて 1784 年 11

月時点で 800 万ポンドであったという見積もりが会社役員のサリヴァンによって提示され

ている67。1787 年のインド予算報告では、議会に提出された会社役員会報告書に基づき 900

万ポンドと報告されている68。 

                                                   
63 George Anderson, A General View of the Variations which have been made in the Affairs of the East-

India Company, from the Conclution of the War , in India, in 1784, to the Commencement of the 
Present Hostilities (London, 1792). 

64 Anderson, A General View, p.66. 
65 Parl. His., XXV, pp.517-518. 
66 史料上は “Company’s Debts in India”である。 
67 Parl. His., XXV, p.515. 
68 Parl. His., XXVI, p.1081. 
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〔インド負債の転換〕 

1793 年の下院演説においてダンダスは、会社の剰余金(surplus)の充当すべき第一に負債

の弁済をあげた。彼によれば、この負債の弁済の最善策はたった 2 つしかないという。それ

は、会社の剰余金によってインドで支払うか、またはイングランドに送金して弁済するかで

あった。ダンダスは、後者のイングランドへの送金（remittance）による弁済すなわち負債

のイングランドへの転換(transfer)をより良い方策とした。このような彼の見解について、18

世紀後半のイギリス政治におけるインドの富についての意識を理解する必要があるだろう。

1757 年のプラッシーの戦いから 1765 年のディワーニー獲得によって東インド会社が豊穣

なベンガル地方の事実上の支配者となったことは、本論文はすでに確認してきたことであ

る。この 18 世紀後半から同社による利益の増大が認められたが、その利益増大は対貨なく

して獲得された東洋物産の売り上げによるものであった。そのため当時の人々は、この利益

増大を「東洋からの送金（remittance）をうけた」と記した69。ベンガルの支配者となった

ことによって「貿易外収支」を獲得した東インド会社は、この貿易外収支をインドの物産に

換えてそれをロンドンへ送り、インドからの送金手段とした70。つまり、東インド会社は、

東洋ないしインドからの送金は、イギリスへ輸出する商品の購入（インヴェストメント）に

よって行った71。18 世紀後半のイギリス政治の中で急浮上したインド財政の問題とは、東イ

ンド会社によって獲得されたインドの富をいかにイングランドに送金するかという点にあ

り、1783 年の下院特別委員会による『第 9 報告書』が明らかにしたように、インドの富と

繁栄の尺度として巨額のインヴェストメントが公衆一般に受け入れられていた72。 

彼の計画では、毎年 500,000 ポンドずつ徐々に減債してゆくことで、1800 年までに負債額

を 3,000,000 ポンド減らすことが出来るとした73。ダンダスは、1785 年すでに、小ピットに

たいしてインドでの会社負債をイングランドの長期公債に転換することを提案していた74。

                                                   
69 松井透「英印関係小論」『史学雑誌』62-7（1953 年）、5 頁。 
70 松井透「英印関係小論」、5-8、18-23 頁。 
71 財政用語としての「インヴェストメント」については、松井「英印関係小論」、8-9 頁、11-12 頁註 25

を参照。 
72 『第 9 報告書』は、「ベンガルの収入の一部は、イングランドへ輸出される物資を購入するために取りお

かれ、これがインヴェストメントと呼ばれた。…インド窮乏化の最大の要因である巨額のインヴェストメ

ントがインドの富と繁栄の尺度として公衆一般に受け入れられてきた」と記している。 Ninth Report 

from the Select Committee of the House of Commons, appointed to take into consideration the State 
of the administration of justice in the Province of Bengal, Behar, Orissa, June 25, 1783, in Peter 

Marshall (ed.), The Writings and Speeches of Edmund Burke, vol.5 (Oxford, 1981), p.223-224. エドマ

ンド・バークによる同報告書における会社批判については次も参照。Nicholas B. Dirks, The Scandal of 

Empire: India and the Creation of Imperial Britain (Cambridge, Mass.; London, 2006), pp.133-135. 
73 Parl. His., XXX, pp. 496-513.  
74 IOR/H/371, f.1, 15 Jun. 1785; Philips, East India Company, p.46. 
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この方法は、会計上はインド負債は 18 世紀末時点でイギリス国家財政とは別個に扱われて

いたことを巧みに利用してインド負債の減債をはかったものであった。現実には、イギリス

公債に転換されたと考えられるので、イギリスが負った負債にかわりないのだが、当時「イ

ンド財政」とされた会計上の「インド負債額」は減少した75。 

アンダーソンによれば、1786 年 4 月 30 日から 1790 年 4 月 30 日の間で、インドからイン

グランドに転換されたインド負債は 2,682,505 ポンドで、このうち 493,169 ポンドが 1790 年

に弁済された。この時点の予定では、1793 年 3 月までにさらに 1,000,000 ポンドを弁済する

ことになっていた76。このようなアンダーソンの記述は、1793 年のダンダスによる下院演説

の下敷きとなったものであろう。これらのデータに基づいて、両者は、おそらく 1790 年か

ら 93年頃に、毎年 500,000ポンドの転換と弁済が可能であると確信していったのであろう。 

ここでいま一度考察したい点は、インド負債の転換に限らず、イギリスの財政政策に共通し

て、戦時の債務増大を平時に減らすという基本路線があったことである。繰り返しになるが、

上述のインド負債は、当該期間においては公式には国家予算ではなく、国家が監督すべき会

社の会計にすぎかったので、その負債額をイングランドへ転換して東インド会社のインド

会計からの債務額の減額をはかったものであった。しかし、1790 年頃から小ピット政権は

フランスとの開戦を危惧する状況にあり、1793 年には実際に開戦することになった。しか

も、インドにおいてはすでに 1790 年から 92 年にはマイソールとの戦争が展開されていた

ので、厳密には 1793 年を待たずしてインドでは戦時であった。そのため、平時の政策をす

すめていたインド債務の転換は、これらによって一時的な停滞を余儀なくされた。 

 

（３） インド財政の意義 

小ピットやBOC委員個人など関係者の史料から直接的にインド財政と本国行財政改革と

の連動を確認することは困難である。彼らによるインド財政を本国改革と結びつける直接

的発言や記述はほとんど見つけられないことは事実である。このことは、まさに、既存研究

において、18 世紀末のインド財政についての考察が困難であったことの一因である。しか

し、インド財政を本国および帝国のなかに組み込んでゆく小ピット政権の政策の過程や特

徴のなかには、明らかにそれを示唆するものが含まれている。この点にあって、本国政治を

                                                   
75 転換の具体的手法は未解明のため、送金手段や利率変更などによって実際にいくらかの負担額の減少は

なされたかもしれない。この点の解明は、さらなる財政史料および会計資料調査が必要となるが現時点

では手がかりとなる史料はみつかっていない。今後の課題としたい。 
76 Anderson, A General View, pp.52-53. 
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軸にインド政策を考察する本論文においては、18 世紀末にあらわれたインド財政は詳細な

検討に値する論点となる。 

本論文の対象とする 1793 年までの記録では、管見の限り項目として成立していないが、

後にインド財政上もっとも問題視されるのが、本国費である。本国費は、19 世紀以降に設

定された項目であり、当該期には項目としてはあらわれていないが、この問題は、この頃に

事実上発生していた。東インド会社統治期において本国費とは、インドにかかる経費のうち、

東インド会社の負担する本国で支払われる経費のことである。具体的には、イギリス人文官

の給与や年金、給与軍人の徴募や訓練、渡航などにかんする経費や退職手当や恩給にいたる

までインド財政が本国で支払う費用を本国費という項目にあてることになる。この具体的

な項目が東インド会社の経費負担となった端緒は、ダンダスの政策にあったことは前節で

みてきたとおりである。本国費が 19 世紀以降に問題視されたのは、同世紀なかば以降に盛

んになる国費流出論（drain theory）と関連するためである。この国費流出の点は、次章で

みてゆくコーンウォリスも指摘していた。彼は 1790 年の覚書で次のように指摘している。

「長年にわたって、ヨーロッパでの毎年の巨額のインヴェストメントや私的財産の送金に

よってインドから富の流出（a heavy drain of wealth from India）が行われてきた77。」もち

ろん、後の国費流出論争とは問題の観点に相違はあるが78、インドとくにベンガルの富がイ

ギリスへ流出しているという点については 1780 年代の在インド社員たちによって認識され

ていた。当時の彼らによる指摘が重要となったのは、本節でみたようなインド予算報告にお

いて、イギリスによる支配がインドの発展に寄与しているかという論点にあった。この論点

の土台には、イギリスによる支配が、適切に行われているならばインドは発展するはずであ

る、という共通した認識があった。だからこそ、インド予算報告による議論では、東インド

会社からの報告が正しく監督されているかという点を議論するにあたり、インド現地の福

利についてしばしば言及された。 

 すでに前節でインドにおける兵力については、東インド会社が負担することがダンダス

の政策によって 1788 年宣言法で確認されたが、このことは 19 世紀以降に、その解釈をめ

                                                   
77 これ以前にも、アレクサンダー・ダウの著作では、「イギリス統治下のベンガルから毎年の流出は、

1,477,500 ポンドにのぼる」と記されている。A. Dow, The History of Hindustan, vol.3 (1772), pp.62-64. 

また、フィリップ・フランシスやジョン・ショアなどによる指摘もあったが、先述のように『第 9 報告

書』(1783 年)のなかでは、エドマンド・バークが明確にインド貧窮の主要因として東インド会社による

インヴェストメントを指摘し、流出論の理論化をすすめた。R.D.Roy, ‘Some Aspects of the Economic 

Drain from India during the British Rule’, Social Scientist, 15-3 (1987), pp.39-47. 
78 国費流出論は、本来、インドの貧困や経済の停滞の原因に関するものであり、1830 年代以降に本格化し、

主に 19 世紀から 20 世紀にかけて論争された。R. D. Roy, ‘Some Aspects of the Economic Drain’. 
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ぐって本格的に問題化する。宣言法によって、インド軍およびインド駐留イギリス正規軍は、

インド財政負担のもと帝国戦略に組み込まれ、アジアにおけるイギリスの戦略的常備軍と

位置付けられていった。ナポレオン戦争期の第四次マイソール戦争（1799-1801 年）および

第二次マラータ戦争（1803-1805 年）にはじまり、さらにモーリシャス（1794 年）、ケープ

（1794-1805 年）、セイロン（1796-1798 年）、マニラ（1797 年）、エジプト（1801 年）などイ

ンド以外の地域にも派遣されたからである。インド軍の規模拡大は軍事費の膨張を招いた

が、遠征費用の弁済については明確な約定が欠如していたため、このように軍拡大と遠征が

繰り返された。1794 年から 1803 年の間で 3 回にわたって費用分担調整のための委員会が設

けられ、1805 年 6 月に提出された報告書で本国財政と東インド会社負担との調整が計られ

た79。この調整を経ても、ナポレオン戦争の戦費で会社が実際に負担した大部分は、会社が

不満として政府に訴えても本国から支払われることはなかった。このようなインド財政へ

の膨大な戦費負担は、1797 年以降の恒常的赤字状態を生み、収入不足は公債へ依存するこ

とになってゆく。この公債の利子負担はインド財政をさらに圧迫することになる。こうした

状況は、先述の本国費の増大とも関連することになる。インド軍の海外派遣をめぐる論争は、

19 世紀半ば以降にも繰り返されることになる80。

                                                   
79 金子勝「段階論と『世界市場』像の再検討」。 
80 インド軍の海外派兵は 1838 年勃発の第一次アフガン戦争にはじまった。秋田「インド軍海外派遣問題

とイギリス帝国外交政策」。 
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第 6 章 コーンウォリスのインド統治 

 

前章までにみてきた小ピット政権のインド政策をインドにおける統治改革として実行し

たのは、1786 年にインド総督に就任したチャールズ・コーンウォリス(Charles Cornwallis, 

2nd Earl and later 1st Marquis, 1738-1805)であった。本章では、コーンウォリスによって 1786

年から 93 年までに遂行されたインド統治改革いわゆる「コーンウォリス改革」と、ときに

「コーンウォリス・システム」と称されることもあるその成果について考察し、それらが小

ピット政権のインド政策および帝国政策においてどのように位置づけられるのか検討して

ゆく。従来の研究では、コーンウォリス総督期のインド統治改革については、英領インド史

ないし帝国史の枠組みで考察されてきた。伝記的研究も含めたこれらの成果は1、詳細な実

証研究としては高く評価できるものの、その基盤となったイギリス本国、とくに政治や行財

政改革との関連は十分に明らかにしてこなかった。そこで本論文では、小ピット政権のイン

ド政策および帝国政策という文脈を意識しつつ、コーンウォリス期インドにおける諸改革

を考察してゆくことにしたい。ここでは、本国におけるインド問題をめぐる議論や、それに

関わって提示される政策は、現地インドですすめられた統治改革の単なる背景ではなく、あ

くまで一連の改革として連動した論議であり政策であることを検証してゆくことになる。

本章では、第 1 節でコーンウォリスの諸改革を概観し、第 2 節で本国におけるそれらの同

時代的評価を検討する。コーンウォリス改革の評価と批判を検討することによって、小ピッ

ト政権のインド政策におけるコーンウォリスによるインド統治改革の位置づけを確認し、

小ピット政権のインド政策および帝国政策の再検討につなげたい。 

 

第 1 節 コーンウォリス改革 

本節では、「コーンウォリス改革」といわれる 1786 年から 93 年の 7 年間にわたるコーン

ウォリス総督期のインド統治改革を概観してゆく。第 1 項では、コーンウォリスの略歴や人

物像を確認する。また、インド総督就任に至る経緯も確認してゆく。第 2 項および第 3 項で

多岐にわたる統治改革について検討してゆくが、第 2 項では司法・行政・軍事といった主要

な改革と改革全般を貫くモラル・リフォームに着目し、第 3 項はもっとも重要な改革のひと

                                                   
1 インド統治期に焦点を絞った研究は、例えば次の 3 点があげられる。W. S. Seton-Karr, Rulers of India: 

The Marquess Cornwallis (Oxford, 1890); A. Aspinall, Cornwallis in Bengal (Manchester, 1931); F. 

Wickwire and M. Wickwire, Cornwallis: The Imperial Years (Chapel Hill, NC, 1980). 
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つである地税制度改革について焦点を絞って考察をすすめてゆく。 

 

（１）コーンウォリスのインド総督就任 

 小ピット政権のインド統治改革を検討するために、まず確認しておきたいのは、現地イン

ドでそれを実現する任を負った総督コーンウォリス個人のことである。後に詳述するが、コ

ーンウォリスが諸政権にインド総督として望まれたことは、出自や経歴などを含めた彼自

身の人物にも由っているからである。 

コーンウォリスは、七年戦争およびアメリカ独立戦争に従軍した軍人で、後者においては

ヨークタウンの戦いでの敗軍の将としても知られている。彼の経歴上あまり知られていな

いが大陸外交においても国王と政府の信頼のもと役を果たし、さらにインド植民地、アイル

ランド統治にも関与した。フランス革命戦争（1793-1802）に一応の決着をつけたアミアン

の和約（1802 年 3 月）でも重要な役割を担った。 

 チャールズ・コーンウォリスは、1738 年 12 月にロンドンで第 1 代コーンウォリス伯爵

（Charles Cornwallis, 5th Baron and 1st Earl Cornwallis, 1700–62）の長男として生まれた2。

また、サー・ロバート・ウォルポール（Sir Robert Walpole, 1st Earl of Oxford, 1676-1745）

の義兄弟であったチャールズ・タウンゼント（Charles Townshend, 2nd Viscount 

Townshend, 1674-1738）が祖父であった。一族の起源は曖昧で、その名前や一族の紋章であ

るコーンウォールのカラス（ベニハシガラス）がコーンウォール地方との関係を思わせるも

のの、おそらくアイルランド系といわれている。14 世紀にロンドンのシェリフ（州長官：

sheriff）となったトマス・コーンウォリス（Thomas Cornwallis, d. 1384)の息子ジョンがサ

フォーク州（Suffolk）のアイ（Eye）に近いブロム（Brome）に一族の拠を置いた。同地に

サー・トマス・コーンウォリス（Sir Thomas Cornwallis, 1518/19-1604）が、コーンウォリ

ス家のマナーハウスとなるブロム・ホール（Brome Hall）を築いている。彼の孫サー・フレ

デリック（Sir Frederick Cornwallis, d. 1662）はチャールズ 1 世のために戦い、王政復古後、

枢密顧問官（Privy Councillor）となった。彼が 1661 年に第 1 代コーンウォリス男爵（1st 

Baron Cornwallis of Eye）として授爵した。このようにしてコーンウォリス家は、17 世紀半

ばまでには国王に対する格別の忠誠によって一族の地位を確立していった。 

チャールズ・コーンウォリスの同名の父（1700-1762）は、チャールズ・タウンゼントの

                                                   
2 以下、コーンウォリスの経歴については、主に次を参照。Seton-Karr, Rulers of India: The Marquess 

Cornwallis, ch.1; A. Aspinall, Cornwallis in Bengal (New Delhi, 1987). 
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娘であった妻エリザベス（Elizabeth, d. 1785）を通じてウォルポールとの良好な関係を築き、

宮廷との関係も依然として良好で、1753 年にコーンウォリス伯爵（Earl Cornwallis）およ

びブロム子爵（Viscount Brome）を賜った。これらの縁故は、弟フレデリック（Frederick 

Cornwallis, 1713-83）が 1768 年にカンタベリ大主教（archbishop of Canterbury）に選任さ

れるのを助けた。 

父の死去によって第 2 代コーンウォリス伯爵となる 1762 年までブロム子爵と称していた

チャールズ・コーンウォリスは、名門イートン校に学んだ3。彼は、1753 年から 54 年にイー

トンに在学し、在学中にホッケーの試合で片目を負傷したが4、1756 年 12 月には陸軍に入

隊し、第 1 歩兵連隊の歩兵少尉（ensign）として軍事的キャリアをスタートさせた。また、

イタリアのチューリン士官学校（Turin Military Academy）で学び、その後、七年戦争のド

イツ戦線で重要な役割を果たし優秀な軍人として知られることになるグランビー侯爵(John 

Manners, Marquess of Granby, 1721-70)の副官(aide-de-camp)としてミンデンの戦い(battle 

of Minden)を経験し、七年戦争に従軍した。1759 年 8 月には第 85 連隊の大尉(captain)、61

年 6 月には第 12 連隊の中佐(lieutenant-colonel)に昇進した。 

政治キャリアに関しては、彼は、一族の懐中選挙区（ポケット・バラ：pocket borough）

であるサフォークのアイから 1760 年に下院議員として選出されるも、62 年 6 月 23 日に父

が死去し伯爵位を継いだので上院議員となった5。彼は、幼少期より軍人としての成功を望

んでおり政治活動を好まなかったので、当時の政治史のなかで下院議員であった短い期間

中に彼の積極的な行動は基本的に見いだせない。そのうえ下院議員であった期間の大半は、

ドイツで軍務についていた。彼は、少将(Major General)に昇進した 1775 年の翌 76 年には

アメリカ独立戦争へ派遣された6。 

アメリカ独立戦争では、かのワシントン将軍としのぎを削り、彼自身の指揮した作戦は概

ね成功をおさめ軍功をあげた。だが、1781 年 8 月から 10 月のヨークタウンの戦いにおい

て、最終的に米仏連合軍に包囲され降伏し、敗軍の将としてその名を知られることになった。

                                                   
3 イートン出身者として彼は、1790 年にはカルカッタのニュー・イートン・クラブ（New Eton Club）に

参加した。 
4 1755 年にはケンブリッジのクレア・カレッジ（Clare College）へ。 
5 シェルバーンと親しく、当初ロッキンガム侯爵に近かったコーンウォリスは、貴族としての官職には、

Lord of Bedchamber (1765-69)、vice treasurer of Ireland(1769)、枢密顧問官(1770)、ロンドン塔長官

(1771)などの職歴がある。 
6 例えば 1765 年の印紙法に反対投票を投じるなど、投票記録などからアメリカ植民地への課税に反対して

いたことがわかるが、彼は一貫して抵抗運動やそれに通じるような政策は認めなかった。彼は、

Declaratory Act に反対投票した 5 人の上院議員のうちの一人だった。 
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この敗戦の際、捕虜となった彼は 1782 年 1 月に帰国しているが、83 年 9 月の戦争終結まで

仮釈放の身であった。 

なお、1768 年に結婚していた妻(Jemima Tulikens, 1747-79)をアメリカ従軍中に亡くして

いるが、彼は、家族を深く愛したことで知られ、このことは子供たち（Mary, 1769-1857 と

Charles, 1774-1823）への愛情深い手紙が多く残されていることからもうかがえる。 

 アメリカ独立戦争の終結は 1783 年まで待たねばならないが、先に触れたヨークタウンの

戦いは、イギリスの敗戦を決定的とした。しかし、アメリカ独立戦争での軍歴は、後のコー

ンウォリスの軍事的キャリアを妨げることはなかった7。彼がアメリカから帰国した 1780 年

代初頭は、アメリカ植民地の喪失によるイギリス帝国の再編期にあたる。後代からみれば、

イギリス帝国の核が西のアメリカから東のインドへ移行することは周知の事実だが8、当時

のイギリス政治におけるインド問題の展開は、第 3 章でみてきたように複雑で混迷してい

た。同時にインドにおいても現地諸勢力との抗争が続き不安定で危険な状態にあった。こう

したインド現地の状況からは次期インド総督には軍人が望ましいと考えられていた。また

当時のインドにおける統治機構は行政と商業が分離していなかったが、行政府としてはベ

ンガルを頂点とし、マドラス、ボンベイの 3 管区におかれていた。これらの機構において長

らく蔓延る腐敗こそ、ロンドンの東インド会社本社やイギリス政府が今後のインド統治に

最も障害となると考えたものであった。それまで英領インドを統括していた東インド会社

は幾度も腐敗除去や社員の綱紀粛正を試みたが、現地における社内の内部抗争がそれを成

功させなかった。この問題の深刻さは、コーンウォリスの前任総督ヘースティングズの時に

浮き彫りとなった。総督ヘースティングズは、総督とカウンシラーからなるベンガル政庁に

おいて、他のカウンシラーに対するキャスティング・ボートを有さず、内部対立はインド統

                                                   
7 アメリカ独立戦争における彼の軍人としての評価は、イギリスだけでなくアメリカ史においても比較的

好意的である。例えば、アメリカ史の事典の類は概して次のような評価を共有している。非常に強力な政

治的縁故を有していたコーンウォリスは、実際にはこの敗戦の責任を問われず、代わりに、1780 年から

81 年のコーンウォリスの指揮した南方戦線にほとんど効果的に動くことが出来なかった軍司令官クリン

トンにその責めが降りかかったというものである。すなわち、イギリスの敗因は、軍司令官クリントンに

あって、コーンウォリスにはないという見解である。一例として、Paul A. Gilje (ed.), Encyclopedia of 

American History, vol.3 (New York, 2003), p.93. 
8 帝国の西から東への移行（swing out）については、次を参照。Vincent T. Harlow, The Founding of the 

Second British Empire, 1763-1793, 2vols. (London, 1964); P. J. Marshall, ‘Britain without America: A 

Second Empire?’ in P. J. Marshall (ed.), The Eighteenth Century: The Oxford History of the British 
Empire, vol.2 (Oxford, 1988). マーシャルは、第一次帝国から第二次帝国への移行が 18 世紀末に起こっ

たことは間違いないとしながらも、第一次帝国は 19 世紀以降にも併存していたとする。第一次帝国の中

心であった西インドは、アメリカ独立後もイギリス経済の中心であり続け、主に反奴隷制運動においてイ

ギリス人の多大な関心を集めた。つまり、18 世紀末には西から東への重心移動（マーシャルのいう“swing 

to the East”）は起こったが、それは大西洋からの完全な撤退(swing out)にはあたらないという。Marshall, 

‘Britain without America,’ pp.571, 581. 本論文序論も参照。 
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治にますますの混乱をもたらすことになった9。本国でもインドでも大きな利権を有する東

インド会社は、本国・インド双方で社内の激しい内部闘争を抱えていた。ヘースティングズ

の後任総督に、こうした内部抗争と関わりない人物として、社外から総督を任命したことは、

それまで会社の直面していた問題と無関係ではなかったであろう。 

現地で腐敗除去や綱紀粛正を担ったのは総督や知事らであったが、彼ら自身が腐敗や不

正と分かちがたい存在でもあった。このような状況において次期総督としてコーンウォリ

スが候補にあがったことは、彼の人物像や評判に多くをよっていたであろう。というのは、

コーンウォリスは、家族や友人から愛され、国王をはじめとする王室関係者や、政府関係者

などの信頼厚く、当時から清廉潔白で知られていた。また、イギリス貴族・軍人・公人とし

て、その責任感や愛国心も極めて強かった。国王および政府と東インド会社―とくに役員会

―の両サイドから次期総督候補と期待される人物は、コーンウォリスを除きほぼ皆無であ

った10。 

 この 2 か月後には首相に就任するシェルバーンが、1782 年 5 月頃に、総督としてインド

赴任をコーンウォリスへ要請したのが最初の彼へのインド総督赴任依頼であった11。このと

きコーンウォリスは前述のように仮釈放の身であったので、アメリカ軍の捕虜期間中であ

ることを理由に要請を断っている12。コーンウォリスは、その後ノース・フォックス連立政

権期の 1783 年 10 月に、ノース卿がコーンウォリスのインド赴任の意向を気にかけている

ことを友人から聞いている。この時、彼は、友人から聞いたのみで、ノース本人から直接何

も聞いていないという理由でさほど重要と捉えていなかった13。しかし、彼の書簡集によれ

ば、1783 年末頃から 84 年初頭にかけて、いくつかの方面から彼がインド総督に指名される

だろうことを聞かされるようになっていた。この頃のイギリス政界は、ノース規制法にかわ

る新しいインド法を制定しようと、まさにインド法案論争が盛り上がっていた時期であっ

た。先にみたように、1783 年 11 月にはフォックスのインド法案が下院を通過するも、12 月

                                                   
9 実際には、ヘースティングズのインド総督としての功績は、こうした内部抗争を統制しえなかったこと

を除けば、非常に優れたものであったとされている。彼は在インド社員に現地の言語習得を奨励した

り、東洋学の研究の拠点としてベンガル・アジア協会(Asiatic Society of Bengal)を創設したりと現地に

おける社会的コミュニケーションを重視した。邦語での彼の総督としての概略は、浜渦哲雄『大英帝国

インド総督列伝―イギリスはいかにインドを統治したか』（中央公論新社､1999 年）、55-62 頁。 
10 同時期に総督候補に挙がっていたのは、マドラス知事のマカートニーであったが彼は最後まで断った。

C. C. Davies (ed.), The Private Correspondence of Lord Macartney, Governor of Madras, 1781-85 

(London, 1950), Introduction. 
11 Charles Ross (ed.), Correspondence of Charles, First Marquis Cornwallis (London, 1959), I, pp.14, 

179-180. 
12 コーンウォリスは、同時期に要請されていた大陸への大使としての任務を引き受けている。 
13 Correspondence of Cornwallis, I, p.148. 
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に国王の介入により上院で否決され、その後小ピット政権が成立した。小ピット政権のおけ

るインド政策の中心人物となるヘンリ・ダンダスは、第 3 章でみてきたように 1783 年 4 月

にインド法案を提出しており、この際にインド総督の権限規定に関する箇所を重要な点の

一つとしていた。ダンダスがインド法案提出時に想定していたインド総督はコーンウォリ

スであったが14、前述のように同法案は否決され、後の小ピットによるインド法案として練

り直されることになった。小ピット政権成立以後の 1784 年 1 月に、コーンウォリスは、イ

ンド関連のいかなる要請にも応じることはないといったことを友人にもらしている15。コー

ンウォリスはインド赴任を嫌がっており、複数の方面からインド赴任を要請されストレス

を感じるようになっていたようである。当時のインドは通常、はやくても片道 6 か月を要す

る地であり、遠くしかも長期間にわたって愛する家族から離れることは彼にとって苦痛で

あった。さらに、職務としても、当時の政界でも議論の的となっていたインド法案について、

インド総督に付与された役職としての権限やインド行政の不備・欠陥に対してコーンウォ

リスは不満を持っていた。そのため、ピットのインド法制定後に BOC の委員となるシドニ

ーは、はやくも 1784 年 5 月には、首相小ピットはこうしたインド総督の役職不備に関して

修正するつもりがある旨をコーンウォリスに直接伝え、インド総督赴任を依頼している。ま

た、この際にシドニーは、東インド会社もコーンウォリスのインド総督就任を望んでいるこ

とを彼に伝えている。つまり、コーンウォリスの次期インド総督就任は、政府と会社双方が

望むことであるとして、彼に依頼したのである。ただし、コーンウォリスはこの時すでに他

から東インド会社の意向を聞いて知っていたことも友人宛の書簡に記しており、シドニー

から要請される以前に、会社関係者から要請があったようである16。さらに同年 6 月には、

コーンウォリスは、「インド関連大臣」（Ministers relative to India: BOC 委員を指すと思わ

れる）らは内密に彼にインド総督兼最高軍事司令官を要請するつもりだという情報を得た

ことを記している。ここには「内密に」とあるので、正式な依頼をうける以前のかなりはや

い段階でコーンウォリスがこうした情報を知っていたことがうかがえる17。1784 年 8 月に

なると、シドニーはコーンウォリスの説得に本格的に乗り出すようになっていた。シドニー

は、コーンウォリス宛て 8 月 3 日付の「完全に私的な手紙」に、東インド会社は彼のインド

赴任を心から望んでいることを書き添えて、下院通過直前のピットのインド法案の写しを

                                                   
14 Correspondence of Cornwallis, I, p.14, n2. 
15 Correspondence of Cornwallis, I, p.154. 
16 Correspondence of Cornwallis, I, pp.168-169. 
17 Correspondence of Cornwallis, I, pp.169-170. 
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同封した18。この頃のコーンウォリスが親友に宛てた手紙でもらしていたように、彼は本心

ではインド赴任を嫌がっていたが、国王や政府への忠誠心から、シドニーの説得に頭を悩ま

せている。こうした再三のシドニーの説得に困り果てた彼は、インド総督要請について首相

小ピットへ直接手紙を書いた。彼は、1784 年 11 月 8 日付の小ピット宛ての手紙に、インド

赴任を受諾しない理由を丁寧に書き連ねて、一旦は政府に断念させた19。 

 小ピット政権は、その後も次期インド総督の任命に行き詰り、1785 年 2 月初頭からふた

たびコーンウォリスにインド総督としてインド赴任を受諾するよう働きかけている。コー

ンウォリスの友人宛書簡によれば、その頃に小ピットと会ってインド総督の任を引き受け

るように言われたようである。彼は、同時期にヘンリ・ダンダスとも会って話している。ダ

ンダスはピットのインド法の実質的な起草者であり、もしインド赴任を受諾すれば〔コーン

ウォリスの不満とする事由に関して〕法を修正する用意があることを、彼に直接伝えたよう

である20。以上のように、小ピット政権は、最初にシドニーを交渉役に政権および会社の意

向として、インド総督就任を彼に依頼したが、再三の依頼にも受諾してもらえず、最終的に

は、首相である小ピットやインド法の実質的起草者であり政権のインド政策を担ったダン

ダスが直接説得にあたって、コーンウォリスにインド総督の任を引き受けさせた。 

コーンウォリスのインド総督任命の経緯は、コーンウォリスの記録を中心に確認してゆ

くと、従来の研究がいうほどには小ピットやダンダスの独断的決定ではなかったことがわ

かる21。すでにインド総督の候補者として小ピット政権の成立以前からコーンウォリスの名

前はあがっていた。また、小ピット政権成立後も、インド法制定以前および BOC 設立以前

からコーンウォリスは次期総督の最有力候補として政府と会社の双方に期待されていた。

1782 年 5 月の最初のインド総督就任依頼から再三断り続けたコーンウォリスが、最終的に

インド赴任を受諾するのは、1786 年 4 月のことであった22。コーンウォリスに対する依頼や

説得などからは、国王や首相ないし政府、東インド会社など多方面の意向として、新インド

                                                   
18 Correspondence of Cornwallis, I, pp.172-173. なお、ピットのインド法案が下院を通過するのは 8 月 13

日である。 
19 Correspondence of Cornwallis, I, pp.179-180. 
20 Correspondence of Cornwallis, I, pp.184-185. 
21 たしかに小ピット政権によって、とくに最終的には小ピットとダンダスによって説得されているが、コ

ーンウォリスは小ピット政権以前から総督候補者であり、会社役員会の複数名からも数度にわたり要請

されていたことを総合的に検討すれば、従来の研究書の記述は語弊があると言わざるを得ない。 
22 多方面からの度重なる要請に、彼がとうとうインド赴任を受諾せざるを得なくなったのは 1786 年 2 月

頃であった。この時でさえコーンウォリスは、友人に宛てて、「インド行きの要請は私に非常に強くのし

かかっており、カウンシルにおける総督の自立性と、ダンダスの先の法案にあったように、軍の最高指揮

権とを約束されたため、私の意に反し、また心底悲しいが、私はイエスと言わざるを得なくなってきた…」

と書き送っている。Correspondence of Cornwallis, I, p.208. 
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法成立以後の新総督にはコーンウォリスが望まれていたことが見えてくる。 

 コーンウォリスがインド総督として複数の方面から望まれた要因を整理しておこう。ま

ず、1780 年代初頭のインドでは現地勢力やそれらと結託するフランスとの抗争が激しかっ

たため、軍人が望ましいと考えられていた。さらに、形成過程にあるインド行政府は、長ら

く内部抗争や腐敗に悩まされ、それによってしばしば業務が妨げられていたので、東インド

会社の抗争や派閥と無縁の会社外部の者で、且つ綱紀粛正を断行できる人物が望まれた。コ

ーンウォリスは、本項冒頭でみてきたように軍人として功績をあげており、かつ比較的高位

の貴族出身で、清廉潔白と評判の人物であった。その出自もあって、親しい友人関係の中に

は、国王や王室関係者、高位の貴族や政府関係者などが含まれていたが、こうした周囲の

人々の信頼は非常に厚かった。それまでの軍事・政治の両キャリアにおいて東インド会社の

内部抗争とは縁がないということは、翻せばインドに関する経験や知識の欠如を意味する

が、後述するようにそれらは別の形で補うことが可能であった。だが、彼の有する出自や軍

事的キャリアなどの人物的特徴すなわち高潔さ、誠実さ、清廉潔白な精神、愛国心などは容

易に代用の効くものではなかった。こうした点は政府よりもむしろ東インド会社の役員や

株主たちにコーンウォリスへ大きな期待を抱かせたであろう。本来はインドにおけるキャ

リアは、厳格な年功序列に基づいていた。インドで何の経験もないコーンウォリスが、かつ

てない絶対的な権限を約束されてインド総督に任命されたことで、すでにインドで長いキ

ャリアを積んできたシニア・マーチャントたちは、彼に激しい嫉妬の念を抱いたであろう23。

だがそれによって総督コーンウォリスのインドでの業務が実際に阻害されることはなかっ

た。彼は、インド法によってインドでの絶対的権限を有していたし、それらの権限を無理や

り行使するまでもなく、国王や時の政府、さらに東インド会社本社の完全な信頼を得ていた。

このような政府や会社役員会による本国からのバックアップは、インド総督として彼が改

革を遂行するうえで最大の武器であったかもしれない。コーンウォリス以前の知事や総督、

さらには多くの行政官たちがすでにインドで精力的に統治改革に着手しようと試みてきた

が、それらはことごとく失敗していた。 

 コーンウォリスは、小ピット政権からインド赴任受諾の説得をされる過程で、インド統治

の法的不備、すなわちノース規制法とピットのインド法の不備をついている。いくつかの点

                                                   
23 おそらくコーンウォリスがインド総督に任命されたことで、もっとも落胆した人物は、前任ヘースティ

ングズの後、1785 年 2 月から臨時総督となっていたジョン・マクファーソンであったろう。彼は、新総

督としてコーンウォリスが到着後もロンドンにいる友人や代理人を通じて総督交代に異議を唱えていた

が、小ピットやダンダスに却下されている。Aspinall, Cornwallis in Bengal, pp.8-9, n3, n4. 
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は、1784 年のインド法においてすでに修正されていたが、ピットのインド法でも規定され

なかった点はインド総督就任にあたり、ダンダスが説得過程で約束したとおり、1786 年 5

月に修正法(26 Geo. III, c.16, sec.7)によって補強された。それは、インド総督の権限強化であ

った。より具体的には、ピットのインド法でもすでに強化されていたインド総督の権限と、

軍事司令官の権限とを統合することであった。 

 こうしてインド総督に就任したコーンウォリスは、1786 年 5 月はじめに本国を出発し、8

月後半にマドラスを経て、9 月半ばにはベンガルに到着している。彼のインド到着は、当時

インドでも発展を始めていた新聞等のメディアによって報じられている。『カルカッタ・ガ

ゼット』は、次のような記事を掲載した。 

 先の月曜日にコーンウォリス卿は〔フーグリ〕河に到着し、火曜日の朝には河岸

に着かれた。卿は、水際で親衛隊（Body Guard）の一団に迎えられ、それから歩い

て砦に向かい、そこで先の総督によって、彼の高潔なる位階と人物（dignity of his 

rank and character）に対する完全な敬意をもって応対された24。 

 

（２）司法・行政・軍事とモラル・リフォーム 

東インド会社の役員会は、新総督コーンウォリスに現地での改革への大きな期待を寄せ、

インド赴任にあたり、彼にあらかじめいくつかの指示をだしている25。それらの指示の主要

な柱は、インド在勤社員の綱紀粛正とインド統治の安定化であった。前者にたいしては、イ

ンド現地の組織全般にわたる改革で課題となり、後者はとくに財政的安定化のために地税

制度改革が最重要課題となった。地税制度に関しては、次の第 3 項でとりあげることとし、

本項では、インドにおける「腐敗」の除去、すなわちモラル・リフォームに貫かれた諸改革

をみてゆく。 

 コーンウォリスの諸改革の到達点は、インドに「リスペクタブル」な行政府を確立するこ

とであった。ベンガル、ビハール、オリッサのディワーニーを獲得し、インド現地において

行政権を有するようになった 1765 年当時、あくまで貿易会社であった東インド会社は、イ

ンドにおける領土支配者としての組織も知識も持ち合わせていなかった。そこで会社にと

                                                   
24 Thursday, September 14th, 1786 in W. S. Seton-Karr, Selections from Calcutta Gazettes of the Years 

1784, 1785, 1786, 1787, and 1788, …, (Calcutta, 1864), p.157. 
25 会社役員会からベンガル政庁への指示は次の刊行史料集を主に参照した。Fort William-India House 

Correspondence and Contemporary Papers relating thereto [以下、FWIHC ], 21vols. (Delhi, 1949-

1985). 
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って統治機構の確立が急務となった。コーンウォリスがインドで改革を遂行する直前の

1784 年においても、それはかわらなかった。首相小ピットは、1784 年 1 月にインド法案に

関する下院演説のなかで、「インドにおける全ての機構(all the establishment in India)は完

全な見直しが必要であり、それは取り除かれるべき無益(inutility)や不都合(inconvenience)、

腐敗(corruption)や不正(abuse)のためである」とインド政庁の新たな統治機構の確立の必要

性を訴えた26。当時、会社はインドを 3 管区で管理し、各管区はそれぞれの商館を中心に知

事とカウンシラーに任せていた。インド在勤社員として現地で任務にあたったのは、基本的

に商人と軍人であった。前者はすなわち文官となった。後者の属する軍事改革については後

述するものとし、まず文官の関わる行政改革についてみてゆこう。 

 1765 年以来、文官として東インド会社領土の行政の実務を行う者たちは、コーンウォリ

スの改革まで商人としての側面と行政官としての側面を併せ持っていた。こうした文官の

二面性は、組織を行政府として曖昧なものとしていた。この曖昧さは、会社の主目的たる商

務を非効率なものにしていたし、行政府としての組織に腐敗を許していた。コーンウォリス

は、彼がインドへ到着したとき、あらゆる部門に腐敗がはびこっていて、そのなかでも商務

部(Commercial Department)がもっともひどいと書いている27。1774 年にカルカッタに設け

られた商務班(Board of Trade)は、ヨーロッパ人やインド人の現地請負人から会社のインヴ

ェストメント（イギリスへ輸出する商品）を買い付ける部署で、彼らが自身の商取引を優先

したため、会社のインヴェストメントは質・量ともに急激に悪化した28。商務班に属する社

員の不正行為による会社の損失は、すぐに本国の役員会でも問題視された。コーンウォリス

は、カルカッタの倉庫は「堕落と不正の巣窟」(sink of corruption and iniquity)であるとダ

ンダスへ報告している29。会社役員会は、コーンウォリスへ商務部の過去と現在の活動につ

いて調査し、不正に関与した社員を本国へ送還するよう指示している。さらに 1787 年 3 月

27 日付の指令では、1784 年 1 月時点の商務班の構成員を全員解雇するように指示している

30。コーンウォリスは商務部の再組織をはかり、部下のチャールズ・グラントに新たな商務

                                                   
26 Debate in the Commons on Mr. Pitt’s East India Bill, Jan. 14, in William Cobbett, Parliamentary 

History of England from the earliest period to 1803 [以下、Parl. His.], (London, 1806-1822), XXIV, 

p.327. 
27 FWIHC, X, p.6; Aspinall, Cornwallis in Bengal, pp.12-13. 
28 Aspinall, Cornwallis in Bengal, pp.13-15. インヴェストメントについては、松井透「近世英印関係小

論」『史学雑誌』62-7（1953 年）、1-42 頁｡ 
29 Cornwallis to Dundas (Melville Papers), 14 Aug. 1787, cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.13. 
30 Correspondence of Cornwallis, I, p.233. 
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班を委ねた31。商務部の再組織に当たり、コーンウォリスは規程集(code of Regulations)をつ

くり商務部の職務を明確にして、会社の利益保護をはかった32。 

 また、司法や歳入を業務とした行政部(General Department, Public Department)において

も、ほぼすべてのコレクター(収税官：Collector)が私貿易に従事して会社に損失を与えてお

り、それだけでなく現地住民を圧迫していた。コーンウォリスの報告では、ビハールでは、

大部分の土地が耕作されないまま放置され、人々は家を捨て、土地からの収入は減少したと

いう33。このように耕作地ないし耕作者（ライオット）の問題とも関連したので、行政改革

すなわち行政府の確立は、次項でみる地税改革とも不可分のものであった。 

コーンウォリスは、商務と行政を分離し、一人の人物がその両方には携わることのできな

いようにした。つまり、行政に携わる者は商業活動の一切を禁止された。これによって、長

らく会社に甚大な被害を与えていた私貿易の問題に楔を打ち込んだ。コーンウォリスの私

貿易への対応は、単に組織的に商務と行政の分離を図っただけではなく、社員の給料や雇用

の問題とあわせて処理したことが重要であった。さらにこの点は、パトロネジの問題にも関

わっている。 

会社は、これまでインド在勤社員にたいして幾度となく私貿易禁止を訴えていた。だが、

いくら本国役員会がロンドンから指令や勧告をだしても、遠いインドにいる個々の社員を

本格的に規制することは出来なかった。1766 年 9 月にロバート・クライブは、私貿易放棄

を宣言していたが、それは部分的なものでしかなかった。カウンシラーや幹部社員には、条

件付きで私貿易を認めていたからである34。その後、正式に 1773 年の規制法において、カ

ウンシラーの私貿易は禁止されたが、この私貿易にかわってカウンシラーの年俸は 1 万ポ

ンドに引き上げられた。私貿易の廃止は、こうした減収補償をもって試みられてきた。だが、

実際には在インド社員による私貿易は堂々と続けられ35、少なくともコーンウォリス総督期

の 1788 年まで続いた36。 

私貿易の問題は、たんに東インド会社がその経営上悩まされた問題であっただけでなく、

                                                   
31 A. T, Embree, Charles Grant and British Rule in India (London, 1962), p.95. 
32 Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.18. 
33 14 Aug. 1787 (Melville Papers), cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.19. 
34 クライブは、幹部社員を会員とするトレイディング・ソサエティーを組織し、塩などの取引を独占させ

た。浜渦『インド総督列伝』、54 頁。 
35 当時インドで勤務していたウィリアム・ヒッキーの回想録によれば、ロンドンの役員は商務班の腐敗に

ついて皆よく知っており、「商務班の誰も、これらの行為を秘密裡に行おうとはしていなかった」と、彼

らが本国役員会に知られても堂々と不正行為に手を染めていたとある。Alfled Spencer (ed.), Memoirs of 

William Hickey, 4vols. (London, 1913-1925), iii, p.307. 
36 本稿 138 頁参照。 
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イギリス社会においても問題視されていた。私貿易に多くをよって蓄財したインド帰りの

「ネイボッブ（インド成金）」は、イギリスの国家へ帰すべき「インドの富」を「不正に」

得たと考えられたからである。こうした認識は、ネイボッブと揶揄された個人だけなく、そ

うした腐敗した人々を生み出す腐敗の温床としての東インド会社に対する激しい批判にも

つながった。もともと特許に基づいてインド貿易を独占する東インド会社は、独占に対抗す

る商人や地方都市などから常々批判されてきた存在であったが、18 世紀後半になって単な

る商業対立におさまらない、イギリス社会にとって批判すべき存在として認識されるよう

になっていた。私貿易以外に、社員が「不正に」蓄財する方法は、横領や買収・賄賂であっ

た。これらもまた、私貿易同様に長らく問題視されてきた腐敗であった。 

私貿易や、横領・買収等の横行に歯止めをかけるために、これらの行為の必要性を断つこ

とが不可欠であった。当時の社員は、給与だけでは生活が苦しく、蓄財も叶わなかったので

私貿易や賄賂などの不正を行った37。この問題点については、コーンウォリス以前のクライ

ブやヘースティングズなども気づいていた38。だが、社員の給与にかんする実質的決定権は、

本国の役員会ひいては株主が握っていた。この問題の解決には、本社のあるロンドンと問題

の生じているインドとくにベンガルとの間の距離が、実際に大きなギャップとなっていた

のである。このギャップを乗り越えることが出来たのは、コーンウォリスであった。彼の総

督就任に至る経緯でみてきたように、彼に対する東インド会社役員会の信頼と改革への期

待が、長らく問題解決を阻んできたこのギャップを乗り越えさせたのである。コーンウォリ

スは、問題の解決法を実際に考え出した人ではなかったが、解決法を実施できるだけの権限

と信頼を有した総督であった。もちろん役員会も、コーンウォリスの要求を簡単に許したわ

けではなかった。社員給与の問題は、コーンウォリスが役員会の反対を押し切って断行した

改革のひとつであった。 

社員給与の問題は、インドにおける組織の再編を必要とした。1785 年 2 月からはじめら

れた臨時総督マクファーソンによる歳入部（Revenue Department）の再編で、人員や給料

の削減がはかられた。しかし、この再編は多くの不満をかい、コレクターらによる陳述書ま

で提出された。そこで、管区の中央部として 1781 年から設置されていた歳入委員会

                                                   
37 P. J. Marshall, East India Fortunes: The British in Bengal in the Eighteenth Century (Oxford, 1976), 

ch.8. 
38 ヘースティングズは、役員会の強硬な反対にあいながらも給与引き上げを徐々に行っており、社員一人

あたりの支払給与は 1776 年の 685 ポンドから 1783 年の 2261 ポンドとなっていた。Marshall, East 

Indian Fortunes, p.186; 浜渦『世界最強の商社』、87 頁。 
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(Committee of Revenue)を 1786 年 6 月に歳入班(Board of Revenue)へ改編し、総督をその一

員とした。会社役員会は、インドにおける徴税コストの増加に不満を抱いており、コレクタ

ーの制度は維持するがその人員を削減する意向にあった39。チャールズ・スチュアートやジ

ョン・ショアのような長く実務に携わってきた社員は、こうした組織再編による歳入部の中

央集権化には反対していた。スチュアートやショアは、各地の実情を中央部によって把握す

ることは難しく、これまでのように各管区で担当コレクターに委ねるべきだと意見した。し

かし、彼らの意見には、腐敗しきったコレクターの手に業務を委ねるという不安要素があっ

た。スチュアートの提案は、役員会にとっては気前がよすぎると感じるほどの給与増大であ

った。役員会は給与額そのものを増額することには賛同しなかったが、スチュアートの提案

のうち、歩合に応じた年手当を固定給に加えるという構想には同意した40。コーンウォリス

は、1787 年 8 月のダンダス宛て書簡のなかで、社員の給料を 3 倍にするよう提案しており

41、同年 11 月のダンダス宛て書簡のなかでは、インド在勤社員の不正行為の主要因は生計

をたてられないほど低い給料であると指摘している42。コーンウォリスは、従来の行政部を

司法と行政に分離した。この際、中央行政の歳入部は、各管区のコレクターを監督する母体

として維持することとした。 

コーンウォリスは、それまでの多くの試みが失敗していたことの要因をふまえて改革を

断行していった。それをよく示しているのが、腐敗と考えられた行為に及んだ社員にたいす

る訴訟である。当時インドに渡っていた著名な放蕩者ウィリアム・ヒッキーが記した回想録

によれば、コーンウォリスは次のような布告をしたという。ロンドンの役員会は、長い間ベ

ンガルの商務部によって行われてきた犯罪、横領、詐欺について大いに不快に感じていると

表明したうえで、今後はこれらの行為を犯罪とみなし、不正を犯した場合はいかなる者であ

れ本国へ送還し、厳しく処罰し、法によって罰金を科すとした43。 

 コーンウォリスがこの布告で明らかにしたのは、今後は不正行為が発覚した場合、これま

でのように黙認や実効性のない処罰ではなく、どのような部署・位階のものであれ、厳格に

処罰が実行されるという新たな方針であった。このようなコーンウォリスの改革手法から

は、インドで蔓延る社員の不正や腐敗に関する根本的な問題は、会社の体制にあると考え、

                                                   
39 コレクターの数は収入総額によって割り当てられており、通常 20 人から 25 人であったが、1786 年 9

月までには、28 人から 36 人にまで増加させた。 
40 Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.25. 
41 Cornwallis to Dundas (Melville Papers), 14 Aug. 1787, cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.18. 
42 Cornwallis to Dundas on 16 Nov. 1787 cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.16 n. 
43 Memoirs of William Hickey, vol. III, p.307. 
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不正の起こりにくい体制づくりを目指したことがうかがえる44。コーンウォリスは、1788 年

に役員会に宛てて、商務部の腐敗はいまではすっかり浄化されたと報告した45。 

 コーンウォリスによる改革は、その細部の内容よりも組織に改革の風を送ったことにそ

の特徴があげられる。たとえばピアス大佐（T. D. Pearce）は、1785 年から 86 年までの臨時

総督マクファーソンのもとでは「ほとんど窒息させられた」ような悲惨な状況であったが、

コーンウォリスの到着によって「ふたたび息ができるようになった」とその心情を吐露して

いる46。ジョン・ショアも、コーンウォリスの到着によってインド政府が変革してゆく様を

実感して、その旨をダンダスへ伝えている47。ショアは、とくにコーンウォリスによって「パ

トロネジの制度は完全に転覆した」と書いて、それまで私的な懇願によって妨げられてきた

公的な業務にもっと多くの時間を費やせるようになったと喜んだ48。ショアが、コーンウォ

リスの就任からすぐに感じたように、コーンウォリスが本国からの私的な要請すなわちパ

トロネジによる任命の依頼を、たとえ最も地位の高い人物からの要請であったとしても拒

絶したことは49、現場の空気をかえたに違いない。しかし、実際にはその後もこのような私

的な要請が完全に途絶えたわけではなかった。コーンウォリスは、1788 年 1 月には、「神よ、

お願いですから、このような愚かな行為をやめさせてください。」と書き記している。彼が

ここで愚かな行為だというのは、たとえ彼らの要請に従って若者を採用したとしても、海外

の地で拘置所へ行くか餓えるかしかないという考えからきており、不要・不適切な採用はイ

ンドにおける腐敗の増加にしかつながらないと断言していた50。 

 先に触れたように、コーンウォリスは、行政部の業務を司法と行政に分離して行政部の再

編もはかっている。コレクターは、従来、徴税業務以外にも担当管区における司法官のよう

な任務も兼務しており、こうしたコレクターが複数の業務に携わることで、土地の改良が遅

れると考えていた51。また、法による財産の権利を保護することが人々の繁栄と幸福につな

                                                   
44 こうした考えた方は、スミスの『国富論』における東インド会社批判にもみられる。「私は、東インド会

社の使用人たちの一般的な性格にいまわしい非難を浴びせかけるつもりではないし、まして特定の人た

ちについてそうするつもりはない。私が非難しようとしているのは、統治の制度であり、彼らがおかれて

いる地位であって、その地位で行動した人びとの性格ではない。」アダム・スミス（水田洋監訳、杉山忠

平訳）『国富論』（岩波書店、2001 年）、第三巻、261 頁。 
45 Letter to Court from Cornwallis, 1 Nov. 1788, FWIHC, X, pp.597-620. 
46 BM. Add. Mss. 29170, f.346, cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.21. 
47 Shore to Dundas, 15 March 1787 (Melville Papers), cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.21. 
48 BM. Add. Mss. 29170, f.347, cited in Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.31. 
49  コーンウォリスは、皇太子や高位の貴族などの依頼もすべて拒絶しており (Correspondence of 

Cornwallis, II, pp.34-36 )、ダンダスからの依頼に対しては、彼からの手紙でもっとも不快だと返信した。

後にダンダスは、彼に謝罪の手紙を送っている(Correspondence of Cornwallis, I, pp.265-266)。 
50 Correspondence of Cornwallis, I, p.310. 
51 兼務する司法業務については、無給であった。 
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がるという考えに基づいて、1793 年に条例―いわゆる「コーンウォリス法」（Cornwallis 

Code）―を制定した。これによってコレクターは、司法業務から完全に分離し、徴税業務

にのみ専念することが定められた52。 

コーンウォリスがインド総督に適任と考えられた理由のひとつが、彼の優秀な軍人とし

ての評価であった。インドにおける軍事的に不安定な状態は、イギリス人にとって、現地で

も本国でも大変な脅威となっていた。もっとも脅威と考えられたのは、マイソールのティー

プ・スルタンの存在であった。1789 年 12 月にティープが、東インド会社と公式に同盟を結

んでいたトラヴァンコールに侵攻したことをきっかけに、第三次マイソール戦争が勃発し

た。1792 年まで続くこの戦争によって、コーンウォリスの任期は当初予定されていたより

延長され53、彼が予定していた諸改革も幾分か先延ばしとなったことも否めないであろう。

しかし、マイソールとの戦争で現実の脅威に直面したことで、インドにおける軍事的諸課題

が実際の改革の必要に迫られたとも考えらえる。第 5 章で考察したように、本国においてダ

ンダスによって計画されたインド軍改革は、まだほとんど実を結んでいなかった。 

 第二次マイソール戦争（1780-1784 年）での軍事費によって、インドにおける東インド会

社の財政は困窮を極めていた54。そのため 1780 年代半ばのインドにおいては、軍事機構の

縮減によって改革がすすめられていた。この頃の会社役員会がインドへ発信した送達文書

において軍事に関する事項は、ほぼ軍備縮減に関するものであった55。これに対し、第 4 章

でみてきたように、本国で構想されるようになっていったインドの軍隊整備に関しては、会

社の費用負担によるヨーロッパ人増強であった。軍人としての資質もかわれてインド総督

に就任したコーンウォリスにとっても、こうしたインドの軍備については難問であったで

あろうことは容易に看取される。 

 

（３）地税制度改革 

 コーンウォリスのインド統治改革のなかで最もよく知られているのが、1793 年のパーマ

ネント・セツルメントの導入である。これは、簡潔に言えば、地税額を永久的に固定し、ザ

                                                   
52 Aspinall, Cornwallis in Bengal, p.86. なお、法典化については、社会学者による次の論考を参照。Jon 

E. Wilson, ‘Anxieties of Distance: Codification in Early Colonial Bengal,’ Modern Intellectual History, 

4-1 (2007), pp.7-23. 
53 就任当初、任期は 4 年の予定であった。 
54 1785 年 3 月にベンガル政庁は、「軍事支出はベンガル管区の純収入をはるかに超えている」と役員会へ

報告している。FWIHC, XV, p.400. 
55 FWIHC, XV, pp.xxxvi-xxxviii. 
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ミンダールと呼ばれた人々を土地所有者と定め、彼らに地租納入義務を課した制度である56。

本項では、このような地税制度を導入するに至った過程を確認し、この地税制度改革がイギ

リスにとってどのような意義をもったのか検討してゆく。 

 イギリスによる地税制度改革は、東インド会社がインドで徴税権を得た 1765 年から複雑

な変遷をたどる。問題を複雑にしたのは、東インド会社の知識や経験の不足だけでなく、本

国におけるインド社会にたいする理解などの問題も絡んでいた。そこで、まず 1765 年から

コーンウォリスの総督就任する 1786 年までのおよそ 20 年間の制度の変遷を、当時のイギ

リス社会との相違やインド社会にたいする見方などとあわせてみておこう57。 

1765 年に得た徴税権とは、「ディワーニー」のことであり、これはイスラム国家における

「ディーワーン」に与えられる権利や行政機関の庁のことで、ムガル帝国では財務長官を指

した。英領インド史などの文脈では簡略に徴税権の獲得と説明されることが多いが、本来は

財務すなわち徴税と支出の権利だけでなく、民事・刑事の司法権も行使した。つまり、東イ

ンド会社が 1765 年 8 月のボクサールの戦いの講和条約となるアラハバード条約によって、

ベンガル、ビハール、オリッサの三州のディワーニーを獲得したということは、会社がムガ

ル帝国における当該三州の州財務長官になったことを意味した。 

折にふれ述べてきたように、東インド会社の目的は貿易であったので領土統治や徴税の

知識および経験はなかったため、徴税権を獲得した当初、東インド会社は必然的に現地の徴

税制度を踏襲することから始めることになった。ベンガル知事となったクライブは、ベンガ

ルのムハンマド・レザー・カーン(Muhammad Rezā Khān)とビハールのシタブ・ラーイ

(Shitab Rāy)という二人のナーイブ・ディワーン(Nāib-Diwān)に徴税業務を委ねた。その一

方で、監督官(supervisor)を任命し、インドでの徴税の知識と慣習の調査にあたらせた。 

 次いで 1772 年にベンガル知事（1773 年からはベンガル総督）に就任したヘースティング

ズ率いるベンガル政庁は、インド人を仲介せず会社自身の手で徴税業務を行うべく、歳入局

                                                   
56 パーマネント・セツルメントについては、主に次のような先行研究がある。N. K. Sinha, The Economic 

History of Bengal from Plassey to the Permanent Settlement, 2 vols. (Calcutta, 1956-62); S. Islam, 

The Permanent Settlement in Bengal: A Study of Its Operations, 1790–1819 (Dacca, 1979); R. Guha, 

A Rule of Property for Bengal: An Essay on the Idea of Permanent Settlement (Paris, 1963); H. R. C. 

Wright, ‘Some Aspects of the Permanent Settlement in Bengal,’ Economic History Review [以下、

HER ], 2nd ser. vol.7, no.2 (1954), pp. 204-215. なお、邦語で直接的にパーマネント・セツルメントを

扱ったものとしては、拙稿「インド総督コーンウォリスの地税制度改革―18 世紀イギリスにおける『イ

ンド問題』の文脈から―」『史論』東京女子大学、第 62 集（2009 年）、27-45 頁。 
57 以下、地税業務の変遷についての基本的事項は、次に基づいている。Walter Kelly Firminger (ed.), The 

Fifth Report from the Select Committee of the House of Commons on the Affairs of the East India 
Company, dated 28th July, 1812 (Calcutta,1917-1918), I, pp.3-19. 
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(Board of Revenue)を組織して徴税業務を管理した。実際には、徴税区分となるディストリ

クト(district, 県)のそれぞれには、イギリス人ないしはヨーロッパ人の徴税官とインド人の

ディーワーンが各一名ずつ任命された。土地はオークションによって請負に出され、その請

負期間は 5 年と定められた。このオークションによる請負は、土地を入札にかけて最高の地

税納入を申し出た者に、土地の使用・収益・処分などの全面的支配権を一定期間与えるとい

う制度であった。こうした入札制度の導入は徴税業務の様相を一変させた。とりわけ影響を

受けたのが、ザミンダールであったといわれる。 

 ザミンダールとは、土地の（ザミーン）所有者（ダール）を意味するペルシア語に由来し、

ムガル帝国における地方的支配者のことであった58。ムガル帝国においては、たんなる字義

通りの地税納入者ではなく、帝国に恭順を誓い、地税納入のほか軍役提供や政府監督権の受

入れなどを条件に、旧来の所領の一部または全部を与えられた地方的支配者であった59。彼

らは、世襲制で、私兵を雇い、裁判権をも有し、農村における徴税請負人としても機能して

いた。要するに、彼らは農村における政治支配者であった。その地位を数世代にわたって長

期的に代々受け継いできたザミンダールは、通常は、所領地域において農民と良好な関係を

築き上げていた。 

 イギリスによるベンガル政庁が導入した入札制度は、こうしたザミンダールにとってか

わる投機的請負人を多く生み出すことになった。このように生み出された投機家たちは、ザ

ミンダールが地所内で代々保持してきた土地に対する永続的利害を有しておらず、競りで

獲得した土地保有期間中に出来る限り多くの地代を取り立てようと試みた。そのため、投機

家たちは直接耕作者となるライオット(ryot, 農民)を圧迫した。結果的に地租納入は滞るこ

とになったが、イギリスによるベンガル政府は、その後もその場しのぎの制度改変を何度も

繰り返すことになった。これは、1770 年代前半の時点でイギリスによるザミンダール理解

が不十分であったためであろう。 

 ベンガル政府は、1773 年には、歳入局のメンバー2 名とシニア・マーチャント 3 名からな

                                                   
58 この用語は、14 世紀頃のインドの文献からみられるようになり、16 世紀前半にムガル帝国が北インド

を席巻した後に広範に使用されるようになった。以下、ザミンダールに関する基礎的情報は次を参照し

た。谷口晋吉「英国植民地支配前夜の北ベンガルのザミンダール―所領支配構造を中心として」『アジア

研究』25-1（1964 年）、52-86 頁。 
59 ムガル帝国支配下で、ザミンダールは帝国から奉公に対する一定の報酬としてナンカル(nankar)を与え

られ、その所領の領有権に由来する得分としてマリカナ(malikana)も認められていた。彼らザミンダール

の領有権は、帝国によって制限を受け、さらに所領の農民が有する慣行的な土地所有権にも制約を受けて

いた。実際には、彼らは所領経営において大幅な自由が認められ、領内に広大な不輸租地(bazi zamin)を

有し、領民に対して様々な付加課徴を課すことも黙認されていた。 
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る歳入委員会(Committee of Revenue)をカルカッタに設置し、6 つの地方評議会(Provincial 

Council)も設立した。この新たな体制では、イギリス人ないしヨーロッパ人の徴税官を廃止

し、徴税業務はインド人のディーワーンに任せた。ただし、インド人による徴税業務は、特

別委員(special commissioner)によって随時監査された。先に設定した査定期間の 5 年が満

了すると、査定期間を 5 年から 1 年へ変更した。いわゆる一年査定(annual settlement)であ

る。1781 年になると、ベンガル政府は、歳入業務をカルカッタに一元化することを決定し

た。この決定に伴い、歳入委員会は、ディーワーン 1 名の補佐をうける 4 名から成るものと

再編され、地方評議会は廃止された。さらに、再度ヨーロッパ人の徴税官が任命されたが、

彼らには実効的な権力は付与されず名目上の筆頭とされた。 

 以上みてきたように、1780 年代初めまで、徴税業務はたびたび改変され、いずれも実効

的な改善につながらなかった。そのうえ以前からあらゆる部門に蔓延していた腐敗は、依然

として根強く、腐敗による損失の拡大も食い止めることは出来なかった。イギリスのベンガ

ル政府によって業務改変の繰り返されるなか、インドでは凶作が続き、飢饉が起こり、農地

は荒廃していった。ますます悪化する状況において、コーンウォリスが新総督に着任した。

彼は、イギリス政府および東インド会社役員会から、最重要課題の一つとしてインドでの安

定した収入の確保を指示されていた。そこで彼は、インドでの収入の大部分を占めるベンガ

ルの地税収入を安定させるため、地税制度の立て直しに取り組んだ60。1765 年以来のイギリ

スによるインド政庁が地税制度の改変に取り組んできたのは、インドにおける会社収入の

安定化の必要からであった。ただし、イギリス人の同時代的課題として、収入の安定だけで

なく、制度的整備によって行政府としての安定も目指されていたことにも留意せねばなら

ない。 

 コーンウォリス率いるベンガル政庁は、1787 年に、当初 35 に区分されていた徴税区分デ

ィストリクトを 23 へ再編成し、各ディストリクトでは、徴税官が地代の徴収と支払に責任

を負うこととした。さらに歳入委員会も再編され、ベンガル・カウンシルのメンバー1 名を

委員会の長とした。これによって、中央からのコントロールを確立し、歳入局に、徴税官の

                                                   
60 1760 年代以来、東インド会社がインドで獲得するようになった収入は、大別して次のようになる。（１）

地税収入、（２）関税や消費税などその他の税収入、（３）塩とアヘン取引の独占取引である。ベンガルの

収入は、地税収入が 6 割を占めており、ベンガルの地税収入は会社のインドでの収入の要となった。1810

年の下院委員会報告によれば、1793 年のベンガル収入はおよそ 503 万 3,000 ポンドで、そのうち約 6 割

にあたる 302 万 5,000 ポンドが地税収入であった(Second Report from the Select Committee on the 

Affairs of the East India Company, 1810 in British Parliamentary Papers: Colonies, East India 1 

(Shannon, 1971)。同年の歳出入については次も参照。桶舎典男「イギリス支配初期におけるインド社会

の構造的変化」『アジア研究』10-4（1964 年）。 
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管理と補佐、地代査定の裁可を義務付けた。また、主任書記官(chief sheristadar)を任命し、

詳細な土地保有と地代に関する記録をとらせた。1790 年 2 月に査定期間は 10 年に拡大され

た。いわゆる十年査定(decennial settlement)である。コーンウォリスは、この頃には、段階

を踏んで、より長期的な査定を検討するようになっていた61。しかし、ティープ・スルタン

のケーララ侵攻でマイソールとの戦争を余儀なくされたことによって、この構想の実施は

延期された。マイソール戦争の終結後、1793 年 3 月に、1789/90 年度の査定を基準に永久

的に地税額を固定するとしたパーマネント・セツルメントを導入した。この際、ザミンダー

ルが土地所有者と定められ、彼らに毎年の地租納入を義務付けた。 

 パーマネント・セツルメントは、1793 年 3 月 22 日の布告に基づき、1793 年条例第 1 号と

して同年 5 月 1 日付で制定された。同日付で制定された条例第 2 号の序文は、パーマネン

ト・セツルメントの趣旨を次のように述べている62。最初に、ベンガルの製造業に必要な原

料や工業製品を除く輸出品の大部分は土地の生産物であり、貿易つまり国富の大部分は農

業の拡大に比例するという認識が示される。つづいて農業の拡大のためには、相次ぎ旱魃や

洪水、飢饉を防ぐために貯水池や堤防が必要だと主張する。ここからは、農業改良とそれに

ともなうさまざまな生産物の増大が、イギリス統治(British Administration)の主要関心の一

つであることがわかる。こうした目的のもと、土地の財産権(property in the soil)は土地所

有者(landholders)に与えられ、各不動産から政府に支払われるべき地税を永久に固定する

(the revenue payable to Government from each estate has been fixed for ever)とした。この

制度においては、地所の改良がすぐに土地所有者の利益となるので、それに必要な資金調達

の手段を土地所有者に与えた63。納税義務者とされた土地所有者は、徴収した税＝地代を政

府に納入することと規定した。徴税にあたっては、あらゆる司法の権限をその徴税者から剥

奪した。 

 パーマネント・セツルメントを評価するうえで、もっとも重要となるのは土地所有者とさ

れたザミンダールの理解であろう。すでに 1764 年には、当時のベンガル知事であったヴァ

ンシタート(Henry Vansittart, 任 1754-1764)は、次のように記していた。 

   会社がミドナプール地方(Midnapur, ベンガルの南方)を保有して以来、我々は地

代(rent)の徴収にあたりザミンダールから多大な妨害をうけてきた。そのため、

                                                   
61 Fifth Report, vol. II, pp. 501-515.  
62 以下、条例文については、The Bengal Code, vol. 2 (Calcutta, 1905), pp.431-493. 
63 中里成章「ベンガルにおける土地所有者の展開」『歴史と地理』402 号(1989 年)、1-14 頁。 
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ザミンダールの権威を完全に貶め、土地の譲渡によって彼らに安定した収入をみ

とめ、会社のどの部門であれライオットから速やかに地代を徴収する者を任命す

ることで、この地での会社の地位をよりよく保護し、地代の実態を掌握できるだ

ろう64。 

 また、ベンガル知事ヴェレスト(Henry Verelest 任 1767-1769)は、1769 年に次のような監

督官への教示を残している。 

あなたが注意すべき重要なことは、ザミンダールが収入や俸給としてライオッ

トから受け取っている量を固定することである。彼らザミンダールは、徴税におい

て、たいてい適切な限度を超えている65。 

 ヴァンシタートの教示にあらわれているように、東インド会社はすでに 1760 年代末には、

政府へ納入する地代に比して過度の地代をライオットから取り立てることがないように、

ザミンダールへ注意をむけていた。 

このような東インド会社のザミンダールへの対応は、ライオット保護の方針と表裏をな

していた。当時の東インド会社によるインド政府は、「最小限の圧力をもって最大限の徴収」

を目指しており、会社のイギリス人社員は、徴税に従事する者の利益を削減する必要から、

ライオットには好意的に、徴税請負人には敵対的に接したとされる66。インド在勤社員を含

む 18 世紀イギリス人の共通理解によれば、ライオットは元来、地代の支払いについて不満

などを表明するいくつかの慣習的権利を有していた。だが、当時すでにこうしたライオット

の慣習的権利は、各地域的支配者から尊重されることは少なくなっていた。そして、ライオ

ットは取り立ての厳しいディストリクトを簡単に放棄する傾向にあった。東インド会社は、

現地社会と上手に付き合っていくために、ライオットに対して穏健であるように努め、専制

的ふるまいを避けた。会社のライオット保護は、たんなる人道的理由からだけでなく、徴税

業務上の賢明な手段として、会社の重要方針の一つとなっていったのである。1771 年には、

ロンドンの東インド会社役員会は、ザミンダールの圧力からライオットを開放する方針を

決定した。役員会の決定では、ザミンダールの既知の権利は尊重されるべきだが、「我々の

優越を確保し、ライオットをザミンダールの圧力から解放する規制」が直ちに導入されねば

ならないとした67。 

                                                   
64 Fifth Report, vol. I, cxxvi. 
65 B. H. Baden-Powell, The Land-System of British India (Delhi, 1974), vol. I, p.616. 
66 Wright, ‘Some Aspects of the Permanent Settlement,’ pp. 204-215. 
67 Fifth Report, vol. I, p. ccvi. 
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 徴税業務からザミンダールを完全に排除することで、業務の改善をはかるという案もあ

った。この案は、徴税業務におけるザミンダールの妨害やライオット抑圧にたいする予防策

として有効性が認識された。ザミンダールの保有する各地域における影響力は、会社にとっ

て妨げになる可能性が高かった。しかし、様々な業務改変や試みを続けてきたベンガル政府

は、コーンウォリス期に至って、ザミンダールという各地域に密着した代理人を通じて徴税

することで固定額つまり安定した収入を確保することがより賢明であると考えるようにな

っていた。このようなザミンダールを土地所有者として地税納入義務者に定めた背景には、

イングランドの改良地主をモデルにした、地方の土地所有階級の強化という意図があった68。

土地所有権の保護を基盤にした健全な統治を図ろうとしたのである。前任総督ヘースティ

ングズ期に導入された耕作制度(farming system)では、査定期間の満了時に地所を競売にか

け、最高値をつけた者に 5 年を期限に耕作にだしていた。この制度はかえって土地財産の安

全を脅かすと考えられるようになり、この対極としてパーマネント・セツルメントが導入さ

れたともいわれている69。 

  

〔小括〕 

 以上みてきたように、コーンウォリスのインド統治改革の根本は、組織の効率化にあった。

とくに組織内にはびこっていた腐敗を排除するように各部局の再編成をすすめた。つまり、

コーンウォリス改革によって対象となったのは、個人の腐敗ではなく、組織内部の腐敗であ

った。このことによって、業務にあたる社員たちは、「腐敗の巣窟」から抜け出すことで無

気力から脱し業務を遂行するようになった。このために遂行された、商務、行政、司法とい

った、業務専門分化は、社員の私貿易への従事を断ち切っただけでなく、専門職としての行

政官らを育てることにもつながった70。この意味において、コーンウォリス改革は、インド

高等文官制（ICS: Indian Civil Service）のはじまりともされる71。コーンウォリスの目指し

たインド政府とは、インドを統治するにふさわしい行政府を担うに値するモラルを有する

「イギリス人」によって運営されるもので、この意味でイギリス人化がはかられた。改革全

般を貫いたモラルは、同時期イギリスの統治をささえる理念でもあった。イギリスとインド

                                                   
68 Guha, A Rule of Property for Bengal, pp.167-173. 
69 Eric Stokes, The English Utilitarians and India (Oxford, 1959). 
70 専門家としての在インド社員の養成については次を参照。浅田實「東インド会社とヘイリーベリー校」

木畑洋一編『大英帝国と帝国意識』（ミネルヴァ書房、1998 年）所収。 
71 ICS については次を参照。本田毅彦『インド植民地官僚―大英帝国の超エリートたち』講談社選書メチ

エ 216（講談社､2001 年）。 
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は空間としては遠く離れた地にあったが、イギリスの行政官によって遂行された諸改革の

理念は同一のものであり、それはインドにおいてインド人の慣習や文化、思想などと多くの

場合に相容れないものでもあったであろう。 

 

第 2 節 改革の評価と批判 

本節では、前節でみてきたコーンウォリス改革を本国政治の側面から検討してゆく。まず

第 1 項では、改革の成果とその同時代的評価を確認する。つづく第 2 項では改革への批判

を中心にコーンウォリス改革をめぐる論点を整理し、小ピット政権のインド政策評価につ

いて考察をすすめてゆく。 

（１） 改革の意義と評価 

〔軍事的評価〕 

 これまでインド総督としてのコーンウォリスの評価は、第一にその軍事的側面に注目が

あつまる傾向にあった。当時のイギリスにおけるメディアの反応として、帝国史家 P.J.マー

シャルは、コーンウォリスのインドにおける軍事的功績への反応を次のように考察した。前

節でもとりあげた第三次マイソール戦争におけるティープ・スルタン率いるマイソール王

国への最終的勝利がその評価を高めたといえるが、1792 年 5 月のセリンガパタム

(Seringapatnam)敗走は72、イギリスでも風刺画などで広く知られたコーンウォリス軍の敗

北であった（図表 6-1 参照）73。セリンガパタム包囲における東インド会社軍の死傷者は、

マイソール軍の 7倍といわれ74、戦場における実質的被害も大きかったと考えられる。だが、

最終的なマイソールとの協定では、その支配領域のおよそ半分を東インド会社が併合した。

第三次マイソール戦争における勝利は、ティープの二人の息子を人質として預かるコーン

ウォリスの図とともにイギリスに知られることになった（図表 6-2 参照）。 

 インドにおける戦争の勃発は、本国の議会においても小ピット政権への批判材料として

すぐに用いられた。とくに、インドでの戦争は不当に引き起こされた、という非難がなされ

た。また、戦費負担が重くのしかかる東インド会社は、これを機にインドにおける兵力つま

                                                   
72 コーンウォリス軍は兵糧不足や感染症（赤痢？）などに苦しみ、同年 5 月には退却を余儀なくされたが、

その後コーンウォリス軍は、連合するマラータ軍に窮地を救われた。 
73 なお、軍事史家フォーテスキューはこの敗走についてコーンウォリスに責任を問うべきではないと評価

している。 J. W. Fortescue, Military History: Lectures delivered at Trinity College, Cambridge 

(Cambridge, 1914) rep., 1923, pp.169-170. 
74 Kaushik Roy, War, Culture and Society in Early Modern South Asia, 1740-1849 ([S.l.], 2011), p.88. 
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りインド軍の維持費について議論を持ち込んだ75。このインド軍の維持費については、すで

に第 5 章でダンダスが毎年のインド予算報告のなかで慎重に扱ってきたことをみた。第三

次マイソール戦争が結果としてイギリス軍の勝利におわると、本国での戦争非難はコーン

ウォリス賞賛へと変わった。1792 年 12 月には、議会両院でコーンウォリスと彼の軍への感

謝決議が満場一致で決議された76。同戦争に関してコーンウォリスへの感謝決議は、議会だ

けにとどまらず、本国東インド会社や在インドのイギリス人らによってなされ、1792 年 10

月には侯爵位が授けられた。帰国後、コーンウォリスはロンドン・シティの名誉市民とされ、

シティの一室（Common Council Room）には肖像画が飾られることになった77。 

〔パーマネント・セツルメント〕 

 インド総督としてのコーンウォリス評価のもう一つの重要な点は、1793 年にコーンウォ

リスが導入した地税制度である。パーマネント・セツルメントにたいする批判において、「本

来、『限定的かつ条件的な』所有権者としてのザミンダールと実際の耕作者としてのライオ

ットの間には『ライオットが近づくこともできない』ほどの距離があって、両者の間は複雑

な関係で結ばれ、従って徴税の機構も錯綜して」おり、さまざまな階層や利権が存在してい

たことが指摘される78。条文等においては、パーマネント・セツルメントによってたんなる

土地所有者にされたザミンダールは、「ザミンダール、独立トルクダールおよびその他実質

的土地所有者」(zamindars, independent talukdars and other actual proprietors of land)と

表記された。こうした表記からは、当時のインド政府が、ザミンダール自体の多様性や、そ

れに相当する多様な存在を認めていたであろうことをがうかがえる。つまり、パーマネン

ト・セツルメントにおける土地所有者＝ザミンダール層、耕作者＝ライオットとする二分化

は、当時のこうしたインド社会内部の階層などに対する認識不足というよりも、多様な階層

をあえて単純化したと考えられる。そうであれば、こうした土地所有者と農民の二つの階級

の法文上での認知は、業務の効率化をはかったコーンウォリス改革に合致する。 

 パーマネント・セツルメントに関しては、地券についての批判もあった。それまで慣習的

に土地の占取権を有していた農民と土地所有者との間の関係は、コーンウォリス改革によ

                                                   
75 P. J. Marshall, ‘“Cornwallis triumphant”: War in India and the British Public in the late Eighteenth 

Century’, in Lawrence Freedman, Paul Hayes, Robert O'Neill (eds.), War, Strategy and International 
Politics: Essays in Honour of Sir Michael Howard (Oxford, 1992). 

76 Parl. His., XXX, pp. 
77 コーンウォリスの勝利は、多くの絵画、彫像や詩によって広く喧伝されることになった。Marshall, 

‘Cornwallis Triumphant’.’ 
78 桶舎「イギリス支配初期におけるインド社会の構造的変化」。 



150 

 

って明確な文書契約に立脚するものとされた。土地所有者は、農民に対して 10 年を期限に

貸与地面積・地代額を明記した地券を発行し、その地券記載額を超える地代徴収を禁じられ

た。この地代額の基準は、「既存のパルガナ率」(established pargana rate)といわれるもので

あった。そもそも地券授受の慣習は概して存在していなかったことや、既存のパルガナ率は

1780 年代にはすでに消滅していたことなどから、地券については空文化していたというの

が主な指摘である。また、農民が地券を受領すると否とに関わらず、土地所有者の地代徴収

権は補償されていたことから、実効性に欠いていたという指摘もある79。パーマネント・セ

ツルメントは、こうした諸批判をうけて 1812 年条例では、地券有効期限の廃止など部分的

改正が加えられていった。 

パーマネント・セツルメントの導入によって、たしかに旧来のザミンダールの多くが没落

し、入札によって新興した投機的な植民地型ザミンダールがとってかわった。このことは、

インド社会における変化という点では、非常に深刻な意味をもった。だが、イギリスによる

インド統治の面から評価するならば、統治者として行政の重要な財政基盤である地税の安

定的確保のための手段として導入された。本論文は、社会経済史的に評価するのではなく、

あくまで同時期イギリスの改革の俎上でインド統治改革を評価することで、イギリスのイ

ンド政策を再検討しようとする立場にある。この立場からは、効率的な行政運営が図られた

点や、インド現地住民―地税政策ではとりわけ農民・耕作者―の繁栄や福利のために施策さ

れた点を強調したい。イギリスによる適切な統治がなされることは、インド臣民の幸福につ

ながると考えらえたことが、当時のイギリスにおけるインド問題の前提なっていたからで

ある。だからこそ、コーンウォリス改革の要は、組織のなかの腐敗を除去することによって

行政と財政の安定をはかることにおかれた。そして、それによってイギリスとインドの臣民

の繁栄をめざしたのである。このような目的のうちには、もちろん統治ないし植民地化の正

当化という側面を完全に否定することは出来ないだろう。だが、それと同時に、インド政策

やインド統治改革に携ったイギリス人のうちには、心からこのような理想を掲げて改革を

志向した人々もまたいたことも否定できないであろう。 

こうしたインドの繁栄と平和を脅かす戦争は、本国で厳しい非難にさらされた。だが、温

情的で穏やかで高潔なイギリス人のイメージを象徴したコーンウォリスが、アジアの専制

（デスポティズム）を象徴するティープを打ち破ったことによって、第三次マイソール戦争

                                                   
79 高畠稔「コーンウォリス＝システム批判論の形成」『北海道大学文学部紀要』17-1（1969 年）、1-44 頁。 
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の勝利は、イギリスの植民地支配の正当性をますます確かにものにしていった。 

 

（２） コーンウォリス批判の論点 

コーンウォリスのインドでの政策決定について、帝国史家マーシャルが指摘したように、

彼はインド総督である以上、名目上は東インド会社社員であったが80、その任命は国王の大

臣によってなされ、彼がロンドンから受け取る指示は、たとえ東インド会社役員会の秘密委

員会から発信されていたとしても、本国政府の意向を反映したものであった。このことは、

第 4 章でみた BOC 批判に表れているように、本国の同時代人も認識していたであろう。本

国では、小ピット政権のインド政策への批判は、最終的にダンダス個人への批判に集中して

いったが、インドでの政策にかんしてコーンウォリスへの批判は、彼の施策が政府の意向を

反映していたことからも、政府は必ずといっていいほどコーンウォリスを擁護した。このこ

とは、ダンダス批判に対し BOC 委員がこぞってダンダス擁護にまわったのと同じ構図をな

している。とはいえ、本国議会でのコーンウォリスへの批判は、第三次マイソール戦争をは

じめたことに対するものが例外的に起こった程度で、基本的にほとんど強い批判はなされ

なかった。むしろ、インドでコーンウォリスが行っている統治改革については、インド予算

報告でコーンウォリスからの手紙を論拠にしたダンダスへその批判の矛先が向けられるこ

とになった81。第 4 章でみたダンダス批判にみられたのと同様に、こうした批判は、あくま

で政府批判の手段でしかなく、改革内容にまで及んだ実質的な批判はほとんど皆無であっ

た。フィリップ・フランシスのような政敵は、インドから帰国した商人や東インド会社の軍

人などと協力して政策批判を試みることはあったが、こうしたインドから帰国した情報通

はダンダスや小ピットも同じように協力者として確保していた―同じく第 5 章でみたスコ

ットやグラントがその代表例であった。フォックスやフランシスですら、インド現地でコー

ンウォリスがすすめていたインド政策については政府批判の有効な材料とすることは出来

なかった。 

 むしろ、ダンダスやコーンウォリスを悩ませたのは、現地における細部にわたる陳情であ

った。会社内部からの批判、とりわけ現地における細部についての批判は、その複雑さと繁

雑さにもよっていたが、なにより異質なインド社会での業務であったことが最大の要因で

                                                   
80 Marshall, ‘Cornwallis Triumphant,’. 
81 たとえば、1788 年のインド予算報告では、報告内容よりも、なぜコーンウォリスの手紙を読み上げない

のか、といったような野次にちかい抗議があがった。この例のように、ほとんどの議員は、具体的な改革

内容にまで踏み込んで批判することは不可能だった。Parl. His., XXVII, pp.564-566. 
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あったろう。このことは、とくに第 5 章でみたインド軍の問題によくあらわれている。イン

ドでは、現地人の兵による反乱がしばしばおこっていたが、同時にイギリス人を含むヨーロ

ッパ人部隊による反乱もおこっていた。この問題は、さらにヨーロッパ人部隊として会社軍

と正規軍が併存していたことでさらに悪化した。前述のようにダンダスとコーンウォリス

は、1788 年にインド軍の統合をはかったが、会社軍将校の強硬な反発で失敗におわった。

その後もインド軍は、インド大反乱を経て東インド会社統治が終焉するまで統合されるこ

とはなかった。こうした背景のため、インド問題はとくに平時でも戦時でもインドでの戦争

を問題視することになった。それでも、インドでの戦争の正当性は問われたものの、イギリ

スによるインド統治の正当性そのものが議論されることはなかった。 

コーンウォリスは、任期をおえて帰国後、長く続いていたエドマンド・バークによるヘー

スティングズ弾劾裁判で証言をしたり82、1798 年から総督となるウェルズリーへ助言を求め

られたりとインド問題に関して関係者から信頼されていた。後に、1805 年に再任すること

になったのも彼のインド総督としての評価を物語っている83。 

                                                   
82 The Work of the Right Honourable Edmund Burke, vol. VII: Speeches on the Impeachment of Mr. 

Hastings (London, 1821). 
83 1797 年 5 月にも、コーンウォリスのインド赴任案が浮上していた。この時の会社内の議論をみると、コ

ーンウォリスを任命することよりも、彼に与える権限や指令について議論している。こうした議論では、

彼を総督任命することへの異議や彼以外の候補者を擁立するような意見は記録されておらず、この時の

議論が彼を総督とすることを前提としたものであったと推測される。Company’s Army in India. The 

Debate at the East India House at a General Court, held on Friday the Fifth of May, 1797, … (London, 

1797). ちなみに、1805 年に再任した際には、コーンウォリスはインド到着後すぐに病死してしまった。 
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結論 

 

財政・軍事国家といわれる 18 世紀イギリスの国家体制は、アメリカ独立戦争によって動

揺した。アメリカの独立は、イギリス帝国の再編をも促した。近年では、かつてのようにイ

ギリス帝国を第一次帝国や第二次帝国とよぶことは少なくなってきたが、18 世紀末にたし

かにイギリス帝国はその重心を西から東へと移行させていった。このことは、議会における

西インド利害と東インド利害の趨勢からも見て取ることが出来る1。また、1782 年から 84 年

には、イギリス政治は国制上の危機を経験したが、この危機のなかで成立し、苦難の時期に

国政運営の舵をとった小ピット政権は、帝国の問題と分かちがたく結びついていた。 

小ピット政権の組閣の直接のきっかけとなったのは、1783 年 11 月からのインド法案論争

であった。当時、専門性の高さやその複雑さのために、インド問題に精通した人物はごく少

数の人物に限られた。にもかかわらず、インド法案をめぐってインド問題はさまざまな視点

から議論されていた。たとえば、アメリカやアイルランドといったより広い問題関心のなか

で、また、グレイト・ブリテンの課税や財政といった問題のなかで考察された2。 

 1784 年ピットのインド法の土台となったのは、ヘンリ・ダンダスの法案であった。彼は、

ピットのインド法で新設された BOC に最初からその一員として参加し、後には BOC 長官

として、小ピット政権のインド政策を担った。だが、ダンダスは、一般的な認識ほど BOC

において独裁的に政策を遂行していたわけではなかった。すくなくとも長官に就任する

1793 年までは、インド政策における彼の中心的な仕事は、基本的に政府と東インド会社の

関係調整にあった。しかし、小ピット政権におけるインド政策において、徐々に東インド会

社にたいする監督権を強化していったことも、また事実であった。1788 年宣言法にみられ

るように、正規軍のインド派遣をめぐる議論を契機に、インド法では曖昧になっていた BOC

の権限をめぐって政府と東インド会社の対立が表面化した。これを機にダンダスは、東イン

ド会社軍を中心としたインドにおけるイギリス兵力を、正規軍インド派遣部隊を核にした

インド軍に統合する試みを行った。1787 年から 88 年の対立の局面のいて、ダンダスの試み

は、インド軍統合という点では失敗したが、インド財政に関して政府が権限を掌握するとい

                                                   
1 Namier, Lewis & John Brooke (eds.), The House of Commons 1754-1790, 3vols. (London, 1964), vol.I, 

pp.150-152; G. P. Judd, Members of Parliament, 1734-1832 (New Heaven, 1955). 
2 具体的には、当時出版された次のような小冊子があげられる。Richard Champion, Considerations on the 

Present Situation of Great Britain and the United States of North America, with a View to their 
Future Commercial Connections (London, 1784); Francis Dobbs, Thoughts on the Present Mode of 
Taxation in Great Britain. The Ruin that it lead to – and the way to avert it (London, 1784). 
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う点では会社との対立に勝利したといえる。そして 1788 年以降ダンダスは、インド財政問

題に注力していった。彼は、インド負債をイングランドへの転換することよって、インド現

地での軍事費の増加で肥大化するインド負債を削減しようと試みた。このインド負債の削

減方法は、インドでの軍事問題とりわけ平時におけるインド軍維持の問題を巧妙に進める

ためにも重要であった。このインド政策におけるインド財政の重視は、インド現地における

インド総督コーンウォリスによる改革の核が財政の安定化にあったことも反映している。 

インド総督として赴任したコーンウォリスの任務は、インドに本国政府の考えるところの

「行政府」すなわちインド政庁を確立することであった。コーンウォリスによるインド統治

改革は、イギリス人のモラルと安定した財政基盤の確立によってなされた。コーンウォリス

はインド統治に関するあらゆる部分での改革遂行を求められることになったが、それらの

改革の核となったのは、会社役員会の指示にあった綱紀粛正すなわち腐敗の除去であり、そ

れはインド統治におけるモラル・リフォームとしてみてゆくことができるだろう。そしても

う一つの核が、行財政改革であり、とりわけ財政の安定化は本国政府が国内で推進する改革

と表裏をなしており、それは前章でとりあげたインド財政・インド予算を現地で支えること

になった。また、財政についてもモラルの点は不可分の問題であった。すでにコーンウォリ

スのインド総督就任以前から、インド在勤社員の腐敗が東インド会社のインドでの財政を

おおきく妨害していることが問題視されていた。この主要な二つの核は、言わずもがな同時

期本国における改革の核であった。国家財政や帝国財政にとって、インド財政のもつ意義が

ますます重要となってくると、かつては「東インド会社問題」として処理されてきたインド

問題は、国家的重要問題のひとつとなっていった。下院の報告書などには、まだ 1810 年頃

をすぎても、「東インド会社の調査について」の委員会といった表記が残っていたが、報告

書の内容は、明らかに会社の調査ではなく、会社の業務とそれを監督する政府とをともに調

査するものであった3。 

コーンウォリス改革のうち、もっとも長く批判にさらされたのは地税政策であった。しか

し、これらの批判は、後世の評価によるところが大きい4。18 世紀のイギリス国家と帝国と

を見通すことを目指す本論文は、むしろ、同時代的なコーンウォリス改革にたいする評価の

在り方に着目した。コーンウォリス改革は、小ピットやダンダス等の本国政府や東インド会

                                                   
3  Report from the Select Committee on the Affairs of the East India Company, 1810, in British 

Parliamentary Papers: Colonies, East India 1 (Shannon, 1971), 255-266. 
4 高畠稔「コーンウォリス＝システム批判論の形成」『北海道大学文学部紀要』17-1（1969 年）、1-40 頁。 
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社役員会らの意向を反映した現地におけるインド政策の一端にほかならず、政府や会社役

員会がコーンウォリス改革を高く評価したのも当然であった。東インド会社関係者および

反政府派の政治家たちもまたコーンウォリス改革を肯定的に評価したことは、本国政治に

おける党派対立に関係なくインド問題にたいする共通の認識がイギリス人によって共有さ

れていたことを示唆する。より実質的には、コーンウォリスのインドでの施策は、政府の政

策を反映していたので、理論上は政府批判の手段ともなり得たが、ダンダス批判と同じく個

別の具体的な政策を批判することが出来るだけの知識や情報を備えた政敵はほとんどいな

かったことや、インド統治に関して概しての認識を多分に共有していたことから、有効なイ

ンド政策批判は起こり得なかった。コーンウォリスが、第三次マイソール戦争に勝利すると、

彼の帰国は帝国の英雄の凱旋として賞賛のなか迎えられた。とくにマイソールのティープ

が野蛮なアジアの専制君主であったのに対し、コーンウォリスはイギリス人が誇るべき資

質を備え、それは帝国の統治者としてふさわしいと考えられた。本国におけるこのようなコ

ーンウォリス評価は、18 世紀半ば以降からの国内改革で声高に叫ばれた為政者の資質とモ

ラルの問題が背景にあった。そして、イギリス人のアジアにたいする認識と帝国の正当性の

問題もまた、彼の評価に関係しただろう。 

多くがその軍功と生来の個人の性格等によっていたとしても、コーンウォリスがインド

総督として多方面から高く評価されたことは、小ピット政権のインド政策もまた、同様の評

価を得たといえるであろう。本論文では、本国で小ピット政権によるインド政策を推進して

いたダンダスとインド総督コーンウォリスの統治改革とが連携して行われていたことを、

実態的な側面において確認してきた。小ピット政権初期の行財政改革とインド政策とは、そ

の成否の命運をともにするような分かちがたい関係の体制においてすすめられた。 

小ピット政権の財政政策は、国際的信用の高いイギリス国債とそれを支えた議会承認の

プロセスからなる税制度による財政・軍事国家の根幹にかかわる諸改革であった。政治的・

経済的改革の志向は 1760 年代からみられたが、1780 年のエドマンド・バークによる大規模

な財政改革案によってイギリス政治上で経済・財政改革の動きが本格化していった。実際に

は、若干の官職廃止や年金授与等の規制などといった 1782 年の部分的な改革におわったが、

1783 年 12 月に成立した小ピット政権は、これらの改革志向に対応する必要があった。小ピ

ット政権の財政改革は、1786 年の統合基金がもっともよく知られているが、1790 年前後に

国債増加の問題などを調査・報告する議会調査委員会をしばしば設置し改革に意欲的だっ

た。結果的には、財政改革に限らず小ピット政権の推進していた改革的諸側面は、1793 年



156 

 

の対仏戦争の開始によって頓挫したが、小ピット政権がその成立から対仏戦争開始までの

間に積極的に取り組んだ諸改革の試みは、19 世紀以降の改革に少なからず貢献したはずで

ある5。小ピット政権のインド政策をあらためてみると、ダンダスによる本国財政上におけ

るインド財政の確立とコーンウォリスのインド統治改革における地税制度改革を中心とし

た行財政政府の確立とは、小ピット政権が成立当初からすすめていた本国の財政政策や諸

改革と同一路線上に位置付けることができるであろう。とくにインド財政や行財政の効率

化といった点に着目したとき、国庫に負担なきインド財政・インド予算を確立しようとした

ダンダスのインド政策と、イギリス人による統治のための健全で効率的なインド政庁をつ

くるためのコーンウォリスの腐敗への対応と地税制度改革を中心とした統治改革とによっ

て構築していったインド統治の「1784 年体制」は、理念上よりも現実の必要性から国内と

インドの改革が連携して行われたといえよう。 

 

                                                   
5 Philip Harling, The Waning of ‘Old Corruption’: The Politics of Economical Reform in Britain, 1779-

1846 (Oxford, 1996); Michael J. Turner, The Age of Unease: Government and Reform in Britain, 
1782-1832 (Stroud, 2000). 
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図  表 

 

 

【図表 2-1】東インド会社の経営組織概略図 

 

 

【図表 2-2】東インド会社、役員構成 

EIC 役員、1784-1833 

インド 44 

シティ 29 

船舶 20 

私貿易 10 

不明 7 

合計 110 

〔Philips, East India Company, Appendix II より作成。〕 
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【図表 4-1】BOC：委員会出席回数 

年 回数 Sidney Pitt Dundas Walsingham Grenville Mulgrave 

1784 22 
出席 9 1 17 

22 22 17 
委員長 9 0 13 

1785 58 
出席 8 8 51 

55 52 52 
委員長 8 2 48 

1786 40 
出席 3 8 38 

35 22 35 

委員長 3 5 32 

1787 43 
出席 2 36 42 

2 20 30 

委員長 2 33 5 

1788 32 
出席 4 21 27 

4 32 17 

委員長 4 16 11 

〔IOR/F/1/1 より作成（1789 年には構成員の変更が生じるため、便宜上 1788 年までとした）。注 1：第 33 回（1785 年
3 月）の記録欠如のためノーカウント。本文注 35 を参照。注 2：第 144 回（1787 年 6 月 11 日）は委員長の記載なし。
出席者よりダンダスと思われるが、表中はノーカウント。注 3：第 155 回および第 156 回（1787 年 7 月 30 日、31 日）

は委員長の記載なし。出席者よりピットと思われるが表中はノーカウント。注 4：第 166 回（1788 年 2 月 7 日）は委員
長の記載なし。出席者よりピットと思われるが表中はノーカウント。〕 

 

【図表 4-2】BOC：秘密委員会出席回数 

年 回数 Sidney Pitt Dundas Walsingham Grenville Mulgrave  

1785 8 
出席 0 0 8 

8 8 8 

委員長 0 0 8 

1786 8 
出席 0 5 8 

3 2 8 
委員長 0 5 3 

1787 10 
出席 0 10 10 

0 5 6 

委員長 0 10 0 

1788 4 
出席 1 4 3 

0 4 0 
委員長 1 3 0 

〔IOR/L/PS/2/1 より作成（1789 年には構成員の変更が生じるため、便宜上 1788 年までとした）。参考までに、本稿の

対象とした 1793 年までの上記委員の出席回数および委員長については次の通り。1789 年は 4 回開かれ、ピット 4 回出
席（委員長 3 回）、ダンダス４回（委員長 0 回）、グレンヴィル 2 回（委員長 1 回）、マルグレイヴ 2 回。1790 年は 8 回
開かれ、ピット 4 回出席（委員長 1 回）、ダンダス 7 回（委員長 4 回）、グレンヴィル 3 回（委員長 3 回）、マルグレイヴ

5 回。1791 年は 6 回開かれ、ピット 5 回出席（委員長 3 回）、ダンダス 6 回（委員長 0 回）、グレンヴィル 2 回（委員長
2 回）。1792 年は 1 回開かれ、出席者で初期構成員はダンダスのみ、彼が委員長を務め、他に新規委員が 2 名出席した。
1793 年は 9 回開かれ、ピットは 6 回出席（委員長 0 回）、ダンダス 9 回（委員長 7 回）、グレンヴィル 2 回（委員長 2

回）。なお、グレンヴィルは 90 年 3 月から長官、ダンダスは 93 年 6 月から長官となったので、それぞれ長官職にある
期間の出席時は委員長となった。〕 
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【図表 4-3】下院におけるインド利害（1） 

 

〔Philips, East India Company, Appendix I より作成。〕 

 

 

 

【図表 4-4】下院におけるインド利害（2） 
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〔Philips, East India Company, Appendix I より作成。〕 
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【図表 5-1】インドにおける軍隊の発展 

 ボンベイ軍 マドラス軍 ベンガル軍 総数 

1763 年 2,550 9,000 6,680 18,230 

1782 年 15,000 48,000 52,400 115,400 

1805 年 26,500 64,000 64,000 154,500 

 

〔HCSPより作成。〕 

【図表 5-2】1784 年 12 月 20 付のインド軍 

Commissioned Officers 

Colonels 7 

Lt.Colnels 19 

Majors 64 

Captains 189 

Subalterns 790 

Warrant Officers 

Surgeons Major 4 

Surgeons Major 52 

Surgeons Assistant 93 

Cadets 
arrived 11 

not yet arrived 35 

Minor Cadet   107 

〔FWIHC, XV, pp.390-391 より作成。〕 
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【図表 5-3】正規軍のインド兵力、1786 年 12 月 

 Commissioned 

Officers 

Non-Commissioned 

Officers 

Total 

19th Regiment of Light Dragoons 7 350 357 

36th Regiment of Foot 29 588 617 

52nd Regiment of Foot 18 449 467 

71st Regiment of Foot 29 934 963 

72nd Regiment of Foot 24 1051 1075 

73rd Regiment of Foot 13 500 513 

Total 120 3872 3992 

〔RCHCより作成。〕 

【図表 6-1】マイソール戦争における敗走 

(‘The Coming-on of the monsoons; -or-the re-treat from seringapatam’ 

1851,0901.564 AN138702001, The British Museum ) 
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【図表 6-2】ティプーの二人の息子の引渡し 

 

(‘Marquis Cornwallis receiving the royal hostages at Seringapatam’ 

1867, 1012.640 AN943279001, The British Museum) 
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